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１　人口減少社会と自治体
人口減少・少子高齢化が、日本の深刻な課題とし

て注目されてから久しい。「地方創生」が、国や自
治体の政策的な取組みになったきっかけは、2014
年に「日本創成会議」が公開した「消滅可能性都
市」であろう。もっとも、それ以前から、こうした
傾向は進行していた。日本は 1970 年に「高齢化社
会」に突入し、65 歳以上の高齢者の割合が 7％を超
え、1994 年に「高齢社会」に、そして 2007 年には
高齢化率が 21％を超える「超高齢社会」に突入し
ている。また、並行して少子化も深刻化し、2023
年には出生率が 1.20 となり、2024 年の日本の年間
出生数は約 68 万 6,000 人と、70 万人を下回った（厚
生労働省 2025：4-6）。1960 年の日本の出生数が約
160 万 6,000 人だったことを振り返ると（厚生労働
省 2025：21）、半数以下という状況である。

人口減少、少子高齢化は、生産年齢人口の減少に
よる労働力不足と経済規模の縮小や生産力の減退を

もたらし、それにともなって、税収の減少が生じ、
社会保障費の増大をもたらすことになる。このこと
は、財政基盤の不安定化をもたらし、行政サービス
の低下につながる危険性をはらむ。これらは、国・
自治体にとって深刻な課題であり、将来にわたって
長期的に考えなくてはならない重要な問題である。

国や自治体が「地方創生」に取り組むことになっ
た背景には、こうした流れがあり、人口減少を止
め、少子高齢化を改善させるための政策が求められ
たのである。とはいえ、人口減少や少子高齢化は長
期にわたる変化により影響が顕在化してくるもので
あり、短期的な解決は難しく、政策的な効果につい
ても簡単に評価することはできない。

とはいうものの、「消滅可能性都市」が発表され
てから 10 年あまりが経過し、さまざまな課題が顕
在化し、高齢者の医療・福祉政策、子ども政策等、
課題解決に向けた政策的な検証や見直しが求められ
ているように思える。その課題解決に向けて求めら

人口減少社会と公務人材の確保・育成

明治大学 政治経済学部 教授

地域行政学科長（政策学科設置準備委員長）　牛山 久仁彦

日本社会においては、人口減少・少子高齢化が進み、担い手不足が深刻な課題となっている。自治体においても、
人材確保に苦慮し、民間との併願を容易にするような試験方式の多様化が図られている。そこには、多様な人材
を確保するという意味がある一方、公務員に不可欠な法制度の知識や「全体の奉仕者」「公正無私」といった考
え方を学ぶことなく採用に至ることには懸念もある。また、政府によるインターンシップ制度の整備が進んでい
るが、それを自治体にそのまま適用してよいのかという課題もある。そうした点をふまえ、入庁後の人材育成の
ための職員研修が重要であるが、その企画や講師選定まで外部委託するケースも見られ、自治体による主体的で、
地域の実情に見合った研修が行われているのかが問われている。今後は、自治体が主体的に人材確保・育成政策
を全庁的な取組みとして開発、企画立案し、「公共」を担う意識を持った人材を確保・育成していくことが必要
である。

◆ 巻 頭 論 文 ◆
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れるのが、国・自治体を通じた政策形成能力の向上
であろう。その担い手としては、政治家はもとより、
公民連携が進む中で、民間企業やコンサル等の社員
にも期待はかかる。その一方で、基本的には行政職
員が果たす役割が重要であることは間違いない 1。
その意味で、国・自治体を支える基盤である、公務
に携わる人材の確保が重要であろう。

ところが、そうした状況にもかかわらず、国も自
治体も、労働人口が減少する中、担い手不足という
課題に直面しているように思われる。民間、公務員
ともに人材不足に直面しており、社会の高度化やデ
ジタル化などに対応した優秀な人材を確保するのに
苦慮し、競い合い、結果的に「売り手市場」という
状況が生まれている。そうした中で、公務員人気は
低下しており、先に述べたような課題に向き合い、
解決することができる人材を確保することがむずか
しくなっているのではなかろうか。国における課題
もさることながら、全国の多様な社会環境の中で、
1,700 あまりの自治体において、人材確保が困難に
なっている。そこで、ここでは、自治体職員を中心
に、公務に携わる人材確保の難しさや、それをふま
えた人材育成の課題について考えてみたい。

2　自治体職員の採用をめぐる状況
2023 年 12 月、総務省は「人材育成・確保基本方

針策定指針」を公表した。それによれば、「少子高
齢化の進展・生産年齢人口の減少をはじめ、個人の
ライフプラン・価値観の多様化、大規模災害・感染
症などの新たなリスクの顕在化、デジタル社会の進
展等により地方公共団体を取り巻く状況が大きく変
化している」とし、それにより、今後は「若年労働
力の絶対量が不足し、経営資源が大きく制約される
こと」を指摘している（総務省 2023：2）。その上で、

「複雑・多様化する行政課題に対応する上で、各地
方公共団体における人材育成・確保の重要性は従前
にも増して高まっている」としている（同上）。

それにもかかわらず、近年の公務員志望者数は減

少傾向にある。総務省によれば、2023 年度の地方
公務員の競争試験の受験者数は 399,199 人で、2022
年度より 39,452 人減少しており、合格者数は増加
していることから、競争率は低下し、減少傾向が続
いているとされる（総務省 2024：1）。

先の指針でも、総務省は、「特に、行政のデジタ
ル化による省力化・生産性の向上や新しい公共私間
の協力関係の構築、それらを支える人材の育成・確
保が急務」であるとし（総務省 2023：2）、高い能
力をもった人材の確保の重要性を認識していると思
われるが、図 1 に示されたように、公務員人気が低
下する中で、その実現は難しい状況にあるといわざ
るをえない 2。

大手公務員予備校が示した資料でも、募集人数の
動向により例外もあるが、軒並み低下傾向にあり、
東京都では、一時期 10 倍を超えていた倍率が、1.5
倍まで低下している（表 1）。

こうした傾向は、市区町村についても同様であり、
さらには、合格しても採用を辞退する割合は高く、
特別区においても、年度によっては 3 ～ 4 割が辞退
した自治体もあるという。複数の自治体を受験し、
待遇や居住地、出身地などの諸条件を勘案し、合格
した中から選択した自治体に就職することで辞退者
が増えることはありうるとしても、近年では、民間
企業との掛け持ちで受験し、公務員試験採用時期の
遅さから先に民間を受験しておいて、待遇や労働条
件から、自治体職員を辞退して民間を選ぶ例も増え
ていると感じる。

また、近年の公務員受験の中で注目する点は、従
来の公務員採用試験に課されていた専門試験（学科
試験）を行わず、民間と同様に「適性検査方式」や

「SPI 枠」で採用を決める例が増えていることであ
る。多くの自治体で進む SPI 枠等の導入は、民間
企業との併願を可能にし、受験者数の減少に対応す
る手段として考えられているのであろう。実際、上
記の大手予備校が提供している資料では、神戸市総
合事務（基礎・専門方式）試験では倍率が 6.3 倍な

1 　 行政の役割を限定し、政治と行政の二分論に基づいて政治の役割を強調する議論も有力であるが、それに対して、行政が果たす
政策形成機能について着目した議論にあらためて注目したい。例えば、アップルビーが行政の果たす政策形成の機能に着目して
論じていることは、よく知られている（Appleby 1949）。

2 　 いうまでもなく、こうした状況は志望動向を示したもので、本稿は、近年の採用人事の中で優秀な人材の確保が全くできていな
いということを述べるものではない。
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のに対し、おなじ総合事務（適正検査方式）は 22.8
倍、また、広島市行政事務試験が 2.3 倍なのに対し
て、行政事務（SPI 試験枠）は、33.2 倍と高倍率に
なっている。もちろん、募集者数や試験時期によっ
て、こうした違いが生じることはあろうが、それに
しても、大きな開きがある。また、こうした状況を
見ると、SPI 試験の導入に踏み切る自治体が増加す
ることも当然であろう。

それでは、こうした試験方法の多様化が、人材確
保に有効な手段となりうるであろうか。以前から、
多様な試験制度や学科試験によらない形で採用を実

施してきた自治体も多い。そうした自治体では、多
様な人材の確保が可能となった実例も重ねられてき
ている。しかし、それには前提があるように思われ
る。

そもそも、公務員の採用は資格任用制が原則とさ
れ、試験の結果による公平な採用が求められている。
1883 年に制定されたアメリカ連邦公務員法（ペン
ドルトン法）は、いくつかの原則をもつが、その中
のひとつは、各省庁職員の 10％は、公開競争試験
による採用とするというものであり、連邦人事委員
会が試験を監督し、各省庁が規則を遵守しているか

表１　都道府県職員採用試験における倍率

出典：�TAC株式会社ホームページ「地方公務員（都庁・県庁・政令市等）の試験倍率データと傾向を大公開！」（https://
www.tac-school.co.jp/kouza_sogo_komuin/about_Civil_service_examination/Magnification_Local_civil_service_
examination.html；最終閲覧日：2025 年 9 月 10 日）

図１　過去 10年間の競争試験における受験者数、合格者数及び競争率の推移

出典：総務省（2024）p.1
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どうかの調査権限をもっている（西尾 2001：24）。
こうした資格任用制の考え方をふまえ、いわゆる
SPI や「適性検査」方式を採用する自治体が増える
のであれば、その方式によって公務員の適性を客観
的に評価するものになっているのかも問われるであ
ろう。

公務員制度には、積み上げられてきた様々な制
度や原則と、それに基づく職業倫理がある（中谷
2023 が参考になる）。それを逸脱することは問題を
生じさせることになるだろう。ここで、「積み上げ
られてきた様々な制度や原則」と述べたが、それは、
日本国憲法や地方自治法、地方公務員法など、さま
ざまな法令の規定に反映されている。

例えば、日本国憲法は、15 条 2 項において「す
べて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕
者ではない」と規定している。つまり、公務員は、
公正無私の立場で国民に奉仕することが求められて
いるのであり、公正に職務を遂行しなければならな
いし、政治的中立も求められる。民間企業のあり方
に学ぶことは重要だが、それとは根本的に異なる原
理原則で存在しているのが公務員であり、安心して
その職務にあたれるよう、安定した身分と定期的な
昇進が保障されている点も重要である。

こうした基本的な考え方について、採用前に学ん
だ上で公務員を志望するのではなく、雇用環境や給
与などの条件のみを考えて就職した場合、公務の現
場で「こんなはずではなかった」ということにもな
りかねない。そして、ここでは、そうした基本的な
事項を学んだり考えたりせず、専門試験も課されず
に採用される自治体職員が大半を占めるような状況
が生まれることについては、懸念を表明しておきた
い。

3　インターンシップ制度と自治体
公務員試験をめぐる状況は、大都市圏を中心に上

記のような傾向が見られており、少なからず課題を
生じさせている。もっとも、学科試験を課すことが
なくとも優秀な人材を確保できる可能性はあるし、

すでに企業等でさまざまな能力を培った人材を「経
験者」として採用する場合なども増えている。これ
らの人材登用のために、多様な試験のあり方を検討
するのは悪いことではないし、有用でもある。

また、地方自治法や地方公務員法を入庁前に学ば
なくとも、事前に自治体の現場を体験することがで
きるインターンシップ等により、公務員の仕事を理
解することも試みられている。実際に大学において
も、多くのインターンシップ生を自治体に派遣し、
大きな成果を得ている。

こうした中、インターンシップのあり方につい
て、2022 年 6 月、文部科学省・厚生労働省・経済
産業省の合意に基づいて、「インターンシップの推
進に当たっての基本的考え方」（3 省合意）が改正
された。それによれば、「大学生等のキャリア形成
支援に係る取組を類型化するとともに、一定の基準
を満たしたインターンシップで企業が得た学生情報
を、広報活動や採用選考活動に使用できるよう見直
した」という（文部科学省・厚生労働省・経済産業
省 2022a）。これは、「採用と大学教育の未来に関す
る産学協議会」（経団連と大学関係者で構成）の報
告書を踏まえた見直しであるとされ、「インターン
シップを始めとする学生のキャリア形成支援に係る
取組の推進に当たっての基本的考え方」として公表
されている。

具体的には、インターンシップ等の学生のキャリ
ア形成支援にかかる取り組みを 4 つに類型化し、図
2 のように整理している。

今後、タイプ 1 およびタイプ 2 は「インターンシッ
プ」とは称さないとし、タイプ 3 およびタイプ 4 の
みを「インターンシップ」と称して実施することが
できるとしたのである。その上で、一定の基準 3 を
みたしたインターンシップ（タイプ 3）で取得した
学生情報を、広報活動・採用選考活動の開始時期以
降に限り、それぞれ使用可能にするという。いずれ
のタイプにおいても、「学生のキャリア形成支援に
係る取組であって、採用活動ではありません」とさ
れており、インターンシップ経験の有無にかかわら

3 　 ここでいう一定の基準については、就業体験要件（実施期間の半分を超える日数を就業体験に充当）、指導要件（職場の社員が学
生を指導し、学生にフィードバックを行う）、実施期間要件（汎用能力活用型は5日間以上、専門活用型は2週間以上）、実施時期
要件（卒業・終了前年度以降の長期休暇期間中）、情報開示要件（学生情報を活用する旨等を募集要項等に明示）とされている（文
部科学省・厚生労働省・経済産業省 2022b：10）。
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ず「採用選考活動開始時期以降、改めて採用選考の
ためのエントリーが必要」になるという（文部科学
省・厚生労働省・経済産業省 2022a）。しかし、イ
ンターンシップで取得した学生情報を使って広報活
動を行うことができることとなり、採用選考活動開
始以降であれば、採用選考プロセスの一部免除等が
受けられるともされている（同上）。現実には、学
生の多くが 3 年生からインターンシップに参加する
ことが採用への近道と考え、志望する企業へのイン
ターンシップ参加のためのエントリーシート作成に
没頭し、事実上の採用活動がスタートしている。こ
のことには、大学教育の現場にいるものとして大い
に疑問を感じるが、本稿では、立ち入らない。

それでは、このことが、どのように自治体に関係
するのであろうか。国が、インターンシップという
言葉の定義があいまいで、何をもってインターン
シップとするのかが学生にわかりにくい状況を解消
しようとしたことは理解できる。それでは、公務労
働の現場を知る貴重な体験機会となる自治体での取
り扱いはどうなるのであろうか。現状では、イン
ターンシップという言葉を使用している自治体もあ
れば、インターンシップと称さずに「キャリア教育」
と言い換えている自治体も存在する 4。

国の 3 省庁の類型化によれば、タイプ 3 であれば、
インターンシップで得た情報を基に、採用情報を学
生向けに広報し、採用試験にあたって、採用選考プ

ロセスの一部免除等が受けられることになる。ただ
し、それが公務員試験において可能かどうかは定か
ではないし、また適当であるかについても大いに議
論となるところだろう。

多くの学生を自治体で受け入れていただき、これ
まで大学教員として「インターンシップ」に取り組
んできた立場からすると、キャリア教育という名で
あれ、あるいは、どのような名称であっても、今後
とも有用な制度が運用されることが望まれる。その
一方で、民間企業がインターンシップを使って採用
の前倒し（青田刈り）をするような状況を受けて、
学生が自治体でも同様であるかのように誤解し、間
違った期待をもって実習に参加することは好ましく
ない。公務員試験制度が多様化する中で、国の「類
型化」に縛られず、自治体が、適正なキャリア教育
と公務の現場への理解を進めるためにも、どのよう
なインターンシップ制度を主体的に構築していくの
かが問われるであろう。

4　自治体職員研修の重要性
このような職員採用試験やインターンシップなど

の状況をふまえつつ、今後は人口減少社会に対応し、
社会の高度化やデジタル化といった政策課題を解決
しうる人材、そして何より、地方自治の本旨に基づ
いて、公正無私の立場で職務に臨む公務員像を追求
できる人材の育成が不可欠である。そのためには、

4 　 例えば、相模原市は「令和7年度相模原市キャリア教育プログラム（旧インターンシップ）実施要領」として情報をホームペー
ジに公開しており、これを類型化されたタイプ2のキャリア教育としてインターンシップ（タイプ3、タイプ4）と区別している
ようにみえる。ちなみに、総務省は「総務省インターンシップ2025」と称して学生募集を行っており、実施期間を3 ～ 5日間と
定めている。総務省ホームページ「総務省インターンシップ2025 -体験しなければわからないことがある-」（https://www.
soumu.go.jp/menu_syokai/saiyou/intern.html）を参照（最終閲覧日：2025年9月10日）。

図２　インターンシップ等の学生のキャリア形成支援に係る取組みの類型化

出典：文部科学省・厚生労働省・経済産業省（2022a）
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どのような試験方式で採用されようとも、採用後に
公務人材を育成していくための研修の充実が求めら
れよう。

総務省は、2025 年 6 月に「地方公共団体におけ
る人材育成に関する研究会」（座長：辻琢也・一橋
大学大学院法学研究科教授）を設置し、今後の自治
体が「人材育成に取り組む上での課題を整理し、小
規模自治体における研修をはじめとする人材育成の
取組について、取組事例も踏まえながら、課題解決
に資する方策の調査・研究を行う」としている（研
究会設置趣旨）。また、これまでの「人材育成・確
保基本方針策定指針」では、人材育成、人材確保、
職場環境の整備、デジタル人材の育成・確保が掲げ
られており、自治体にも人材確保・育成に向けた方
針の策定を求めている。

一方、総務省自治大学校は、2025 年 3 月に「地
方公務員研修の実態に関する調査」を公表し、具体
的に自治体職員研修の現場がどのようになっている
のかを調査し、とりまとめており、研修のあり方を
考える上で参考になる。ここまでに述べてきたこと
をふまえ、自治体職員研修の重要性が増していると
考えられるが、そうした中、職員研修のために研修
所を設置している自治体は表 2 のようになってお
り、都道府県や大都市においてその設置が進んでい
るのがわかる。

上記の総務省研究会の研究テーマにあがっている
ように、小規模自治体での設置は少数であり、その
研修体制の整備が求められているのは確かであり、
今後の課題であろう。その一方で、都道府県や大都
市において公務員試験倍率の低下が傾向的に続き、
試験方式の多様化が進む中で、どのような課題があ

るだろうか。
自治大学校の報告書では、研修所の設置の他、研

修の実施内容や職員配置、それぞれの研修所や自治
体の予算・決算額などが明らかにされており、研修
をめぐる全国的な取組み状況がわかる。その中で、
本稿で注目したいのは、研修の外部委託の現状であ
る。表 3 は、研修の内、階層別研修の外部委託の内
容についてとりまとめたものである。階層別研修の
全部を外部委託している自治体はそれほど多くない
が、一部を外部委託している自治体はかなりの数に
上っている。もちろん、会場の手配・運営や研修結
果の作成など、外部委託によってコストパフォーマ
ンスを高め、経費節減につながるものも多かろう。
しかし、表 3 の「一部委託している団体」の中では、
研修の企画立案や講師の選定・依頼が委託内容に含
まれている自治体が多い。別の表では、特別研修に
おいても同様の傾向があり、かなりの数の自治体が
研修の企画・立案や講師の選定・依頼を外部委託し
ていることがわかる。

自治体職員が、どのように研修を企画・立案して
いくのか、そのためにどのような講師が適当である
のかは、当然のことながら、人材育成政策の要であ
ろう。また、自治体が地域の課題状況や特性に基づ
いて政策を立案し、実施していくためには、自治体
が主体的に研修の企画・立案をしていくことは不可
欠である。委託を受ける業者は、コストを下げるた
めに多くの自治体の仕事を引き受け、プログラムや
ノウハウを共有することが多い。それでは、自治体
ごと、地域ごとの実情に見合った研修プログラムの
企画・立案は難しい。接遇やデジタル教育など、研
修科目によっては外部委託に適したものがある一方

表２　自治体職員研修所の設置状況

出典：総務省自治大学校（2025）p.7
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で、民間委託に適さない部分も多い。公務のあり方
や自治体の政策方針をふまえた研修のあり方が問わ
れるであろう。

5　自治体主体の人材確保・育成と公共人材
以上、述べてきたように、自治体における公務人

材の確保・育成は困難な状況にあり、インターンシッ
プや自治体職員研修なども、様々な課題を抱えてい
る。これまで、地方分権改革をふまえ、自治体が主
体的に政策に取り組み、独自の手法を開発すること
で地域課題の解決をすることが目指されてきた。今
後の公務人材の確保・育成にあたっても、自治体が
主体的に採用試験のあり方、それに先立つインター
ンシップのあり方などについて、積極的に政策開発
していく必要があろう。

その一方で、人口減少・少子高齢化や社会の高度
化・デジタル化等の中で、そこに生じる課題を解決
する人材を求めることには困難がつきまとう。人口
減少に苦しむ自治体の多くは、なかなか人材を確保・
育成することが難しいのも事実である。そういった
意味では、必ずしも全てを公務員が「直営」で担う
必要はなく、政策分野の特徴をふまえ、企業やコン

サルとの公民連携を進めていくことも考えられる。
また、NPO や市民活動による課題解決に向けた取
組みも重要であり、公共私の連携やプラットフォー
ム形成も求められる。

それでは、市場において利益を追求するのが基本
である民間企業等が公務に携わる場合、そこには何
が必要か。また、市民・住民による、NPO 等の社
会貢献活動への参加が促進されるためには何が求め
られるだろうか。それは、「公共」についての自覚
と認識の共有ではなかろうか。高等学校の新設科目
として「公共」が導入されたが、その成果はまだ見
えてこない。日本学術会議政治学委員会は、2017
年に提言を発出し、「新設科目『公共』には、高校
生が、社会体を貫いている複数性と相違性、多様性
と異種性の現れの場としての『政治』を批判的に分
析する能力、正確に論理的に情報を使う能力、有用
な概念や一般化を引き出す能力、多様な人間の経験
を認識する能力等を身に付ける素材を随所に意識的
に配置することが望まれる」と指摘している（日本
学術会議政治学委員会 2017：20）。
「公共とは何か」は、難しい問いである。しかし、

少なくとも、自治体の公務の現場には、公共を担う

表３　自治体階層別研修の外部委託の内容

出典：総務省自治大学校（2025）p.19
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意識が必要であり、それを自覚した人材の確保が求
められる。まして、公務員ならば、当然のことであ
ろう。これからの厳しい人口減少と激甚災害に直面
する地域社会において、地域の主体性をもって現状
に立ち向かう人材を確保・育成できなければ、日本
の未来はない。また、公務員の安定的な身分と定期
的な昇給は、先にふれたような公正無私によって裏
づけられねばならないことを再確認しておきたい。
人口減少社会を迎えている地域社会を支えるため
に、自治体は分権化の意義を再確認し、地域の実情
に応じて最適な人材確保・育成のための政策を主体
的に立案し、取り組んでいく必要がある。

人材の確保・育成は人事所管部署、研修担当の仕
事と認識され、直ちに成果を見ることが難しいこと
から、予算削減の対象になりがちでもある。しかし、
公務人材は、あらゆる政策の立案・実施の基盤であ
り、組織の根底を支えるものである。それを安易に
予算削減の対象と捉えず、人材や予算等の資源を投
入し、全庁的に重要な取組みとして認識することが
必要であろう。自治体首長にとっても、自らが掲げ
た政策を支え、補佐する職員を確保するためにも、
人材の確保・育成政策をおろそかにすることはでき
ないだろう。厳しい環境下に置かれ、これからの地
域社会を支える自治体は、これらのことを忘れては
ならない。
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「平成の大合併」が
もたらしたもの

テーマ T
H
EM
E

2000 年以降、日本の市町村は大きな転換期を迎えた。地方分権一括法の施行を契

機として、基礎的自治体には地域の課題に自律的に対応しうる行財政基盤を確立す

ることが求められた。その主要な手段のひとつとして推進されたのが、いわゆる「平

成の大合併」である。

「平成の大合併」は、国による集中的な財政的・制度的支援のもとで進められた。

1998 年度末に 3,232（市 670、町 1,994、村 568）あった市町村数は、2009 年度末に

は 1,727（市 786、町 757、村 184）にまで減少した。合併した多くの市町村にとっ

ては、ちょうど今年が 20 年の節目となる。

平成の大合併の最終局面である 2008 年、日本の総人口はピークを迎えた。2011

年以降、人口は本格的な減少局面に入ることとなる。こうした人口動態の転換とと

もに、地域社会における課題も質的に変化してきた。果たして、合併によって誕生

した自治体は、「規模の経済」による効率化や行財政基盤の強化といった当初の目

的を達成できたのであろうか。それらは、今日の少子高齢化・人口減少の中で、持

続可能な自治の姿を支えるものとなっているのだろうか。

そこで今号では、「平成の大合併」から 20 年という節目を迎えた今、あらためて

合併が都市自治体にもたらしたものを問い直し、今後の自治やまちづくりのあり方

を考える一助としたい。
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1　本論文の目的と構成
本論文は、富山市を対象に、平成の合併が長期に

わたって、自治体経営に与えてきた影響を事例研究
し、翻って、これからの人口減少社会における広域
行政のあり方を展望したものである。

合併協議に際しては、将来人口や財政運営を推計
する。また、合併後の新市建設計画の進捗状況や行
財政運営の状況については、その都度、各自治体が
説明責任を果たしてきた。しかし、市町村合併が長
期にわたって自治体経営にどのような影響を与えて
きたかについては、必ずしも明らかではない。

その理由として考えられるのは、（a）長期になれ
ばなるほど、市町村合併の影響が小さくなること、

（b）自治体経営には、市町村合併以外の要因がさ
まざまに影響を与えていること、（c）同じような市
町村合併でも、その後の自治体の政策運営によって
異なる結果が生じること、（d）団体規模が小さく
なればなるほど、市町村合併による変化は特定しや
すいが、市町村合併が与える影響も小さく、分散が
大きくなること、などである。また、（e）合併効果
検証の基礎作業は関連の行政分野すべてにおよび、
研究者個人としてできる範囲に限界があること、と
いった研究事情もある。

こうしたなかで、総務省は、平成の合併から約 5
年を経過した 2010 年 3 月に、「『平成の合併』につ
いて」総括している（総務省 2010）。これは、合併
の効果として、①専門職員の配置など住民サービス
提供体制の充実強化、②少子高齢化への対応、③広
域的なまちづくり、④適正な職員の配置や公共施設
の統廃合など、行財政の効率化を指摘した。また、
合併による問題点として、「役場が遠くなり不便に
なる」「中心部と周辺部の格差が増大する」「住民の
声が届きにくくなる」こと、さらには、合併後に残
された課題として、「旧自治体の事業の継続・調整」

「旧自治体間の一体化策」といったことを挙げた。
果たして、こうした総括からさらに 15 年、平成の

合併から約 20 年を経た現時点において、平成の合併
はどのように評価されるべきなのだろうか。平成の
合併が自治体経営に与えてきた影響を踏まえて、今
後、広域行政はどのように推進されるべきなのだろう
か。「『平成の合併』について」が出された 2010 年当
時、総務省が設置していた「市町村の合併に関する研
究会」1 に参画した筆者は、これら研究課題に、強い
関心を寄せてきた。これに対して、本論文は、富山市
を対象に事例研究するという方法を採用した。その理
由は、次の 3 つである。

テーマ

平成の合併が富山市の自治体経営に与えた影響と、
人口減少社会における広域行政のあり方に関する考察

一橋大学大学院 法学研究科 教授　辻　琢也

「平成の大合併」がもたらしたもの

市町村合併の成否については、人口動態の変化（「人口が増えたか、減ったか」もしくは「人口減少が抑制さ
れたか、加速したか」）によって、判断されやすい。このため、平成の合併は、「人口減少がさらに進んだ」と否
定的に評価されることがある。しかし、今日の人口減少は、出生率の低下に伴う人口の自然減少によるもので、
市町村合併の有無に基本的に左右されない。今後、さらに人口減少・超高齢化が進むことが見込まれるなかで、
①より充実した医療・福祉サービスの確保、②老朽化の進むインフラの更新・再編、③より費用対効果の高いサー
ビス提供、を実現していくという点で、平成の合併は評価できる。
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第 1 に、合併効果については、事例を特定しない
限り検証できない。このため、本論文は事例研究の
方法を採用した。ただし、この場合、本論文を通じ
て確認できた合併効果について、「どこまで一般化
できるか」「因果関係を認定できるか」については、
今回は実証的に明らかにすることはできない。

第 2 に、分析対象とした富山市は、平成の合併に
おいては、指定都市以外で最大級の人口と面積を有
する新設合併である。1 市 4 町 2 村という 7 つの自
治体が参画した大型合併で、しかも、新設された
富山市における旧富山市の人口比率は、8 割に満た
ない（77%）。旧富山市以外の自治体の人口規模も、
中核市以上の大都市としては多かった。平成の合併
を代表する大都市の大型新設合併といえる。

なお、合併協議の過程においては、「任意で行わ
れた住民投票で合併反対が多数を占めた婦中町にお
いては、町長が合併関連議案を専決処分して、富山
県知事への合併申請書提出に間に合わせる」という
際どい場面もあり、話題となった。

第 3 に、合併以前から富山市は、小学校区単位で
公民館を併設した地区センターを整備するなど、地
域コミュニティを重視してきた。介護保険創設時の
モデル都市の 1 つでもある。また、近年は、日本で
もっとも先駆的にコンパクトシティ戦略を展開して
きた。「手厚いコミュニティ政策やコンパクトシティ
戦略が、合併後の人口動態・土地利用・財政運営等
にどのような影響を与えてきたか」というのは、興
味深い論点である。

なお、市町村合併より 17 年経過した 2023 年 1 月
に、「富山市市町村合併検証報告書」2 が市長に答申
されている。2021 年 4 月に市長に就任した旧婦中町
出身の藤井裕久は、「富山市市町村合併検証委員会」
を設置して市町村の検証作業を行った。これによ
り、市町村合併を客観的に評価するための基礎資料
が整った。筆者は、この委員会に委員長として参加

し、検証作業を進める機会に恵まれた。本論文の事
実検証の多くは、この報告書に依拠している。

以下、続く第 2 章において「行政組織と職員体制」、
第 3 章において「健康福祉まちづくり」を検証して
いる。そして、第 4 章において「インフラの再編整
備」の状況を分析したうえで、第 5 章において「人
口動態と土地利用」を改めて確認し、第 6 章におい
て「富山市の自治体経営」の観点から、これまでの
行財政運営とまちづくりを総括している。これらを
踏まえて、最後の第 7 章において、人口減少社会に
おける「これからの広域行政」のあり方を展望して
いる。

2　行政組織と職員体制
最初に市町村合併に関連した行政組織と職員体制

の変遷から検討しよう。2005 年 4 月 1 日、旧富山
市、旧大沢野町、旧大山町、旧八尾町、旧婦中町、
旧山田村、旧細入村の 1 市 4 町 2 村が合併して、新

「富山市」が新設された 3。2020 年 10 月 1 日の国勢
調査時点で、人口 413,938 人、面積 1,241 ㎢である。
面積約 4,250 ㎢、人口約 100 万人の富山県は、県土
全体を山と海に囲まれたコンパクトな構造となって
いるが、富山市はその中央に位置し、富山県人口の
約 4 割、面積の約 3 割を占めている。なお、当初は、
現富山市よりさらに広い滑川市・立山町・上市町・
舟橋村を含めた 11 市町村で、合併協議が行われた。

市町村合併後の 10 年間（2005 年度～ 2014 年度）
は、大沢野・大山・八尾・婦中・山田・細入の旧 6
町村単位で、地域審議会と総合行政センターが設置
された 4。このほか、旧富山において設置されてい
た地区センターが、同じく小学校区を基本単位とし
て旧町村にも設置された。

これを踏まえて、合併 10 年をすぎた 2016 年度に、
総合行政センターを見直し、窓口サービスを中心と
した行政サービスセンターや専門分野の事務所等に

1 　同研究会の報告書は、市町村の合併に関する研究会（2008）として公表されている。
2 　 富山市の市町村合併に関する詳細な事実（新市建設計画の詳細やその達成状況）等については、同報告書を参照してほしい。同

報告書は、2005年から2022年までの約17年間の変遷を記録しているものが多く、本論文も同期間の記録に依拠している場合が
多い。ただし、本論文に示されている見解は、あくまでも筆者個人によるものである。また、合併協議の経過や協議内容につい
ては、富山地域合併協議会（2005）を参照してほしい。なお、同報告書が答申された時点で、その内容を整理・分析して、今後
の自治体のあり方を展望したものに、阿部（2023）もある。

3 　 以後、本論文においては、旧富山市⇒旧富山、旧大沢野町⇒大沢野、旧大山町⇒大山、旧八尾町⇒八尾、旧婦中町⇒婦中、旧山
田村⇒山田、旧細入村⇒細入、新富山市⇒富山市と略す。

4 　 出先機関や消防、出資法人等の再編整備の状況については、富山市（2023）pp.55 ～ 56, 87 ～ 88を参照。なお、地区センター
の主な業務は、戸籍・住民票等諸証明の発行、福祉関係の受付など行政サービスの提供や地域活動の支援である。
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改組した。続いて 2017 年に「こども家庭部」が、
また、2022 年に「防災危機管理部」が新設されて、
それぞれ関連事務が集約・再編された。このほか、
指定管理者制度の導入や保育所の民営化などの行政
改革の結果、1 割を超える出先機関が削減されてい
る。

消防に関しては、新たな消防施設として細入分遣
所（2006 年 12 月）、山田分遣所（2007 年 11 月）が
整備された。さらに、小見分遣所の移転（2008 年 3
月）に合わせて、救急車が配備された。こうした整
備とともに災害出動の際には、災害点からもっとも
近い部隊を出動させる「直近選別方式」としたこと
で、現場到着時間が短縮された。合併前の火災発生
時においては、もっとも少ない場合でポンプ車 2 台
の出動体制だったが、合併後はポンプ車 5 台、救助
工作車 1 台、救急車 1 台の出動体制となった。

なお、合併時に出資団体等も組織再編されている。
このうち、2005 年 4 月 1 日にシルバー人材センター
が合併され、同センターがなかった山田・細入も、
そのサービスを享受できるようになった。

以上を踏まえながら、富山市の行政組織・職員数
の変遷について確認しよう。市町村合併後、富山市
は 2019 年度までは定員適正化計画に基づき職員数

を削減し、人件費もそれに伴い減少してきた（図 1）。
このなかで、常備消防拠点の整備、市民病院等の拡
充、母子保健体制の充実を図り、必要な専門職種を
確保してきた。ただし、近年は、全国動向と同様に、
職員数は増加に転じている一方、労働力不足から、
地方公務員の確保に窮する場面が増えてきている。
とはいえ、専門職を含めた職員確保という課題から、
少なくとも旧町村は解放された。

以上、全体としてはスケールメリットを生かし、
出先機関での業務を本庁部局に集約しながら定員削
減し、専門職種等の確保を図る一方で、小学校区単
位の地区センター約 70 を増加して、維持してきた
ことがわかる。

3　健康福祉まちづくり
富山市の新市建設計画が第 1 に掲げた政策は、

「1．地域の連携で支え合い、健やかに生きる健康福
祉のまちづくり」である。一般に、平成の合併の大
義名分の 1 つは、高齢化・人口減少に対する備えに
あった。市町村合併後の 20 年間、病床数の削減と
医療施設の再編を通じて「質の高い地域医療の確保」
が、全国で求められてきた。「地域医療構想」に基
づいて、富山市においても、医療施設の総数は微増

図 1　富山市の職員数及び人件費の推移

出典：�富山市（2023）p86.
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ながら、病床数の総数は約 20% 減少している（富
山市 2023：48-51）。

2020 年 10 月 1 日 時 点 に お い て、 富 山 市 内 に
は、46 の病院施設と 340 の一般診療所があった。
人口 10 万人当たりでは、富山市の病院数は 11.1 施
設となり、全国平均 6.5 施設の 2 倍弱の水準にある。
また、富山市の一般診療所数 82.1 施設は、全国平
均の 81.3 施設とほぼ同じ水準にある。病床数を人
口 10 万人当たりでみても、病院に関しては、一般、
療養、精神、感染症、結核のすべての病床において
全国平均を上回っている。病床数の削減によって持
続可能性を追求しながら、比較的充実した医療体制
が確保されている。この間に、医療施設数の地域別
立地に大きな変化はない。

富山医療圏においては、県立中央病院が三次救急
の役割を担う。また、富山市民病院は、2008 年度
から県内初の地域支援病院として、二次救急の役割
を担う。市街地の中心部に唯一位置する公立病院で
ある富山まちなか病院は、地域包括ケアシステムの
推進を目的とし、2017 年 4 月に開設された在宅専
門診療所であるまちなか診療所は、24 時間 365 日、
全市域を対象に訪問診療体制を整えている。これ
ら 4 つの病院が機能分担して、富山市をはじめ、市
域を超える範囲から患者を集めて、充実した医療連
携制度を構築している。

市町村合併後、高齢者は一貫して増加し、65 歳
以上人口（第 1 号被保険者数）は、2020 年度末時
点では約 123,000 人、高齢化率は約 30％となった。
合併後の 20 年間は、増加する高齢者に対して、高
齢者福祉・介護予防の体制を整える期間でもあっ
た。2020 年 4 月時点において、指定介護サービス
事業所 1,480 か所（中核市平均：1,144 か所）、介護
老人保健施設 1,683 床（中核市平均：950 床）、介護
医療院 599 床（中核市平均：128 床）であり、富山
市において介護サービスに係る基盤整備が進んだ

（富山市 2023：51-53）。
旧富山は、介護保険のモデル都市の 1 つでもあ

る。現在、富山市は、32 か所の地域包括支援セン
ターを設置している。26 ある中学校区を超えてお
り、中核市として最多である。富山市民の約 88％
が地域包括支援センターから、半径 2 キロメートル
圏内に居住している。さらに、介護予防の拠点施設

として、角川介護予防センターを 2011 年に開設し
た。ちなみに、2012 年度から 2020 年度まで第 1 号
被保険者の要介護認定者数は、全国平均では 22.6%
増加したのに対して、富山市はわずかながらそれを
下回る 20.2% の増加にとどまっている。

また、生活保護に関して最低生活費の算出に当
たっては、市町村合併により旧富山の級地区分に統
一された。この結果、旧富山以外の地域においては、
相当の増額となった（図 2）。ちなみに、生活保護
費の 4 分の 3 は国負担である。しかも、全国と同様
に富山市においても、2009 年度から 2012 年度まで、
世界的な金融危機に伴って被保護者数が急増した

（図 3）。その後は横ばいとなっていたが、2017 年度
から再び増加した。単身高齢世帯の増加が進み、生
活保護者が増加するという日本全体の変化が、富山
市にも出現している。

図 2　生活保護のモデルケース

図 3　富山市の被保護者数の推移

出典：�富山市（2023）p54.

出典：�富山市（2023）p54.
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4　インフラの再編整備
新市「建設」計画と称されているように、合併効

果が意識されやすいのは、インフラ整備である。以
下、上下水道・公共建築物 ･ 道路街路等の順番で検
証しよう。

都市経営の原点の 1 つは上水道事業にある。上水
道の普及率は合併前から高い水準にあり、富山市
は、市町村合併を契機に旧市町村の枠組みを超えて
水道経営の広域統合を行った。全市的な見地から、
富山市上下水道事業中長期ビジョンを定め、流杉浄
水場等をはじめとして更新投資を行ない、進んでい
なかった地区でも耐震化を地道に図ってきた（富山
市 2023：34-36；図 4）。

また、かつて 1,953 円～ 5,523 円 5 と自治体単位
で異なっていた水道料金は、もっとも低い 1,953 円

（旧富山の料金体系）に統一された。その後、消費
税引き上げ等に対応した料金引き上げ以外は行われ
ず、この価格水準が、今日まで続いた。低い水準に

統一された料金体系の下、住民の負担感が高くない
なかで、老朽化の進む水道施設の更新・統合を行う
ことができた。ちなみに、2026 年度からは、水道
料金の引き上げが予定されている。物価高の料金引
き上げ時代となって、負担増をきらう住民の反発か
ら、事業統合や思い切った更新投資が憚られやすい
時代となった。

汚水処理人口普及率は、合併前の時点において、
旧富山・大沢野・大山・山田・細入に関しては、既
に高かったが、婦中や八尾は低い水準にあった。合
併後、婦中及び八尾について「地域再生計画」を策
定し、整備を早期に進めた。この結果、婦中・八尾
においては飛躍的に汚水処理人口普及率が向上し、
公共下水道の面的整備が完了した（表 1）。他方、
人口減少の影響を受けて、汚水処理人口が減少し、
汚水処理人口普及率が低下している地域も見られは
じめている（富山市 2023：37-39）。

下水道使用料は、合併時にはそれぞれの使用料体

5 　一般家庭用口径20mm1月20㎥使用の場合（税込み）である。

出典：�富山市提供資料

図 4　富山市の全水道管路耐震化率の推移

14 都市とガバナンス Vol.44

「平成の大合併」がもたらしたもの

p10-30_テーマ_辻氏.indd   14p10-30_テーマ_辻氏.indd   14 2025/09/18   22:01:342025/09/18   22:01:34



系を引き継ぎ、その後 2008 年度に、もっとも低い
旧富山 2,919 円に近い水準で統一した（2,940 円）6。
その後は、水道料金と同じで、2 回におよぶ消費税
改定に伴う引き上げ以外は行われなかった。

一方、富山市が保有する学校、公営住宅、市
民 利 用 施 設 等 の「 公 共 建 築 物 」 の 延 床 面 積 は
約 173.2 万㎡におよぶ。市民 1 人当たりでは約 4.2
㎡（2021 年 3 月末時点）となっており、中核市の
中でも上位（中核市平均 3.2 ㎡）に位置する（富山
市 2023：40-47；表 2）。現在、富山市の抱えている
公共建築物の約半分が、建設から 30 年を経過した。
公共建築物の本格的な統合再編は、これからである。
今後、建築更新時期をにらみながら、小中学校や市
営住宅の再編を含めて進めていく必要がある。

また、市道の整備状況を地域別にみると、合併直
後の改良率が 50.12% ～ 79.63%、舗装率が 63.16%
～ 93.25％であった。これが現在の改良率は 53.89％
～82.22％、舗装率は62.53％～96.61％となっており、
一定の改善がみられる（表 3）。

ところで、富山市が管理する橋梁約 2,300 のうち、
現在「通行止め」としている 6 橋は、すべて旧町村
に所在している（表 4）7。また、現在「重量制限」
している橋梁は 8 つあり、旧富山に 4 橋、大沢野
に 2 橋、大山に 1 橋、八尾に 1 橋となっている。郊

6 　一般家庭用1月20㎥使用の場合（税込み）。

7 　富山市建設部道路保全対策課調べ。

表 1　富山市の汚水処理人口普及率の推移

出典：富山市（2023）p37.

出典：富山市（2023）pp.42-43.

表 2　富山市の公共建築物
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表 3　富山市の地域別道路整備状況

表 4　通行止め・重量制限橋梁

出典：富山市（2023）p.30.

出典：富山市提供資料
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外にあるトンネル・橋梁を維持していくことのリス
クと負担の重さが表れている。旧町村が管理してい
た時代には顕在化しなかったことは、インフラ更新
に関して、町村が果たしうる役割が限定的なものに
とどまっていた可能性を示唆している。

さらに、富山市において特徴的だったのは、公共
交通を軸としたコンパクシティ戦略である。①富山
港線の路面電車化（2006 年 4 月開業）、②市内電車
の環状線化（2009 年 12 月）、③北陸新幹線開業に
あわせた駅周辺整備と路面電車の南北接続を実施し

（2020 年 3 月）、LTR ネットワークを形成した（富
山市 2023：32-33）。この成果については、次の第 5
章「人口動態と土地利用」で検討する。

5　人口動態と土地利用
これまでの政策展開を踏まえて、改めて人口動態

と土地利用を検証しよう。富山市の総人口につい
て、新市建設計画推計値と国勢調査実績値を、2005
年（合併初年）、2010 年、2015 年の時点で検証し
たのが表 5 である。これによれば、富山市の総人
口 41 ～ 42 万人でほぼ一定であり、推計値の増減率
を誤差 1％以内で推移している。富山市の合併にお
いて、人口はほぼ推計どおり変わらなかったのであ
る。良い意味でも悪い意味でもサプライズはなかっ
た。

ただし、結果的には大きく変わらなかったが、そ
の内実は変貌している。富山市の人口を、年少人口・
生産年齢人口・老年人口に区分してみると、2015

表 5　富山市の総人口

表 6　富山市の人口動態

出典：富山市（2023）p.57.

出典：富山市（2023）p.59.
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年の時点において、年少人口と老年人口は推計値よ
り多く、生産年齢人口は推計値より低い。国・県を
上回る水準で合計特殊出生率が推移したこと、高齢
者の長寿化が進んだことなどに起因している。これ
ら自然動態の変化に、市町村合併との関係は薄い。

一方、生産年齢人口が推計を下回ったのは、推計
の根拠が置かれた［1990 ～ 1995 年］と比較して、
社会増が減少した影響と考えられる（表 6）。バブ
ル崩壊直後の 1990 年から 1995 年までは、全国で地
方回帰がみられた時期である。そのときに比べれば、
富山市の社会増のペースは落ちた。それでも、合併
後の富山市は堅調を維持し、転入が転出を上回る社
会増を基本的に記録している。

しかし、それを上回るペースで、死亡が出生を
上回る自然減が進みだし、総人口は減少に転じ
た。2005 年と 2020 年の比較では、富山市の総人口
は 1.7％減、富山県全体では 6.9％減、富山市を除く
と富山県内市町村合計では 10.1％減となっている

（富山市 2023：57-58）。つまり、富山市全体では人

口減少しているが、その減少率は抑えられている。
とはいえ、人口の自然減が圧倒的なペースで進む人
口減少社会において、総人口推移という観点から、
自治体施策や市町村合併の妥当性を判断するのは、
的外れと言わざるをえない。

地域別にいえば、旧富山の－ 1.1% を基準にす
れば、婦中がそれをはるかに上回る＋ 11.9%、逆
に 1 ～ 2 割程度減少した大沢野・大山・八尾、さ
らに 3 割以上減少した山田・細入の 3 つに大別で
きる（表 7）。薄氷を踏む思いで、かろうじて合併
にすべりこんだ婦中が、旧富山を上回る人口増加
を記録した。婦中は推計よりも人口増加し、旧富
山・山田・細入は推計よりも減少率抑制、一方、大
沢野・大山・八尾は、推計よりも人口減少してい
る（表 8）。ちなみに、人口規模が同程度の県内 4
町（非合併）の人口減少率は 11 ～ 25％、4 町合計
では 15.7％減である。類似人口規模の自治体と比較
して、旧町村は同じように人口減少している（富山
市 2023：57-59）。

出典：富山市（2023）p.58.

表 7　富山市の地域別人口の推移
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ここで、富山市を含めた富山県全体の人口動態
をみてほしい（図 5）。富山県の総人口は、1980 年
の約 110.3 万人から、2000 年の約 112.1 万人まで
ピークに近い水準の横ばいで推移している。その
後、2020 年の約 103.5 万人まで減少基調で推移した。
人口ピークは、日本全体の動向に比べて約 10 年は
やかったが、その人口推移は、図 6 にみられる通り、
自然動態の動向が大きく寄与している。

社会動態については、1990 年代前半のバブル
崩 壊 期 に 転 入 超 過 を 記 録 し た 以 外 は、1980 年
代、2000 年代、2010 年代とコンスタントに社会減
少を記録している。その減少幅は縮小傾向にある
が、主たる社会減少の対象となる若年層が減少して
きていることを反映していると考えられる。その一

方で、自然増から自然減へ自然動態が大きく変化し
ている。つまり、富山県の人口動態には、全国的に
みられる少子化と人口減少、引き続く東京一極集中
が反映されている。

これを前提に、1980 年、2000 年、2020 年の 3 年
に関して、富山県の人口分布を地域メッシュ統計

（1km）で分析したのが、図 7 ～ 9 である。このう
ち、1980 年から 2000 年までをみると、平成の合併
前の旧 35 市町村時代から、高人口密度地区が減少
する一方、居住地区は県内に薄く広がってきていた
ことを確認できる。とりわけ、1980 年においては、
旧富山の中心地区を上回る人口密度を記録するメッ
シュを抱えていた自治体も存在していた。

ところが、既に合併前の 2000 年の時点において、

表 8　富山市の地域別人口推計（新市建設計画）

図 5　富山県の総人口推移

出典：富山市（2023）p.59.

出典：富山県（2025a）p.16.
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富山市の中心地区を上回る人口密度を記録する地域
メッシュは消滅している。富山市の中心地区も人口
密度を低下させているが、そのスピードは鈍い。こ
れに対して、他自治体の高密度地区が顕著に人口減
少させている。この傾向は合併後も続き、富山市の
中心地区も、引き続き人口密度を低下させているが、
他の自治体はさらにそれが進んでいる。富山市内外
を問わず、広く居住地が郊外展開する傾向が続いて

いることを改めて確認できる。
旧富山市内でも沿岸部など、かつては高密度地区

があった。しかし、今日においては概して人口減少
を記録している。一方、旧町村の平野部において
も、2000 年以前から地域拠点及び公共交通沿線部
の一部で人口が集積していたが、それ以外の地域で
は人口減少が広く認められる。その例外の 1 つは婦
中の一部であり、人口集積が進む傾向は合併前後で

図 6　富山県の人口動態

図 7　富山県内人口分布（1980 年）

出典：富山県（2025b）p.2.

出典：富山県（2025c）p.10.
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継続している。旧町村部の山間部エリアは、徐々に
ではありながら、人口集積メッシュが少なくなって
きている。総じていえば、市町村合併や市町村境界
とは別次元で、全県的に居住地区の拡散と低密度化
が進行し続けているといわざるをえないのである。

ところで、既に言及した通り、富山市は全国に先
駆けてコンパクト化に向けた戦略を展開してきた。
この成果として、他の富山県内の自治体と対照的に

富山市の高密度地区の人口減少のスピードは緩い。
しかし、近隣の金沢市や類似人口規模の宮崎市にお
いては、都心回帰の動きとして高密度なメッシュ数
が大きく増加しているのに対して、富山市の動きは
緩やかなものにとどまっている。一方で、無居住
メッシュを除いた低密度メッシュについては、金沢
市や宮崎市よりも富山市において広範囲に広がって
いる 8（富山市 2023：60-63）。

8 　なお、この点については、辻・阿部（2022）で詳しく論じているので、参照のこと。

図 8　富山県内人口分布（2000 年）

図 9　富山県内人口分布（2020 年）

出典：富山県（2025c）p.11.

出典：富山県（2025c）p.12.
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富山市のコンパクトなまちづくりは、まちなかへ
居住を誘導しつつも、郊外居住を否定することなく
優良な開発を認めることで、まちなか居住と郊外
居住を選択できるようにする戦略である。このた
め、郊外化や低密度化を抑制する役割は果たしてい
るが、それを反転させるまでの効果はもっていない

（図 10）。
こうした事情は、富山市の都市計画区域の設定の

仕方にも反映されている。現在の富山市の地域にお
いては、合併前には 4 つの異なる都市計画区域が併
存していた。すなわち、［富山高岡広域都市計画区域］

（富山地域と婦中地域の一部を含む線引き都市計画
区域）、［大沢野都市計画区域］（非線引き都市計画
区域）、［大山都市計画区域］（非線引き都市計画区
域）、［八尾都市計画区域］（非線引き都市計画区域）
という 4 つの都市計画区域である。この 4 つの都市
計画区域をどのように再編するかは、合併協議にお
いても最大の論点の 1 つだった。

結果からいえば、富山高岡広域都市計画区域につ

いては、現行の広域の枠組みを維持した。残りの非
線引き都市計画区域については、市町村合併から
約 10 年を経過した 2016 年に、大沢野、大山、八尾
都市計画区域を統合したうえで、新たに婦中南部地
域を編入して、富山南都市計画区域（非線引き都市
計画区域）を設定した。その結果、現在は、富山市
という 1 つの自治体に、線引き・非線引きの 2 つの
都市計画区域を抱える事態となっている。

なお、婦中南部地域を新たに富山南都市計画区
域へ編入したために、都市計画上の農地は増加し
た。しかし、富山市において農業従事者の減少や
耕作放棄地の拡大は顕著である。耕作放棄農地は、

［2005 ～ 2010 年間］よりも、［2010 ～ 2015 年間］
に増加している。こうした傾向は、平野部に多くの
農地を抱える旧富山において著しい（表 9）。

なお、市町村合併以後の新規住宅着工数は、リー
マンショック（2008 年）や消費税増税に伴う多少
の増減があるものの、概ね 3,000 戸前後で推移して
いる 9。また、全国動向と同様に、大規模小売店舗

9 　 富山県ホームページ「県内新設住宅着工戸数（平成12年度～令和6年度）」（https://www.pref.toyama.jp/1507/sangyou/
shoukoukensetsu/kensetsugyou/kj00010214/kj00010214-002-01.html）を参照（最終閲覧日：2025年8月21日）。

図 10　富山市の人口集中地区の変遷

出典：富山市（2023）p.68.
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の出店やネットショッピングの台頭で、卸売業・小
売業の事業所数、商品販売額ともに減少傾向にある

（富山市 2023：71-72）。

6　富山市の自治体経営
最後に、財政運営や住民アンケート結果等を確認

して、合併後の富山市の自治体経営を総括しよう。
新市建設計画策定時の財政計画と実際の決算を比較
考察したのが、図 11 である。これによれば、歳入
総額については財政計画を決算が上回る傾向にあ
る。要因としては、税制改正や好況を反映した地方
税収の増加、社会保障関係経費にかかる補助金の増
加等が考えられる。

とりわけ歳入の約 4 割を占める地方税に関してい
えば、中核市平均よりも、概して高い（図 12）。日
本海側有数の工業都市である富山市は、法人住民税
に関しては、中核市平均を常に上回ってきた。また、
固定資産税についても堅調な基調を維持している。
合併後 10 年間は地価が下落したが、2012 年度の評
価替えに伴う減収を最後に、その後は増収傾向にあ
る（図 13）。

さらに、コンパクトシティ化に伴う土地分もさる
ことながら、工業都市である富山市は、償却資産分
が一定水準を確保しており、固定資産税収全体を底
上げしている。2015 年度以降、北陸新幹線の開業
に伴って課税対象の償却資産の増加や、家屋の新増
築が堅調なことから、固定資産税は増収傾向が継続
している。

これに対して新市建設計画策定時の歳出に係る将
来推計と実際の決算を比較したのが、図 14 である。
人件費や投資的経費については抑制傾向にあるが、
扶助費は大幅に伸びている。また、公債費も継続的
に増加している。このため、総額では、やはり決算
が財政推計を上回る傾向にある。ただし、人件費は、
基本的に定員適正化計画に基づく職員削減等によっ
て、推計時よりも決算時のほうが削減されている。

推計を上回る扶助費の大幅増加の要因としては、
障害者自立支援法の施行（2006 年）によるサービ
スの拡充や児童手当の対象年齢の拡大（2006 年）、
子ども手当の創設（2010 ～ 2011 年）といった国
の制度改正が大きい。また、既に論じた通り、高
齢化の進展に伴う生活保護費の増加等が考えられ

表 9　富山市の耕作放棄地面積・農地転用面積の推移

出典：富山市（2023）p.64, 67.
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る。市立保育所の民営化によって私立保育所の管理
運営委託費が増加したことや、こども医療費助成
制度の拡充なども歳出増につながっている（富山
市 2023：81）。

これに対して投資的経費については、事業を見直
しながら進めた結果、推計水準よりは抑制的に推移
している。ただし、新市建設計画や総合計画に位置
付けられた事業等は着実に実施されている。合併時
に策定された「新市建設計画」に紐づく事業は 567
あった（表 10）。これによれば、2021 年度末まで
に完了したのは 432 事業、継続中が 16 事業、中断
が 4 事業、未実施が 16 事業、中止（又は事実上の
中止）が 99 事業となっている。事業実施率は高い。

公債費の増加は、臨時財政対策債の継続や合併特
例債の積極的活用に起因している。これら交付税措
置のある有利な起債を活用することで、実質公債費
比率は、悪化していない。しかし、富山市の将来
負担比率 10 は、市町村合併以降、減少傾向にあっ

10　 将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来負担す
べき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である。

図 11　財政計画と決算（歳入）

出典：富山市（2023）p.73.

出典：富山市（2023）p.77.

図 12　固定資産税の推移
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図 13　固定資産税（調定額ベース）の推移

図 14　財政計画と決算（歳出）

出典：富山市（2023）p.77.

出典：富山市（2023）p.80.
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たが、2016 年度以降は、ほぼ横ばいとなり、中核
市平均を常に上回っている（富山市 2023：82-85；
図 15）。

市町村合併直前の 2004 年度の財政力指数は、もっ
とも高い旧富山市 0.81、もっとも低い旧山田村 0.11

であった。富山市の財政力指数は、合併当初、中核
市平均よりも低かった。しかし、リーマンショック
後、中核市平均を上回り、安定的に推移している

（図 16）。富山市の経常収支比率も、中核市平均の
それと同様に上昇傾向にあったが、ここ数年は中核
市平均よりも低く推移している（図 17）。財政逼迫
状況が続いてきた近年の日本の地方財政状況にあっ
て、富山市は、市町村合併を経て健全な財政状況に
戻っているといえる。

ところで、富山市は、2023 年に合併の効果等に
関する市民アンケートを行った。主な結果は次の通
りである。（a）合併 20 年近くを経て、日々の生活
で市町村合併を意識していないこと（図 18）11、（b）

11　 合併から20年弱が経過し、市民の約7割（68.7％）が、普段の生活のなかで合併を「全く意識することがない」又は「ほとんど
意識しない」と回答している。

図 15　将来負担比率の推移

図 16　財政力指数の推移

表 10　新市建設計画の進捗状況（2021 年度末）

出典：富山市（2023）p.5.

出典：富山市（2023）p.85.

出典：富山市（2023）p.82.
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生活基盤の整備には概して市民の満足度が高いこと
（図 19）、（c）全市的に課題として認識されている
のは、道路・交通問題であること、（d）まちの活
気については、旧町村のなかでも住民不満が高くな
い地区と、高い地区（大山・山田・細入）に分かれ
ていることである（図 20）。市民実感において、旧
町村間でも格差が存在している。

ただし、このような地域的偏りは、各地域を構成
する住民の年齢層による差異を反映している側面も
ある。「買物・娯楽施設」や「まちの活気」などに
関して、他地域に比べれば不満が少なかった旧富
山においても、年齢層が高くなると不満が高くな
り、30 代の若年層は不満が少ない。ネットを使い
こなす若者は、どこにいても欲しいものを手に入れ、
かつての商店街の賑わいを知らない。

7　これからの広域行政
以上、平成の合併から 20 年を経過した富山市の

自治体経営を検証してきた。本論文の実証分析は、
富山市の過去実績に限定されている。本論文は、平
成の合併すべてが富山市のように「成功」している
と推測しようというものではないし、ましてや、今
後も、単純に市町村合併をどんどん進めて、自治体
経営を「成功」させようと主唱するものではない。

実際、平成の合併後、期待した通りに行財政運営
やまちづくりを進められなかった自治体もある。富
山市も、薄氷を踏むような合併協議を続け、さまざ
まな努力の末、紆余曲折を経て、今日の状況となっ
ている。また、この後で論じる通り、市町村合併に「成
功」した富山市も、またその近隣市町村にも、さら
なる合併の動きはない。しかし、富山市の事例研究
を通じて、平成の合併に「成功」したと考えられる
自治体が達成できた成果やその要因、そして残され
た課題を明らかにすることによって、翻って、これ
からの自治体経営のあり方について次の通り提起す
ることができる。

第 1 に、富山市の総人口は合併時推計値の増減率
を誤差 1％以内で推移し、ほぼ新市建設計画策定時
の人口推計通りに推移した。少子高齢化が進む過程
にあって、人口動態に占める自然動態の比重が高く、
変動が想定される社会動態の影響の程度が低かった
からである。こうした少子高齢社会に特徴的な人口
動態は、他の多くの自治体に共通している。推計通
りに人口が推移したことは、計画的に人口減少・高

図 17　経常収支比率の推移

出典：富山市（2023）p.83.

図 18　市民アンケート①

出典：富山市（2023）p.89.
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図 19　市民アンケート②

図 20　市民アンケート③

出典：富山市（2023）p.89.

出典：富山市（2023）p.92.
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齢化に備えた行政体制整備には、プラスに作用した。
しかし、市町村合併にサプライズの人口減少の抑制
を期待した者には失望をもたらした。

第 2 に、市町村合併の成否については、人口動態
の変化（「人口が増えたか、減ったか」もしくは「人
口減少が抑制されたか、加速したか」）によって、
判断されることが多い。このため、平成の合併は、「人
口減少がさらに進んだ」と否定的に評価されること
がある。しかし、今日の人口減少は、出生率の低下
に伴う人口の自然減少の影響が大きく、市町村合併
の有無に基本的に左右されない。今後、さらに人口
減少・超高齢化が進むなかで、市町村合併の効果に
ついては、超高齢・人口減少社会への対応がどれだ
け、なされたかという視点で行われるべきである。

第 3 に、「新市建設計画」に記載された事業の
約 9 割は実現されたが、投資的経費は財政推計値を
下回る水準で推移した。平成の合併においても、団
体によっては、過度なハコモノ整備が批判された。
しかし、実際、発行限度額いっぱいまで合併特例債
が発行されたケースは少なく、新規投資は限定的で
ある。もっとも、過去に投資した膨大なインフラが
老朽化しており、その機能更新や整理統合、廃止縮
小等のめどが立っていないのは事実で、これが大き
な課題となりつつある。

第 4 に、これに対して、合併時の想定を上回って
財政措置が講じられたのは、健康福祉サービスに資
する扶助費である。扶助費は大きく伸びており、こ
の結果、歳出総額も推計を上回っている。これは、
法律改正による国策や高齢化に伴う生活保護世帯の
増加等によるところが多い。そのなかで、旧町村に
とって大きかったのは、生活保護の支給に際しては、
最低生活費の算出は旧富山市の級地区分に統一され
たことである。高齢者福祉や地域包括ケア ､ 障害福
祉サービス、医療体制、シルバーセンター業務など、
健康福祉サービスが旧町村まで統一され、なおかつ、
充実した。ここに、大きな合併効果を見出すことが
できる。

第 5 に、また、これまで消防・救急施設に恵まれ
なかった町村部にも分署ができ、救急体制が確立さ
れた。さらに、町村部になかった地区センターも、
原則、小学校単位で設置された。ここに公民館も併
設されていることが多い。市町村合併して、旧役場

は総合行政センターを経てさらに簡素になったが、
かわって、必要な行政サービスをきめ細やかに提供
できる地域のアナログの拠点は、確保されている。

第 6 に、合併を契機に、上下水道やトンネル・橋
梁などの老朽インフラの更新が進んだ。未整備の地
域に下水道が普及し、使用料は低い水準に統一され
た。上水道に関しても新市全体で経営統合され、料
金体系が統一され、全市的に計画的に耐震化が進む
ようになった。「昭和の時代」と異なって「平成の
合併」に関連して、新たにインフラが整備されるこ
とよりも、過去のインフラが更新されたり、未整備
地区が解消されたりするところに、大きな成果が
あった。しかも、合併後の 20 年間は、低成長なが
ら安定した物価のなかで、今よりは余裕のある職員
体制と民間事業者に恵まれて、住民負担を引き上げ
ることなく、インフラを更新できた ｡

第 7 に、ネットワークが結ぶ拠点のコンパクト化
も、全国に先駆けて進めた。低密度な市街地が形成
されてきた富山市において、誘導的な手法を用いて、
人口密度の低下を抑制することに成功した。人口動
態も概ね推計通りとなっており、順調な結果といえ
るが、逆にいうと、短期で劇的な効果を生み出すま
でには至っていない。ちなみに、「まちの活気」に
ついて、若年層は高齢者ほど不満をもっていない。
ネット社会の発展等もあり、昔の街の賑わいを知ら
ず、また、現在の街の「賑やかさ」に慣れた若い住
民が、一定程度、存在している。

第 8 に、市町村合併し、市域は広がったが、地方
税収入も順調に伸びた。この結果、扶助費の大幅な
伸びもあり、経常収支は高くなったが、実質公債費
比率は減少傾向にあり、財政力指数は、合併前の水
準に戻ってきていた。高齢化や人口減少が進むなか
で、条件不利地域を抱えて、財政の自由度は失いつ
つも、地方財政の健全性は保ち、なおかつ、交付税
に過度に依存しない状況を確保できている。そうい
う意味では、少なくとも財政的には、市町村合併は
成功と言える。しかし、潜在的には、さらに大きな
財政需要を抱え込むことにもなっており、合併して
大きくなった自治体に、今後、どのような財政措置
を講じるべきか、難しい局面を迎えている。

第 9 に、実際、合併効果はあったが、さらなる合
併を進める機運は、富山市にもほとんどない。その
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理由としては、①今後、建て替え更新時期を迎える
公共施設の更新・再編に、本格的に取り組まなけれ
ばならないこと、②郊外部に使用頻度の低いインフ
ラが多いこと、③しかし、そうした老朽化したイン
フラの更新・再編にも、多くの時間・費用・リスク
を要すること、④人口規模が小さく、低密度な地域
での行政サービスの提供には、単位あたりでより多
くの費用を要すること、などを指摘できる。市町村
合併以外の戦略を考えるか、市町村合併を進めるイ
ンセンティブを新たに付与するか。戦略を再考しな
ければならない。

第 10 に、合併「効果」があった富山市の合併に
関しても、薄氷を踏む思いで進められた。決まるま
で紆余曲折があり、合併後の人口増加率が高かった
地域で合併反対が強かった。また、市民アンケート
によれば、合併 20 年近くを経て、日々の生活で市
町村合併を意識しない市民が多い。特段の意識を要
さず毎日暮らせることは、ある意味では、市町村合
併が深く市民に浸透した証だが、同時に、本来、合
併のもつ効果を正確に認識してもらえず（忙しい毎
日の日常生活に埋もれてしまい）、日常的に関心を
寄せてもらえず、必要以上に強い現状維持バイアス
をもたらしてしまう可能性もある。

こうしたなかで、注目すべきは、進む人口減少の
なかで、富山でいえば、富山県全体が富山市の一部
に中枢的な都市機能を有するコンパクトな県土を形
成するようになってきていることである。図 9 に示
されている通りである。高速道路等をはじめとする
基幹道が整備されたこともあり、富山市役所・富山
県庁を起点に車で移動すれば、県境近くの富山市猪
谷や南砺市利賀村まで、1 時間前後でいくことがで
きる。県全体が 1 つの都市圏を構成していると考え
れば、富山市内に平均を上回る充実した医療集積が
ある一方、広い面積を有する富山市内に線引き都市
計画と非線引き都市計画が併存することも、決して
不自然ではない。数少なくなった市町村間で「合併」
や「一部事務組合等の見直し」を検討したりするこ
ともさることながら、富山市をはじめとするすべて
の市町村に富山県を含めた「オール富山」が、1 つ
の富山という逃げ道のない世界で、一体となって最
適解を模索し、思い切って役割分担を見直していく
ことが、効果的な戦略の 1 つである。人口規模が比

較的小さい府県で、相対的に大きな人口を抱える都
市を有する団体は、類似の課題を抱えているといえ
る。

平成の合併のなかには、人知れず、高い効果を生
み出しているものが、おそらく少なくない。しかし、
さらに超高齢・人口減少化が進むなかで、同じよう
な戦略を、もう一度、採用することはできない。こ
のことに鑑み、新しい仕組みづくりも進めていくこ
とを強調し、本論文を終えたい。
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1　はじめに
本稿の目的は、「平成の大合併」が何をもたらし

たのかを明らかにした上で、「平成の大合併」とは
何であったのか、合併自治体は今後どうすべきなの
かを論じることである。もっとも、役所の存在感が
小さい「都会」（大都市圏等）と、役所の存在感が
大きい「地方」とでは、「平成の大合併」の住民・
地域への影響も全く異なる。本稿では、その影響が
顕著に表れる「地方」の合併自治体にズームを合わ
せることで、議論の射程を限定することにしたい 1。

2　�「平成の大合併」によって何がもたらされたの
か？

「平成の大合併」による影響の対象としては、自
治体の財政効率、専門職の確保状況、職員数、組織
の機動力（意思決定のスピード等）、役所の地域課
題把握能力（地域課題の「見えぬ」化）、役所内文
化・作法、市町村職員のモチベーション、独自政策

の廃止、行政サービス（画一化、縮小あるいは充実）、
災害対応能力、役所と住民の心理的距離・連帯感、
住民の一体感、住民及び職員の地域への愛着、コミュ
ニティ組織と役所との関係性、周辺部の人口・活力、
その地域ならではの文化・伝統の継承、選挙の投票
率、議員・首長の質と属性、議会と首長・行政との
関係性、都道府県の役割・存在感、都道府県職員の
現場感覚、広域行政のあり方など、いろいろとある。
以下では、先行研究に依拠しつつ、特に注目すべき
ものに限定して取り上げることにしたい 2。

（1）財政規律の弛緩
総務省によれば、市町村の三役・議会議員が

約 2 万 1000 人減少し、年間約 1200 億円の効率化が
図られ、“概ね合併後 10 年経過以降” においては、
人件費等の削減等により、年間 1.8 兆円の効率化が
図られるとされた（総務省 2010：17）。しかしなが
ら、こうした歳出削減効果が生じたとしても、自治

テーマ

「平成の大合併」再考
―何がもたらされたのか？何であったのか？

今後どうすべきなのか？―
九州大学大学院 法学研究院 教授　嶋田 暁文

「平成の大合併」がもたらしたもの

「平成の大合併」は、行財政基盤の整備、財政効率化等を目指して進められ、「財政ブレンド効果」を通じた小
規模自治体の「救済」や、専門職の確保等、組織体制の充実強化をもたらした。しかし、一方で、合併自治体に
おける財政規律の弛緩、行政の現場把握力・課題対応能力の低下、災害対応力の低下、旧・自治体の個性の喪失、
周辺部の衰退と政治的代表の喪失、自治体でなくなったことによる「非主体化」・「見えぬ化」、「都市のコンパク
ト化」等をもたらした。「平成の大合併」は、「システム効率の追求」の先に「居住前線の縮小」を見据えた「国策」
であった。合併自治体には、今後、①周辺部でも安心して暮らし続けられようすること、②合併のマイナス効果
を緩和すると同時に、旧・自治体ごとの個性・強みを生かすことが求められる。

1 　 本稿は、嶋田（2018）p.21 以下の内容の要約的再構成及び一部修正を行った上で、そこでカバーできていなかった研究やその後
に公刊された研究の知見を踏まえて加筆するとともに、新たな考察を若干加味したものである。

2 　 ここで取り上げるもの以外は重要でない、という意味ではない。むしろ、極めて重要であるにもかかわらず、実証（検証）が困
難であるために十分な研究がなされていないものが少なくない。
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体の財政効率化につながったとは限らない。実際に
は、「2001 年を起点として合併自治体と非合併自治
体の財政効率性を比較すると、合併によって財政的
効率性の向上がもたらされなかったどころか、合併
自治体は非合併自治体よりも非効率化した」とされ
る（後藤・安田記念東京都市研究所編 2013：3）3。

その理由は、第 1 に、合併のインセンティブの
存在である。すなわち、「合併特例債」が安易な公
共事業をもたらした。たとえば、合併を控えてい
るのに新庁舎を建設するといった具合に、合併前
の旧・自治体の、地方債を用いた駆け込み事業等
が多発した（今井 2011：69-70）。第 2 に、「合併算
定替」が公共サービス水準の上昇や周辺部への配
慮につながることで、削減効果が限定的なものと
なった（林 2005：98-99）。合併合意を調達するた
め、「サービス水準は高い方に、負担は低い方に合
わせる」という方法が多用されたためである（横
道・和田 2001：124）。第 3 に、合併に伴う非効率
化要因の増大である。たとえば、合併によって面積
が拡大すれば、一人当たり地方歳出は増える。ま
た、人口規模が大きくなることで、自治体に対する
住民の監視（モニタリング）の度合いが低下する。
さらに、自治体数の減少は、自治体間競争を低下さ
せることで非効率を招きうる。つまり、合併は、人
口以外の要因も同時に変化させてしまうため、「規
模の経済」が存在しても、結果として一人当たり地
方歳出を増加させてしまう可能性があるのである

（林 2005：94-99）。

（2）財政ブレンド効果
上記のように「平成の大合併」は、地方財政全体

として、財政効率化には必ずしもつながらなかっ
た 4。しかし、財政が極めて厳しい状況にあり、そ

のままでは自治体運営が困難に陥ったであろう小規
模自治体が、幾分マシな財政状況の自治体と合併す
ることで「救済」された面は、正当に評価する必要
がある。筆者はこれを合併による「財政ブレンド効
果」と呼んでいる。もっとも、財政状況の厳しい自
治体同士の合併ではこうした効果が生まれない点は
注意が必要である。

この効果によって「救済」された自治体がどのく
らいあったのかは定かではないが、『日経グローカ
ル』誌が 2019 年 10 月～ 11 月に行った全国首長ア
ンケートによれば、「もし合併しなかった場合、一
緒になった小規模自治体は？」という問いに対して
回答した合併自治体 435 団体のうち 23％が「単独
で運営できた」とし、60.7％が「単独での運営は難
しかった」と回答したという（竹内 2020）。

（3）�行政の現場把握力・課題対応能力の低下～「組
織体制の充実強化」の裏で

総務省調査によれば、約 9 割の 474 市町村が、合
併によって組織が専門化したり、人員が増加したり
することで体制を充実し、特に「企画財政・総務分
野」、「保健福祉分野」、「産業振興分野」などで充実
したとされている。また、ほとんどの専門職員（栄
養士、保健師、土木技師、建築技師、司書等）につ
いては、合併前自治体が配置していた職員数と比較
して、合併後の職員数の方が充実したのだという（総
務省 2010：15）。

しかしながら、そのような組織体制の充実強化が
住民サービスの向上に直結するとは限らない。第 1
に、職員が多忙な中で、管轄面積が広がれば、現場
把握は困難になる。「合併前と比べて職員が現場に
出なくなった」と言われることが多いのは、この点
と関連すると思われる。第 2 に、都市部と周辺部の

3 　 また、1998 年度を基準とした 2007 年度時点での職員数、職員給、単独事業費それぞれの削減率や、地方債残高の増加率を見ても、
非合併自治体の方が合併自治体よりも財政的努力をしていることが分かる（山下 2011：47）。ただし、合併の組み合わせや合併
後の自治体規模等によってその影響が異なる点には十分留意する必要がある。

4 　 ただし、立岡（2021）は異なる見解を示している。「合併特例債の発行によって普通建設事業費（学校、庁舎など）や積立金な
どが増えたことが大きく、歳出抑制効果自体は、主に時間の経過とともに拡大する形で発現していくと考えられる」として、「歳
出増加の影響を歳出抑制効果によって吸収できるまでの期間を、一定の前提のもとに試算」し、「行財政基盤の強化、および、行
政の効率化という観点からは、一定の成果があったと評価できよう」と結論づけるのである。「合併特例債や合併算定替が合併市
町村の歳出増加の要因となった可能性があることを考慮し、それらの影響を取り除く形で分析を行った点」が、同論文の「既存
研究と異なる最大の特長」だとされる。しかしながら、基準財政需要額の算出に際して多くの需要項目で段階補正がなされる交
付税制度を前提とすれば、自治体規模が大きくなれば住民一人当たり歳出費は基本的に小さくなる、というのは「当然」のこと
である。“ところが実際には、合併自治体の方が非合併自治体よりも住民一人当たり歳出費が大きくなっている”という「意外な
事実」を指摘したところに既存研究の意義があったのであり、そこを再度ひっくり返して「当然」のことを指摘しても、新味は
ないように思われる。

32 都市とガバナンス Vol.44

「平成の大合併」がもたらしたもの

p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   32p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   32 2025/09/18   10:12:422025/09/18   10:12:42



自治体が合併した場合、都市部の自治体出身の職員
あるいは初めから新自治体に入庁した職員は、周辺
部の地域課題に対する「勘」が働きにくい。「ピン
とこない」ために対応が鈍くなりがちなのである（役
重 2019：290）。第 3 に、支所・出張所だけが残さ
れた周辺部では、行政による課題対応能力が低下す
る。決定機能が本庁に集約されてしまえば、支所・
出張所に地域から要望が寄せられても、本庁の指示
や承認を仰がなければ動けなくなるからである。ま
た、配置人員が少なくなれば、マンパワーの面でも
即応できなくなる。しばしば「合併によって住民の
声が行政に届きにくくなった」と言われる理由の一
端はここにある。

（4）災害対応力の低下
災害リスクが高まる中、平成の大合併が災害対応

力に何をもたらしたのかは重要な関心事であろう。
この点、市町村合併は、①専門部署の創設、②職員
の応援体制、③避難計画の広域化、④情報伝達の円
滑化といったプラス効果をもたらす可能性もある
し、逆に、①支所地域の職員数の減少、②情報共有
の困難さ、③判断の躊躇、④災害の多様化、⑤関係
機関（医師会、農協など）の複雑化（自治体内の同
一組織の併存）といったマイナス効果をもたらす可
能性もある（林 2008：76-78）。どちらがより強く
顕在化するかは、論理的な問題ではなく、実証上の
問題である。

この点、マンパワーの低下、自己決定力の低下（本
庁へのお伺い）、政治的発信力の低下などにより、
災害の各フェーズのいずれにおいても、基本的に合
併はマイナスに作用したというのが、東日本大震災
を踏まえた研究の結論である。「応急」のフェーズ
では「行政対応力（マンパワーの面）」と「政治的
発信力」が、「復旧」の場面では「行政対応力（自
己決定の面）」が、「復興」の場面では「行政対応
力（自己決定の面）」と「政治的発信力」と「地域
力（発展力）」が、それぞれ合併によるマイナスの
影響を特に強く受けていたという（室崎・幸田編
著 2013：84）。

また、市町村合併に伴う社会福祉協議会の統合が
東日本大震災ではマイナスに働いた面も指摘されて
いる。災害時にボランティア受け入れの拠点とな

るボランティアセンターは社会福祉協議会ごとに
設けられているが、市町村合併に伴う社協統合に
より、この拠点が目減りしてしまったからである

（新 2011：218）。

（5）�旧・自治体の個性（独自事業や特徴的政策）
の喪失

合併して周辺部となった旧・自治体の独自事業や
特徴的政策が廃止（若しくは縮小）されたケースも
少なくない。たとえば、合併によって能登町に組み
込まれた旧・柳田村では、第三セクター「ふれあい
の里公社」の一部門として、「畜産センター」等が
設けられ、ブルーベリー振興に向けた行政の手厚
い支援があったが、合併後は、部門の人員・財政
規模の縮小が図られ、支援を絶たれたという（佐
藤 2013：219-224）。
「厳しい財政事情」がそうした事業・政策の廃止・

縮小圧力となって作用する。そこでは、「公共性 = 
全体共通性」という前提の下に、「一部の地域だけ
を特別扱いするわけにはいかない」といった論理に
よって、その正当化が図られることが多い。旧・自
治体において「自治体全体に利益が及ぶ」として「公
共性」が認定されていた事業・政策が、合併によっ
て旧・自治体が新・自治体の一部となることで、「部
分利益」のための事業・政策として位置づけられて
しまうのである。

（6）周辺部の衰退と政治的代表の喪失
「西欧の都市は教会を中心的存在の一つとして形

成されてきた。対して、日本のまちは役所を中心に
形成されてきた」などと言われることがあるが、合
併によって役所の本庁がなくなり、支所や出張所
しか残らない場合、当該地域では人口減少が進行
し、衰退の一途となる（畠山 2013）5。たとえば、
新・日田市誕生によって、「奥地になってしまった
上津江、中津江、前津江の旧 3 村は、たった 3 年
で合併時の 80％台になってしまった」という（葉
上 2009：37-38）。これは極端な例だとしても、合
併した市町村の周辺部は軒並み人口減となってい
る。

なぜそうなるのか。まず、支所や出張所に配置さ
れる人員数は本庁時代と比べ物にならないほど少な

33都市とガバナンス Vol.44

「平成の大合併」再考―何がもたらされたのか？何であったのか？今後どうすべきなのか？―

p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   33p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   33 2025/09/18   10:12:422025/09/18   10:12:42



いため、「市場規模」の縮小とともに、元々その周
辺にあった飲食店、商店、ガソリンスタンド等は持
続困難となる。また、元々当該地域に住んでいた自
治体職員が通勤の利便性等を考え、新たな本庁の近
辺に転居すれば、当該地域の子どもの数が減少する
ことで、小中学校の廃校にもつながりやすくなる。
かくして雇用の場がなくなるだけでなく、当該地域
の「暮らしの利便性」も低下するので、流出はとま
らなくなるのである 6。

こうした状況に歯止めをかけるためには周辺部の
テコ入れが必要であろう。そのためには、政治的代
表を確保することが重要となる。しかし、この点、
①地域から選出される議員の数は、合併後「周辺」
化した地域ほど大きく減少していること、②一度
失った議員数は合併後選挙を重ねても取り戻せてお
らず、回を重ねるごとに立候補者数自体が減少して
いることが明らかになっている（地方自治総合研究
所（平成合併の検証研究会） 2016：188）7。地域か
ら議員が選出されなくなった地域では、自治体政治・
行政への関心がますます低下するという「悪循環」
が生じている可能性がある。

（7）�自治体でなくなったことによる「非主体化」・
「見えぬ化」

市町村合併がもたらしたものの中で最も決定的な
のは、自治体でなくなったことによる「非主体化」・

「見えぬ化」効果であろう。その内実は、「単独の自
治体が無医村の危機にさらされれば、首長は政治生
命をかけて医師を探し、県に医師派遣を求めるだろ
う。役場も住民も挙げて無医村を免れようと運動す

る。メディアも注目する。（改行）ところが合併し
てしまえば、旧自治体が『無医村』になっても、自
治体としては無医村ではない。県の医師派遣も無医
村対策というわけにはいかなくなる。…（中略）…
自治体の統合で、形式上の無医村が減れば、医療機
関の存続にこだわってきた『村』も県も、対策が手
薄になるのは否めないだろう。…（中略）…『隠れ
無医村』の増加が、『無医地区』とは認定されない
医療過疎地を増やしていく」（葉上 2008：93）とい
う文章が分かりやすく示している。

自治体でなくなってしまうというのは、「非主体
化」8 と「見えぬ化」を惹起し、様々な問題の放置
につながってしまうという点で、まさに致命的なの
である。

（8）都市のコンパクト化
先に見た周辺部の衰退と裏腹の話にはなるが、市

町村合併が「都市のコンパクト化」（= 都市郊外部
に分散した人口が中心部に集中して高い密度を形成
する状況）をもたらし、ひいては財政支出の抑制に
つながることを示す研究も存在する。沓澤・竹本・
赤井（2020）によれば、①市町村合併はコンパクト
化をもたらすが、とりわけ合併する市町村間の人口
や財政力の点での較差が大きい「較差型」は、相対
的に小さい「同等型」と比較して、よりコンパクト
化が進みやすい。また、合併後期間が経過するにつ
れて、コンパクト化の効果は高まる（ただし、「較
差型」か「同等型」かで効果の進展度合いが異なる）。
さらに、合併後 10 年後には、「標準距離」（= 都市
の全域に緯度経度に平行に走るメッシュを当てて、

5 　 ただし、これに対しては有力な異論が存在する。すなわち、小池司朗らによれば、第 1 に、「中心地域」と「周辺地域」の間の
人口増減率の較差拡大は、合併前から進行していた両地域間の人口構造の違いによるところが大きい。「周辺地域」では「中心地
域」よりも高齢化が急速に進展したために「自然増減率」が相対的に速いスピードで低下したのであって、「平成の大合併」によ
る「社会増減率」の較差の影響は限定的であった、というのである。第 2 に、2000 年代の社会増減率は、合併後の同一市町村
内における「周辺地域」から「中心地域」への移動というよりはむしろ、より広域的な人口移動傾向と関係しているという（小池・
山内 2016）。ただし、第 1 の点については、“2000 年代の社会増減率の較差は、（1990 年代に一旦縮小した後）1980 年代の水準
に逆戻りしたに過ぎない”というのが、その判断の重要な根拠となっており（小池・山内 2015：213）、その理解の妥当性が問
題となりうるように思う。

6 　小泉（2021）pp.39-40 も同様の認識を示している。
7 　 なお、周辺部から選出される議員数の減少に関係するのが、「周辺部における投票率の低下」という問題である。自治体選挙に関

する 1995 年から 2008 年 4 月までのデータを用いて「1999 年 4 月 1 日に改正された市町村の合併の特例等に関する法律下にお
いて合併した自治体の議会選挙及び首長選挙」の投票率を分析した研究によれば、（A）議会選挙の投票率は、平均 2.55 ポイン
ト下落しており、（B）首長選挙の投票率は平均 3.31 ポイントの下落で、議会選挙よりも下落幅は大きく、（C）定数と投票率は
正の相関関係にあり、合併によって定数が減るほど投票率も低下し、（D）編入される場合は、投票率に対して弱い負の相関が出
た、という（堀内 2009）。

8 　 「役場職員にとって、合併してしまうと守るものがなくなる。誰のために頑張っているのか目標を失ってしまう。自分の給与だけ
もらえれば良いという考えになると思う。その一方で仕事のやり甲斐はなくなる」という指摘もある（道州制と町村に関する研
究会編 2008：61）。

34 都市とガバナンス Vol.44

「平成の大合併」がもたらしたもの

p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   34p31-39_テーマ_嶋田氏.indd   34 2025/09/18   10:12:422025/09/18   10:12:42



都市の人口の重心からそれぞれのメッシュまでの距
離を人口で加重した指標）を 1.8％減少させること
で、人口 3 万人以上の歳出総額で約 1760 億円の歳
出減をもたらすと推測できるのだという。

この研究は、合併前の旧・市町村単位での相互の
流入・流出に焦点を当てるのではなく、地理的に見
て都市の中心部への人口集中が生じているかを明ら
かにした点で優れている。ただ、上記の結果を財政
効率の観点からのみとらえ、もっぱら肯定的な評価
に終始していることについては、違和感を覚えざる
を得ない。その理由は、次章をお読みいただければ
分かるはずである。

3　�「平成の大合併」とは何だったのか？今後どう
すべきなのか？

（1）「平成の大合併」とは何だったのか？ 9

ア　「システム効率」の追求
その意図がどこまで実現したかはともかく、自治

体規模を拡大することによる行財政基盤の強化、財
政効率の向上を目指して行われた「平成の大合併」
は、自治体数を約半分近くにまで減少させ、小規模
自治体の激減をもたらした。そこには、「財政ブレ
ンド効果」を通じて小規模自治体の「救済」を図る
という意図もあったに違いない。さらに、総務省（旧・
自治省）にとっては、“全国の自治体関係者に「血」
を流させ、軋轢を生みながらも、合併をここまで推
進した” という事実それ自体が、地方財政対策の場
面での対・財務省における交渉力を高める効果をも
たらした面もある。

いずれにせよ、“人口減少・税収減の中で、非効
率を排し、自治体規模の拡大によって効率を高める
ことを通じて「全国民に対する法令上の行政サービ
スの持続的な供給」を実現する。自治制度は、そう
した観点から再構築されなければならない”。これ
が市町村合併を推進していった国の官僚たちの基本
的な発想であろう。そこにおける「自治体」は、「法
令上に定められた行政サービスを着実に供給するた
めの装置」であり、「国の手足」に過ぎない。

これは、国と自治体とを 1 つの「行政システム」
として把握した上で、「システム効率」を追求する

思考にほかならない。それは、「安心して暮らし続
けられる地域、住み続けたいと思える地域を維持若
しくは創っていくこと」こそが、自治体の存在理由
であるにもかかわらず、「システムを維持すること
が大事→そのためには合併が必要→地域は疲弊し、
住民生活は厳しくなるかもしれないが、システムの
維持のためにはそれも仕方ないことだ」といった具
合に、「本末転倒」な事態をもたらしたのではない
だろうか（嶋田 2020）。

イ　居住前線の縮小
しかし、前章で論じた「周辺部の衰退と政治的代

表の喪失」、「自治体でなくなったことによる『非主
体化』・『見えぬ化』」、「都市のコンパクト化」を踏
まえるならば、「平成の大合併」は、「行政システム
の効率化」という表面的な名目にとどまらない内実
を伴っていたように思われる。結論から言えば、そ
の先に「居住前線の縮小」という狙いがあったので
はないかと思われるのである。それを端的に論じて
いるのが、金井利之による次の文章である。
「21 世紀前半の右肩下がりの少子高齢化と人口減

少社会では、限界集落の多発と、居住前線の縮小が
想定される。そのような大局観からは、周辺部の衰
退は不可避であるとともに、それを『円滑』に実現
することが、為政者の観点からは必要になるかもし
れない。そのようなときに、独立の過疎自治体が自
らの政治的な『声』を上げて、周辺部への支援を求
める状態は、為政者の統治効率の観点からは望まし
くないだろう。その意味で、周辺部から予め『声』
を奪っておく市町村合併は、今後の政治行政的に『円
滑』な周辺部衰退のための布石となるであろう」（金
井 2010：6）

“「平成の大合併」とは、単なる「行政システムの
効率化」にとどまらない、「居住前線縮小」のため
の「国策」であった” というのが、「平成の大合併
とは何であったのか」という問いに対する本稿の回
答となる。

（2）合併自治体は今後どうすべきなのか？
では、合併してしまった自治体は今後どうすべき

9 　 なお、自民党が「平成の大合併」を推進した意図については党利の面が大きいと思われることから、ここでは触れていない。自
民党の意図をめぐる諸議論については、嶋田（2018）pp.4-6 を参照していただきたい。
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なのか。合併を解消することで「時計の針を戻す」
という選択肢は非現実的である。合併とはいわば「離
婚できない結婚」なのである。現状を前提とした上
で、できるかぎりのことをするしかない。基本的に
は次の 2 つが基本的な方向性となると思われる。

第 1 に、それが「国策」であったとしても、現に
周辺部で住民が生活をしている以上、自治体として
は、彼（女）らが安心して暮らし続けられようにし
ていくことが求められる 10。それは、自治体にとっ
て絶対的な責務である。

第 2 に、合併によって生じたマイナス効果を緩和
する 11 と同時に、旧・自治体ごとの個性・強みを生
かし、合併に伴う潜在的なメリットを具現化してい
くことが求められる。

順序が逆になるが、まずは後者について、鹿児島
県日置市による実に興味深い試みを紹介する形で論
じることにしたい。

ア　�合併のマイナス効果を緩和し、旧・自治体ごと
の個性・強みを生かす～「本庁機能」の分散配
置の試み

薩 摩 半 島 の 中 部 に 位 置 す る 日 置 市（ 人 口：
約 4 万 7000 人（2020 年国勢調査）、面積：253 ㎢）
は、2005 年に東市来町・伊集院町・日吉町・吹上
町の 4 町が合併して誕生した。周知のとおり、合併
時にいわゆる分庁方式をとった自治体は少なくない
が、それらの多くは、財政効率の向上の観点から本
庁への集約化に舵を切っているように思われる。そ
れに対し、日置市は、それとは逆のベクトルの道筋
を探求している。すなわち、全国的にも珍しい「本
庁機能」（＝各政策分野の企画立案・実施機能）の
分散配置に取り組んでいるのである。

すなわち、現状においても既に、「本庁機能」の
うち、商工観光課観光施設係は吹上支所に、税務課
固定資産税 2 係は日吉支所に、農業委員会は東市来
支所に、産業建設部は鹿児島県庁の日置庁舎の一角
に移しており、分散配置がなされている。これを今
後さらに徹底し、伊集院本庁も含めたすべての庁舎
が「本庁機能」と「支所機能」を併せ持つようにす

るという。2026 年度から一部の部署の移行を開始
し、2028 年度までに完全移行することを目指して
いるとのことである。

この背景には、①そもそも伊集院本庁が手狭であ
ること、②デジタル化の推進によって、決裁等の仕
組みがおおむねインターネット上で可能となり、庁
内の主要な会議もオンライン会議が中心となってい
ることがあるという。しかし、より直接的には、永
山由高市長が合併後のあり方について問題意識を持
ち、模索し続けてきたという事情がある。驚くべき
ことに、彼は、2021 年 5 月に市長に就任した後、1
年ごとに「東市来→吹上→日吉→伊集院」という順
で引っ越しをしながら、各地域の実情をつぶさに把
握しつつ、地域の人々との対話を重ねてきたのであ
る。2 期目に入り、現在は 5 ヶ所目ということで人
口の最も少ない日吉に住んでいるとのことである。
周辺部とそこに住む人たちを大事にする彼の信念は
本物だと言えよう。

永山市長によれば、分散配置の試みの狙いは大き
く分けて 2 つある。1 つは、「本庁機能」の担い手
たちが、市の中心部から少し離れた吹上支所、日吉
支所、東市来支所に部署単位で動くことで、日置市
の強みである自然の豊かさや都市との最適な距離感
などを実感しながら仕事ができるようにすることで
ある。もう 1 つは、人口の伊集院一極集中の是正及
び旧町村部における地域経済の活性化である。

もしこの試みが成功したならば、合併に伴うマイ
ナス効果は緩和され、かつ、旧・自治体ごとの個性・
強みを生かされる形で合併に伴う潜在的なメリット
が具現化されることとなり、日置市の魅力は向上す
ることに違いない。全国各地の合併自治体にとって
も新たな選択肢が得られることになる。

イ　�安心して暮らし続けられるようにする～新しい
コミュニティ組織をめぐって

とはいえ、合併前と比較すれば、各支所に置かれ
る職員数は目減りしている。旧・自治体を政治単位
とする首長や議会ももはや存在しない。「失ってし
まったもの」はやはり決して小さくない。それをカ

10　言うまでもなく、これは非合併自治体においても同様である。
11　 これは安心して暮らし続けられるようにしていくことにもつながるが、これ自体固有の意味合いを持つし、安心して暮らし続け

られるようにするための方策はこれに限られないため、第 1 の方向性とは切り分けて言及することとした。
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バーしつつ、周辺地域でも安心して住み続けられる
ようにするにはどうすればよいか。「安心して暮ら
し続けられるようにする」といってもその条件は多
岐にわたるが 12、それを確保する上での要（あるい
は基盤）として形成が促されているのが、①小学校
区等の範囲で設立される新しいコミュニティ組織

（名称は「自治協議会」等様々）であり、②各種生
活サービス機能が一定のエリアに集約され、集落生
活圏内外をつなぐ交通ネットワークが確保された拠
点である「小さな拠点」なのである。このうち、①
の新しいコミュニティ組織のあり方と自治体行政と
の関係性については問題が少なくない。

第 1 に、国は、この新しいコミュニティ組織を「地
域運営組織」と称し、必要な生活サービス機能を維
持・確保し、地域における仕事・収入を確保するため、
地域住民自らによる主体的な地域の将来プランを策
定し、地域課題の解決に向けた多機能型の取り組み
を持続的に行うことを期待しているが、その期待に
見合った内実を備えたケースは必ずしも多くない。
むしろ、新しいコミュニティ組織が自治会・町内会
の延長線上で理解・運営されているために、屋上屋
を架すだけになっており、メンバーも重複している
ために担い手にさらなる負荷をかけることで、地域
コミュニティの持続可能性を逆に低下させかねない
状況に陥っているところの方が、一般的なのではな
いだろうか（中田 2014：256；大杉 2021：17）。

第 2 に、自治体行政は、多くの場合、一方で地域
に対して役所の下請け的な役割を求めておきなが
ら、他方で「地域のことは地域で」などと言って地
域に「丸投げ」をすることで、住民たちの「やらさ
れ感」、「責任押しつけられ感」を惹起してしまって
いる。その結果、地域における互助・共助の活性化
や「盛り上がり」には十分つながらず、住民たちの
負担感ばかりが大きくなってしまっている可能性が

ある。
以上を踏まえるならば、今後自治体行政に求めら

れることは、第 1 に、自治会・町内会と、新しいコ
ミュニティ組織と役割・位置づけの違いを明確にす
ることである。前者は、基本的に高齢者の見守りや
防災など安全・安心を確保するための「守り」の組
織である。一方、後者は、地域の「ワクワク、楽し
さ」を醸成し、地域の魅力を高め、これまでつながっ
ていなかった人たち同士を結び付ける「攻め」の組
織であり、かつ、前者の取組みをバックアップする
形で前者の持続可能性を高めるべく「支援する」組
織である。両者は、組織の作動原理が異なるべきで
あり 13、その差異の認識を広げていく必要がある。

第 2 に、地域に「丸投げ」せず、対話しながら「伴走」
することである。その際、自治体行政には、①「コ
ミュニティカルテ」の提供や各種講座の実施などを
通じて地域の人々が「考える」ための素材の提供や
ノウハウの支援を行う、②中間支援組織を通じた人
材マッチングや業務支援の仕組みを設ける、③「何
かあっては困る」という発想で住民をコントロール
しようとするのではなく、できるだけ自由な活動を
許容し、チャレンジを促す、④各地域の新たなコミュ
ニティ組織を一律に扱うのではなく、それぞれの熟
度・事情等に応じた支援を心がける 14、⑤活動支援
というよりは、組織支援（= 主体性形成）を心がけ
る、⑥何気ない場面での対話を通じて住民たちの実
情と思いを日常的に把握し、かつ、風通しを良くし
ておくなどが求められる。

なお、大前提として、コミュニティ組織に対して
役所の「下請け」的な役割を求める姿勢自体を改め
る必要性があるのは、当然のことである。人口減少・
高齢化が進展していく中で、そもそもコミュニティ
組織の問題解決能力に過度な期待をかけるのではな
く、自治体行政自身が「最後の砦」として「しんが

12　詳しくは、嶋田（2022）を参照願いたい。
13　 町内会・自治会が「Must（～しなければならない）」原理を基調に作動してきたのに対し、新しいコミュニティ組織は「Will（～

したい）」「Can（～できる）」原理を基調に作動させていくべきである。そのためには、コミュニティ組織からの助成金を通じて、
人々の Will や Can の取組みを促すこと等が有効である。たとえば、島根県奥出雲町三沢地区の「みざわ小さな拠点づくりの会」
では、「きっと三沢のためになる」と思われる挑戦に対し、「みざわチャレンジ応援金」という助成金を出している。これまでに、
「ミッザニア」（1 日だけのお仕事体験イベント）、コンサート、着付け教室、高齢者麻雀教室、歌の会、朝市、古民家リノベーショ
ン、空き家マップづくり、まちの花壇整備など、様々な提案が採択されている（嶋田 2025：46）。

14　 なお、合併自治体においては、旧・自治体ごとに異なっていた役所と地域コミュニティとの関係のあり方が一律化されてしまっ
たことで、地域住民から見ると「声が届きにくくなった」、「丸投げされている」などの不満が生じている場合がある。旧・自治
体時代の経緯を踏まえて、一旦一律化したものを再度地域事情に応じて多様化させるという道も（その実現は容易ではないだろ
うが）考えうる（役重 2019：第 7 章）。
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り」を務める覚悟を持つ必要もあろう。
2024 年の地方自治法改正により指定地域共同活

動団体制度が導入されたことから、こうした軌道修
正を図ることは喫緊の課題となっている。この制度
に基づく「指定」の仕組みの運用を通じて、地域コ
ミュニティ等が自治体の意向に対して従前以上に敏
感になる可能性があるためである。軌道修正しない
と、上で述べた問題状況がより深刻化しかねないの
である。この点、特に留意を促しておきたい。

4　おわりに
上記軌道修正を含め、今後いかなる取組みを進め

るにせよ、「人」が基本であり、「人材」を得られな
ければ、事は決して成就しない。それゆえ、各種取
組みを推進することばかりに注力するのではなく、
成長機会を十分に確保すること等を通じて人材を豊
かに育んでいく必要がある。そのことを最後に強調
して、本稿を終えることにしたい 15。
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1　はじめに
浜 松 市 は、2005 年 に 天 竜 川・ 浜 名 湖 地 域

の 3 市 8 町 1 村（浜松市、浜北市、天竜市、舞阪町、
雄踏町、細江町、引佐町、三ケ日町、春野町、佐久
間町、水窪町、龍山村）が合併し、人口 81 万人、
面積 1,511 ㎡（全国第 2 位）の新「浜松市」として
誕生した。

周辺を、森林、海、湖、川などの豊かな自然環境
に囲まれるとともに、国際的な競争力を有する先端
技術産業群の集積や、観光資源、農業、歴史、文化
などバラエティに富んだ地域性を有し、「市民協働
で築く、『未来へかがやく創造都市・浜松』」を都市
の将来像として掲げている。一方で、社会経済環境
の変化により課題は多様化・複雑化している。日本
が抱える課題と共通点の多い、「国土縮図型政令指
定都市」といわれる浜松市では、常に将来を見据え
ながら、行政と住民との協働による持続可能なまち
づくりを推進してきた。

テーマ

合併・政令市移行後の行政区と
住民自治の取組み

浜松市 市民部 市民協働・地域政策課

「平成の大合併」がもたらしたもの

本市は、2005年 7月に天竜川・浜名湖地域の12市町村による全国でもまれな規模の合併が実現し、人口
81万人を擁する新「浜松市」として誕生した。
2007年 4月には、全国で16番目の政令指定都市に移行し、7つの行政区体制での行政運営を行ってきた。

2024年 1月には、全国で初となる、全市域を対象とした大規模な行政区再編を行った。合併から政令指定都
市移行、そして行政区再編という大きな変革のなかにあって、本市では地域の声を市政に取り入れ、多様化する
地域課題解決の取組みを行ってきた。
本稿では、合併20周年の節目にあたり、これまでの経緯を振り返るとともに、これからの住民自治の取組み

を述べる。

図 1　浜松駅前周辺

図 2　天竜川と天竜区の山々
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2　平成の大合併
（1）合併の背景

2000 年 4 月の地方分権一括法の施行に伴い、国
と地方自治体の役割分担の明確化による市民ニーズ
への対応と、効率的な行財政運営による行政基盤の
強化が地方の重要課題となり、全国の市町村におい
て、いわゆる「平成の大合併」が行われた。

静岡県では、2000 年に「静岡県市町村合併推進
要綱」が策定され、「市町村合併特例交付金制度」「静
岡県合併支援プラン」が創設されるなど、県内市町
村が主体的に自治体づくりを進めていけるよう、支
援体制の整備が図られた。

浜松市においても、4 市 6 町の枠組みで、県並み
の権限と大きな財源のもと、より一層の市民サービ
スの向上と将来にわたる地域の発展が望める政令指
定都市を目指すことを目的として、2002 年 7 月に「環
浜名湖政令指定都市構想」を発表し、同年 10 月に
は 14 市町村による「環浜名湖政令指定都市構想研
究会」を発足させた。

2003 年 9 月に「天竜川・浜名湖地域合併協議会」
を設置し、合併そして政令指定都市移行に向けた協
議を積み重ね、2005 年 7 月に 12 市町村合併により、
新「浜松市」が誕生した。

（2）合併後の浜松市
新「浜松市」では、これまでに各市町村で培われ

てきた豊かで美しい自然環境と、市民主体の活発な
経済・文化・社会活動が共生する都市づくりを推進
するとともに、地理的条件や産業構造、文化や伝統
が異なる旧 12 市町村をぶどうの房（クラスター）
にたとえ、各地域が 1 粒 1 粒として存在感を持ち、
市全体が豊かな都市になるという 「環境と共生する
クラスター型都市」を目指すこととした。 

新市の骨格となるまちづくりの方向性は、「自然
環境との共生」「産業の活性化」「世界都市の実現」

「相互補完による魅力あるまちづくり」「分権型のま
ちづくり」「市民主体のまちづくり」と定めた。

なかでも、「分権型のまちづくり」として、それ
ぞれの地域レベルで、住民に身近な行政サービスを
提供するとともに、住民の意向を反映できるように
するため、新たな地域自治の仕組みづくりなどを活
用し、積極的に都市内分権を推進していくこととし

た。また、福祉、医療、教育、環境、防災、防犯な
どの各分野において、市民をはじめ自治会、NPO
などの市民団体や民間企業と協働し、相互に連携す
ることで、「市民主体のまちづくり」を推進してい
くこととした。

（3）政令指定都市移行に向けて
政令指定都市移行に向けては、「環境と共生する

クラスター型政令指定都市」を目指すべき都市ビ
ジョンとして、全国に先駆けて導入した「地域自治
組織」、大きな権能・権限を持つ地域完結型の区役
所とする「組織内分権」、地域の個性を尊重する「一
市多制度」という 3 つの柱により、都市内分権を進
めることとした（表 1）。

表 1　都市内分権を支える三本柱

地域自治組織

行政サービスの維持・向上、市民意見の反
映、市民協働の推進のために、合併時には、
旧市町村単位として地方自治法に基づく地
域自治区を、政令指定都市移行時には、行
政区単位に区協議会を設置する。

組織内分権

行政サービスの維持・向上を図るため
に、区役所・地域自治センターなどに
できるだけ多くの権限を持たせ、行政
組織内部の分権を推進する。

一市多制度

元気で個性のある地域を実現するため
に、特定の地域に固有な制度や行政サー
ビスの差異を残すという一市多制度を
活用する。

3　政令指定都市へ
（1）「小さな市役所、大きな区役所」

浜松市は、2007 年 4 月に、中区、東区、西区、南区、
北区、浜北区、天竜区の 7 つの行政区を持つ政令指
定都市へ移行した（図 3）。

図 3　政令指定都市移行後の浜松市

区 人口（人）面積（㎢）
中区 245,438 44
東区 127,084 46
西区 111,500 85
南区 103,224 47
北区 95,682 278
浜北区 88,416 67
天竜区 36,366 944

計 807,710 1,511

出典：�人口は 2005 年国勢調査確報値による 2005 年 10 月 1 日現
在の人口に、毎月の住民基本台帳及び外国人登録原票に基
づく移動数を加減して推計。面積は国土地理院「全国都道
府県市町村別面積調」。
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7 つの区役所では、「小さな市役所、大きな区役所」
の理念のもと、区役所を地域の総合的行政機関とし
て、できるだけ幅広い行政サービスを行うとともに、
区で重要事項を決定し、地域課題を解決できる機能
を持たせることとした。

（2）将来を見据えた行政区の在り方の検討
2005 年の 12 市町村の合併により広大な市域面積

とともに、膨大なインフラや公共施設を抱える本市
にとって、行財政改革も同時に進めるべき課題で
あった。行財政改革を一層推進するため、2005 年
に「浜松市行財政改革推進審議会条例」を制定し、
企業経営者や有識者で組織する「浜松市行財政改革
推進審議会（以下、「行革審」という。）」を設置した。

行革審では、浜松市の組織体制や行政区の在り方
などについて審議がされ、市民サービスセンター等
の出先機関の一層の活用による市民の利便性向上や
組織のスリム化・フラット化の観点から「7 つの行
政区について、将来予測される人口・経済・産業・
環境等の変化を見据えたうえで、5 年後には合区を
前提に見直すこと」（第 1 次浜松市行財政改革推進
審議会 2006）、「行政区の廃止または削減をするこ
と」（第 2 次浜松市行財政改革推進審議会 2009）、「本
庁と区役所の役割分担の見直しの継続や、区役所と
区出先機関の機能・役割を明確化すること」（第 4
次浜松市行財政改革推進審議会 2013）など、将来
を見据えた行政区の在り方についての意見が寄せら
れた。

そうした意見を踏まえ、より機動的かつ効率的な
行政運営を行うため、「ひとつの浜松」として、「一
市多制度」から「一市一制度」、「小さな市役所、大
きな区役所」から「機能的な本庁、身近な区役所」
への転換を進めることとした。

（3）本庁と区役所の役割分担
2009 年 12 月には、「機能的な本庁、身近な区役所」

に向けて、本庁と区役所の役割分担の基本的な考え
方について明らかにした。

本庁は、市民に身近な区役所から市民ニーズ等の
情報や行政施策につながるデータを収集・分析し、
全市的・全庁的な視点に立った政策・施策の企画立
案や専門職員が限られる特定の分野の集約を行うな

ど、本庁・事業所として合理的、効率的な行政運営
を図ることを目指すべき姿とした。

区役所は、住民に身近な行政機関として、日常的
に利用頻度の高い行政サービスの総合的な提供拠点
であるとともに、地域課題の解決に向けたアドバイ
スを行うコーディネーターや地域の特性を活かした
まちづくりの拠点とすることを目指すべき姿とし
た。

2011 年 11 月には、「区出先機関再構築の基本方針」
を策定し、公民館を「協働センター」として再構築
し、地域づくりの拠点として位置づけ、地域住民主
体の地域課題解決に向けた取組みや地域団体間の連
携を支援する役割を明確化した。

また、2013 年には、協働センターにコミュニティ
担当職員を配置し、市民ニーズを把握し、地域主体
のまちづくりを伴走型で支援する体制の充実を図っ
た。

4　行政区の再編
（1）行政区再編の目的

行政区の再編については、前述の行革審の答申の
ほか、2010 年 5 月には市議会から「現状の区体制
のメリット・デメリットを再度検証し、速やかに方
向性を示すこと」という提言がされたことを踏まえ、
再編によるサービス提供体制や住民自治のすがたに
ついて継続して検討を進めてきた。

区役所は、地方自治法により政令指定都市に設置
が義務付けられている。その区役所の数を削減し、
市の裁量で設置できる行政センターとすることで、
区役所と同等のサービスを提供しながら、臨機応変
にサービス提供体制や職員配置を最適化し、時代の
変化に合わせた柔軟で効率的な組織運営と住民サー
ビスの向上を図ることが行政区再編の目的である。

（2）行政区再編までの道のり
2015 年 5 月には、市議会行財政改革・大都市制

度調査特別委員会（現在の大都市制度・行財政改革
特別委員会。以下、「特別委員会」という。）が設置
され、行政区再編について、市当局と議会で集中し
て協議することとなった。

2016 年 2 月には、特別委員会において、市当
局が示した「区制度検討に係る工程表」が了承さ
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れ、2018 年 5 月から地区自治会連合会等を対象と
して「新たな行政区、行政サービス提供体制（案）」
について、意見を聴く会を実施した。同年 9 月には
特別委員会に 3 区案（天竜区・浜北区・その他の 5 区）
を提案し、12 月には区の再編に関する住民投票条
例が、市議会での修正可決のうえ公布、施行された。

2019 年 4 月 7 日に実施した「区の再編に関する
住民投票」では、【設問 1】「天竜区・浜北区・その
他の 5 区の 3 区案で再編を行うこと」については反
対が多数であった一方で、【設問 2】「区の再編を平
成 33（2021）年 1 月 1 日までに行うこと」については、
設問 1 で賛成した票と設問 1 に反対で設問 2 に賛成
した票の合計が 50.8％となり、賛否が拮抗した。こ
の結果を市議会と市当局で共有し、特別委員会で議
論を重ね、2020 年 9 月に、全市議会議員による投
票の結果「区再編は必要」と結論づけられた。

2019 年 5 月から 2022 年 5 月までの間に、特別委
員会において、49 回、時間にして 83 時間に及ぶ協
議がなされた。

区割りに関しては、「行財政改革の推進」「地域拠
点と主要組織の方針」「地域自治」「地域づくり」「地
域特性への配慮」という 5 つの比較項目について、
それぞれ 5 つ（計 25）の条件項目を設定し、評価
を行いながら検討を重ねた結果、中区・東区・西区・
南区と北区の一部を加えた A 区（現在の中央区）、
北区（A 区に編入された部分を除く）と浜北区を
合区した B 区（現在の浜名区）、天竜区の C 区（現
在の天竜区）の 3 区とすることが決定された。その
後、市民等へのアンケート結果を踏まえ、区名が決
定された。

行政区再編の内容については、特別委員会の協議
の節目で、特別委員会委員長、副市長、市当局によ
り、7 区の自治会連合会、7 区の区協議会など地域
への説明を行った。

地域への説明の中で聞かれたのは、地域課題の解
決に向けたアドバイスを行うコーディネーターの役
割をもつ区役所が減少することで、地域の声が市政
に反映されなくなるのではないかという懸念であっ
た。

そのため、特別委員会においては、行政区再編に
よる職員の削減や組織運営の効率化等の「行財政改
革」と同時に、地域の声を市政に反映させる「住民

自治」の枠組みづくりについても協議が重ねられた。
2023 年 2 月 に 区 再 編 に 関 す る 条 例 が 可 決 さ

れ、2024 年 1 月に、政令指定都市移行から約 17 年
の時を経て、3 区として新たなスタートを切った。

浜松市の行政区再編は、従来の市当局案を議会が
承認するという形ではなく、市当局と議会が幾度と
なく議論を重ね、二人三脚で新たな制度を作り上げ
たことが特筆すべき点である。

（3）行政区再編後の浜松市のすがた
行政区再編では、区割り案だけではなく、「再編

後のサービス提供体制」や「住民自治のすがた」に
ついて、議論を重ねた。

出典：�2020 年国勢調査速報値による 2020 年 10 月 1 日現在の人
口に、毎月の住民基本台帳に基づく移動数を加減して推
計。面積は国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」。

ア　再編後のサービス提供体制
行政区を 7 区から 3 区に再編することで、区長や

管理職の削減のほか内部事務の集約により効率的な
行政運営を図る一方で、区役所とならない旧区役所
は、行政センターとして再編前と変わらない行政
サービスを提供することとした。

区 人口（人）
2023.12.1 現在

面積
（㎢）

中区 232,954 44
東区 128,077 46
西区 105,748 114
南区 98,436 47
北区 91,023 296
浜北区 98,506 67
天竜区 24,692 944

計 779,436 1,558

区 人口（人）
2024.1.1 現在

面積
（㎢）

中央区 600,609 268
浜名区 153,699 346
天竜区 24,635 944

計 778,943 1,558

（再編前）

（再編後）

図 4　区再編の概要
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また、すべての区を統括するとともに、市域
の 66％を占める中山間地域振興に関することを特
命事項とする、区政担当副市長を新たに配置し、部
局横断的な指示・調査を行うことで、最適な区政運
営を行うこととした。

イ　住民自治のすがた
地方自治法第 252 条の 20 第 7 項の規定により設

置している「区協議会」は、市民協働活動の要とし
て重要な役割を担っていることから、引き続き地域
の声を行政に届けることができるよう、7 区単位で
設置していた区協議会を、3 区単位の代表会と旧区
単位の地域分科会の 2 層体制とした。2 層目の地域
分科会では、より地域密着型で地域固有の課題に関
して意見交換し、解決策を議論することとし、1 層
目の代表会では、地域分科会の意見を集約し、全体
的に総括し市に届けるという枠組みとした。

同時に、地域の多様な主体で構成し、地域課題を
話し合い、区協議会を通じて市政にその声を届ける
仕組みとして「地区コミュニティ協議会」制度を創
設した。また、住民に身近なサービス拠点である協
働センター等に配置するコミュニティ担当職員の数
を増やし、地域づくりを伴走型で支援することで、
住民自治の充実や市民協働の推進を図った。

5　これからのまちづくり
人口減少が進行し、人手不足による産業や地域の

活力低下が顕在化しはじめ、社会経済環境は急速に
変化しながら多様化・複雑化するなど、本市を取り
巻く環境は決して楽観できるものではない。

そうした中にあって、浜松を次の世代に持続可能
なまちとして引き継ぐために、時代の変化に的確に
対応していかなければならない。

浜松市の行政区再編は、未来を見据え、持続可能
な行政サービスの維持・強化をするため、不断の見
直しを行ったものである。
「浜松から地方創生」の実現に向けて、まち・ひ

と・しごとの創生に一体的・総合的に取り組むとと
もに、今後も、市民が未来に明るい希望を持ち、幸
福を実感できるよう、オール浜松で「元気なまち・
浜松」を実現していきたいと考えている。

参考文献
第 1 次浜松市行財政改革推進審議会（2006）「浜松

市行財政改革に関する答申」
第 2 次浜松市行財政改革推進審議会（2009）「『行政

区の廃止または削減』『議会の改革』『区協議会の
充実について』（意見書）」

第 4 次浜松市行財政改革推進審議会（2013）「浜松
市行財政改革に関する答申」
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1　地域自治区制度の導入
（1）市町村合併の経緯と制度導入の背景

宮崎市は、2000 年代の市町村合併の潮流の中で、
地域自治区制度を導入し、地域自治区を軸とした地
域まちづくりを推進してきた。

2006 年 1 月に佐土原町、田野町、高岡町と、2010
年　3 月に清武町と合併したことで、市域の拡大と
ともに、地理的・文化的背景の異なる多様な地域を
内包することになった。

当時、この大規模合併によって、行政サービスの
効率化というメリットをもたらしてきた一方で、旧
町域の住民の声が市政に届きにくくなることや地域
固有のコミュニティが希薄化することへの懸念も生
じていた。

こうした課題に対応するため、本市が導入したの
が、2004 年の地方自治法改正で新設された「地域
自治区制度」であった。これは市域をいくつかの区
域に分割し、住民自治を充実させるということだけ
ではなく、行政が住民やコミュニティ組織と協働し、
相互に連携して新しい公共を形成するという、合併
後の都市経営におけるガバナンスの根幹をなすもの
であった。

制度の目的は、各地域の住民の意見を市政に反映
させる手段を確保し、旧市町の一体感を維持しつつ、
各地域の自主性・自律性を尊重することにあり、こ
の制度導入は、合併後の地域自治を円滑に進めるた
めの必然的な選択であったと捉えている。

（2）地域協議会と地域まちづくり推進委員会
宮崎市の地域自治制度は、機能が明確に分かれ

た 2 つの組織によって特徴づけられる。「地域協議
会」と「地域まちづくり推進委員会」である。

地域協議会は、地方自治法に基づき設置された行
政の附属機関であり、審議・提言機能を担う役割が
与えられていた。市の総合計画や公の施設の設置・
廃止といった重要事項について、市長の諮問に応じ
て審議し、意見を述べることが主な権限であったが、
後に、地域まちづくり推進委員会の活動の承認の権
限も付与していくことになった。

委員は公募や各種団体の推薦に基づき市長が任命
し、その運営は法的な枠組みの中で行われるため、
公式な住民代表機関としての性格が強いものであっ
た。

一方、地域まちづくり推進委員会は、地域協議会

テーマ

宮崎市の地域自治のこれまでと今後の展望

宮崎市 地域振興部 地域コミュニティ課 地域まちづくり推進室 副室長　田邊 陽一

「平成の大合併」がもたらしたもの

宮崎市は市町村合併を機に地域自治区制度を導入し、審議機能を持つ「地域協議会」と実践機能を持つ「地域
まちづくり推進委員会」で構成する地域自治の仕組みを確立してきた。この仕組みは、住民主体による多様な活
動を生むなどの成果を上げた一方、社会環境が変化する中で、組織の二重化や担い手の固定化といった課題も生
じさせた。この状況を踏まえ、市では2025年度から地方自治法に基づく地域自治区制度を終了し、地域まち
づくり推進委員会を中心とした独自の制度へ移行した。
この2025年度からスタートした新たな仕組みは、形式的な審議から実践的な取組みへと舵を切る、地域分

権の深化に向けた本市の新たな挑戦である。
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だけでは担うことが難しい、具体的な事業を実践す
る組織として、宮崎市の独自の発想で設立された実
践部隊としての役割を担ってきた。自治会、PTA、
市民活動団体など、地域の多様な主体から構成され
るボランティア組織であり、防犯防災、環境、福祉
といった具体的なテーマごとに部会を設け、後述す
る地域コミュニティ活動交付金を活用して事業を実
施してきた。

この「審議」と「実践」を分離した地域自治の制
度は、住民の声を公式に市政へ届ける仕組みと、地
域課題を解決する柔軟な活動を両立させようとする
ものであった。

しかし、この「車の両輪」と称された仕組みは、
審議から実践に至るまでに 2 段階のプロセスを要
し、時に意思決定に時間を要することや、2 つの住
民組織が二重化・重層化し、地域の特定の方へ負担
が集中するという課題もあった。この点が、後の制
度見直しのきっかけの 1 つとなっていた。

（3）�活動を支える財政基盤：「地域コミュニティ活
動交付金」

この地域自治制度を財政的に下支えしたのが「地
域コミュニティ活動交付金」（以下、「交付金」とい
う。）である。創設当初の 2009 年度は、市民税均等
割に年額一人 500 円を上乗せする「地域コミュニ
ティ税」を財源とし、税収の全額が地域に還元され
るという、住民の負担と受益の関係が明確な仕組み
でスタートした。

この目的税は 2010 年度で廃止されたが、翌年度
からは市の一般財源から同規模の予算を確保する方
式に変更し、引き続き地域の活動を財政的に支援し
てきた。

交付金の配分方法は、公平性を考慮した設計と
なっている。予算総額の 3 割を全地域自治区に均等
に配分する「均等割」と、7 割を人口に応じて配分
する「人口割」を組み合わせることで、人口の少な
い地域にも活動の基盤となる資金を保障しつつ、人
口の多い地域にはその規模に応じた支援を可能にし
ている。

また、執行残額の翌年度への繰り越しを認めるな
ど、地域の自主性を尊重した柔軟な運用も図ってき
た。

2　地域自治区制度下における成果と課題
（1）住民主体のまちづくりがもたらした具体的成果

約 18 年間にわたる地域自治区制度を軸としたま
ちづくり仕組みは、宮崎市の地域コミュニティに多
くの具体的な成果をもたらした。

地域まちづくり推進委員会が交付金を活用し、行
政の手が届きにくい、あるいは従来は提供されてこ
なかった多様な事業が展開された。

例えば、災害時を想定し自治会等と連携した「防
災」分野の訓練、高齢化に対応した健康福祉まつり
の開催やボランティアセンターの運営といった「福
祉」分野の活動、河川の清掃活動や里山の保全といっ
た「環境」分野の取組み、地域独自の祭りの開催や
歴史資源の発信といった「文化・観光」分野の事業
など、その内容は多岐にわたる。

これらの活動は、地域住民が自らの地域の課題を
自分事として捉え、解決に向けて行動する「新しい
公共」の担い手となる土壌を育んだ。地域への愛着
や誇りを醸成し、まちづくりに関わる人材の発掘・
育成の場としての役割も果たしてきた。

（2）18年間の運用で顕在化した制度的課題
多くの成果が上がる一方で、長年の運用を通じて

制度的な課題も明らかになった。大きな課題として、
地域協議会や地域まちづくり推進委員会の「組織の
二重化・重層化」「担い手の固定化・高齢化」「組織
を構成する各種地域団体の組織力の低下」等が挙げ
られる。

また、地域協議会委員は、地方自治法の規定によ
り、当該地域に住所を有する必要があるため、ある
意味では硬直的な仕組みが多様な主体のまちづくり
への参画を妨げている面もあった。

さらに、新型コロナウイルス感染症の流行時には、
一堂に委員が会することを前提としている地域協議
会が思うように開催できなかった。そのため、地域
まちづくり推進委員会の事業内容の変更を行うため
の承認を得ることが難しく、コロナ禍に対応した地
域活動の展開に苦慮することもあった。

このように制度的課題が顕在化し始めたため、本
市では、地域団体の代表や有識者で構成する「地域
まちづくりのあり方検討会」を設置し、制度を検証
することとした。
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その結果、地域まちづくりの仕組みの見直しが必
要であるとの結論に至ったところである。

3　�新時代への移行：2025 年度からの新体制と
展望

（1）�なぜ今、制度を見直すのか：新体制への移行
背景

2025 年 4 月からの新体制への移行は、これまで
の制度運用で得られた成果と課題を踏まえたもので
ある。

最大の目的は、地方自治法に基づく制約から脱却
し、より柔軟で実践的な宮崎市独自のまちづくり制
度を構築することにある。その核心は、審議機能と
実践機能の組織的分離という構造を解消し、より機
動性を高めること、地域の多様な主体を地域まちづ
くり推進委員会に参画させることにある。

具体的には、2025 年 3 月末をもって、地方自治
法に基づく地域協議会を終了し、4 月からは、地域
まちづくり推進委員会を市長の認定を受けた団体と
して、地域まちづくりの中心に据えることとした。

これは、地域活動の負担を軽減し、人的資源の有
効活用と、形式的な審議よりも、現場での実践的な
行動を重視するという、宮崎市のまちづくりにおけ
る大きな転換点となった。

市民が、より主体的に、そして実践的に活動でき
る仕組みへの移行を目指すものである。

（2）新たな仕組みと新体制が拓く未来
新体制では、地域の自主性と創造性を最大限に引

き出すため、いくつかの新たな仕組みの導入や再構
築を行った。

機能強化可能な地域まちづくり推進委員会：新体
制では、地域まちづくり推進委員会がこれまでの実
践活動に加え、①地域に関わる事項を協議するため
の組織を自ら設置する権限、②地域に関わる事項に
ついて市へ直接意見を述べる権限を持つことができ
るようになっている。これにより、審議と実践が一
体化し、意思決定の迅速化が図られることになる（一
方で、地域ではこれまでのように、審議機能と実践
機能を分けるため、地域内で、審議組織を設立した
ところもある）。

柔軟な財源活用：地域コミュニティ活動交付金の

使途に関するルールを見直し、地域まちづくり推進
委員会の代表者への報酬や活動者に手当を支給（有
償ボランティア）できるようにするなど、地域の裁
量を拡大する。これにより、各地域の実情に即した、
より自由度の高い事業展開が可能となっている。
「事業提案（チャレンジ）制度」の創設：誰もが

まちづくり活動に挑戦できる仕組みとして「事業提
案（チャレンジ）制度」を導入している。これは、
市民やグループ・団体が持つ斬新なアイデアを、地
域まちづくり推進委員会への企画・提案を実現可能
にするもので、担い手の固定化を防ぎ、活動の活性
化につなげることを期待して創設したものである。

地域まちづくり人材育成の強化：次世代の担い手
を発掘・育成するため、2024 年度から「地域まち
づくり人材育成事業」を実施している。具体的には、
地域まちづくりへの間口を広げ、誰もが参加しやす
い環境を整えるため、まちづくりの取組事例の紹介
やまちづくり実践者による講演の開催、企画・提案
づくりのノウハウを学ぶワークショップ等を実施し
ている。

これらの仕組み等により、本市では、将来にわた
り持続可能な地域まちづくりを目指し、新たな歩み
を始めたところである。

4　期待される効果と長期的展望
（1）持続可能な地域運営への道筋

新体制への移行により期待される最も大きな効果
は、地域の意思決定の迅速化と地域ニーズへの即応
性の向上である。地域まちづくり推進委員会を中心
とした仕組みは、地域課題の解決に取り組むまでの
時間を大きく短縮し、地域の人的負担の軽減にもな
る。

人材不足が年々厳しさを増す中、地域活動におい
ても合理化を図っていくことは、必要な視点であり、
持続可能性を高める手立ての 1 つとなる。

また、一部の地域まちづくり推進委員会では、団
体の活動拠点である地区交流センター（主として公
民館機能をもつ公共施設）の指定管理者を目指して
いるところもある。地域の社会資源を活用して、収
益（自主財源）を生み出しながら、新たな地域課題
に対応していくことは、自立的・持続的な地域運営
を実現するための重要な一歩となるものである。
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（2）新たな地域自治制度の成功に向けたポイント
本市の新たな地域自治制度の成功は、いくつかの

要素にかかっている。
地域まちづくりについて、地域まちづくり推進委

員会が自らの判断で決定していくことについては、
一方で、組織が内向きになり、一部の地域住民によっ
て運営が左右されるリスクも想定される。

このため、①「事業提案（チャレンジ）制度」や
「地域まちづくり人材育成事業」などを通じて、誰
もが参加できる開かれた運営と担い手の新陳代謝を
常に促すこと、②本市の地域事務所や地域センター、
総合支所（出先機関）が、単なる窓口・相談機能に
留まらず、専門的な助言や団体間の調整を行うコー
ディネーターとしての役割を継続することが重要に
なると考えている。

5　�持続可能な地域コミュニティ形成に向けた宮崎
市の挑戦

本市が歩んできた約 18 年間の道のりは、合併と
いう大きな環境の変化に対応するため、地方自治法
による地域自治区制度を導入し、歩みを進めてきた。

その運用を通じて成果と限界を学び、最終的に地
域の実情に合わせた独自の制度へと発展させてきた
点については、1 つのモデルケースとなりうるもの
と考えている。

2025 年度からスタートした新たな仕組みは、形
式的な審議から実践的な取組へと舵を切る、地域分
権の深化に向けた本市の新たな挑戦である。

この「宮崎モデル」が、地域まちづくりの担い手
の多様性を確保しながら、真に持続可能な地域コ
ミュニティを形成できるのか。その成否は、同様の
課題を抱える全国の地方自治体にとって、参考にな
るのではないか。

この挑戦が、本市の地域自治の発展に貢献できる
よう、今後も市民の皆様とともに着実に住民主体の
まちづくりを推進していきたい。
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都市の持続可能性
自治体間連携の現在地と可能性

シリーズ S
ER
IES

平成の大合併が一段落して以降、多くの市町村は、単独での行政運営の限界に直

面しながら、新たな公共サービス提供のかたちを模索してきた。とりわけ、さまざ

まな政策の推進や公共サービスの提供において、自治体間連携の取組みが深化して

きた点は注目に値する。こうした動きの背景には、合併による自治体再編をこれ以

上推進することの難しさに加え、進行する人口減少により、単独の自治体では持続

的に公共サービスを担い続けることが困難になってきたという現実がある。

もちろん、広域行政の必要性自体は新しい課題ではない。平成の大合併以前から、

一部事務組合や広域連合といった制度を通じて、単独の自治体での対応が難しい事

務事業や、広域で実施する方が効率的・効果的とされる施策が展開されてきた。し

かし、現在直面しているのは、それとは質の異なる問いである。今後ますます進行

する人口減少、深刻化する財政状況、地域間格差の拡大といった構造的な課題のも

とで、いかにして行政機能を維持し、持続可能な公共サービスを提供するかという

問題である。

また、南海トラフ巨大地震などに代表される超広域災害への備えという新たな課

題も自治体間連携の重要性を高めている。災害時の相互支援にとどまらず、平時か

ら遠隔的で広域的なネットワーク構築の必要性が、徐々に認識され始めている。

自治体間連携は今や「選択肢の 1つ」ではなく、自治体が地域における「政府

（Government）」としての役割を担っていくために不可欠な手段となりつつある。

そこでここでは、「自治体間連携の現在地と可能性」と題し、今日実践されている

さまざまな自治体間連携の現状と課題について、都市自治体の取組み事例も含めて

考えてみたい。
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シリーズ

連携中枢都市圏の課題と今後の方向性

東京都立大学大学院 法学政治学研究科 教授　伊藤 正次

連携中枢都市圏が制度化されてから10年以上が経過した。本稿では、連携中枢都市圏構想が、①連携中枢都
市と近隣市町村の連携関係を束ねた圏域設定、②市町村の主体性と圏域設定の柔軟性、③「政策ベース」の連携
という特徴を備えていることを確認した上で、「一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点」
の形成という所期の目標を十分達成できていないことを実証研究等の結果から明らかにする。また、この10年
間に、上記の特徴を修正する再設計が試みられたものの、市町村関係者等の反対で頓挫したことを踏まえ、①生
活防衛のための圏域形成という視点の強化、②多分野の広域連携施策との総合、③「圏域」の制度的明確化、と
いう今後の方向性を提示する。

都市自治体の持続可能性／自治体間連携の現在地と可能性

１　連携中枢都市圏の10年
第 30 次地方制度調査会の「大都市制度の改革及

び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答
申」を踏まえた 2014 年 5 月の地方自治法改正によっ
て連携協約の制度が新設され、同年 8 月に連携中枢
都市圏推進要綱が制定されてから 10 年以上が経過
した。

あらためて確認しておくと、連携中枢都市圏とは、
三大都市圏以外の地域における人口 20 万以上の市
が連携中枢都市宣言を行い、近隣市町村と連携協定
を締結することによって形成される圏域である。総
務省によれば、こうした圏域を形成する構想は、「相
当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の
市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化に
より『経済成長のけん引』、『高次都市機能の集積・
強化』及び『生活関連機能サービスの向上』を行う
ことにより、人口減少・少子高齢社会においても一
定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するた
めの拠点を形成する政策」と位置づけられている 1。

地方圏から三大都市圏、とくに首都圏への人口流出
に歯止めがかからない中で、地域の拠点都市を中心
とする圏域単位で行政サービスを提供する体制を維
持することによって、人口流出を何とか食い止めよ
うという発想に基づいている。

この 10 年間で、連携中枢都市圏は着実に数を増
やし、各地でさまざまな取組みが進められてきた。
連携中枢都市圏構想は、地方創生の施策に組み入れ
られ、2015 年に改訂された「まち・ひと・しごと
創生総合戦略」のアクションプランにおいて、2020
年の成果目標（KPI）として、連携中枢都市圏を 30
圏域設置することが掲げられた（まち・ひと・しご
と創生本部 2015b：80）。2025 年 4 月 1 日現在、38
の連携中枢都市圏が設立されており、KPI は達成し
た形になっている。

個々の圏域に目を移せば、連携中枢都市圏構想を
積極的に推進することを試みている事例がある。た
とえば、福山市を中心とする備後圏域では、近隣市
町村と連携して、ワインやデニムといった特産品の

1 　 総務省ホームページ「多様な広域連携」（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/renkeichusutoshiken/index.html）
を参照（最終閲覧日：2025年7月22日）。
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振興、子供発達支援センターの共同運営、保育所へ
の広域入所のための要件の緩和といった取組みを
行っている。また、八戸市を中心とする八戸圏域連
携中枢都市圏では、地域公共交通計画推進事業や八
戸市立市民病院救急救命センターのドクターカー運
行事業などに取り組んでいる（総務省 2025：1；
18）。

しかし、この 10 年余りの地方創生の取組みが、「国
全体で見たときに人口減少や東京圏への一極集中な
どの大きな流れを変えるには至って」いないと評価
されている中で（内閣官房デジタル田園都市国家構
想実現会議事務局・内閣府地方創生推進事務局 
2024：1）、連携中枢都市圏が、この 10 年間で「一
定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するた
めの拠点」として十分な機能を果たしてきたとは言
い難いのではないだろうか。

本稿では、連携中枢都市圏の特徴をあらためて整
理し、その効果を検証する試みを紹介するとともに、
今後の方向性を考察することを試みたい 2。

２　制度設計の特徴
連携中枢都市圏構想は、2009 年に制度化された

定住自立圏構想と同様に、ポスト「平成の合併」期
における新たな広域連携施策と位置づけられる。筆
者は、この新たな広域連携施策における制度設計の
特徴について、次のように整理したことがある（伊
藤 2015：55-56）。

第 1 に、中心都市と近隣市町村の連携関係を束ね
る圏域を設定することによって、都市機能の「集約
とネットワーク化」を実現することが期待されてい
る。すなわち、都市圏としての社会経済実態を踏ま
えた圏域を想定した上で、中心都市が近隣市町村と
役割分担しながら応分の負担と責任を担う姿勢を示
し、それを国が財政的に支援することで、圏域構成
市町村間の信頼を醸成し、圏域全体の持続可能性を
確保することが期待されている。

第 2 に、圏域設定において市町村が主体性と柔軟
性を発揮することが期待されている。都道府県知事

が圏域設定主体であったかつての広域行政圏とは異
なり、定住自立圏・連携中枢都市圏に対する都道府
県の役割は助言と支援に限定されている。また、都
道府県境を跨いだ圏域や複眼が他の中心都市をもつ
圏域を設定することも可能になっている。

第 3 に、協定や連携協約という柔軟な手法を活用
することで、いわば「政策ベース」の連携を柔軟に
行うことを目指している。従来の広域連携・共同処
理の仕組みは、一部事務組合、広域連合、協議会等
の機構を設置する「機構ベース」の連携であったと
いえる。連携中枢都市圏構想でも、連携中枢都市圏
ビジョン懇談会といった合議体の設置が想定されて
いるが、これは、連携する政策にあわせて産学金官
民の関係者が柔軟に参加する仕組みであり、「政策
ベース」の連携を前提とした合議体であると理解す
ることができる。

このように、「一定の圏域人口を有し活力ある社
会経済を維持するための拠点」を形成することを目
的とする連携中枢都市圏構想は、市町村の自主性を
尊重した「政策ベース」の連携を可能にすることに
よって、圏域レベルにおける政策形成や公共サービ
スの提供を柔軟に行える体制を整備しようとしてい
る点に特徴がある。しかし、連携中枢都市圏推進要
綱が制定されてから 10 年以上が経過する中で、構
想の所期の目的が達成できているかどうかをあらた
めて検証する必要があるのではないか。次節では、
実証研究等の検討を通じて、連携中枢都市圏構想の
成果について検討したい。

３　成果の検証
連携中枢都市圏の政策効果を検証した研究として

は、野田遊氏によるものがある（Noda 2025）。こ
の研究は、2012 年度から 2021 年度までの人口の増
減と 2012 年度から 2019 年度までの平均課税所得額
の増減について、2018 年時点で連携中枢都市圏に
参加していた 191 市町村と、連携中枢都市圏に参加
する要件を満たしながら参加しなかった 172 市町村
の比較を行ったものである。

2 　 筆者は、これまで第30次～第33次地方制度調査会委員、総務省・大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ
構成員を務め、2025年7月末現在、内閣府・地方分権改革有識者会議議員、同提案募集検討専門部会構成員、国土交通省・地域
インフラ群再生戦略マネジメント計画策定手法検討会・実施手法検討会委員を務めているが、本稿の内容はあくまで筆者個人の
見解に基づくものである。
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その結果、連携中枢都市圏に参加した市町村では、
平均して人口が 3,717 人減少し、課税所得額は
13,235 円増加したのに対し、連携中枢都市圏に参加
しなかった市町村では、平均して 1,584 人の人口減
少、18,492 円の課税所得額の増加を経験したという。
連携中枢都市圏に参加した市町村に比べ、参加しな
かった市町村の方が人口減少は相対的に少なく、課
税所得額の増加は相対的に多いという結果が見られ
たのである。その他の統計分析の結果も踏まえ、野
田氏は、連携中枢都市圏のような市町村間の水平的
連携は人口減少対策としての効果を発揮していない
と結論づけ、むしろ都道府県による垂直的な補完・
支援の重要性を強調している。

この研究の結果については、逆の因果関係、すな
わち、人口減少が相対的に進んだ市町村が危機感を
もって連携中枢都市圏に参加した結果、連携中枢都
市圏を構成する市町村における人口減少度合いが相
対的に高いという結論を導いたと解釈することもで
きる。また、連携中枢都市圏の取組みが開始されて
からの 10 年という期間は、政策効果を確定的に判
断するには短いという考え方もあり得るだろう。た
だ、それにしても、連携中枢都市圏構想が所期の政
策目的を必ずしも十分に果たしていないことが実証
研究によって検証されたことの意義は大きい。

では、なぜ連携中枢都市圏構想を含む水平的な市
町村間連携の試みは、十分な成果を得られていない
のだろうか。第 33 次地方制度調査会の「ポストコ
ロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関す
る答申」（2023 年 12 月 21 日）は、定住自立圏や連
携中枢都市圏は、広域的な産業政策や観光振興、災
害対策など、比較的連携しやすい分野で実績を積み
重ねているものの、インフラの老朽化や人手不足対
策など、各自治体が有する資源を共同で活用するよ
うな取組みは必ずしも進んでいないことに言及して
いる。その理由として、同答申は、合意形成や利害
調整に責任を持つ主体が不明確で、意見の集約や役
割分担が困難な場合があること、責任主体が明確で
あったとしても、合意形成・利害調整に困難を伴う
という懸念から連携への取組みが進まないこと、実
際に連携に取り組もうとしたものの、地域の実情の
相違により合意形成・利害調整に苦心することな
ど、合意形成・利害調整の難しさがあることを挙げ

ている（第 33 次地方制度調査会 2023：11-12）。
要するに、各市町村にとって、連携のコストは一

般的に高く、定住自立圏や連携中枢都市圏といった
スキームには、こうしたコストを克服するためのイ
ンセンティブ・メカニズムが十分に組み込まれてい
ないということができるだろう。したがって、今後、
連携中枢都市圏がより実効的なスキームとして活用
されていくためには、現行の制度設計を修正してい
くことが考えられる。次節では、連携中枢都市圏の
修正の試みについて検討したい。

４　再設計の試み
先に整理したとおり、連携中枢都市圏構想は、①

連携中枢都市と近隣市町村の連携関係を束ねた圏域
設定、②市町村の主体性と圏域設定の柔軟性、③

「政策ベース」の連携、という特徴を備えている。
これらの特徴にそれぞれ修正を加えることによっ
て、連携中枢都市圏を含む市町村間連携の再設計を
行うことが考えられる。こうした再設計の可能性を
追求する上で 1 つの手掛かりになるのが、2018 年 7
月から 2019 年 6 月にかけて総務省に設置されてい
た、「基礎自治体による行政基盤の構築に関する研
究会」（以下「行政基盤研究会」という。）における
検討作業である。

この行政基盤研究会は、自治体戦略 2040 構想研
究会の議論を踏まえ、「人口縮減時代に対応した基
礎自治体による行政基盤の構築へ向けた課題や方策
について分析・検討を行う」ことを目的として設置
された（基礎自治体による行政基盤の構築に関する
研究会開催要綱第 1 条）。同研究会は、最終的に報
告書を取りまとめることなく終了したものの、各回
の議事資料とされた「事務局提供資料」にその基本
的な考え方が盛り込まれている。

行政基盤研究会は、まず、人口縮減の動向や広域
連携制度等についての整理を行った後、「人口減少
による経営資源に係る供給制約に対応するために
は、希少化する人材や既存の公共施設について、自
治体ごとのフルセット主義や行政分野別の縦割りに
よって生じる資源の過少利用から脱却し、より広域
的で、分野横断的な観点から、資源を有効に活用で
きるようにすることが必要」（下線原文）であると
いう認識に立ち、資源制約下における行政サービス
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提供体制の維持・確保という観点から、自治体間連
携を推進する方策について検討した。とくに連携中
枢都市圏については、「現在、中心都市の施設の広
域受入れ、イベントの共同開催など連携しやすい取
組から連携を始めている状況」にあり、「公共交通、
まちづくり、医療・福祉の役割分担など、合意形成
は容易ではないが圏域単位で対応していかなければ
ならないような困難な行政課題への取組はあまり進
んで」おらず、「相互に関連する行政課題でも取組
状況には差がある」という認識を示していた。

その上で、「生活圏域での広域連携等の具体的イ
メージ」として、①市町村が単独または共同で「行
政サービスの提供体制に関する長期的な見通し」を
作成し、②生活圏域を同一にする市町村は圏域を構
成するか否かを自ら判断し、③持続可能性を確保で
きない市町村は自らの判断で都道府県による補完・
支援を要請する、という圏域形成の手順を提示した。
また、「圏域運営の企画・立案の指令塔」として、
地方自治法第 252 条の 3 等に基づき、圏域を構成す
る市町村が「圏域運営協議会」を設置し、圏域内の
各市町村議会の議決を経て圏域の「基本構想」を策
定することも考えられるとした。さらに、行政基盤
研究会は、都道府県と市町村が有する経営資源をよ
り効果的かつ効率的に活用するために、都道府県が、
圏域の中心都市や、圏域構成市町村全体、あるいは
圏域を形成することが困難な市町村といった多様な
主体との間で、「連携会議」を設置することも提案
している。

このように、行政基盤研究会は、市町村間連携に
基づく圏域の形成を阻む「壁」を打破することを目
的として、都道府県の補完・支援の強化を含む圏域
形成手続きの明確化、圏域内部における意思決定や
企画立案、利害調整を行うための協議会の設置、圏
域や市町村と都道府県の間の連携の強化を目指した
会議体の設置、といった方策を提案した。これらの
提案は、協議会や会議という「機構」の役割にあら
ためて注目し、市町村の自主性に配慮しつつも圏域
の形成や運営に当たって都道府県の補完・支援機能
を加味することを目指しているという点において、

外川伸一氏が指摘するように、先に整理した連携中
枢都市圏構想の特徴に修正を加えるものとなってい
る（外川 2025）。

しかし、こうした行政基盤研究会で示された水平
的市町村間連携の再設計構想は、周知のとおり、第
32 次地方制度調査会の調査審議過程で後退を余儀
なくされた。地方版人口ビジョンや地方版まち・ひ
と・しごと創生総合戦略の策定が各自治体に推奨さ
れる中で、「圏域」の機能を強化し、法制度として
位置づける試みに対しては、各市町村の自主性・自
立性を損ないかねない構想として、市町村関係者等
から疑念と反発が寄せられることになった 3。

結果として、第 32 次地方制度調査会の「2040 年
頃から逆算し顕在化する諸課題に対応するために必
要な地方行政体制のあり方等に関する答申」には、

「圏域」という文言は盛り込まれず、市町村間連携
を円滑に進めていく上での方向性が示されるにとど
まった。すなわち、市町村間で連携して事務処理を
執行する段階では、相互の役割分担の合意を明確化
するために連携協約の適切な活用が考えられるこ
と、事務処理の計画段階では、地域の実情に応じて
必要となる連携の相手方や方法等を検討し、市町村
間の広域連携、都道府県による補完・支援等を適切
に活用し、人材育成や施設・インフラ等の活用を
図っていくことの重要性が指摘された。また、連携
中枢都市圏については、今後は、連携しやすい取組
みから合意形成が困難な課題に対応していくことが
重要であるとしつつ、その方策について、「地域の
未来予測」等による長期的な見通しを踏まえて議論
を行うこと、市町村が連携協約のルール化等を通じ
て丁寧な合意形成に基づいて連携計画を作成するこ
とが示されたものの、法制度化に向けた具体的な方
向性は盛り込まれなかった（第 32 次地方制度調査
会 2020：15-17）。

同様に、第 33 次地方制度調査会の「ポストコロ
ナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する
答申」においても、連携中枢都市圏を含む「圏域」
における合意形成機能を強化するための法制度化は
見送られた。同答申は、「連携中枢都市圏・定住自

3 　 総務省ホームページ「第32次地方制度調査会第1回総会議事録」（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/chihou_seido/
singi/02gyosei01_03000176_00002.html）のpp.6-7、立谷秀清委員発言を参照（最終閲覧日：2025年7月22日）。なお、堀内（2020）
p.71も参照。
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立圏においては、丁寧な合意形成を図るための方策
として、市町村の自主性・自立性を尊重することを
前提とした上で、例えば、関係市町村間で、連携協
約や協定に合意形成過程のルール等を記載しておく
こと」を提案したが、これを制度面で裏づけるため
の改革には踏み込まなかったのである（第 33 次地
方制度調査会 2023：12）。

５　今後の方向性
このように、連携中枢都市圏を制度的に再設計す

る試みは、2020 年代半ばの今日、停滞を余儀なく
されている。しかし今後、さらに人口減少が進み、
それに伴って行政資源が縮減していく未来を見据え
た場合、連携中枢都市圏を含む水平的な市町村間連
携を我が国の地方制度の文脈にどのように位置づけ
るのか、あらためて問われているように思われる。

第 1 に、地方創生の取り組みの中に、連携中枢都
市圏をはじめとする広域連携施策を位置づけ続ける
ことが妥当であるかどうかという問題がある。本稿
で紹介した実証研究が示すように、連携中枢都市圏
構想は、地方圏の人口減少を抑制する施策としては
十分機能していない。圏域単位での集合的な意思決
定と事業実施を求める広域連携施策と、各自治体を
鼓舞して事業ベースで人口減少対策を奨励する地方
創生の取組みは、そもそも相性がよいとはいえず、
むしろ相反する側面がある。したがって、連携中枢
都市圏構想を含む広域連携施策の目的は、地域の活
性化によって圏域人口の維持を図るということより
も、地域における住民生活を防衛するための行政体
制を維持することにあるという点を、より前面に押
し出すべきではないだろうか。

このように、人口減少社会における一種の「生活
防衛圏」として連携中枢都市圏を捉えた場合、第 2
に、関係府省が所管する行政分野を横断する形で「政
策ベース」の連携をより深化させる必要がある。市
町村間の広域連携は、公共交通、医療、上下水道を
含むインフラ、まちづくり、消防といった多分野で
課題となっており、関係府省がさまざまな施策を試
みている。

たとえば、国土交通省は、持続可能なインフラメ
ンテナンスの実現に向けて、広域・複数・多分野の
インフラを「群」として捉え、総合的かつ多角的な

視点からマネジメントを行う「地域インフラ群再生
マネジメント」（群マネ）を構想し、モデル事業等
を通じて全国展開を図っている（伊藤 2024）。また、
国土交通省国土審議会地域生活圏専門委員会のとり
まとめ報告書（2025 年 6 月）は、「地方の中核都市
を核とした圏域」と「小さな拠点を核とした圏域」
を中心に、市町村界を越えて日常の生活実感や経済
活動のまとまりを有する圏域を「地域生活圏」と捉
え、「これからの地域社会の新しい原単位」とする
ことを提唱している（国土交通省国土審議会地域生
活圏専門委員会 2025）。

連携中枢都市圏は、こうした国土交通省等が検討
している広域連携の取り組みと重なり合う部分も多
い。もちろん、行政分野ごとに適切な圏域の規模は
異なることも想定されるが、人口減少に伴う資源制
約を前提とするならば、連携中枢都市圏と関係府省
のさまざまな広域連携構想を有機的に関連づけ、圏
域レベルでの政策形成や行政運営の総合化を図るこ
とも重要であろう。

第 3 に、これまで市町村関係者等の反対によって
棚上げされてきた「圏域の法制化」を進めるかどう
かという論点がある。本稿でも明らかにした通り、
第 32 次地方制度調査会以降、市町村間の水平的連
携をより実質化するための制度設計が停滞する一
方、市町村に対する都道府県の補完・支援を拡大す
る方向性や、デジタル技術の進展や資源制約を踏ま
えて国・都道府県と市町村の権限配分を見直す方向
性が提示されている（持続可能な地方行財政のあり
方に関する研究会 2025）。そのため、広域行政の推
進に際して、市町村間の水平的連携による圏域形成
を第一選択とすることの必然性は低下しており、市
町村にとっては、都道府県との連携を含む多様な選
択を構想することが可能になりつつある。

こうした中で、あくまで多様な連携手法のうちの
1 つとして、内部の意思決定手続きと対外的な法的
性格をより明確化した「圏域」を制度化し、構成市
町村間の合意に基づいて連携中枢都市圏等に適用す
ることを選択できるスキームを整備しておくことも
考えられるのではないか。住民生活の維持・防衛を
目的とした行政体制を構築するための制度的選択肢
を豊富化することは、今後ますます重要性を増して
いくものと考えられる。
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その上で、「圏域」の形成を促すために国による
財政的支援を強化することに対しては、市町村関係
者等からあらためて批判が寄せられるかもしれな
い。もとより、特定の拠点を選択的に支援する地域
政策は、戦後日本の政治と社会が苦手としてきた方
策である。かつての全国総合開発計画に基づく新産
業都市が、当初の想定を超えて指定された例を引く
までもなく、特定の拠点を重点的に支援する試みは、
各自治体等からの「均霑化」・「総花化」圧力にさら
されることが常態化してきたからである（西尾 
1977：198-209）。

したがって、本稿で示した連携中枢都市圏の再設
計の方向性、すなわち、①生活防衛のための圏域形
成という視点の強化、②多分野の広域連携施策との
総合、③「圏域」の制度的明確化のうち、とくに③
を財政的支援とセットで実現することは、政治的に
容易ではない。2025 年 7 月の参議院通常選挙後の
政治情勢は、その実現をさらに遠のかせるかもしれ
ない。

しかし、連携中枢都市圏の取組みが始まってから
10 年を経た今日、人口動態の将来見通しはさらに
厳しさを増しており、連携中枢都市圏を含む自治体
間連携の再設計は、地方制度と国土構想を通貫する
国家的な課題になっていると考えられる。国が市町
村に対して後見的な誘導や選択的な支援を行うこと
には批判もあろうが、厳しい資源制約の下に置かれ
た市町村が他の市町村と無益な資源獲得競争に陥る
事態はできるだけ避けなければならない。繰り返し
になるが、住民生活を防衛するためには、場合によっ
ては市町村界を越えて、地域におけるサービスを安
定的に提供する体制を維持・構築していく必要があ
る。そのためには、市町村間の協力と連携を促すイ
ンセンティブ・メカニズムを再設計し、多様な連携
手法の 1 つとして、連携中枢都市圏をはじめとする
市町村間連携のスキームを再定位することが求めら
れよう。

もとより、本稿で筆者が示した方向性は依然抽象
度が高く、今後、より詳細な制度設計が必要である
ことは言うまでもない。しかし、まずは基本的な考え
方を整理することで、今後の自治体間連携の再設計
に向けた手がかりを提供することとした次第であ
る。
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シリーズ

サービスの削減ニーズと自治体間連携

同志社大学 政策学部 教授　野田 遊

すべての市町村が、現状の規模の市町村サービスを一律に担うには限界がある。市町村にとって自らが実施す
る優先順位が低いサービスは、削減ニーズが相対的に高いサービスとして位置づけられるが、本稿では、そうし
た削減ニーズと自治体の連携形態の関係を明らかにした。市民はサービスの削減ニーズが高い場合、他市町村へ
の委託を望むが、府県補完等の垂直連携は志向しないことがわかった。抽象度が高いサービスや広域的サービス
においても同様の結果であった。現在の市町村間の水平連携では、中心市の財政力が十分ではないため、今後は
垂直連携が主流になると予想されるが、垂直連携は民主性が脆弱な連携形態である。こうした点をふまえ、府県
も自治の主体であり、府県民に統制しうる民主的政府であることを認識してもらう環境づくりが必要である。

都市自治体の持続可能性／自治体間連携の現在地と可能性

１　はじめに
Intermunicipal cooperation（「自治体間連携」と

記す）は、市町村の持続可能性を維持するための主
要な行政編成の手段である。平成の大合併は 2000
年に入る少し前から 2010 年の終結まで強力に推し
進められた。合併終結後、合併に取り残された市町
村をいかに維持するかを検討する際に自治体間連携
に改めて焦点が当てられることになった。「改めて」
というのは、合併終結前の 2008 年に従来展開され
てきた広域行政圏施策（広域市町村圏と大都市周辺
地域広域行政圏の推進施策）が廃止され、同時に定
住自立圏構想が始まり、さらに 2014 年に連携中枢
都市圏構想による連携協約制度が始まったことで、
自治体間連携のあり方が改めて模索されるように
なったという意味である。

これ以上の合併推進が困難な中では、自治体間連
携による市町村の持続可能性の確保という意図はわ
かりやすいものの、自治体相互の取引費用は政策の
決定や実施の様々な面で生じる。その意味では、自
治体間連携は万能の方法論ではない。自治体間の取
引費用より想定される連携リスクから正味の期待利
益を計算のうえ連携可能性を検討するのが制度的集

合行為論（Institutional Collective Action : ICA）で
ある（Kim et al. 2022）。ICA においては、自治体
間で連携がなされる際に、integration mechanism

（統合メカニズム）の選択が検討される。これは自
治体間の連携の編成であり、複数の自治体が連携
する際の形態の選択である。英語では、integration 
mechanism に合わせて integration form と呼ぶの
が適切であるが（Noda 2023）、日本語にすると「統
合形態」となり違和感があるため、本稿では「連携
形態」と表記しておこう。

連携形態は、大きくは水平連携と垂直連携に分け
られる。水平連携は、事務の委託や一部事務組合の
設置等による同一階層間の連携である。垂直連携の
種類は水平連携ほど明確に編成が議論されてきたわ
けではないが、府県が市町村のサービスを代替、あ
るいは支援するだけでなく、府県と市町村の協働的
な手法（法令上の役割分担は変更せず、都道府県
と市町村が一体となって行政サービスを提供する、
協働的な手法」（第 32 次地方制度調査会 2020 : 19）
も含まれる。もっとも人口減少下の市町村の脆弱な
財政状況をふまえると、代表的な垂直連携は、府県
による市町村の補完や代替を想起しやすい。
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ただし、垂直連携では市町村自治が希薄化する可
能性がある。この可能性に迫るためには、民意が垂
直連携を許容するかどうかを吟味するのが有益であ
る。自治体間連携の良し悪しも自治体の運営と同じ
く民主的統制が欠かせないため、垂直連携に対する
民意の検証は、実は主要な論点である。

また、水平連携においては、事務の委託は他の市
町村のサービスに加わるもので政治的合意を調達し
やすいが、一部事務組合や広域連合は法人化が必
要なため、事務の委託よりコストがかかる（Holzer 
& Fry 2011）。一方、他の自治体にサービスの質や
提供を任せてしまう事務の委託よりは、法人化の方
が構成市町村の意図をサービスに反映しやすい。水
平連携についても委託や法人化のどの連携形態を許
容するかはしっかりと民意により把握しておくのが
望ましい。

これらの垂直、水平の自治体間の連携形態につい
ては、そもそも現状で市町村が担っているサービス
をどの程度維持するかが常に前提的な検討事項とな
る。換言すれば、連携形態の選択は、市民からみた
サービスの削減ニーズより影響を受ける論点でもあ
る。日本の自治体のサービスは諸外国のそれと比較
してもかなり規模が大きく、また広い守備範囲をも
つ（Noda 2025）。こうした状況において、市町村
のサービスを削減する過程で、必要なサービスに対
しては、府県による垂直連携か、または他市町村と
の水平連携による維持かといった検討が、今後の自
治体間連携のあり方に迫ることになる。

以下では、自治体間連携の背景情報をふまえ、現
状の市町村サービスの削減ニーズをアンケート結果
により確認する。そのうえで、市町村のサービス削
減ニーズがいかに連携形態に影響するのかを明らか
にする。

２　中心市依存の自治体間連携
1999 年に旧自治省が府県を通じた合併推進要綱

策定と地方財政措置を提示して以降、全国的に合併
への検討が進められた。大きく進展する契機になっ
たのは、2004 年から 2006 年にかけて推進された三
位一体改革による地財ショックであった。地方交付
税の削減により次年度の予算が組めなくなる市町村
が近隣の自治体との合併を選択した。2008 年には、

従来の広域行政圏施策は廃止され、定住自立圏構想
と同様の枠組みであったが交付税措置をより充実さ
せた連携中枢都市圏構想が 2014 年から進められて
いる。合併はあくまで市町村による自主的な決断を前
提としたが、合併を選択しなかった財政の脆弱な市
町村の維持に向け、自治体間連携が促進されてきた。

ところが、かつての広域行政圏施策がサービスを
維持するために、隣接市町村間の圏域で受け皿を
作ってきたのに対し、連携中枢都市圏構想や定住自
立圏構想は、中心市と小規模市町村の 1 対 1 の連携
協約を通じた中心市依存の圏域づくりのフレームと
なっている。中心市が大都市であれば中心市依存で
も関係市町村の持続可能な運営が可能であったかも
しれない。しかし、連携中枢都市圏の中心市は、三
大都市圏が含まれず、そもそも中心市の財政状況が
深刻であり、都市圏としても小さすぎるのが実情で
ある。実際、連携中枢都市圏の採択地域の市町村
は、採択候補であるものの採択されていない市町村
よりも人口や税収が増えたという証拠はない（Noda 
2025）。

市町村の持続可能性は、東京一極集中による全国
からの人口流出が際限なく続く中では維持しにくく
なる。2023 年度の財政力指数で自治体の財政状況
をみてみると、都道府県においては、高い順に東京
都、愛知県、神奈川県、千葉県、大阪府、埼玉県と
なっている。市町村の不交付団体が多い府県の順は、
愛知県、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県となり、
南関東と愛知県が広域自治体、基礎自治体の双方で
財政状況のよい自治体となっている。こうした状況
では、府県と市町村の垂直連携を進めようとしても、
南関東や愛知県を除けば、市町村の厳しい財政を補
完すべき府県自体の財政もまた厳しいのが実情であ
る。中心市依存の市町村間の水平連携による圏域づ
くりには、大きな限界があり、今後は府県との垂直
連携に依存せざるをえない。

３　市町村の行政サービスに関する削減ニーズ
（1）削減と連携に係る市民ニーズ把握の必要性

企業立地や定住促進で税収増加の姿を容易に描け
ないなかでは、歳出削減を進めつつ、必要なサービ
スをいかに自治体間連携で維持するかを検討する必
要がある。日本の自治体の場合、諸外国に比して歳
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出規模がかなり大きい点もサービスの削減余地につ
ながる一つの論拠である。もっとも、サービスの削
減の判断を首長や行政職員に委ねたところで、市民
ニーズが明確にされないなかでは、遍く多様な分野
でサービスが必要と判断されがちである。政治的判
断の前には、やはり市民の意向からみたサービスの
削減ニーズを明確にするのが有益である。

あわせて自らが居住する市町村でのサービス実施
にこだわるかどうかもニーズとして把握しておくこ
とが連携のあり方の検討には欠かせない。市民に
とって身近な市町村による生産・実施を望むサービ
スと、他の市町村や府県との連携で生産・実施を行
う余地のあるサービスが存在する可能性がある。教
育や福祉などの身近なサービスはできる限り市町村
が管理できる方がよいと市民に認識されるのは自然
である。一方、産業政策や交通政策、道路整備等の
広域的なサービスや文化などの抽象度の高いサービ
スは市町村が単独で担うのは難しい場合がある。

こうした点をふまえ、市町村サービスの削減ニー
ズと連携志向についてアンケートにより把握した。 

（2）削減と連携に係るアンケート
アンケートでは、日本全国を 9 ブロック（北海道・

東北、北関東、南関東、東海、北陸、近畿、中国、
四国、九州・沖縄）にわけて年齢別人口割合を反映
するように回収し、全国で 2,000 サンプルを収集し
た 1。市町村サービスの削減ニーズに関する設問で
は、「市区町村における行政サービスの維持は、市
区町村が財政難であるため、非常に難しくなってい
ます」と断ったうえで、施策分野別に、市区町村の
行政サービスの支出の削減（または維持や増大）の
程度を質問した。

また、連携志向についても「人口減少や景気低迷
で税収が減少しており、サービスの維持が難しい時
代となっています。こうした中で、あなたが住んで
いる市区町村のサービスは、これまでどおり同じ市
区町村で提供されなければならないですか。または、
サービスの維持を図るため、あなたの居住市区町村
のサービスをその他の主体が担ってもよいですか」
と質問し、「①他の市区町村へのサービスの委託」、

「②市区町村間の連携組織（一部事務組合、広域連合）
によるサービス」、「③都道府県が市区町村に代わっ
てサービスを担う」、「④あなたの居住市区町村によ
るサービス」の選択肢を用意したうえで、①から③
は複数回答とした。集計では、100％から④を控除
した値を連携志向とした。

（3）削減ニーズ
削減ニーズと連携志向の結果は図 1 のとおりであ

る。同様のアンケートは、2017 年にも実施してい
るため、それらと比較しながら結果を整理したもの
が表 1 である。全国の市民が市町村のサービスとし
て最も削減してもよいと回答したのは、生活保護で
あった。2017 年調査の順位でも削減ニーズが最も
高いサービスは生活保護であったため、少なくとも
この 7 ～ 8 年で日本全国の市民は生活保護への市町
村での支出を最も問題視していると理解できる。全
国の市民にとって国民負担が大きくなっているな
か、制度の本来の対象者を超えた給付と受けとめら
れており、その額についても税を支払って居住して
いる他の市民との不公平感が非常に大きいことか
ら、このような結果になったと考えられる。

次いで、市町村において担う必要性が低いと判断
されるものは、スポーツ・レクリエーションの振興、
コミュニティ活動や生涯学習の支援、文化・芸術の
振興といった抽象度の高いサービスである。これら
の施策が他の施策より削減ニーズが高い点は 2017
年調査と一致している。確かに文化・芸術の振興、
あるいはスポーツ・レクリエーションの振興のため
に、市町村立の施設を整備したりイベントを企画す
ることは、大きな都市を除くとかなり負担である。
同様の施設が府県内にあるため広域的な管理の方が
効率的であるという考え方が可能である。

その次が、公園・緑地の整備や産業政策、バス交
通や自然環境の保全、道路の維持管理といった広域
的サービスであり、この点も 2017 年調査と変わら
ない。財政状況がきわめて厳しくなっている市町村
においては特に歳出額が大きくなる広域的サービス
への負担を問題視しているものと考えられる。広域
的サービスは市町村が行うのではなく、広域自治体

1 　 株式会社クロス・マーケティングを通じて2024年12月25日から26日まで実施。
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図 1　市町村サービスの施策別削減ニーズ（2024 年）
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注：�標本数 2000（北海道から九州・沖縄まで全国のデータ）。調査は 2024 年 12 月 26-27 日実施。削減ニーズの
尺度は、⽀出を増⼤（－ 1）、 ⽀出を維持（0）、⽀出を少し削減（＋ 1）、⽀出をある程度削減（＋ 2）、⽀出
を⼤きく削減（＋ 3）。連携志向は、居住市区町村によるサービスの回答割合を 100％から控除して算出。

出典：筆者作成

表１　2017年と2024年の施策別削減ニーズの順位
削減ニーズ順位 2017 年調査 2024 年調査

1位 生活保護（1.259） 生活保護（0.825）
2 位 スポーツ・レクリエーションの振興（0.972） スポーツ・レクリエーションの振興（0.820）
3 位 コミュニティ活動や生涯学習の支援（0.940） コミュニティ活動や生涯学習の支援（0.767）
4 位 文化・芸術の振興（0.821） 文化・芸術の振興（0.677）
5 位 公園・緑地の整備（0.732） 公園・緑地の整備（0.563）
6 位 工業振興（0.661） 工業振興（0.476）
7 位 農業振興（0.633） 高齢者福祉（0.441）
8 位 商業振興（0.631） 自然環境の保全（0.427）
9 位 バス交通（0.593） 商業振興（0.423）
10 位 自然環境の保全（0.494） 農業振興（0.420）
11 位 道路の維持管理（0.467） バス交通（0.398）
12 位 高齢者福祉（0.458） 道路の維持管理（0.331）
13 位 ごみ処理（0.366） ごみ処理（0.267）
14 位 医療・保健（0.366） 上下水道の維持管理（0.228）
15 位 防犯対策（0.342） 医療・保健（0.218）
16 位 上下水道の維持管理（0.326） 子育て支援（0.214）
17 位 学校教育（0.265） 学校教育（0.212）
18 位 子育て支援（0.233） 防犯対策（0.199）
19 位 消防・救急（0.229） 消防・救急（0.183）
20 位 災害対策（0.179） 災害対策（0.096）
連携志向 77.5％ 63.9％

出典：野田（2020）、及び 2024 年調査により作成
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である府県が担うのが適切と認識されているのであ
ろうか。なお、2017 年調査では広域的サービスの
範囲に高齢者福祉が入っておらず 2024 年調査より
きれいに区分できている。

広域的サービスの次に位置づけられるものがごみ
処理や医療・保健、子育て支援、学校教育といった
基礎的サービスである。削減ニーズの平均値は 0.23
であり、比較的維持してほしいサービスであるとい
える。なお、上下水道の維持管理は広域的サービス
と言ってもよいがこれらの基礎的サービスと同様の
順位である。

最も削減してほしくない、換言すれば、支出を維
持してほしいサービスは、防犯対策、消防・救急、
災害対策である。防犯対策については基礎的サービ
スといえるが、それ以外のサービスは緊急サービス
として位置づけられる。

表 1 をみてみると、2017 年調査と若干の順序の
入れ替えがあるもののほぼ同様の削減ニーズである
ことがわかる。これらの削減ニーズをふまえると、
生活保護の対象者の厳格化や金額の適正化の必要が
あり、抽象度の高いサービスはすべての市町村で対
応する必要性があるのかもあらためて確認する作業
が求められる。

また、広域的サービスは市町村で対応するのは財
政的にかなりの限界があることを市民自身も認識し
ている。これらのサービスは、一般の市町村よりむ
しろ広域自治体である府県による運営が効率的な可
能性がある。このため、これらの施策については、
今後市町村による対応の限界が増した地域からサー
ビスを府県に移管するか、もしくは市町村と府県に
よる垂直連携による対応が考えられる。

（4）連携志向
図 1 では、連携志向について濃い黒の横棒グラフ

で示しており、事務の委託や組合設置といった市町
村間の水平連携、または府県との垂直連携のいずれ
かを志向する割合である。

結果をみると、平均して 63.9％であり、全般的に
高い連携志向であることがわかる。2017 年調査に
おける平均 77.5％の連携志向よりも低くなっている
が、その相違の理由は定かではない。

さて、連携志向がサービスによって若干異なるこ

とも把握できる。基礎的サービスに比べ、広域的
サービスのうち産業振興、バス交通、道路、自然保
全（「産業・交通・自然」と記載）、抽象度の高いサー
ビスのうちスポーツ・レクリエーションと文化・芸
術の振興（「スポレク・文化」と記載）において特
に高くなっている。抽象度の高いサービスや広域的
サービスは、生活保護に次いで削減ニーズが高かっ
た。これらのサービスの連携志向が高いのは、市民
にとって、広域自治体である府県によるサービスの
代替や補完での連携を許容するということであろう
か。次にこの関係を検証する。

４　自治体間の連携形態の要因
（1）連携形態と削減ニーズ

府県による垂直補完を許容するか、また、水平連
携のうち委託や法人化のどのような連携形態を民意
として望んでいるのか。削減ニーズと連携形態の関
係は、削減ニーズが高ければ、サービスを府県に依
存するため、垂直連携のニーズが高まるのではない
か。また、水平連携のうち、事務の委託は他の自治
体のサービスへの依存を意味するため、削減ニーズ
の高さは委託ニーズの高さにつながる可能性があ
る。一方、組合設置などの法人化は組織化のコスト
や運営上の調整コストがかかるため、削減ニーズが
高いからといって法人化ニーズが高まるわけではな
く、むしろネガティブな影響を与えると想定できる。

これらの削減ニーズと連携形態の関係について最
小二乗法により検証した。従属変数は、垂直連携、
水平連携のうち事務の委託（「水平連携 _ 委託」と
記載）と、一部事務組合や広域連合の設置（「水平
連携 _ 法人化」と記載）として、独立変数は削減ニー
ズのほか、制御変数として、属性、支持政党、市政
への関心や満足度、情報の入手のしにくさを設定し
た 2。満足度が高い場合、現状の市町村サービスを
評価しているため、垂直、水平のいずれの連携に対
してもネガティブな効果があるといえる。情報の入
手のしにくさは、サービスの業績やそれに基づく満
足度だけでなく、プロセスそのものの影響を想定し
たものである。

なお、削減ニーズの影響は、サービスの種類によ
り異なる可能性がある。生活保護に次いで削減ニー
ズが大きな抽象度の高いサービスのうちスポレク・
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文化と、広域的サービスのうち産業・交通・自然に
おける連携志向が高かった。このため、削減ニーズ
について 20 施策すべて（「サービス全般」と記載）と、
スポレク・文化、産業・交通・自然のいずれも 5 段
階の尺度となるよう回答の平均値により算出した。
スポレク・文化の削減ニーズ、あるいは、産業・交
通・自然の削減ニーズを独立変数にする際には、従
属変数となる連携形態と独立変数の市町村単独もス
ポレク・文化、あるいは、産業・交通・自然に限定
した回答を採用した。

（2）検証結果
表 2 は、サービス全般でみた削減ニーズと、自治

体間の連携形態の関係をみたものである。削減ニー
ズの高さは、垂直連携にはネガティブな影響を与え、
水平連携のうち委託に対してはそれを促進する効果
がある。市民は、財政難のもとでは、市町村の施策
への支出は総じて多すぎるととらえ、削減ニーズを
もっている。ただし、その削減する分を府県による
垂直連携にかえることは許容しない。これは市町村
主導の自治を前提とする態度である。一方、他市町
村の委託に変更することは許容する。水平連携であ
れば何でもよいわけではなく、組合設置のような法
人化はコストが高いので好まれない。

市町村サービスの満足度の影響もみておこう。満
足度が高いということは、既に現状の市町村サービ
スのパフォーマンスを支持しているといえる。表 2
をみると、委託に対してネガティブな効果を示して
いる。しかし、法人化にはポジティブな効果がある。
サービスを満足に思う市民は、他都市との組合設置
などの法人化を通じていっそう充実したサービスに
する、あるいは、何とかサービスを維持できるよう
にするという態度である。逆にいうと委託はサービ
スを主体的に充実させるものにはならないと考えら

れている。
制御変数のうち興味深いのは、都構想を標榜する

維新の会支持者が、垂直連携にマイナスの効果を与
えている点である。都構想により大阪市が分割され
自治が消滅すると主張するのは反都構想の人たちで
あるが、それに対して、維新の会支持者は大阪市が
消滅するのではなく大阪市を中心とする大阪都の主
体性を前提としている可能性がある。本稿ではこれ
以上追究しないが、自治の主体をどの単位で担うか
は、自治の本質に関わる重要な研究課題である 3。 

表２　�サービス全般の削減ニーズの連携形態への
効果

垂直連携 水平連携
委託 法人化

市町村単独 -0.469 *** -0.208 *** -0.488 ***
（0.015） （0.012） （0.014）

サービス削減ニーズ -0.072 *** 0.041 *** -0.015
（0.011） （0.011） （0.011）

女性 -0.018 -0.001 0.023 *
（0.013） （0.011） （0.012）

年齢 0.005 -0.023 *** -0.008 **
（0.004） （0.003） （0.004）

教育水準 -0.018 0.012 0.022 *
（0.013） （0.011） （0.013）

所得 -0.001 0.001 -0.002
（0.003） （0.003） （0.003）

自民党支持 -0.050 ** 0.048 *** 0.015
（0.019） （0.018） （0.019）

国民民主党支持 0.032 -0.009 -0.022
（0.022） （0.019） （0.022）

維新の会支持 -0.070 ** 0.027 0.035
（0.029） （0.029） （0.03）

共産党支持 0.027 -0.004 0.020
（0.042） （0.024） （0.041）

市町村政への関心 0.014 * -0.005 0.009
（0.008） （0.007） （0.007）

市町村サービスの
満足度

-0.003
（0.008）

-0.018
（0.008）

** 0.018
（0.008）

**

情報の入手のしにくさ 0.007 0.001 0.000
（0.008） （0.007） （0.007）

定数 0.616 *** 0.260 *** 0.419 ***
（0.057） （0.053） （0.056）

R-squared 0.294 0.159 0.321
注：�OLS により推定。標本数 2000。括弧内はロバスト標準誤差。

***p < .01; **p < .05; *p < .1 表 3、4も同じ。

2 　 属性に関わる変数として、女性、教育水準（高等専門学校、大学、大学院卒業）、政党支持はダミー変数とした。また、年齢は
20歳未満、20-29歳、30-39歳、40-49歳、50-59歳、60-69歳、70-79歳、80歳以上の8点尺度、所得は200万円未満、200万円-400
万円未満、400万円-600万円未満、600万円-800万円未満、800万円-1000万円未満、1000万円-1200万円未満、1200万円-1400万
円未満、1400万円-1600万円未満、1600万円以上の9点尺度である。また、市町村政への関心は、「住んでいる市区町村の政治や
行政サービスに対して関心がある」、満足度は「住んでいる市区町村のサービスに満足している」、情報の入手のしにくさは「住
んでいる市区町村の公共サービスや市政に関する情報は入手しにくい」について、それぞれ同意の程度（まったく同意しない、
同意しない、どちらともいえない、同意する、強く同意する）の5点尺度である。サービスの削減ニーズの尺度は、支出を増大1、
支出を維持2、支出を少し削減3、支出をある程度削減4、支出を大きく削減5の5点尺度としたうえで対象施策（サービス全般で
あれば20施策）の平均値とした。さらに、連携志向は、居住市区町村によるサービスの回答割合を100％から控除して算出した。

3 　 都構想支持者は、都区の一体性を重視する傍ら、都に対する住民の統制の必要性を認識するという調査結果がある（野田 2012）。
この結果と、大阪市を中心とする大阪都の主体性の重視の示唆は整合的である。
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次に表 3 により、連携志向が比較的大きかったス
ポレク・文化についてみてみよう。削減ニーズはサー
ビス全般の結果と同様に垂直連携にネガティブ、委
託にポジティブな影響を与えている。係数をみると、
委託への効果がサービス全般より少し大きく、居住
市町村でのサービス維持を諦めて、他市町村への委
託で維持する態度が少し強く現れている。ところが
法人化にはネガティブな効果があり、抽象度の高い
スポーツ・レクリエーションや文化といったサービ
スは法人化によるサービス維持の必要性は総じてな
いという判断がなされているといえる。ところが、
これらの抽象度の高いサービスでも満足に思う市民
は、委託にはネガティブであるが、法人化にはポジ
ティブな効果を与えている。すなわち、総じて法人
化は否定されるものの、文化やスポーツで市民の満
足度が高い市町村では、それらのサービスについて
法人化での維持を支持すると解釈できる。

産業・交通・自然の削減ニーズの効果は表 4 のと
おりである。サービス全般の削減ニーズと同様、垂

直連携にはネガティブ、委託にはポジティブな効果
を与えている。係数をみると、垂直連携へのマイナ
ス幅の程度はサービス全般の削減ニーズよりわずか
に大きい。産業・交通・自然は広域的サービスであ
るから府県からの補完で対応すればよいと一般的に
は考えられる。しかし、市民の意向はできれば他市
町村へのサービスの委託を望み、府県の包括による
市町村自治の侵食を懸念しているとみることができ
る。

とはいえ、交通政策や産業政策、自然環境の保全
をはじめとして市町村の広域的サービスを他市町村
に委託するのは、政令指定都市が近隣市町村を補完
するという状況以外は容易ではく、中心市依存の自
治体間連携にも限界がある。このため、府県による
補完（垂直連携）が効率的な運営に向けた妥当な選
択といえる。他方で、垂直連携への削減ニーズのネ
ガティブな効果を念頭におくと、自治体間連携の効
率的運営とは異なり、民主的運営の確保といった重
要課題を直視する必要性が導かれる。

表３　�スポレク・文化の削減ニーズの連携形態への
効果

垂直連携 水平連携
委託 法人化

市町村単独 -0.472 *** -0.211 *** -0.454 ***
（0.015） （0.012） （0.014）

サービス削減ニーズ -0.060 *** 0.069 *** -0.027 ***
（0.01） （0.01） （0.01）

女性 0.009 -0.001 0.021
（0.017） （0.015） （0.017）

年齢 0.001 -0.022 *** -0.007
（0.005） （0.005） （0.005）

教育水準 0.009 0.001 -0.003
（0.018） （0.015） （0.017）

所得 -0.003 0.002 -0.002
（0.005） （0.004） （0.004）

自民党支持 -0.018 0.039 * -0.010
（0.027） （0.023） （0.027）

国民民主党支持 0.015 0.017 0.008
（0.031） （0.029） （0.032）

維新の会支持 -0.079 * 0.037 0.021
（0.044） （0.039） （0.045）

共産党支持 0.040 -0.013 0.042
（0.058） （0.038） （0.053）

市町村政への関心 0.023 ** -0.001 -0.001
（0.01） （0.01） （0.01）

市町村サービスの満
足度

-0.019
（0.011）

* -0.011
（0.01）

0.023
（0.011）

**

情報の入手のしにくさ 0.011 0.004 -0.012
（0.01） （0.009） （0.01）

定数 0.586 *** 0.152 ** 0.506 ***
（0.065） （0.059） （0.065）

R-squared 0.242 0.147 0.227

表４　�産業・交通・自然の削減ニーズの連携形態へ
の効果

垂直連携 水平連携
委託 法人化

市町村単独 -0.516 *** -0.189 *** -0.448 ***
（0.014） （0.011） （0.014）

サービス削減ニーズ -0.080 *** 0.039 *** 0.005
（0.011） （0.011） （0.01）

女性 -0.029 * 0.001 0.026 *
（0.015） （0.012） （0.015）

年齢 0.010 ** -0.026 *** -0.013 ***
（0.005） （0.004） （0.004）

教育水準 -0.019 0.015 0.021
（0.015） （0.012） （0.015）

所得 -0.002 0.003 -0.003
（0.004） （0.004） （0.004）

自民党支持 -0.064 *** 0.052 *** 0.015
（0.023） （0.02） （0.023）

国民民主党支持 0.024 -0.025 -0.016
（0.027） （0.021） （0.026）

維新の会支持 -0.060 * 0.018 0.040
（0.033） （0.032） （0.035）

共産党支持 0.052 -0.017 0.022
（0.048） （0.027） （0.05）

市町村政への関心 0.020 ** -0.007 0.009
（0.009） （0.008） （0.009）

市町村サービスの満
足度

-0.002
（0.009）

-0.019
（0.008）

** 0.017
（0.009）

*

情報の入手のしにくさ 0.004 0.002 0.001
（0.009） （0.008） （0.009）

定数 0.640 *** 0.267 *** 0.363 ***
（0.06） （0.055） （0.058）

R-squared 0.299 0.128 0.248
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５　今後の自治体間連携
連携中枢都市圏で進める中心市依存の水平連携志

向には限界があり、今後の自治体間連携は、効率的
運営を維持するための垂直連携に依存する行政編成
になると予想される。とりわけ財政力の高い南関東
や愛知県を除く地域では垂直連携が喫緊の課題であ
る。

しかし、本稿の分析結果においては、市町村サー
ビスの削減ニーズの高さは、他市町村への委託を促
進する効果がある一方、府県補完などの垂直連携に
はネガティブな効果が示された。この結果は、サー
ビス全般だけでなく、抽象度が高いサービスの一部
や広域的サービスにおいても同様である。

垂直連携を進めるにあたっては、基礎自治体だけ
でなく広域自治体も同じ自治の主体であり市民が統
制しうる自治体である点を市民に理解してもらう必
要がある。市町村政と比べ、府県政への参加機会は
現状で少ない。また、府県の行政プロセスの透明性
確保も市町村と比べ、行政組織や政策の複雑さによ
り十分ではない。府県においては、これまで民主的
統制をそれほど意識することがなかったと思われ
る。

水平連携によるサービス維持がきわめて困難な場
合は府県によるサービスの代替で対応するのが基本
であり、府県の積極的な広報や参加促進による民主
性の強化が求められる。一方、垂直連携で水平連携
を促進することも可能である。個々の市町村自治を
前提とした水平連携においては民主的な統制可能性
を府県民が認識しやすい環境となる。垂直連携で水
平連携を促進するとは、市町村レベルでのサービス
の決定や実施のコーディネートを府県が主体的にコ
ミットしながら行うものである。既に奈良モデル（奈
良県 2017）をはじめ、大都市圏であっても運営が

厳しい地域の事例（愛知県東三河地域や大阪府南河
内地域）もあり、今後、民主的運営に配慮した垂直
連携が進められていくことが期待される。
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シリーズ

大規模災害と自治体間の遠隔連携
―全国的広域支援協力体制の成立と連携・

協力を中心に―
東京都立大学 法学部 教授　大杉 覚

東日本大震災時の被災地支援で注目を浴びた自治体間での遠隔連携による災害支援方式は、その後、国・自治
体等が相互に連携・協力して構築された全国的広域支援協力体制に組み込まれて活用されるとともに、大規模災
害時の被災地支援での実践のたびごとに調節・連携関係を深めることで相互に洗練し、進化を遂げてきたといえ
る。本稿では、都市自治体などを中心として個別に構築されてきた遠隔連携の方式と全国的広域支援協力体制と
の関係に着目し、それぞれの位置づけや役割分担上の棲み分けを模索しながら発展を遂げてきたプロセスを振り
返り、今後の都市自治体の果たすべき役割を展望する。

都市自治体の持続可能性／自治体間連携の現在地と可能性

1　はじめに
大規模災害時の対応については伊勢湾台風（1959

年）を契機に災害対策基本法が制定され（1961 年）、
国、地方公共団体、その他の公共機関を通じた必要
な体制を確立し、責任の所在を明確化するとともに、
災害対策の基本が定められた。その後、阪神・淡路
大震災（1995 年）を契機に多岐にわたる改正がな
されたなかで、地方公共団体相互の協力（法 5 条の
2）や相互応援に関する協定の締結に関する規定（8
条 2 項 12）が設けられた（1995 年）。以降、災害時
対応や防災で自治体間協力が多様に展開されてきた
が、いわゆる遠隔自治体間連携（以下、「遠隔連携」
という。）が注目を浴びる契機となったのは、東日
本大震災での被災地支援においてであった。さらに
近年では大規模災害が相次ぐなかで、遠隔連携を含
め体系だった災害支援体制の構築が目指されてきた
のである。

ここで遠隔連携とは、隣接する自治体との間での
連携（隣接型）や近隣自治体から構成される圏域を
単位とした連携（圏域型）が主として想定される近
隣連携とは異なり、隣接していない遠隔地にある自
治体間連携（厳密には、隣接していない自治体を少
なくとも 1 つ以上含む自治体間連携）を指していう

（大杉 2017）。なお、本稿では、もっぱら国内自治
体間の遠隔連携を対象とし、海外自治体との連携に
ついては差し当たり考察の対象外とする。

遠隔連携は、近年、多様化、多角化、政策化する
傾向にある（大杉 2015b、2021a、2021b）。遠隔連
携の多くは自治体間の歴史・文化のつながりや、地
理・立地上の理由ないし産業・経済上の結びつきな
どをきっかけに形成され、主として親睦・交流を目
的としたものが入り口段階としては中心だが、関係
性が深まるにつれ、教育目的などでの子どもの交流、
さらには観光、食、環境など、扱われるテーマが多
様化する傾向にある。

また、遠隔連携の総数はもちろん、連携 1 件あた
りに参加する自治体数や一自治体が参加する遠隔連
携の件数などから見てもそのボリュームは近年飛躍
的に増大しており、それに応じて連携の形態も多角
化し変化に富むようになってきたことが観察される

（大杉 2015a、2017；伊藤 2017）。
加えて、通常の近隣連携がそうであるように、遠

隔連携もまた総じて政策連携を志向する傾向にある
ことが指摘される。例えば、SDGs 未来都市に認定
された自治体の多くがその計画で遠隔連携関係にあ
る自治体をマルチステークホルダーと位置づけてい
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ることもそうであるし、また、総務省自治体戦略
2040 構想研究会「第二次報告」（2018 年 7 月）で

「遠隔地の自治体間の連携」が項目立てられたこと、
総務省「多様な広域連携促進事業」（2021 年度及び
2024 年度）で「隣接していない地方公共団体間の
取組」が加えられるなど、国による政策的な後押し
もなされてきた。

以上のように遠隔連携はさまざまな場面で活用さ
れてきた。なかでも防災・危機管理分野での活用は
近年もっとも注目されてきた分野だといえる。他分
野での遠隔連携と趣が異なるのは、以前から行われ
てきた協定方式などに基づいて関係自治体間で自
主・自立的関係をベースとした取組みは引き続き維
持されながらも、その性質上、近年多発する大規模
災害を背景に整備されてきた全国規模の災害支援体
制との関係が考慮されるようになってきたことが指
摘される。特に本稿では、人的支援を中心とした国・
地方の相互連携スキームが充実強化されるなど、全
国的広域支援協力体制ともいうべきものの制度化・
体系化・実質化が進展してきたことに着目する。全
国的広域支援協力体制も一種の遠隔連携であるが、
その構築にあたってはそれまでのさまざまな遠隔連
携による被災地支援の実践から得られた知見・教訓
が活かされる一方で、全国的広域支援協力体制とさ
まざまな遠隔連携とが相互調節や連携関係を深化さ
せることで、災害支援体制全体の充実強化につなげ
られてきたことを確認したい。

2　全国的広域支援協力体制と遠隔連携
（1）全国的広域支援協力体制の誕生

災害支援体制を考えるとき、元来、その主体は被
災自治体である市区町村である。基礎的自治体であ
る市区町村は、当該地域や住民の生命・身体・財産
を災害から保護する役割を担う（災害対策基本法 5
条）。災害時に何らかの広域支援の仕組みを活用す
ることになるのは、被災自治体だけでは地域や住民
を守りきることが難しい状況にあると判断されたと
きなど、被災自治体の長が他自治体の長等に対して

災害応急対策の実施の応援を求めた場合である（67
条）。

すでに述べたとおり、遠隔連携が本格化したのは、
東日本大震災においてである。遠隔連携の主要な形
態といってよい、災害時相互応援協定などの相互応
援協定方式、カウンターパート方式、国・地方連合
組織による調整方式などの原型が出揃い、それらが
フル活用された。未曾有の災害状況に対してこれら
を活用した災害支援は極めて重要な役割を果たした
が、その一方でさまざまな課題も指摘されてきた。
例えば、激甚な災害ゆえに、被災自治体自らが被災
状況を的確に把握できたわけではなく、また、それ
を伝達する術が失われた場合も少なくなかったこ
と、遠隔連携に基づく支援のみならず、自治体によ
る自発的な支援などを含めて支援が錯綜したこと、
全体的な情報の整理が必要不可欠であったことなど
である（稲継 2015；大西 2017）。これら課題に対
処し、また、その後も続く大規模災害への対応を通
じて、遠隔連携は進化・洗練を遂げてきたといえる。

被災地支援の主な内容としては、義援金等の提供、
物資の提供、そして職員の派遣（人的支援）などが
挙げられるが 1、特に通常業務や災害応急業務など
に不可欠な人的支援に着目すると、熊本地震などを
経て現在のスキームが形成されたといえる 2。図 1
は、大規模災害時における人的支援のスキームを示
したものである。国の機関（自衛隊など）によるも
ののほか、自治体関係では、応急対策職員派遣制度

（短期）などが中核的な位置を占めている。こうし
たスキームの整備のあり方を、全国的広域支援協力
体制の制度化・体系化・実質化と特徴づけて捉えた
い。

ここで「制度化」とは、災害対策基本法改正によ
る自治体応援対象業務の災害応急対策全般への拡大
や防災基本計画修正による応援・受援体制の充実強
化、総務省と全国知事会・全国市長会・全国町村会・
指定都市市長会とによる応援派遣職員制度（応急対
策職員派遣制度（短期）、復旧・復興支援技術職員
派遣制度（中長期））の創設など、法令等に基づく

1 　 東日本大震災時の協定に基づく応援内容については、寅屋敷（2021）参照。また、支援自治体側から見た応援内容については、
山口・土居・谷口（2013）参照。

2 　 総務省による被災自治体に対する人的支援の取組みについては、総務省ホームページ「被災地方公共団体に対する人的支援の取
組」（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/koumuin_seido/hisai_chiho_kokyodantai.html）を参照（最終閲覧日：
2025年7月23日）。
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公式上の遠隔連携の仕組みづくりを指す。
「体系化」とは、応援・受援先の割り当てを、あ

らかじめブロック別に受援県・応援県で組み合わせ
るなど、発災後のアドホックなペアリングではなく、
上述の法令等に基づいて平時から用意しておくこと
で、他の方式による遠隔連携との調整をできる限り
事前に図ることを指す。応援・受援のマッチングを
行う調整体制や被災自治体での受援体制（担当部署
の設定など）の整備とも関わる点である 3。

そして、「実質化」とは、地域防災計画のほか、
BCP（業務継続計画）や応援・受援計画などの策定
など、遠隔連携による災害支援の実効性を高める方
策の充実強化を指す。

以上のような全国的広域支援協力体制の形成・整
備とその充実強化が、災害時相互応援協定方式、カ
ウンターパート方式、国・地方連合組織による調整
方式とどのように関わり、どのような影響を与えた
のか、現在地点（図 1）からレトロスペクティブに
考えてみたい。

（2）相互応援協定方式による応援
相互応援協定方式は、災害時相互応援協定やその

他姉妹都市など遠隔連携に基づく協定などを含め
て、東日本大震災では遠隔連携による災害支援で大
きな役割を果たしたとされる。ただし、その際の役
割として先行研究は、協定に基づく応援のボリュー
ム（人的支援量など）は全体からするとさほどでは
なかったが、国・都道府県などを経由することなく
即応的・機動的な支援が可能であった点をメリット
として指摘する（稲継 2015；善教 2017）。日頃か
らの交流を通じてコミュニケーションが取りやす
く、被災自治体の状況を把握しやすいこと（大西 
2017）4、また、地域の実情に応じたきめ細やかな対
応が可能であることも、初動段階では重要なメリッ
トだといえるだろう。

他方で、協定締結先がトップの属人的つながりな
どアドホックな関係であることも少なくないこと 5、
すべての自治体が遠隔地の自治体と協定を結んでい
たわけでないこと（稲継 2015）、そのため、全体と

  
3 　これら応援調整と東日本大震災時の事例に関しては阪本・矢守（2012）参照。
4 　 森（2020）はアメリカでの災害時相互応援に関する研究で指摘されたアクター間の相互接触と親密性の有意さに着眼すべきだとする。
5 　 ただし、首長間のつながりは首長のリーダーシップを引き出し、応急の対応で重要な役割を果たしうることは後述の杉並区のス

クラム支援の事例をはじめ、さまざまな場面で観察される。例えば、森編（2025）所収の各論考では、首長間のパーソナルな関
係が強調されているものが少なくない。

図 1　大規模災害時の主な市町村への応援職員派遣支援のイメージ

出典：内閣府（2017）図表 2-1-6

67都市とガバナンス Vol.44

大規模災害と自治体間の遠隔連携

p65-73_シリーズ_大杉氏.indd   67p65-73_シリーズ_大杉氏.indd   67 2025/09/18   10:20:092025/09/18   10:20:09



して体系立った支援体制が計画的に考慮されていた
わけではないことなどは、デメリットと考えられる。

これらデメリットとして先行研究で指摘されてき
たことは、近年の全国的広域支援協力体制の確立・
充実強化の過程でかなりの程度克服・解消されてき
たといってよいだろう。すなわち、国・地方を通じ
た応援派遣職員制度に基づいて体系的でボリューム
のある応援体制が構築されたことで、アドホックで
あるがゆえの支援先のムラの解消や計画的な質量の
確保がなされうるように進化してきたといえる。

では協定方式は不要となってしまったのかという
と、必ずしもそうではないだろう。日常的な交流に
よる即応的・機動的な支援や被災地とのコミュニ
ケーション、きめ細やかな支援という、協定方式な
らではのメリットを重視する考え方は引き続き有効
であろう。東日本大震災後から近年までの協定方式
の推移とその応援実態を、災害対策基本法に基づく
遠隔自治体間での相互応援協定の締結状況とそれに
基づく応援回数の推移で確認しておきたい。

図 2 は市区町村間での相互応援協定の締結状況と
それに基づく応援回数の推移をグラフに示したもの
である。市区町村数に占める協定締結自治体の割合

は東日本大震災発災以前から 9 割程度で推移してき
たが、翌年以降さらに高まり、2022 年 4 月 1 日現在、
94.4％とほとんどの市区町村が協定を締結している
ことがわかる。さらに、他都道府県の市区町村との
協定（以下、「遠隔連携協定」という 6。）を締結す
る市区町村の割合は東日本大震災を契機に大幅な伸
びを示しており、現在では 78.5％と 8 割程度にまで
達し、漸増傾向が続いている。自治体は協定締結に
メリットがあると判断しているからと考えてよいだ
ろう。

図 2 ではあわせて協定に基づく応援回数の推移を
示している。応援回数は発災した災害の規模などに
左右されるので、各年で増減が見られるが、やはり
東日本大震災時には遠隔連携協定に基づくものを含
めて応援回数は爆発的な伸びを示したことがわか
る。その後も、例えば、令和 2 年 7 月豪雨など広域
災害が発災した年には遠隔連携協定による応援回数
は顕著な伸びを示したことがわかる。

ただし、大規模災害が生じた年には応援回数全体
は増加しても、それに見合って遠隔連携協定による
応援回数が増加してきたかといえば必ずしもそうと
はいえないようである。遠隔連携協定に基づく応援

6 　 なお、他都道府県の市区町村との協定の場合、都道府県境で隣接した自治体間である場合も含まれている可能性があるが、ここ
では便宜的に一括して遠隔連携協定に含めることとした。
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図 2　市区町村間の相互応援協定の締結状況及び応援回数の推移

出典：�総務省消防庁ホームページ「地方防災行政の現況」（https://www.fdma.go.jp/publication/bousai/）の
各年版より筆者作成（最終閲覧日：2025 年 7 月 23 日）
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が有効な場合とそうでない場合とが見極められてい
る可能性がある。その点でも、個々の遠隔連携を全
国的広域支援協力体制とリンクづけする試みはこれ
からも欠かせないだろう。

（3）スクラム支援
災害時相互応援協定方式を用いた遠隔連携は、多

くの場合、1 対 1 の自治体間で締結される双務型連
携が基本型となる。複数の協定を締結している自治
体の場合でも、1 対 1 の協定を複数締結している
ケースが一般的である。

他方で、3 つ以上の複数自治体とマルチラテラル
な関係で協定を締結する多角型も少なくない。例え
ば、宇宙航空研究開発機構（JAXA）の研究施設が
置かれた自治体の交流組織である銀河連邦に加盟す
る自治体（秋田県能代市、岩手県大船渡市、神奈川
県相模原市、長野県佐久市、鹿児島県肝付町、北海
道大樹町）で締結された「銀河連邦を構成する市町
の災害時における相互応援に関する協定」（2010 年）
が、東日本大震災時に被災地である大船渡市の支援
スキームとなったことは著名である。そのほかに、
旧軍港のある都市つながりで「災害時における旧軍
港市相互応援に関する協定」（2012 年）を締結した
神奈川県横須賀市・広島県呉市・長崎県佐世保市・
京都府舞鶴市の例では、平成 30 年 7 月豪雨で被災
した呉市を旧軍港 3 市が支援を行った実績がある 7。

上記 2 事例は構成自治体がフラットな関係にある
メンバーシップ型の遠隔連携だが、これに対して東
日本大震災時に南相馬市の支援にあたったことで著
名なスクラム支援は、同様に複数自治体から構成さ
れるが、フェーズに応じて遠隔連携のタイプを遷移
させた点で特徴的である（大杉 2021b）8。

もともとは杉並区が首都直下地震への備えとし
て、リスク分散すべく各地の自治体と次々に災害時
相互援助協定を締結したのがはじまりで（この段階
では杉並区による複数の双務型連携）、これを第 1
段階とすると、東日本大震災による津波、原発事故
という広域的・複合的災害で待ったなしの状況に南

相馬市が陥ったとき、いち早く支援する必要がある
ことから、田中良杉並区長（当時）がリーダーシッ
プを発揮して、ハブ＆スポーク型遠隔連携をスクラ
ム支援と“定義”し、遠隔連携を実働させたのが第
2 段階である。この段階では南相馬市とは協定締結
などの直接つながりはなかった自治体も、杉並区の
要請を受けて支援に参加した（例えば、杉並区所有
施設がある群馬県東吾妻町は、杉並区とともに南相
馬市にバスを派遣し、南相馬市民を施設に移送した。
新潟県小千谷市、北海道名寄市は、杉並区の要請を
受けて、物資の提供や避難民の受け入れなどを行っ
た）。

第 3 段階は、連携自治体の首長が参加する自治体
スクラム支援会議の設置である。自治体スクラム支
援会議では、南相馬市の復興支援とともに、自治体
スクラム支援のしくみに関わる法制の見直しに注力
し、例えば、災害対策基本法や災害救助法の改正に
向けた要望を取りまとめた。また、共通条例とし
て、災害時における相互支援に関する条例を 5 連携
自治体（当時）が同時期に制定したことで、より緊
密な連携を構築し、来るべき災害に備えてスクラム
支援体制独自の「制度化」を図った（杉並区条例は
2013 年 4 月施行）。

メンバーシップ型連携はさらに進化し、9 自治体
間での「自治体スクラム支援会議における災害時の
受援・支援計画」策定（2021 年 12 月）、「自治体ス
クラム支援会議における災害時相互援助協定」締結

（2022 年 5 月）と、スクラム支援による災害支援の
実効性を担保する仕組みづくりが進められてきたの
は特筆すべき点だろう。

個別の遠隔連携協定にはじまり、杉並区を中核と
したハブ＆スポーク型（中核となる自治体との複数
の双務型連携からなるタイプ）からメッシュ型（関
係する自治体間すべてで双務型連携にあるタイプ）、
さらにメンバーシップ型（連携関係そのものを集合
体として各自治体が加入するタイプ）へと、スクラ
ム支援のスキームは進化を遂げてきたが、それは自
治体間による自主・自立的な遠隔連携スキームの制

7 　 株式会社長崎経済研究所ホームページ「ながさき経済web：自治体の遠隔型連携～旧軍港四市（横須賀、呉、佐世保、舞鶴）の
取組みを中心に～」（https://nagasaki-keizai.jp/report/report-report/8675）を参照（最終閲覧日：2025年7月23日）。なお、旧
軍港市間の遠隔連携形成の経緯・背景に関しては、檜槇（2017年）参照。

8 　スクラム支援の事例については、大杉（2013）、千葉（2017）参照。
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度化・体系化・実質化の取組みと位置づけられる。
こうしたスキームの遷移は前項で述べた協定方式の
デメリットを克服しつつ、あわせて交流自治体間な
らではのきめ細やかで機敏な対応というメリットを
一層効果的に発揮するための試みと評価される。全
国的広域支援協力体制と連動した取組みが今後は期
待される。

（4）カウンターパート方式
カウンターパート方式が定着したきっかけは、関

西広域連合が東日本大震災時に、台湾大地震（1999
年）や四川大地震（2008 年）での対口支援をヒン
トに実践に取り入れたことで、その効果が広く認知
されたことに求められる。特にカウンターパート方
式は、応援側の窓口が一本化されていることによる
受援側負担の軽減、複数自治体による応援による継
続性の担保、応援側の人的・財政的な負担の軽減な
どのメリットが挙げられる（阪本・矢守 2012）。こ
うしたことから、東日本大震災以降も、被災地支援
スキームとして広く採用されてきた（大西 2017）。

現行の全国的広域支援協力体制もまたカウンター
パート（対口支援）方式をベースに構築されている。
例えば、「応急対策職員派遣制度に関する要綱」で
は、「対口支援方式とは、被災市区町村ごとに都道
府県又は指定都市を原則として 1 対 1 で割り当てる

ことにより、担当する都道府県又は指定都市（以下
「対口支援団体」という。）を決定し、対口支援団体
が基本的に自ら完結して応援職員を派遣することを
いう」（2 条（9））と定め、応援職員派遣の基本と
して対口支援方式を位置づけている（3 条（5）（イ））。

また、関西広域連合のカウンターパート方式は、
広域支援の仕組みの制度化・体系化に先鞭をつけた
取組みである。とりわけ地方ブロック単位で情報集
約を図る仕掛け（特別地方公共団体である広域連合
制度の適用）を組み込んだ点で重要な意義を持つ 9。
東日本大震災時に、全国市長会・全国町村会と総務
省とが提供した被災自治体と職員派遣の調整を担う
スキームと対比するとその意義は明瞭である。稲継

（2017）は、市長会・町村会・総務省のスキームでは、
全国 1,700 自治体とのマッチングという大きな壁に
ぶち当たってしまったこと、協定方式などの個別支
援が進んだなかで基本的にはそれらの網から漏れて
いるところを手当するものにならざるをえなかった
ことを指摘する。

また、図 3 に示すように全国的広域支援協力体制
と緊密な連携・調整を図る仕組みを構築してきた点
は注目すべきである。実際、近年の大規模災害の際
の広域支援で関西広域連合が重要な役割を果たし続
けており 10、そのプレゼンスの大きさは広く認知さ
れている。

9 　 例えば、応急対策職員派遣制度では第1段階支援として被災地域ブロック内を中心とした応援職員派遣を行い、それだけでは完
結して災害対応業務を実施できない場合に第2段階支援として全国の自治体が応援職員派遣を行うとする。応急対策職員派遣制
度に関する要綱3条（5）参照。

10　 関西広域連合による東日本大震災以降の災害対応状況については、同ホームページ「災害対応状況」（https://www.kouiki-
kansai.jp/koikirengo/jisijimu/bosai/bosaiportal/saigaiope/1555.html）を参照（最終閲覧日：2025年7月23日）。

出典：�関西広域連合広域防災局（2025）

図 3　関西広域連合による広域支援体制に関する関係機関との調整
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3　遠隔連携と都市自治体のこれから
災害支援における自治体間の遠隔連携は、東日本

大震災時の被災地支援で注目を浴び、その際活用さ
れた諸方式が合流することでそれ自体が遠隔連携の
一形態ともいえる全国的広域支援協力体制が構築さ
れた。その後、大規模災害時の被災地支援での実践
のたびごとに相互調節・連携関係を深めることで洗
練させてきたが、同時に既存の遠隔連携もまたそう
した調節・連携のプロセスを経て全国的広域支援協
力体制での位置づけや役割分担上の棲み分けを明確
化したり、また、それら個々の取組み自体が独自の
制度化・体系化・実質化に向けた工夫を重ねて発展
を遂げてきたりしたといえる。

大規模災害時の災害支援は、被災者自身の自助、
コミュニティ等による互助・共助、そして公助にあっ
ては被災自治体の役割が起点となりつつも、自衛隊
をはじめ国による直接支援、国のスキームに基づく
警察・消防等による支援、あるいはボランティアに
よる自発的な支援など、多様な主体間での「協力的
ガバナンス」（大西 2017）が鍵となる。なかでも自
治体間の遠隔連携支援はその主翼を担う仕組みの 1
つだといってよいだろう。

全国的広域支援協力体制を中核とした自治体間の
遠隔連携支援、ひいては「協力的ガバナンス」全体
が、災害時に住民や地域をよりよく守り切るように
ワークするためには、都市自治体の果たす役割が重
要であることを最後に指摘しておきたい。

すでに繰り返し述べてきたように、全国的広域支
援協力体制が適切に情報を集約・蓄積・可視化する
ことで、支援の漏れや重複など非効率を可能な限り
回避して、適切に応援自治体と被災自治体とをマッ
チングすることが肝要である。そのためには発災前
における「実質化」に関わる取組みへの注力の度合
いが問われる。災害時相互応援協定の締結など相応
しい遠隔連携を構築できているかは当然の前提とし
て、そうした遠隔連携を実効化するうえで重要な応
援・受援体制が確保出来ているかは要チェックであ
る。2012 年改正以来「防災基本計画」に記載され
てきた諸事項でいえば、防災業務計画や地域防災計

画等への応援・受援計画の位置づけ、応援先・受援
先の指定、応援・受援に関する連絡・要請の手順、
災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機
関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材
等の集積・輸送体制等の準備、応援職員等を迅速・
的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うため
の受援体制の整備（受援担当者の選定や応援職員等
の執務スペースの確保、応援職員等の宿泊場所の確
保等）、そして応援自治体側による応援職員の円滑
な活動のための資機材や装備品等の整備、などの備
えである。都市自治体では業務継続計画は概ね整備
されているが、受援計画が未策定のところも散見さ
れる。また、都市自治体が計画を策定していても、
協定締結先の町村が未策定であるケースは少なくな
い 11。

また、協定を締結していても実質的な備えがされ
ていない場合もある。表 1 は、全国の多数の自治体
と災害時相互支援協定を締結しており、また独自の
全国連携で東日本大震災や熊本地震の被災地に手厚
い支援を展開してきた特別区（東京都）について、
協定等に基づく平時の取組みについて尋ねたアン
ケートの結果である（2023 年 8 月実施）。日頃から
定期的に連携先自治体と協議や訓練等を行っている
特別区も一部に見られるが少なく、特段の取組みを
していないとする回答も 3 割近くある。すでに述べ
た杉並区を中心とした自治体スクラム支援会議が独
自に共通の応援・受援計画を策定したように、日頃
からの普段着の交流を重ねてきた強みを活かした例
は残念ながら限定的である。

首都直下地震や南海トラフなどの巨大災害を見据
えたとき、まだまだ準備できることは多くあり、都
市自治体ならではの先導的な役割が期待される。

加えて、運用次第では地方分権の趣旨を揺るがせ
かねない法改正（2024 年地方自治法改正による「補
充的」指示権、応援要求・指示の規定）が行われた
ことを勘案すると、自治体が自主・自立的に構築し
てきた協定等の様々な支援方式はもちろんのこと、
実践の積み重ねで国・地方がまさに「協力的ガバナ
ンス」で模索し構築してきた全国的広域支援協力体

11　 受援計画が未策定な市町村は374（21.5％）あり（2024年4月1日現在）、そのうち町村の占める割合が高いと考えられる（内閣府
（防災担当）・総務省消防庁 2025：2）。
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制が、自治・分権の理念に相応しい運用がなされ、
求められる力を遺憾なく発揮できるようにするため
にも、日頃からの都市自治体の備えは欠かせないと
考えるべきである。
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シリーズ

多摩川流域連携自治体による
広域連携の取組み

調布市長　長友 貴樹

市長稼業は相見互いである。ときに苦労を分かち合い助け合ってこそ、乗り越えられる苦境もある。それは事
実だろう。他方、市政展開はライバル関係でもある。他の自治体より多くの知恵を出し、負けぬほど汗をかいて
こそ、斬新で効果的な施策が生まれてくる。それもまた真理と言える。
だが、今後一層の困難が確実視されるわが国の社会、経済状況を見通すとき、寄り添うべき大樹をさらに太く、

また文殊の知恵をより多くしなければならないことは自明の理ではないだろうか。情けは人の為ならず。テーマ
によるが、すべての自治体は必要に応じて広域の輪を適正に広げながら、公共サービス向上の方途を探っていく
べきである。本稿で取り上げる東京都市長会開催時の雑談から生まれた広域連携の成果例が、都市自治体の皆様
の参考になれば幸いである。

都市自治体の持続可能性／自治体間連携の現在地と可能性

1　自由闊達な放談に感じた意義
47 都道府県の各市長会においては定例会議の場

が持たれているが、年間における会議の頻度はさま
ざまだろう。東京都市長会は、4 回の市議会開催月
を除き年間各 8 回の役員会及び全体会、都合 16 回
の議論の機会を設けており、その回数は他道府県に
比較して多いと言えるだろう。また、原則として代
理出席はなく 26 人の市長の出席率は極めて高い。
筆者も市長就任以来かかさず会議に参加する中で、
東京多摩地域を取り巻く折々の課題を確認しつつ市
長としての経験を重ねてきた。

ゆえに会議の有用性については何の疑いもない
が、年数を重ねるにつれて市長が集まる会合の副次
的な効用も強く意識するようになった。それは、会
議開始前の何の変哲もない雑談である。通常、会議
開始時刻の 20 ～ 30 分前ぐらいから参加者が集まり
はじめ、会議室前のソファーに自由に席をとりなが
ら市長同士の会話がはずむことになる。その話題は
多岐にわたるが、苦労話は概ねどの自治体において
も共感を得る内容であり、聞き手も身につまされて
頷き合いながら問題解決のヒントを探ってみたりす

る。また、新規事業への取組みについては互いに刺
激を与え合い、他市の発想を新たな施策展開の参考
とさせてもらうこともしばしばである。

そのような経験を積み重ねるうちに、次第に筆者
はこの実り多い雑談をその場限りで消えていく単な
る放談で終わらせるのはもったいないと思うように
なった。でき得るならば、定期的会合を設ける中で
より議論を深め、共通テーマについて広域的な自治
体間協力に結び付けるような展開が可能になれば、
多くの自治体にとって新たなメリットの享受になる
のではないかと考えるようになったのである。

そして、今から 12 年前の 2013 年 11 月に意を決
して近隣の複数の市長にそのアイデアをぶつけてみ
た。その結果、まさに「案ずるより産むが易し」で

「それはおもしろい」とただちに衆議一決し、現在
の「多摩川流域連携会議」の原形となる会合が成立
した。調布以外に、府中、日野、狛江、多摩、稲城
が参加した 6 市でのスタートだった。それ以降、多
摩地域の八王子、立川、町田が加わるとともに、多
摩川流域という縁で 23 区から大田、世田谷、さら
に隣県神奈川の川崎も構成自治体となり、現在メン
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バー市区は 12 を数える。
そしてコロナ禍の期間を例外として、開催自治体

を持ち回りとする四半期ごとの会合を 12 年間継続
して現在に至っている。当初は首長のみの会合で
あったが、さまざまな人脈を辿ることにより出席者
は徐々に増加してきた。現在は、構成自治体に縁の
ある複数の公共交通機関（電車及びバス）のトップ、
その他 OB も含めた国や東京都の行政関係者などに
も多数参加していただくまでに会合の規模が拡大し
ている。毎回、まず出席者の中から各自治体の事業、
施策展開に資する貴重な情報提供がなされ、その後
は食事を交えながら自由な意見交換が談論風発の雰
囲気の中で時間の許す限り続くことになる。まさに、
市長会の休憩時間に感じた有益な情報交換が、さら
に議論を深めてマルチに展開されているわけで、そ
のような場をつくった意義は大きいと感じている。

2　連携がもたらした具体的成果
その 12 年間にわたる連携会議の議論から大きな

成果も複数生まれている。

（1）�災害時における無人航空機（ドローン）によ
る被害状況把握

災害発生時に、無人航空機（ドローン）が被災地
を上空から写真撮影し、その情報を転送し地図上に
落とし込む技術が開発されている。したがって自治
体は、その技術を有する NPO と契約し、彼らが所
有するドローンが自市の行政区域上空を飛行するこ
とを認めさえすればそのサービスを享受することが
でき、まだ被災地に調査員を投入することが困難な
時点においても被害状況を正確に把握することがで
きる。そして、当然のことながら契約する自治体が
増えるほど、より広域的な被害状況の把握が可能と
なる。

はじめに NPO 法人クライシスマッパーズ・ジャ
パンと調布、狛江両市が協定を締結し、それを連携
会議で説明したところ、即座に当時（2017 年）の
他の構成市（府中、日野、多摩、稲城）の賛同を得
ることができた。その後、そのことを東京都市長会
で紹介することによって、多摩地域の多くの自治体
が参加し個別に協定を締結するに至った。

同 NPO によれば、固定翼タイプのドローンを 1

時間飛ばして写真撮影し、1 時間で処理することで、
発災後 2 時間で撮影データを地図に落とし、ネット
上に公開できるという。その後すでに、豪雨により
多摩川の水量が増加した際などに本協定が有効に機
能して、自治体に有益な情報がもたらされている。

（2）観光情報等の多言語案内による広域連携
シダックス株式会社の創業者である故・志太勤氏

が社会貢献活動の一環として設立した一般財団法人
モバイルスマートタウン推進財団（現一般財団法人
地域みらい創造財団）の事業として、各自治体の観
光及び防災情報を多言語（8 カ国語）に翻訳して在
日外国人及び観光客などの訪日外国人に提供する
サービス（名称 Guidoor ≪ガイドア≫）が存在する。

本サービスは、日本に滞在する外国人の方にさま
ざまな情報をそれぞれの母国語によって提供するこ
とを通して滞在中の生活利便性を高めるとともに、
彼らの日本に対するより正確な理解を促進すること
を目的としており、ひいてはインバウンド観光客の
増加につなげることも視野に入れている。

参加を希望する自治体は観光情報や写真の素材を
提供するだけで、Web ページ制作の管理運営及び
多言語化などはすべて財団が行う。また、その間の
サービス導入にかかるイニシャルコストも、その後
の掲載内容の更新など維持管理にかかるランニング
コストもすべて財団が受け持ち、自治体の負担は
まったくないシステムになっている。

はじめに同財団から調布市に対して本サービスの
説明がもたらされ、それをまず連携会議のメンバー
に伝え賛同を取り付けた。その後、東京都の全基礎
自治体に徐々に呼び掛けることにより、現在は 24
市、14 区、1 町 2 村の都内 41 自治体が本サービス
を導入するまでに拡大してきた。当然、参加自治体
が増えるほど本サービス利用者の利便性が向上する
ので、今後とも多くの自治体に紹介を続けていきた
い。

（3）企業データベース　IN　多摩
上記（1）、（2）のようなテーマに関して、連携会

議参加自治体間の協力関係がより緊密になる中で、
広域的な産業振興策の展開についても共同で取り組
むべきとの機運が高まり、多摩地域における 8 市（八
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王子、府中、調布、町田、日野、狛江、多摩、稲城）
が協力して、各市内に立地する優良企業を広く全国
に紹介することを目的とした企業情報データベース

「インビテーション to TAMA」を作成するに至っ
た（図 1）。

われわれは、このデータベースの存在を広く喧伝
することにより、多摩地域の潜在可能性について全
国の皆様に理解を深めていただくとともに、全国の
企業と多摩地域内の企業とのさまざまな提携の可能
性を探ることを通じて各企業の事業活動拡大をサ
ポートしたいと念願している。

顧みれば、わが国においては戦後の高度成長期以
降に全国的に見て東京一極集中とも言われる企業集
積状況が受け入れ側のさしたる行政努力もないまま
に形成されてきた。それゆえに、東京の自治体（都
及び都内市区町村）は、在京企業を首都圏以外に積
極的に紹介し、全国の企業との連携を模索するよう
な自助努力の必要性に関する意識が他の道府県自治
体に比較して希薄だったかもしれない。

しかし、近年、従来首都圏が持ち得た優位性がす
でに失われつつある、もしくは首都圏であるがゆえ
にむしろ明らかに比較劣位に置かれている側面があ
ることをわれわれは強く意識せざるを得なくなって
きた。たとえば、インターネットの急速な普及によっ
てすでに国内のどこに立地しようとも必要とする知
識、情報を容易かつ迅速に得ることができるように
なっている。また、東京の極めて高い地価や高額な

人件費に起因して、過去 20 ～ 30 年の間、おびただ
しい数の企業が生産拠点を東京から海外を含む他地
域に移転させてきた。

そのような認識に立ってわれわれは、今後全国の
自治体、経済団体、企業に対して、首都圏と各地方
の双方が共に経済を活性化させるための企業間協力
を東京の行政の立場から積極的に働きかけていきた
いと考えている。そのために、まず全国の皆さんに
23 区ではない東京都の多摩地域を知っていただく
とともに、多摩地域内企業の紹介を目的としたデー
タベースを作成するに至った。その後、当初の 8 市
以外の自治体に呼び掛けて、文字通り多摩全域を網
羅するサイトに育てるべく取組みを進めている。

3　連携あるがゆえの自治体の発展
上述のように自治体間の広域連携を進展させなが

ら、われわれは今後ともこの協力関係を一層強化す
ることによってこそ、多摩川流域連携会議の構成自
治体が多くの新たなメリットを享受できると考えて
いる。

これが民間企業の場合なら果たしてどうだろう。
企業が常に業容を拡大し、利益を増大させていくこ
とは至難の業と言える。そのため、同一業種内の他
企業との戦いはときに熾烈を極め、それに勝利する
ためには安易に自己の手の内を公開することはでき
ないだろう。換言すれば、他を凌ぐ独創的で合理的
な発想があって初めて競合企業を上回る利潤の確保
が可能になると言ってよいかもしれない。

だが、自治体間の関係は企業とは大いに異なる。
各自治体が住民に提供するサービスは当然ながらす
べて公益的なものであり、その業務内容は秘匿性を
有するものではまったくない。ただ、自治体といえ
どもライバル意識は存在し、どの自治体も常に近隣
の自治体に比較して新規の、もしくはより充実した
住民へのサービスを提供しようと心掛けている。そ
のことは否定できないだろう。しかし、たとえば特
定の市が他に先駆けて独自のサービスを開始する場
合も、その全容は開示され、他自治体はその事業内
容及びサービス提供を可能とする仕組みまで詳細に
知ることができる。

筆者は、常々わが役所内の各セクションに少なく
とも東京都内 25 の他市役所の業務内容を熟知する

出典：東京都多摩地域投資誘致プラットフォーム「インビテー
ション to TAMA」（https://www.sangyoudb-tama.tokyo/）を
参照（最終閲覧日：2025 年 8 月 19 日）。

図 1　�多摩地域の位置及びデータベースHPアドレス
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よう注意を喚起している。すべての事業に関して、
もし他自治体に画期的な取組みが存在し、それをよ
く研究したのちに明らかにメリットが大きいと判断
すれば採用すればよいだけの話である。そして、場
合によってはそれを進展させて共同事業に発展させ
る可能性まで考える必要もあるだろう。当然ながら、
すべては住民に提供するサービス水準の向上のため
に行われる検討である。ゆえに、各市の取組みの比
較表を常に頭の中にインプットしておくことは、業
務上の必須要件と考えている。われわれは望めば、
他自治体と友好的な関係を持ち得る中で、いつでも
建設的な情報交換の場を設定することができる。し
たがって、そのような他自治体に学ぶ、もしくは連
携を模索する発想が希薄で、かつ進取の気性が乏し
い行政組織、また個々の公務員は、少し厳しい言い
方をすれば怠慢とのそしりを免れないのではないだ
ろうか。

4　おわりに
日本を取り巻く国際環境については、今後とも対

米経済関係のみならず予断を許さない混沌とした情
勢が継続していくことだろう。その中で、日本企業
のものづくりを中心とする国際競争力が前世紀に比
して低迷状況にあることは否めない事実であり、日
本経済の将来予測には常に先行き不安がつきまと
う。加えて顕著な少子化傾向は、国を挙げての施策
展開にも拘わらずまったく好転の兆しを見せず、今
世紀中の近い時点における著しい労働力不足がもた
らす経済への悪影響が懸念されている。

このような多事多難な状況下において、各自治体
に課されている役割についても、今後それを安定的
に果たすことが困難になるとの予測も存在する。そ
の懸念を少しでも払拭する手立ての 1 つとして、自
治体間の有益な連携がますます重要性を増していく
ことは必定と考える。各地域の実情によってその内
容に差異はあるだろうが、合理的で建設的な協力関
係の新たな構築、発展こそが、各自治体の事業活動
の活性化ひいては住民に提供するサービス水準の向
上をもたらす鍵となることを確信している。
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シリーズ

播磨圏域連携中枢都市圏の
取組みと今後の展望

姫路市 政策局 ひめじ創生戦略室

播磨圏域連携中枢都市圏は、姫路市と近隣の15市町で形成され、圏域経済の活性化と人口減少対策を目的に、
多様な連携事業を展開してきた。
構想開始から10年が経過し、製造業の集積や大型研究施設を活用した産学官連携が進む一方、東京圏・大阪

圏への人口流出や都市間競合、地域多様性に伴う課題も顕在化している。
第3期ビジョンでは、コロナ禍からの再興と人口減少・少子高齢化への対応を軸に、デジタル技術の活用を

推進する施策に重点的に取り組むことで「ボーダレスな先進デジタル都市圏」の実現を目指す。
自治体単独での地域経営が困難になる中、広域連携は不可欠な対応手段であり、国や都道府県による制度・財

政支援の強化を求めるとともに、更なる圏域間の連携に取り組んでいく。

都市自治体の持続可能性／自治体間連携の現在地と可能性

1　はじめに
姫路市は、兵庫県南西部の播磨地域に位置し、古

くから播磨の政治・文化の中心として栄え、世界文
化遺産・姫路城とともに、旧城下町の面影が残る歴
史的な町並みを有し、播州平野と播磨灘がもたらす
豊かな自然と農水産物にも恵まれた兵庫県第二の都
市である。

本市は、1996 年 4 月に、全国の 11 市とともに初
の中核市に指定され、2006 年 3 月には、近隣 4 町（家
島町、夢前町、香寺町、安富町）と合併し、現在の
市域が形成された。

現在、我が国では人口減少・少子高齢化が急速
に進行しており、本市の総人口も、2015 年以降減
少が続き、2023 年 12 月に国立社会保障・人口問題
研究所が公表した人口推計によると、2050 年には、
2020 年から約 17.1％、約 9 万人減少すると予測さ
れている。

特に、本市においては、東京圏・大阪圏への若い
世代の流出が顕著であり、要因の一つとして、若い
世代に本市の魅力が十分に伝わっていないことが挙
げられる。

この要因への対処として、市民が本市での暮らし
に魅力を感じ、「住み続けたい」という思いを持ち、
自ら地域の魅力を発信することが、効果的ではない
かと考えた。

そのため、2024 年度に、「住み続けたいひめじプ
ロジェクト」を立ち上げ、市民とともに、ブランド
メッセージ「住むほどに“好き”が深まる“姫”の
まち」を策定し、行政と市民が一体となったふるさ
とプロモーションに取り組んでいる。

2　播磨圏域連携中枢都市圏形成の沿革
（1）連携中枢都市圏の形成

本市は、人口減少下においても、元気な地方を創
り、広域的な経済成長を通じた地域活性化を目指し、
2013 年 3 月に、人口 50 万人から 100 万人の政令指
定都市・中核市の 7 市（新潟市、浜松市、熊本市、
宇都宮市、東大阪市、松山市、鹿児島市）に呼びかけ、
広域連携のあり方やこれらの都市に共通する様々な
地域課題について意見交換を行う「中枢拠点都市研
究会」を立ち上げた。

また、地方の拠点都市が広域的に雇用の場と都市
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の魅力を創出することで地域を活性化し、大都市へ
の若者の人口流出を抑制し、日本が直面する人口減
少・少子高齢社会の問題に対するモデルケースとな
ることを目指し、同年 5 月には、国に対して「地方
中枢拠点都市」制度の創設と財政措置を提言した。

この提言を受け、同年 6 月、国の第 30 次地方制
度調査会は「地方中枢拠点都市」の創設を答申し、
国において地方自治法が改正されるなど、制度と財
政措置の具体化が進められた。

さらに、地方中枢拠点都市圏構想は、国土交通省
の「高次地方都市連合」と経済産業省の「都市雇用
圏」の都市圏域概念と合わせて、連携中枢都市圏構
想として制度化され、2014 年度から、全国的な取
組みとして展開されることとなった。

本市は、播磨圏域全体の将来像を描き、圏域全体
の経済をけん引し、圏域の住民全体の暮らしを支え
るという役割を担う意思を明確にするため、2015
年に連携中枢都市宣言を行うとともに、近隣の 7 市
8 町（相生市、加古川市、赤穂市、高砂市、加西市、
宍粟市、たつの市、稲美町、播磨町、市川町、福崎町、
神河町、太子町、上郡町、佐用町）と「播磨圏域連
携中枢都市圏形成に係る連携協約」を締結し、広域
連携の取組みを開始した。

（2）播磨圏域のこれまでの取組み
播磨圏域連携中枢都市圏では、中長期的な将来像

と具体的取組みを示した「播磨圏域連携中枢都市圏
ビジョン」（第 1 期 2015 ～ 2019 年度、第 2 期 2020
～ 2024 年度）を策定し、これまで多岐にわたる連
携事業に取り組んできた。

圏域全体の経済成長のけん引分野では、「ものづ
くり力の強化」「地域ブランドの育成」「交流人口の
増加」という 3 つの戦略の方向性を定め、播磨の豊
かさと潜在力を最大限に活かした事業を展開してき
た。
＜圏域全体の経済成長のけん引分野の取組み＞

・新産業の創出支援
・ものづくり支援
・企業・創業・事業承継支援
・「播磨地域ブランド」の確立
・地場産品の販路開拓支援
・広域観光の推進

・広域対応型 MICE の誘致　等
高次の都市機能の集積・強化分野では、播磨の玄

関口である姫路駅周辺の整備を進めることで、利便
性と景観を大きく向上させ、魅力ある都市空間の形
成を図った。

また、姫路駅周辺には、「姫路市文化コンベンショ
ンセンター（アクリエひめじ）」や兵庫県立病院で
は最大規模となる「はりま姫路総合医療センター（は
り姫）」がオープンし、文化振興、圏域の魅力創造、
観光事業、医療分野での連携等において、大きな役
割を果たしている。
＜高次の都市機能の集積・強化分野の取組み＞

・二次救急医療体制の確保
・三次救急医療機関との連携
・姫路駅周辺整備事業の推進
・都市交通システムの整備推進
・市内大学及び連携大学支援　等
圏域全体の生活関連機能サービスの向上分野で

は、多角的な取組みを進めている。2021 年 10 月か
らは、中・西播磨地域において、救急隊と病院が患
者の受入可能状況などをリアルタイムで共有できる

「播磨姫路救急搬送システム（通称：「HEARTS」）」
の本格運用を開始した。

また、公共交通空白地域での移動手段の確保や
JR 播但線との接続による二次交通の確保を目的に、
2021 年 4 月から姫路市と福崎町間でコミュニティ
バス「ふくひめ号」の運行を開始した。

さらに、2023 年 4 月には、播磨地域で初の公立
夜間中学「姫路市立あかつき中学校」を開校するな
ど、新たな連携事業にも着手している。
＜圏域全体の生活関連機能サービスの向上分野の取
組み＞

・スポーツ振興
・文化芸術振興
・社会教育施設の相互利用
・災害対策
・地域公共交通ネットワークの維持・形成
・人材育成・交流　等
しかし、第 2 期ビジョンの取組みが始まった

2020 年度以降、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、多くの連携事業が縮小・中止を余儀な
くされ、非常に大きな影響を受けた。
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コロナ禍後、各種イベント等が徐々に再開された
ものの、一度縮小・中止となった連携事業の再興に
は時間を要し、第 2 期ビジョンに掲げた取組みは、
期待した成果を十分に得ることができなかった。

3　播磨圏域の課題
連携中枢都市圏構想の開始から 10 年が経過し、

全国では播磨圏域を含む 38 の連携中枢都市圏が形
成され、様々な連携事業が展開されている。

播磨圏域においても、圏域の特徴を活かした連携
事業に加え、他圏域の事例等を参考とした連携事業
に取り組み、個々の事業においては一定の成果が上
がっている。一方で、依然として圏域全体の人口減
少に歯止めがかかっていない現状がある。また、合
意形成が困難な分野や、教育・福祉といった分野に
ついては、十分な連携ができているとは言えず、よ
り効果的な連携手法について検討を進める必要があ
る。

そのため、第 3 期ビジョン（2025 ～ 2029 年度）
の策定にあたっては、改めて播磨圏域の現状を詳細
に把握し、効果的な戦略を立てるための SWOT 分
析を実施した。加えて、連携市町や外部アドバイザー
との協議を重ね、課題の整理を行った。

（1）阪神間地域との競合
姫路市は、大阪市まで電車で約 1 時間という位置

にあり、その間には、政令市である神戸市が存在す
る。

この地理的条件は、大都市圏へのアクセスという

点で優位である一方で、進学や就職、ライフスタイ
ルの選択において、大阪や神戸といった大都市圏志
向が強まる要因にもなっている。

特に、若年層や女性については、オフィスワーク
職の充実度や同一職種における賃金差等が顕在化し
やすく、圏域外への移住動機となりやすい傾向が見
られる。

これらの課題に対し、単独自治体で対応するので
はなく、生活圏を同じくする近隣市町と連携し、住
環境・教育・雇用等の総合的な魅力を高める取組み
が求められる。

（2）広大な圏域面積と異なる地域性
播磨圏域は行政区分上、東播磨、西播磨、中播磨、

北播磨の 4 地域に分類され、それぞれ異なる行政課
題や住民ニーズを抱えており、同一の施策では対応
が困難な場合がある。

全国有数の工業地帯である播磨臨海工業地帯を有
する臨海部は、人口密度が高く、福祉・子育てや交
通渋滞といった都市型課題を有する一方で、農山村
部（西・北播磨地域の一部）は、高齢化率が高く、
空き家対策、地域医療・公共交通の維持といった課
題が深刻化している。

加えて、医療圏や教育圏等も異なる中で、16 市
町が合意形成を図りながら広域事業を推進するため
には、国・県による調整機能に加え、関係団体や住
民との調整と信頼関係の構築が不可欠である。

図 1　播磨圏域のSWOT分析

出典：播磨圏域連携中枢都市圏（2025）p.14
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4　第3期ビジョンの策定について
第 3 期播磨圏域連携中枢都市圏ビジョンは、2025

年 3 月に終了する第 2 期ビジョンの成果と課題を踏
まえ、圏域が直面する人口減少・少子高齢化という
喫緊の課題に対応しつつ、デジタル化や地域連携の
再構築を見据えて策定したものである。

策定にあたっては、連携 15 市町から、第 2 期に
実施した全 56 事業の実効性、継続意向、要望等に
ついて詳細な意見聴取を行った。

その結果、コロナ禍により中断・縮小を余儀なく
された事業の再興ニーズが高いことが明らかにな
り、特に広域観光やデジタル技術の活用に関する取
組みへの関心が高かった。また、実施主体や目的の
重複がみられる事業については、集約化や効率化の
必要性も浮き彫りとなった。

これらの結果を踏まえ、圏域全体の経済成長のけ
ん引分野においては、広域的な視点や民間的発想を
取り入れるため、外部アドバイザーを加えた「経済
成長のけん引部会（地域産業振興、地域資源マネジ
メント、広域観光推進の 3 チームで構成）」を設置し、
事業化の方向性や実効性確保に向けた検討を行っ
た。

部会では、「就職支援から人材確保に向けた企業

支援」「地域産品等の高付加価値化・販路拡大によ
る生産者の稼ぐ力の強化」「大阪・関西万博等を契
機とした交流人口の拡大」といったテーマを関心事
項として共有し、播磨圏域の経済戦略を見直した。

また、圏域全体の生活関連機能サービスの向上分
野において特に課題整理が必要とされた 6 分野（①
環境・エネルギー、②スポーツ振興、③災害対策、
④地域公共交通、⑤デジタルインフラ整備、⑥人材
育成等）に関する取組みを研究するため、「生活関
連機能サービス研究会」を設置し、先進事例や制度
動向を踏まえた施策の検討を進め、既存事業の整理・
統合を行った。

こうした議論・協議を経て、第 3 期ビジョンでは、
「コロナ禍で希薄となった連携事業の再興」と「人
口減少・少子高齢社会への適応」を重点テーマに設
定することとなった。また、これらの課題の解決に
向けては、圏域全体でデジタル技術を活用すること
が不可欠であると考え、圏域全体でデジタル技術
を活用した DX を推進する地方創生施策「スマート
HARIMA」を旗印に掲げ、圏域経済の成長、住民サー
ビス向上、行政事務の効率化に向けて取り組み、市
域を超えた「ボーダレスな先進デジタル都市圏」を
目指すこととした。

図 2　2026 年の開業を目指す手柄山 JR新駅と再整備を進める手柄山平和公園（イメージ図）

出典：�姫路市ホームページ「手柄山スポーツ施設整備運営事業イメージ図」（https://www.city.himeji.lg.jp/sangyo/�
0000019830.html）を参照（最終閲覧日：2025 年 7 月 31 日）

※播磨圏域のスポーツ・観光・住民交流の新たな拠点として、様々な分野での連携強化を目指す。
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5　今後の展望
急速な人口減少と少子高齢化の進行により、自治

体単独では地域経営を維持することが困難となる
中、連携中枢都市圏構想による連携は、地域の実情
に合わせた横断的な施策を安定的かつ継続的に実施
することができる非常に有効な対応手段の一つであ
る。

播磨圏域においても、今後一層加速すると見込ま
れる人口減少・少子高齢社会において、圏域経済を
成長させ、住民サービスを維持・向上させていくた
めには、行政事務の効率化に向けた取組みは必須で
ある。

特に、小規模自治体では行政需要の増大に対する
人員・財源不足の進行が懸念されており、広域的な
視点に立った事務の共同処理の検討等、実施体制の
強化・見直しが必要であり、これには国や都道府県
による制度面・財政面での一層の支援強化が期待さ
れる。

具体的には、広域連携による公共施設整備、人材
確保、デジタル技術の活用などに対する財政措置の
拡充や、連携の実効性を高めるための法制度・ガイ
ドラインの整備が求められる。

また、連携中枢都市圏同士の横連携や情報共有を
促進し、先進的な取組みの横展開と圏域間の相互補
完を図ることも重要である。

本市としても、第 3 期ビジョンで掲げる「ボーダ
レスな先進デジタル都市圏」の形成に向け、播磨圏
域の中枢都市としてのリーダーシップを発揮すると
ともに、積極的な情報発信、国・県への働きかけを
行い、広域連携による地方創生のトップランナーを
目指していく。 

参考文献
播磨圏域連携中枢都市圏（2025）「第 3 期播磨圏域

連携中枢都市圏ビジョン：『スマート HARIMA』
で実現するボーダレスな先進デジタル都市圏」
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各国の都市・
地方自治制度と施策

日本都市センターでは、各国の地方自治制度や都市自治体の取組み等について調

査研究をおこなっている。この調査研究では、各国の都市自治体が直面している

様々な社会・政策課題について考察するとともに、日本の都市自治体との比較を実

施している。また、各国の都市自治体が実施している先駆的な施策に焦点を当て、

今後の日本の都市自治体の参考となることを意図している。

日本国内における近年までの都市・地方自治制度の比較研究は、主に欧米諸国の

地方政府を対象としてきた。他方、ここではアジア諸国に焦点を当て、各国の都市・

地方自治制度と施策を取り上げる。アジア諸国の政府を多角的な観点から調査・分

析し、都市自治体関係者への情報提供を図っていくこととしたい。

第 4回となる今回は、カンボジアとミャンマーに焦点を当てる。「カンボジアの

地方分権化改革－民主的制度を通じた権威主義の強化－」では、地方分権化改革が

民主的制度の導入にもかかわらず、権威主義的支配の強化をもたらすという逆説的

な現象について論じている。

「ミャンマーの地方制度の変遷と現在－国家統合と民族自治、軍政と民主化のせ

めぎ合いを反映する地方分権－」では、地方制度の歴史的変遷と現状を踏まえ、国

家統合と民族自治、軍政と民主化が交錯する複雑な制度構造について考察している。
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１　はじめに
内戦後の国連暫定統治を経て 1993 年に現体制が

成立したカンボジアでは、1990 年代末から 2000 年
代初頭にかけて、地方分権化（decentralization）と
非集権化（deconcentration）を柱とする政治改革
が本格的に始動した。この改革は、国際援助機関か
らの圧力や国内の民主化要求に応える形で進められ
たが、同時に与党・カンボジア人民党の政治戦略と
も密接に関係していた。表面的には、地方分権化は
民主的政治制度の導入を通じて市民参加や説明責任
の強化を目指すものとされてきたが、実際にはこう
した制度改革が人民党の支配構造を再編・強化する
ための戦略的手段として機能してきた。

カ ン ボ ジ ア の 地 方 分 権 化 は、 民 主 的 分 権 化
（democratic decentralization） と 行 政 的 分 権 化
（administrative decentralization） の 2 つ の 概 念
が混在する形で進められてきた（Turner 2006；
Smoke 2003）。前者が地方レベルでの意思決定への
市民参加や民主的説明責任の強化を重視するのに対
し、後者は中央政府の機能の効率的な遂行を目的と
しており、両者の間には本質的な緊張関係が存在す
る。カンボジアの地方分権化改革は、民主的分権化
と行政的分権化の緊張関係が権威主義体制下でい
かに展開されるかを示す興味深い事例である（Un 
and So 2011；Eng and Ear 2016）。

カンボジアにおける地方分権化改革は、民主的政
治制度の導入にもかかわらず、なぜ権威主義的支配
の強化をもたらしたのか。これまでの研究は制度構
築の技術的側面に焦点を当てたものが多く（Rusten 
et al. 2004；Eng 2016）、政治的動機や権威主義体
制との関係について十分に検討されてこなかった。
この逆説的な現象を理解する鍵は、人民党が国際的
な民主化圧力に対応しつつ、地方分権化制度を巧み
に設計・運用することで、むしろ自らの支配構造を
制度的に強化してきた点にある。本稿は、この点を
検証するため、人民党が①選挙サイクルの構築、②
開発資源配分によるパトロン・クライアント関係の
制度化、③民主的外観による国際支援の確保とい
う 3 つの戦略を通じて支配を制度化したという仮説
を実証的に分析する。

本稿の構成は以下のとおりである。第 2 章で
は、2000 年代初頭における地方分権化改革の始
動期を扱い、2002 年の初のコミューン評議会選
挙と制度的基盤の整備を中心に論じる。第 3 章で
は、2008 年から 2020 年にかけての改革の制度化
を検討し、地方分権化・非集権化国家プログラム

（National Program for Sub-National Democratic 
Development: NP-SNDD）の実施と選挙サイクルに
よる支配メカニズムの確立に焦点を当てる。第 4 章
では、2013 年総選挙での人民党の苦戦を受けた地

カンボジアの地方分権化改革
－民主的制度を通じた権威主義の強化－

新潟国際情報大学 国際学部 教授　山田 裕史

本稿は、カンボジアにおける地方分権化改革が、民主的制度の導入にもかかわらず権威主義的支配の強化をもたら
した逆説を分析する。具体的には、2000年代以降の改革過程を検討し、与党・カンボジア人民党が国際的圧力に対
応しつつ、地方分権化を通じて支配構造を強化したメカニズムを解明する。分析の結果、人民党は、①直接・間接選
挙を組み合わせた選挙サイクルの構築、②開発資源配分によるパトロン・クライアント関係の制度化、③民主的外観
による国際支援の確保という戦略により、形式的には民主的正当性を確保しながら、実質的には一党支配を制度化し
たことが明らかになった。本稿は、権威主義体制下で民主的制度が支配強化のツールとなることを示し、地方分権化
支援には政治的文脈の分析が不可欠であることを示唆する。
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方分権化改革の政治的利用を分析する。第 5 章で
は、2017 年の最大野党の解党後に機能移転が加速
するという逆説的な展開を検討する。そして第 6 章
では、2023 年のフン・セン内閣からフン・マナエ
ト内閣への移行と地方分権化改革の継承について論
じる。

2　地方分権化改革の始動期（2000年代初頭）
（1）改革の背景－国際圧力と国内政治の交錯

カンボジアにおける地方分権化と非集権化の取
組みは、2001 年に制定されたコミューン行政管理
法によって本格的に始動した（Rusten et al. 2004）。
コミューンとは、カンボジアの最下層の地方行政
単位であり、1993 年憲法で規定された 3 層構造の
第 3 層にあたる。具体的には、1,378 行政区（khum）
と 274 地区（sangkat）の計 1,652 の行政単位を指し、
憲法に規定されていない村（phoum）が複数集まっ
て構成されている。この法律制定の背景には、1991
年のパリ和平協定以降、国連カンボジア暫定統治
機構（UNTAC）の管理下で実施された 1993 年の
制憲議会選挙を経て、民主化への国際的圧力が高
まっていたという文脈がある（Hughes 2003）。ま
た、1998 年の総選挙後、フン・セン首相率いる人
民党政権は政治的安定を確保するため、地方レベル
での統治改革を模索していた（Un 2013）。

ここで注目すべきは、この改革が国際的圧力への
対応という側面に加え、人民党が地方支配を再構築
するための戦略的手段として位置づけられていた点
である。人民党は 1979 年の政権掌握以来 1、民主集
中制に基づく党組織を中央から地方の末端まで建設
し、党組織と国家機関の人的一体化を通じて地方支
配を確立してきた（山田 2020）。同党は 1980 年代
末以降、ベトナム軍撤退後の権力基盤再構築の一環
として、地方レベルでの党組織強化を進めていた

（Gottesman 2003）。地方分権化改革は、こうした
地方支配戦略と国際ドナーの民主化支援アジェンダ
が複雑な形で結合した産物といえる（Hughes and 
Un 2011）。

（2）コミューン評議会選挙の導入
2002 年 2 月に実施された初のコミューン評議会

選挙は、現体制下で初めての地方選挙として大きな
意義を持った。この選挙では、全国 1,621 のコミュー
ンで評議会議員が選出された。選挙結果は人民党
が 61.16% の得票率で圧勝したが、連立与党のフン
シンペック党（21.92%）や野党サム・ランシー党

（16.72%）も一定の議席を獲得し、地方レベルでの
多党制の萌芽がみられた。

しかし、この時点での地方分権化は極めて限定的
であった。コミューン評議会の権限は、出生・死
亡証明書の発行、小規模な開発プロジェクトの実
施、紛争調停などに限られており、財源も中央政府
からの交付金に依存していた。コミューン・サン
カット基金に配分された国家予算の割合は、2002
年の設立時点で経常歳入の 1.5% に過ぎなかった

（NCDD 2024）。

（3）制度的基盤の整備
2001 年から 2008 年にかけて、地方分権化改革

の制度的基盤が段階的に整備された。2001 年には
コミューン行政管理法が制定され、2002 年にはコ
ミューン財政管理システムに関する政令が発布され
た。2006 年 8 月には地方分権化・非集権化管理国家
委員会（National Committee for the Management 
of Decentralization and Deconcentration Reform：
NCDD）が設立され、2008 年には首都・州・市・郡・
区行政管理法が制定された。

とくに 2008 年の法律は、コミューンより上位の
地方行政単位に評議会を設置することを定め、カン
ボジアの地方行政構造を大きく変革するものであっ
た。同法により、従来の任命制による地方行政から、
選挙により選出される評議会を中心とした新たな地
方統治システムへの移行が図られた。

3　改革の本格的展開と制度化（2008-2020年）
（1）�民主的地方開発国家委員会（NCDD）への再編

2008 年 12 月、カンボジア政府は従来の NCDD
を民主的地方開発国家委員会（National Committee 

1 　 1979年の政権掌握時の党名はカンプチア共産党であり、1981年にカンプチア人民革命党へ、1991年にカンボジア人民党へ改称
した。
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for Sub-National Democratic Development: NCDD）
へと再編し、より強力な推進体制を整えた。NCDD
は内務大臣を委員長、経済・財務大臣を副委員長と
する省庁横断的組織であり、地方分権化と非集権化
の政策立案と実施を主導する役割を担うこととなっ
た。

NCDD の評価報告書（NCDD 2024）によれば、
この組織再編は「民主的発展の原則に沿った地方行
政機構の再編」を目的としていたとされる。しかし、
実質的な権限や財源の移譲は限られており、改革は
中央政府、特に内務省の強い監督下に置かれていた

（Eng 2016）。これは、制度設計が形式的には分権
化を志向しながらも、実際には中央集権的な統制を
維持する構造となっていたことを意味する。

（2）階層的な地方行政構造の確立
1993 年制定の現行憲法は国土を 3 層に区割りす

る地方区分を規定しており、2008 年の首都・州・
市・郡・区行政管理法によって地方行政も 3 層構造
となった。

第 1 層は首都・州レベルで、プノンペン都と 24
州の計 25 の行政単位から構成される。各単位には
コミューン評議会議員による間接選挙によって選出
される首都・州評議会と、同評議会の行政執行機関
として知事会（kanak aphibal）が設置された。知
事会は、知事を長とし、副知事を含む複数の構成員
からなるが、これらの人事はすべて実質的に中央政
府（内務省）によって任命される。

第 2 層は市・郡・区レベルで、33 市、163 郡、14
区の計 210 の行政単位からなる。首都・州レベルと
同様に、これらの単位にも評議会と知事会が設置さ
れ、前者は間接選挙、後者は任命制となっている。

第3層はコミューン（行政区・地区）レベルで、1,378
行政区と 274 地区の計 1,652 の行政単位が存在する。
コミューン評議会は住民による直接選挙で選出さ
れ、5 年の任期を持ち、評議会議長がコミューン長
を兼任する。

この構造において重要なのは、各レベルに設置さ
れた評議会と知事会の二重構造である。制度上は、
評議会が住民の意思を反映する民主的な意思決定機
関とされ、知事会がその決定を執行する役割を担う
とされている。しかし実際には、予算執行、人事、

政策実施などの実権は知事会に集中しており、評議
会の権限は極めて限定的である。

このような制度設計は、地方行政において意思決
定と執行を形式的に分離する構造をとっているが、
実態としては中央政府による強い統制が維持されて
いる（Eng 2016）。つまり、地方自治の形式を取り
ながらも、実質的には中央集権的な支配が続いてい
るのである。

この構造は、人民党の政治的計算と、国際援助機
関が推進するグッド・ガバナンスの理念との間の微
妙な均衡を反映している。カンボジア政府は国際援
助への依存度が高く、外部からの制度改革要求に応
える必要がある一方で、人民党はこれらの制度を自
党の支配構造の維持・強化に活用してきた。

結果として、カンボジアの地方分権化改革は、表
面的には民主的政治制度を導入したが、実態として
は人民党による支配が制度の中に組み込まれてい
る。こうした体制は、近代的な制度を持ちながらも、
実際には政党や支配者の私的利益のために制度が運
用される新家産国家（neo-patrimonial state）と呼
ばれる政治体制の典型例である（Un 2019）。

（3）�国家プログラムNP-SNDD（2010-2020年）
の実施

2010 年 5 月、カンボジア政府は「地方分権化・
非集権化国家プログラム第 1 次（NP-SNDD1）を閣
議決定し、10 年間の包括的な改革計画を開始した。
このプログラムは、①地方行政機構の組織開発、②
人的資源管理システム、③機能移転、④財政分権化
と財務管理システム、⑤改革支援制度の 5 つの主要
分野で構成されていた（NCDD 2024）。

プ ロ グ ラ ム は 3 段 階 の 実 施 計 画 を 通 じ て 段
階 的 に 実 施 さ れ た。 第 1 次 3 カ 年 実 施 計 画

（IP3-I：2011-2014 年）では、必要な法的文書の準備、
首都・州・市・郡・区行政の構造再編と管理システ
ムの構築、地方行政職員の能力強化に重点が置かれ
た。この期間中に、地方行政の基本的な制度枠組み
が整備された。

第 2 次 3 カ年実施計画（IP3-II：2015-2017 年）で
は、IP3-I で確立された構造・システム・手続きを
通じた地方行政のパフォーマンス強化と、地方行政
への機能・資源移転の促進が図られた。しかし、実
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際の機能移転は計画より大幅に遅れ、多くの省庁が
権限移譲に消極的であった。

第 3 次 3 カ年実施計画（IP3-III：2018-2020 年）
では、地方行政の責任と自律性のさらなる促進・強
化が進められた。特に 2019 年には、市・郡・区レ
ベルの省庁出先機関を地方行政機構に統合する大規
模な改革が実施され、20 分野 55 機能が移転された

（NCDD 2024）。

（4）財政分権化の進展と限界
NP-SNDD 期間中の財政分権化は着実に進展し

た。地方行政の全体予算は 2010 年の約 1 億 1,874
万ドルから 2015 年の約 2 億 7,590 万ドル、そし
て 2020 年には約 8 億 3,231 万ドルへと約 7 倍に増
加した。とくにコミューンの予算は、2010 年の
約 3,714 万ドルから 2020 年には約 2 億 83 万ドルへ
と大幅に増加した（NCDD 2024）。

もっとも、これらの予算の大半は中央政府からの
財源移転に依存しており、地方独自の歳入は制度上
認められているものの、実際の運用は限定的であっ
た。首都・州レベルでは不動産税や車両税など 9 種
類の税収が法令により認められているが、市・郡・
区レベルとコミューンレベルには独自の税源は割り
当てられておらず、首都・州レベルからの税収分配

（4 〜 5％）および行政サービス手数料による非課税
収入に限られている。こうした構造のもと、地方自
治体が自らの裁量で安定的に歳入を確保する能力は
依然として限定的であり、真の財政的自律性の確立
には制度面・運用面の両面で課題が残されている

（NCDD 2024）。

（5）選挙サイクルによる支配メカニズムの確立
人民党は地方分権化改革を通じて、各種選挙を導

入する順序と選挙の制度（直接選挙か間接選挙か）
を巧妙に組み合わせて、自らの支配を強化する選挙
サイクルを構築した（山田 2024）。このシステムで
は、まずコミューン評議会選挙が住民による直接投
票で 5 年ごとに実施される。この選挙では、村長が
人民党の集票マシンとして機能し、開発プロジェク
トの配分を通じた票の買収も行われる。次に、首都・
州評議会選挙と市・郡・区評議会選挙がコミューン
評議会議員による間接投票で 5 年ごとに行われ、人

民党のコミューンレベルでの優位が自動的に上位レ
ベルに反映される仕組みとなっている。

このメカニズムにより、形式的には選挙を通じ
た民主的手続きを経ながら、実質的には一党支
配が永続化される構造が確立された。NCDD の
評価報告書は、1,425 人の調査対象者のうち 68%
が「地方行政機構の組織化が民主的発展を良好な
レベルで促進した」と評価したと報告しているが

（NCDD 2024）、この「民主的発展」の内実は慎重
に検討する必要がある。

4　�政党間競争の激化と改革の戦略的活用（2010
年代前半）

（1）�2012 年コミューン評議会選挙と 2013 年
総選挙

2012 年 6 月のコミューン評議会選挙では、人
民党が引き続き優位を保った。得票率は人民党
が 61.80%、サム・ランシー党が 20.84%、人権党
が 9.88%、フンシンペック党が 3.79% であった（山
田 2023）。人民党は前回 2007 年選挙（60.82%）か
ら微増し、引き続き 6 割を超える支持を維持し
た。一方、サム・ランシー党と人権党の合計得票率
は 30.72% に達し、都市部を中心に野党勢力が伸長
していることが明らかになった。

続く 2013 年 7 月の総選挙は、カンボジア政治の
転換点となった。サム・ランシー党と人権党が合流
して結成された救国党が 123 議席中 55 議席（得票
率 44.46%）を得て躍進したのである。一方、人民
党は前回 2008 年選挙の 90 議席から 68 議席（得票
率 48.83%）へと大きく後退した（山田 2023）。こ
の結果は、とくに若年層と都市部住民の間で人民党
への不満が高まっていることを示していた。

（2）人民党の対応－地方分権化改革の政治的利用
2013 年総選挙での苦戦を受けて、人民党は地方

分権化改革を自らの権力基盤強化のツールとしてよ
り積極的に活用するようになった。まず、開発資金
の増額と配分の政治化が進められた。コミューン・
サンカット基金は 2013 年の約 5,110 万ドルから急
速に増加し、2015 年には約 6,799 万ドル、2017 年
には約 9,385 万ドルに達した（NCDD 2024）。これ
らの資金は、形式的には地方開発のための予算である
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が、実際には人民党の支持基盤の強化に活用された。
また、地方開発プロジェクトは「党の贈り物」と

して演出された。政府予算や国際援助によるもので
あっても、道路建設、井戸掘削、学校建設などのプ
ロジェクトには、人民党のロゴと「ソムダチ・テー
チョー（Samdech Techo）2 フン・セン首相からの
贈り物」という看板が設置された。これにより、公
共事業があたかも人民党の恩恵であるかのような印
象が作り出された。

さらに、村長を通じた監視と動員のネットワーク
が強化された。村長はコミューン評議会によって選
出される公職であるが、実際には人民党の末端組織
として機能している。村長は住民の政治的動向を常
に監視し、選挙時には党の集票マシンとして動員さ
れる。村長は村の党員名簿を管理しているため、誰
が野党を支持しているかを把握している。

（3）社会的説明責任の導入と限界
こ の 時 期、 対 カ ン ボ ジ ア 援 助 供 与 国・ 機

関 の 支 援 に よ っ て「 社 会 的 説 明 責 任（Social 
Accountability）」の取組みが導入された。2013 年
から開始されたこのプログラムは、市民が地方行政
の予算執行や公共サービス提供をモニタリングし、
意見を述べる機会を提供することを目的としてい
た。

2020 年までに、社会的説明責任の取組みは 189
郡、1,545 コミューン、6,822 の小学校、1,236 の保
健センターで実施され、約 300 万人の市民が参加し
た（NCDD 2024）。しかし、これらの取り組みは人
民党の支配構造を脅かさない範囲でのみ許容され、
真の政治的説明責任にはつながらなかった。市民は
行政サービスの質について意見を述べることはでき
ても、権力構造そのものに異議を唱えることは困難
である。

5　�権威主義体制下での「改革」の深化（2010年
代後半）

（1）野党排除と一党支配への回帰（2017-2018年）
2017 年は、体制危機に直面した人民党政権が急

速に強権化した年である。6 月のコミューン評議会
選挙で人民党の得票率が 50.76% に低下し、救国党
が 43.83% の票を得て 2013 年総選挙に続いて躍進を
遂げた（山田 2023）。翌 2018 年総選挙での政権交
代が現実味を帯び始めたことに危機感を抱いた人民
党は、救国党の排除を決断した。まず 2017 年 9 月、
救国党のクム・ソカー党首を外国との通謀による国
家反逆の容疑で逮捕し、11 月には人民党が支配す
る最高裁判所が、救国党に解党および同党幹部 118
人に対して 5 年間の政治活動の禁止を命じた。この
決定により、救国党が保有していた国民議会の 55
議席、首都・州評議会の 86 議席、市・郡・区評議
会の 679 議席、コミューン評議会の 5,007 議席はす
べてはく奪され、人民党を中心とする他政党へ配分
された（山田 2024）。

こうして 2018 年 7 月の総選挙は、救国党不在の
なかで実施され、人民党が 76.85% の得票を得て
全 125 議席を独占した。一方、無効票は過去最高
の 8.55% に達し、第 2 党のフンシンペック党の得票
率 5.89% を上回った（山田 2023）。これは、救国党
支持者による抗議の表れと解釈できる。選挙監視団
体によると、多くの選挙人が投票用紙に「救国党」
と書いたり、複数の政党に印をつけたりして、意図
的に無効票を投じたという。

この選挙結果は、形式的には民主的選挙を維持し
ながら、実質的には政党間競争を排除するという人
民党の戦略が完成したことを意味する。野党の不在
により、選挙は政権の正当性を演出する儀式と化し
た。

（2）権力集中のための指揮系統一元化
興味深いことに、救国党が解党された後、地方へ

の機能移転が急速に進展した。NCDD の評価報告
書は、「多くの省庁が機能・資源移転の決定に消極
的であったが、政府高官、とくに首相からの強い要
請、強制、圧力があった場合にのみ重要な成果が達
成された」（NCDD 2024: 58）と率直に記している。
この記述は、野党による監視と批判がなくなったこ
とで、皮肉にも政府内部の抵抗を押し切って改革を

12　 市は郡級の行政級であり、現在は3カ所（ルアンパバーン県ルアンパバーン市、サワンナケート県カイソーン・ポムヴィハーン市、
チャンパーサック県パクセー市）しかない。

2 　 Samdech Techoは2007年に国王がフン・センに授与した名誉称号Samdech Akka Moha Sena Padei Techoの略称である。英語で
は"Lord Prime Minister and Supreme Military Commander"と訳されることが多い。
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進めることが可能になったことを示唆している。
2019 年 12 月、政府は省庁の地方出先機関を市・郡・

区行政に統合する大規模な改革を実施した。大臣会
議令（Anukret）第 182 号、183 号、184 号により、
教育・青少年・スポーツ分野の 15 機能、農業分野
の 8 機能、社会福祉分野の 6 機能、土地管理・都市
計画・建設分野の 5 機能、その他 15 分野の 21 機能、
合計 20 分野 55 機能が市・郡・区行政に移転された。
この改革により、約 8 万人の職員が地方行政の管理
下に移された（NCDD 2024）。

この大規模な機能移転は、表面的には地方自治の
強化のようにみえるが、実際には異なる政治的意図
が働いていた。第 1 に、野党不在の状況下で、人民
党は地方行政機構を完全に掌握しており、機能移転
は党の地方支配をより直接的かつ効率的にする効果
があった。第 2 に、この改革は人民党内の権力力学
に決定的な変化をもたらした。従来、各省庁は地方
出先機関を通じて独自の指揮命令系統と予算を維持
し、党内有力者である大臣たちの権力基盤となる縦
割り行政の弊害を生んでいた。省庁の地方出先機関
を、内務省の系統に属し首相が実質的な任命権を握
る知事の管理下へと統合することは、これらの縦割
り構造を解体し、地方における指揮命令系統を首相
のもとに一元化することを意味した。第 3 に、この
改革は国際援助機関に対して、カンボジアが地方分
権化を着実に進めているという印象を与え、政治的
弾圧への批判をかわす効果もあった。

したがって、この改革は、単に野党の不在が行政
改革を「容易」にしたというだけでなく、より戦略
的な意味合いを持つ。最大の政敵である救国党を排
除したことで、反対勢力に妨げられることなく、フ
ン・セン首相はこれまで機能移転に抵抗してきた各
省庁、ひいては党内有力者の権力基盤を切り崩し、
自らへの権力集中を完成させるための、極めて合理
的な権力集約の過程であったと結論づけられる。

（3）�ワン・ウィンドウ・サービスの導入と「業績
による正統性」の獲得

地方への機能移転と並行して、地方行政によ
る ワ ン・ ウ ィ ン ド ウ・ サ ー ビ ス（One Window 
Service Mechanism：OWSM）が本格的に導入され
た。2020 年までに 14 分野 1,200 種類以上の行政サー

ビスが地方行政を通じて提供されるようになった
（NCDD 2024）。これには、出生・死亡証明書、身
分証明書、土地登記、建築許可、営業許可など、市
民生活に不可欠なサービスが含まれる。

OWSM の導入により、従来は複数の省庁の出先
機関を回る必要があった手続きが、1 カ所で完結
するようになった。市民満足度調査では、回答者
の 95% が地方行政のパフォーマンスに満足してい
ると回答した。とくに、サービスの利便性（ワンス
トップで複数の手続きが可能）、処理の迅速性（従
来の半分以下の時間）、手数料の透明性（料金表の
明示）、職員の対応（親切で専門的）などが高く評
価された（NCDD 2024）。また、従来は頻繁に要求
されていた「非公式な手数料」（賄賂）も大幅に減
少したとされる。

しかし、この「成功」は複雑な政治的含意をもっ
ていた。市民は地方行政サービスの改善を人民党の

「功績」として認識し、政治的支配の問題とは切り
離して考える傾向があった。効率的な行政サービス
の提供が、権威主義的支配への不満を和らげる緩衝
材として機能したといえる。これは、シンガポール
など他の権威主義体制でもみられる「業績による正
当性」（Laothamatas 1997）の獲得戦略と共通する
特徴である。

人民党は、民主的正当性の欠如を、行政サービス
の質の向上によって補おうとした。市民にとって、
日常的に必要な行政サービスが改善されることは、
抽象的な民主主義の価値よりも直接的な利益として
認識される。この戦略は、とくに地方農村部におい
て効果的であった。農村部の住民にとって、遠くの
省庁まで出向く必要がなくなったことは、時間と費
用の大幅な節約を意味したからである。

さらに、OWSM を通じて徴収される手数料は、
地方行政にとって貴重な自主財源となった。これは
財政的自律性の観点からは限定的ではあるものの、
地方行政が独自に管理できる数少ない収入源として
機能した。しかし皮肉なことに、この財政的インセ
ンティブが、人民党支配下の地方行政をより効率的
なサービス提供者へと変貌させ、結果として権威主
義体制への支持を強化することにつながったのであ
る。
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6　フン・マナエト内閣の発足と地方分権化の新展開
（1）世襲的権力継承と地方統治の継続性

2022 年 6 月のコミューン評議会選挙は、2018 年
総選挙における人民党の全議席独占後、初めての直
接選挙であり、四分五裂の状態に陥った旧救国党
勢力がどの程度まで反人民党票を取り込めるかが
注目された。選挙結果は、人民党が 74.32% の得票
率で圧勝する一方で、旧救国党支持層の受け皿と
なったキャンドルライト党（2017 年にサム・ラン
シー党から改称）が 22.25% の票を得て善戦した（山
田 2023）。

長男フン・マナエト国軍副総司令官兼陸軍司令官
への安定的な権力世襲を目指すフン・セン首相に
とって、キャンドルライト党は最大の障害となった。
そのため人民党政権は、キャンドルライト党幹部の
逮捕や名誉棄損を理由にした多額の損害賠償請求な
どで同党への抑圧を強め、最終的には書類不備を理
由に 2023 年 7 月の総選挙から同党を排除した。

ライバル不在となった総選挙で、人民党は過去最
高の得票率 82.30% で 125 議席中 120 議席を獲得し
圧勝した。前回 2018 年総選挙より低下した無効票
率（5.36%）と、2000 年代以降の総選挙で最高とな
る 84.59% の投票率は、世襲を進めるうえでの正当
性を内外に示す結果となった（山田・新谷 2024）。
ここでフン・センは首相職の辞任を決断し、8 月に
フン・マナエトが首相に就任した。新内閣は各省庁
をつかさどる大臣 30 人の過半数を人民党高級幹部
の子どもや甥が占める、いわば「世襲内閣」である。
これは、閣僚ポストは子世代に移譲されたものの、
フン・センら親世代は党の最高指導部に留まり実権
を維持するという、巧妙な権力継承であった。

首相退任直後に国王の諮問機関である枢密院議長
に任命されたフン・センは、2024 年 4 月に上院議
長に就任したことにより、国王不在時に国家元首代
行として法律公布や高官人事に関する権限も掌握し
た。このように、一連の権力移譲は、フン・セン「体
制」をこれまで以上に盤石なものとして継続させる
ための戦略であった。

（2）�第 2次国家プログラムと地方分権化の新たな
方向性

フン・マナエト首相は就任演説で「改革の継続」

を約束したが、地方分権化改革についても基本的に
フン・セン前内閣の路線を踏襲している。新内閣は

「五角形戦略」を掲げ、その第 5 の柱として「地方
行政の効率性向上」を挙げているが、これは地方自
治の強化ではなく、中央による地方統制の効率化を
意味している。

2021 年から開始された第 2 次地方分権化・非集
権化国家プログラム（NP-SNDD2：2021-2030 年）は、
地方行政サービスの質の向上、デジタル化の推進、
気候変動への対応、ジェンダー平等の促進、地方
経済開発の強化を主要目標として掲げている。NP-
SNDD2 の予算規模は前期プログラムを大幅に上回
り、10 年間で総額 20 億ドル以上が計画されている。

しかし、これらの目標は基本的に NP-SNDD1 の
延長線上にあり、地方自治の本質的な強化にはつな
がっていない。デジタル化は表面的には行政サービ
スの効率化を目指しているが、実際には中央による
地方の監視を強化する可能性がある。すべての行政
手続きがデジタル化されることで、中央政府は地方
の動向をリアルタイムで把握できるようになる。た
とえば、「コミューン・データベース」と呼ばれる
システムでは、各コミューンの人口動態、経済活動、
開発プロジェクトの進捗などがリアルタイムで中央
に報告される仕組みとなっている。

2025 年現在、カンボジアの地方分権化改革は
制度的には大きな成果を上げている。1 都・24
州、210 の市・郡・区、1,652 のコミューンに評議
会が設置され、10 万人以上の職員が地方行政管理
下に移管された。年間予算は 8 億ドル以上が地方行
政に配分され、1,200 種類以上の行政サービスが地
方で提供されている。

しかし、政治的現実は異なる様相を呈している。
人民党が全レベルの地方評議会を支配し、野党の実
質的な活動は制限されている。市民社会組織の活動
空間は縮小し、メディアの自由も制約されている。
NCDD の評価報告書はこれらの制度的成果を「民
主的発展」の証として提示しているが、実際には権
威主義的支配を強化する装置として機能している側
面が強い。

7　おわりに
本稿の分析により、カンボジアの地方分権化改革

90 都市とガバナンス Vol.44

各国の都市・地方自治制度と施策

p84-92_都市地方自治制度と施策_山田.indd   90p84-92_都市地方自治制度と施策_山田.indd   90 2025/09/18   10:23:372025/09/18   10:23:37



が民主的制度の導入にもかかわらず、権威主義的支
配を強化するという逆説的な結果をもたらしたメカ
ニズムが明らかになった。

第 1 に、人民党は直接選挙（コミューン評議会）
と間接選挙（首都・州評議会および市・郡・区評議
会）を組み合わせた巧妙な選挙サイクルを構築した。
このシステムは、形式的には民主的正統性を確保し
ながら、実質的には一党支配を制度化することに成
功した。

第 2 に、地方開発資源の配分を通じて、伝統的な
パトロン・クライアント関係が近代的な行政制度の
中に組み込まれた。開発プロジェクトは「党の贈り
物」として提示され、市民の政治的忠誠と経済的利
益が結びつく構造が確立された。政府予算による公
共事業も人民党の恩恵として演出され、市民は行政
サービスの改善と引き換えに政治的支配を受け入れ
る構造が作り出された。

第 3 に、民主的な地方自治制度の外観を整えるこ
とで、対カンボジア援助供与国・機関からの開発援
助を確保し続けた。2017 年以降の独裁強化にもか
かわらず、地方分権化を「技術的」な行政改革とし
て位置づけることで一定の国際支援を維持し、中国
からの援助増加により西側諸国からの民主化圧力へ
の耐性も強まった。

カンボジアの事例は、地方分権化が必ずしも民主
化につながらないことを示している。権威主義体制
下では、民主的政治制度が支配の正当化と強化の
ツールとして利用される可能性がある。カンボジア
ではむしろ、民主的政治制度が権威主義的支配を隠
蔽し、正当化する装置として機能している。

対カンボジア援助供与国・機関にとっての教訓は
明確である。地方分権化支援においては、制度構築
の技術的側面だけでなく政治的文脈の分析が不可欠
であり、市民満足度などの表面的指標ではなく実質
的な権力関係の評価が必要となる。真の地方自治に
は政治的競争と市民社会の自由が前提条件であるこ
とを認識すべきだろう。

カンボジアの地方分権化改革は、形式的には大き
な成功を収めたが、実質的には権威主義の強化をも
たらした。この逆説は、制度改革の複雑さと権威主
義体制の適応能力の高さを示す。民主的政治制度の
導入が必ずしも民主化をもたらすわけではなく、文

脈に応じた慎重なアプローチが必要であることを、
カンボジアの経験は示唆している。
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１　はじめに
ミャンマーの地方制度は、ミャンマー連邦共和国

という「連邦」を冠したその国名とは裏腹に、実態
上は中央集権的なものであり続けてきた。ミャン
マーは、135 以上の民族集団からなる多民族国家で
あるため、地方制度は単なる行政の枠組みにとどま
らず、民族間関係と国民統合にも深く関わってきた。
また、地方制度の変遷は、軍政、民主化、国軍クー
デターといった国の政治体制の変遷とも連動してい
る。これらの要素が複雑に絡み合う中で、ミャンマー
における地方制度は、中央集権的特徴を維持しつつ
も、常に中央集権と地方分権のせめぎ合いに晒され
てきたといえる。

2021 年のクーデター後のミャンマーは、国軍に
よる実効支配に対する国民の抵抗、民主派勢力や少
数民族武装勢力による継続的かつ激しい抵抗と武力
闘争の激化、国土に対する実効支配の分断化という、
かつてないほどの政治的混迷の渦中にある。本稿で
は、ミャンマーにおける地方制度の歴史的変遷をふ
まえ、現行憲法下の制度構造、2021 年国軍クーデ
ター以降の変化、そして新たに出現している草の根

レベルでの地方ガバナンスの動向を紹介する。

２　�ミャンマーにおける地方制度の歴史的変遷：少
数民族地域の分離独立への警戒と中央集権化

ミャンマーの地方制度は、1948 年のイギリス植
民地支配からの独立から現在に至るまで、国家統合
と民族自治、軍事独裁と民主化という、相反する力
学が交錯する場となっている。これらの力学は、中
央集権と地方分権の「せめぎ合い」または「綱引
き」ともいえる形で地方制度の在り方に反映されて
きた。本章では、地方制度の変遷の歴史を概観する
ことを通じて、ミャンマーの特徴的な地方制度がど
のように形成されてきたのかを整理する。

（1）�独立から議会制民主主義期：1947年憲法下
の中央集権的統治、官僚制の弱体化

イギリス植民地統治下のビルマ（現ミャンマー）
では、人口が集中する平野部に管区ビルマという名
称の行政区域が設定され、高等文官制度 1 に基づく
中央集権的官僚統治が導入された（他方、山岳地帯
を中心とする辺境地域では間接統治を採用）。日本

ミャンマーの地方制度の変遷と現在
－国家統合と民族自治、軍政と民主化の

せめぎ合いを反映する地方分権－
静岡県立大学 国際関係学部 講師　荒井 真希子

本稿は、ミャンマーにおける地方制度の歴史的変遷と現状を概観し、国家統合と民族自治、軍政と民主化が交錯す
る複雑な制度構造を明らかにするものである。ミャンマーの地方制度は、常に中央集権的特徴を維持しつつも、独立
時の1947年憲法下での連邦制導入から始まり、1962年以降の軍政による極度の中央集権化、2008年憲法によ
る分権化の試み、そして2021年国軍クーデター後の制度的揺り戻しと軍による統制強化まで、政治的激動と密接に
連動してきた。また、クーデター後に新たに台頭しつつある、国民統一政府（NUG）や少数民族武装勢力による草の
根の地方統治の実践は、国家制度の枠を超えた新たなガバナンスの可能性を示している。

1 　 イギリスはインドの植民地統治において、ごく少数のエリート官僚であるインド高等文官（ICS）をその中核に配置する制度を
導入した。この高等文官制度は1886年以降英領インド帝国の一州に組み入れられたビルマにも適用され、管区ビルマにおける行
政の中核を担った（根本 2010）。
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占領期とイギリス統治への一時的復帰を経て 1948
年に独立を達成すると、ビルマでは高等文官制度は
廃止されたが、その後も 1962 年の軍事クーデター
まで英領植民地期の地方行政モデルが基本的に継承
された。

独立時の憲法である 1947 年憲法は、連邦制の下
での議会制民主主義を採用し、英領期に別枠で統治
されていた山岳地帯の主要少数民族地域に一定の自
治権を認めた。特にシャン州やカチン州には「（連
邦からの）分離の権利」が憲法上明記されていたが

（201 条）、実際には中央政府が予算・軍事・外交を
掌握し、州政府の権限は限定的であった。地方行政
官は中央から任命され、地方議会の権限も形式的で
あった。

さらに、この時期には、ビルマ共産党とカレン民
族同盟（KNU）が展開した武装闘争にくわえ、中
国革命で敗退した中華民国軍（国府軍）の侵入が重
なった。このような内乱の続く状況の中で独立後の
官僚制は弱体化し、一般公務員の腐敗も進んだ結果、
官僚制度全体の劣化が進行した（根本 2020）。こう
して 1947 年憲法が掲げた連邦制の理念は実現され
ないまま、1962 年の国軍クーデターを迎えるに至っ
た。

（2）�1962年クーデターからビルマ式社会主義期：
文民官僚機構の破壊と極度の中央集権化

その後のビルマ式社会主義期（1962 年～ 1988 年）
には、地方制度は大きく変容した。1962 年、ビル
マ国軍はクーデターによって議会制民主主義体制を
倒し、ネーウィン大将を議長とする革命評議会が全
権を掌握した。ネーウィンはビルマ社会主義計画
党（BSPP）を結成し、国軍の武力を土台にした一
党独裁体制を確立する。1947 年憲法と議会は廃止
され、「ビルマ式社会主義」の名の下に極度の中央
集権化が推し進められた（根本 2020）。ネーウィン
は、1962 年に発表した政策声明「ビルマ式社会主
義への道」において、社会主義のためには官僚機構
が障碍となっているため「官僚機構を破壊」すると

いう目標を掲げ、これを推し進めた（中西 2009）。
1974 年に社会主義的色彩を明確にした新憲法

（1974 年憲法）が施行されると、廃止された地方
行政機構に代わり、人民評議会（Peopleʼs Council）
が導入され、地方行政は軍と党（BSPP）と中央政
府により一元的に管理された。人民評議会は、中央
から村に至るまで各地方レベルに設置され、党の方
針に基づく計画経済と行政運営を担った 2。さらに、
少数民族武装勢力との衝突が激化すると、人民評議
会は軍事的統制の手段としての色彩を一層強めて
いった。

この時代のもうひとつの特徴として、独立以降弱
体化していた官僚機構がさらに軍の強い影響下に置
かれたことが挙げられる。ネーウィンは国軍幹部を
各省の大臣官房に天下りさせ、各省の大臣、副大臣、
局長ポストにはほぼ例外なく軍人が退役した上で就
任した（根本 2020）。同時期の東南アジアの開発体
制下においては文民官僚の政治過程上の役割が増大
したのとは対照的に、ビルマでは文民官僚が急速に
影響力を失っていった（中西 2009）。

極度の中央集権化が行われたことに加え、官僚全
般が軍に抵抗する基礎が失われたことは、その後の
ミャンマーの行政制度全般及び地方制度に対して大
きな影響を残すこととなった。

（3）�1988年クーデターから軍政期：憲法不在の
23年間

1988 年に多くの国民が参加した民主化運動が全
土で展開されると、国軍は軍事クーデターで運動を
鎮圧した。これにより 1974 年憲法は廃止され、地
方制度は完全に軍政の下に置かれた。

このクーデター以降、国家法秩序回復評議会
（SLORC）、次いで国家平和発展評議会（SPDC）に
よる軍事政権が続き、地方制度も大きく再編され
た。第一に、中央集権化のさらなる強化が行われ
た。1974 年憲法の廃止とともに地方制度は憲法上
の根拠を失い、軍政による命令統治体制に移行し
た。地方統治機構（管区域及び州）には軍人または

2 　 1974年憲法は、人民評議会は 原則としてBSPP党員を中心とした代表者により構成されると定め（11条、96条）、人民評議会に
対して地方計画の策定、行政執行、住民動員、経済・社会開発の推進、公共秩序の維持等の権限を付与した（97条～ 102条）。地
域の実情に応じた施策を実施する責任も規定されたが（103条）、地域の実状や住民の意思反映よりも中央の指令命令の実行が重
視された。
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元軍人がトップとして任命され、中央の指令を実行
した。第二に、官僚統治への回帰と内務省総務局

（General Affairs Department: GAD）を通じた中央
一元的管理が行われた。1974 年憲法下の人民評議
会制度は廃止され、地方行政は内務省傘下の GAD
が担い、郡レベルまで中央の官僚が配置された。こ
こで導入され確立した、GAD を通じた地方に対す
る中央からの一元的管理は、後述するとおり、短期
間かつ限定的な制度変更の後現在まで継承され、現
在に至るまでミャンマーの地方制度を大きく特徴づ
けている（図 1 参照）。第三に、町区・村落区レベ
ルの統治を通じた住民の監視の強化が行われた。区
長（Ward Administrator）及び村長（Village Tract 
Administrator）は内務省による任命制に変更され、
住民による選出制度は廃止された。区長や村長は軍
政当局の命令に従い、地域住民の動向を把握して報
告する役割を担った 3。この制度もまた、後述のと
おり、現在の改正町区・村落区行政法下での住民監
視・通報制度に引き継がれている（「4　2021 年クー
デター後から現在：国軍による全権掌握と地方制度」
参照）。

（4）�民政移管から民主化移行期：2008年憲法下
での地方議会導入、NLD政権によるGAD移
管

1988 年から続いた軍事政権は、国軍の政治に対
する絶大な影響力を担保する新憲法の制定 4 を行っ
た。これは国軍統治の「総仕上げ」といえるもの
で、2008 年に施行されたため一般に 2008 年憲法（現
行の憲法）と呼ばれる。地方制度に関する同憲法上
の特徴については章をあらためて述べるが、ここで
は、2011 年から 2020 年までのテインセイン政権お
よび NLD 政権下での地方制度の運用について整理
する。

2011 年、同憲法に基づく軍主導の民政移管が実
施され、テインセインを大統領とする政権が発足し

た。テインセイン政権下では、2008 年憲法に基づ
き、実に半世紀ぶりに地方議会が導入された。また、
地方行政の実務は、1988 年からの軍事政権におい
て運用されていた、内務省傘下の GAD が一元管理
を行う中央集権体制が維持された（図 1）。軍政期
同様、郡レベルにまで GAD 職員が常駐し、出生登
録・土地管理・徴税などを担当した。町区・村落区
レベルの行政官（区長 Ward Administrator 及び村
長 Village Tract Administrator）は住民投票で選出
されるが、任命権は中央にあった。

この構造により、地方政府の裁量は極めて限定的
となり、実質的には中央集権的色彩を強く反映して
いた（Asia Foundation 2014）。GAD は、いわば、
中央集権的統治制度における「毛細血管」のような
存在であった。

2015 年の画期的な総選挙での圧勝を経て 2016 年
にアウンサンスーチー率いる国民民主連盟（NLD）
政権が誕生すると、ミャンマーは 2008 年憲法の強
い制約を受けながらも、約 60 年ぶりに議会制民主
主義国家としての歩みを再開した。NLD 政権は基
本的にテインセイン政権下での地方制度を継承した
が、NLD 政権下での地方制度に関する重要な改革
に、地方政府への文民の登用 5 及び GAD の文民管
理下への移管があった。これらを通じて、NLD 政
権は、地方行政における文民統制の強化と地方分権
化を推し進めようとした。

特 に、GAD の 移 管 は 注 目 さ れ た 改 革 で あ っ
た。2018 年 12 月、NLD 政 権 は、GAD を 現 役 軍
人が大臣を務めることとなっている内務省 6 から
分離し、文民が大臣を務める連邦内閣府省へと移
管した。この移管は、2011 年以降の民主化移行
期における最も重要な行政改革として注目を集め

（Arnold 2019）、NLD 政権による地方分権及び民主
化の推進に向けた象徴的な改革と評されていた。

3 　 区長及び村長は、 宿泊者の記録、住民台帳の管理、不審者の通報の義務を負い、住民に対する監視体制の最前線に立つ存在であっ
た。これらの義務を怠った場合には処罰や解任の対象となることもあり、制度的な圧力の中で運用されていた（筆者によるミャ
ンマー出身者へのインタビューによる）。

4 　 国軍の政治に対する絶大な影響力保持を担保した2008年憲法上の制度については、根本（2020）pp.254-255に詳しい。
5 　 NLD政権発足時の2016年の人事では、すべての管区域・州でNLD議員が首相に任命された。
6 　 憲法232条により、内務大臣、国防大臣、国境担当大臣の3ポストに関しては大統領に任命権がなく、国軍最高司令官が任命権限

を有する。
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（5）�2021年国軍クーデターから現在：国軍によ
る全権掌握と地方制度の揺り戻し、並行政府
NUGとの二重統治

2021 年 2 月 1 日、ミャンマー国軍は、2020 年総
選挙の不正を理由に、アウンサンスーチー国家顧問、
ウィンミン大統領を含む NLD 幹部らを拘束した後、
憲法 417 条及び 418 条に基づく国家非常事態宣言を
発出し、ミンアウンフライン国軍総司令官に行政・
立法・司法の全権を集中させた。ミャンマーの歴史
上 3 度目となる国軍によるクーデターであった。そ

の後、国軍は最高統治機関としてミンアウンフラ
イン総司令官を議長とする国家行政評議会（State 
Administration Council: SAC）を発足させ、国軍に
よる統治を開始した。その後、軍政は、暫定政府の
設立とミンアウンフラインの同政府首相就任を経
て、2025年7月31日、SACに変わる統治機構として、
新たに国家安全保障・平和委員会（State Security 
and Peace Commission）を設置するに至っている。

このような軍政の動きに対して、2020 年総選挙
で選出された NLD 議員や民主化活動家らを中心と

図 1　総務局（GAD）の組織構造

出典：�The Asian Foundation（2018）p.20 の図を元に筆者が和訳して編集
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した民主化勢力は、クーデター直後の 2021 年 4 月、
国民統一政府（National Unity Government：NUG）
を発足させた。NUG の名目上のトップには、NLD
政権同様にウィンミン大統領とアウンサンスーチー
国家顧問がすえられたが、2 人は依然軍の拘束下に
ある。2 人に次ぐ最高位として、副大統領にはカチ
ン民族の社会活動家であるドゥーワーラシーラが就
任し、現在まで大統領臨時代理の地位についてい
る。NUG 閣僚の多くは国外に避難したり、国軍支
配の及ばない少数民族武装勢力の支配地域に身を隠
したりしているといわれ、閣議を含む諸会議や情報
発信はオンラインで実施されている。このように、
NUG は、実体的な統治というよりもむしろ反軍政
と民主化を推進する運動の象徴という側面が強い。
NUG の発足以来、軍政と NUG は、統治の正統性
を争っており、ミャンマーには二重政府状態が出現
している。

2021 年のクーデター以降、ミャンマーの地方制
度は、憲法上の制度と運用実態の乖離、軍事政権と
並行政府 NUG による二重統治、GAD を通した中
央集権化への揺り戻しなどの影響を受け、大きく動
揺している。これらについては節をあらためて詳述
する。

３　現行憲法下の地方制度の主な特徴
前述のテインセイン政権期（2011 年～ 2015 年）

から NLD 政権期（2016 年～ 2020 年）に至るまで
の約 10 年間の民主化移行期の統治は、いずれもそ
の基礎を 2008 年憲法に置いていた。また、2021 年
クーデター後の現在においても、軍政は一貫して同
憲法の維持を主張している。したがって、現在のミャ
ンマーの地方制度の特徴を分析するにあたっては、
制度上は、まず 2008 年憲法の規定を見る必要があ
る。

そこで、本章では、同憲法における地方制度の主
な特徴について概観することとする。同憲法は、地
方行政制度の観点からは、軍政期に運用されていた
制度をほぼ成文化した内容であると言える。他方
で、立法府に着目すると、同憲法では半世紀ぶりに
選挙で選ばれた議員を含む地方議会の設置が定めら
れ、中央集権の度合いが弱められたといわれる（長
田 2016）。以下、具体的に述べる。

（1）多層的な行政区分と民族構成に基づく区分統治
2008 年憲法では、ミャンマーの地方行政制度と

して、基本的には、上位・広域から順に、管区域・
州－県－郡－町区・村落区の 4 階層制がとられてい
る（51 条、図 2 参照）。

第 1 層は、管区域（Region）及び州（State）と
直轄地（Union Territory）である（49 条）。管区域
と州とは、民族構成に基づき区分されており、いず
れも 7 つずつ設置されている。管区域は、多数民族
であるビルマ民族が多く居住する地方に位置してお
り、ザガイン、タニンダーイー、バゴー、マグウェー、
マンダレー、ヤンゴン、エーヤーワディーの 7 つが
ある。州は、少数民族が多く居住する地方に位置し、
カチン、カヤー、カイン、チン、モン、ヤカイン、シャ
ンの 7 つである。憲法上、これら 7 つの管区域と 7
つの州は同格と定められている（9 条）。管区域と
州にはそれぞれの議会と政府が設置され、制度上は
一定の自治権が認められている（憲法の付表 2 条参
照）。連邦直轄区は、首都のネーピードーのみであ
り、大統領により任命される評議会が管轄する（285
条）。

第 2 層は県（District）、第 3 層は郡（Township）
である。郡は、全国に 330 あり、徴税、出生登録な
どの多くの行政手続や行政サービス提供の実務を担
う基礎的な行政単位となっている。第 4 層の町区・
村落区は最小の行政単位である。

第 1 層の管区域と州の区分統治に象徴されるミャ
ンマーの地方制度設計は、後述する自治地区・自治
地域制度と並んで、民族間の緊張緩和と政治的包摂
を目的としているとされるが、実効性には疑問が残
るとも指摘されている。

（2）自治制度とその限定性
さらに、2008 年憲法には、特定の民族に対して

一定の自治権を認める自治地区（Self-Administered 
Division）及び自治地域（Self-Administered Zone）
が定められている（49 条）。自治地区としては、ワ
の 1 つ、自治地域としてナガ、ダヌ、パオ、パラウン、
コーカンの5つが定められている（56条及び付表1）。
このうち、ザガイン管区に属するナガ自治地域を除
き、残りの 5 つはいずれもシャン州内に位置する。

56 条は、具体的に設置される自治地区・自治地
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域の名称と構成を規定し、275 条及び 276 条は、各
自治地区・自治地域における指導組織（Leading 
Body）の設置と権限を規定している。指導組織に
は、一定の立法権と行政権（予算計画の策定、開発
計画の策定と実施、管区域・州議会から委任のあっ
た事項の実施）が付与されている。また、指導組織
は、郡選出議員と軍人代表から構成される混合体で
ある。

自治地区及び自治地域の制度は、中央政府との連
携を保ちつつ、民族自治を実現する枠組みとなって
いるともいえる。しかし、見方を変えれば、権限の
対象事項が限定的である点にくわえ、管区域・州政
府との調整の義務が定められている点からもわかる
ように、自治の程度を限定的にとどめる中央集権的
統制の意図を反映した制度ともいえる。また、指導
組織の構成員には国軍最高司令官の指名する軍人が
含まれる必要があり、国軍による介入が制度的に担

保されている点にも特徴がある。この制度設計は、
ミャンマーの抱える、民族自治の理念と国家統合の
現実との間にある緊張を反映しているともいえよ
う。

（3）�地方議会の設置と軍人枠を通した国軍の立法
関与

2008 年憲法は、半世紀ぶりに地方議会（管区域・
州議会、State/Region Hluttaw）を導入した（161 条）。
地方議会には、連邦レベルの議会同様、議席数に対
する軍人枠 25% が憲法で定められており（161 条）、
国軍による制度的影響力が保持されている。この制
度は、議会の独立性を制限し、地方政策の自由度を
低下させていると言われる。2008 年憲法のこの設
計思想は、連邦議会に対してと同様に 7、軍の政治
的役割を制度的に保障していることを示し、また、
依然として、政策への地域住民の意向の反映や地方

図 2　地方行政制度の階層

管区域・州（各7）
管区域：ザガイン、タニンダーイー、バゴー、マグウェー、マンダレー、ヤンゴン、エーヤーワディー

州：カチン、カヤー、カイン、チン、モン、ヤカイン、シャン

ミャンマー連邦共和国

連邦直轄地（1）
ネーピードー

自治地域（5）
ナガ、ダヌ、パオ、
パラウン、コーカン

自治地区（1）
ワ

郡（330）

町区・村落区

県（74）

出典：長田（2016）を元に筆者作成

7 　 連邦議会の両院の議員数に関する25％の軍人枠は、141条に規定されている。
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政府の裁量という点で大きな制約が残されている。
ただし、2021 年クーデターにより立法権が国軍

に掌握されたため、現在に至るまでそもそも地方議
会自体が停止され、軍政は通知や命令による立法行
為を行っている。このように、現在の軍政下のミャ
ンマーでは、地方議会を含めた立法府に関する憲法
上の規定と運用実態に乖離が生じている状況にあ
る。この点については節をあらためて述べる。

４　�2021年クーデター後から現在：国軍による
全権掌握と地方制度

前述のとおり、2021 年の国軍クーデター後のミャ
ンマーは、軍政による統治と、その正統性を認めな
い並行政府である国民統一政府（NUG）による二
重政府の状態にある。クーデター政権による統治の
正統性はもとより、クーデター以降の国軍の挙動に
対しては国際社会からも多くの批判がなされている
が 8、本稿では、地方制度に直接的に深く関連する
部分に焦点を合わせて整理することとする。

（1）国軍による立法権掌握：地方議会の停止
2021 年 2 月のクーデターにより、連邦議会・地

方議会はすべて停止され、立法権は軍政（SAC）に
移管された。SAC は命令・通達によって統治を行っ
ており、憲法上は地方議会（管区域・州議会）の立
法管轄事項となっている事項（2008 年憲法付表 2
及び 2015 年憲法改正法参照）についても、SAC が
命令・通達により立法することが可能となっている。
これにより、テインセイン政権期に約 60 年ぶりに
再開された、選挙により選出された議員による地方
議会は、10 年足らずで姿を消すこととなった。

（2）�中央集権的行政への揺り戻し：人事の置き替
え、GADの内務省回帰、統制強化

NLD 政権下では、前述のとおり文民による行政
運営が試みられていたが、クーデター後は SAC が

地方行政官の任命権を掌握し、軍人出身者が行政の
主要ポストに再配置された。地方首長も同様に軍系
の人物に置き換えられた。

また、住民に対する監視が強化された。クー
デターからわずか 13 日後の 2021 年 2 月 13 日に
は、町区・村落区行政法（Ward or Village-Tract 
Administration Law）の改正により、宿泊者の報告
義務、住民登録の厳格化などが導入された（17 条）9。
これに反した場合には最大 7 日間の拘禁を科すこと
ができる旨の規定があり（27 条）、住民に対する監
視と統制が強化された。これは、前述の 1988 年以
降の軍事政権を特徴づけた行政運用への回帰であ
り、またそれに対する法的裏付けの付与を意図した
ものであったと思われる。

さらに、GAD を中心とした地方行政の運用構造
も中央集権的に再編された。国軍は、クーデター
からわずか 3 か月後の 2021 年 5 月、地方行政の中
核である GAD を連邦内閣府省から再び内務省の管
轄下に戻し、軍による中央集権的統制を強化した。
GAD は、前述のとおり郡レベルまで展開する官僚
機構であり（図 1 参照）、住民登録、土地管理、地
方予算の執行などを担う。

以上のとおり、地方行政は再び中央集権的な構造
に回帰し、国軍の命令系統に組み込まれた。これに
より、NLD 政権下で進められていた地方分権と民
主化の試みは停止され、軍政による中央集権的な地
方統治への回帰となった。

（3）国軍支配地域における行政サービス断絶
以上のように軍政による統制強化が進められる一

方で、国軍支配地域では、行政サービスの断絶が深
刻化している。軍政に抵抗する市民による市民的不
服 従 運 動（Civil Disobedience Movement：CDM）
により多数の公務員が職務を放棄した結果、学校や
病院の閉鎖が相次ぎ、出生や死亡の登録、土地登記、
旅券の発行などの基本的な行政手続も滞っている。

8 　 例えば、日本政府は主に、①暴力の即時停止と被拘束者の解放、②民主的な政治体制の早期回復、③人道状況の改善の3つの項
目を重視する声明を発表している。これらの項目は、クーデター以降のミャンマー情勢に対する日本政府の基本的な立場を示し
ている。外務省ホームページ「ミャンマーにおける多数の市民の死傷について（外務大臣談話）」（https://www.mofa.go.jp/
mofaj/press/danwa/page6_000537.html）を参照（最終閲覧日：2025年8月5日）。

9 　 法改正を伴った制度変更であったという意味では「導入」であるが、実質的には1988年以降の軍事政権期に運用されていた同様
の制度の復活であった。なお、この例に見られるように、現在の軍政は自らの行為の法的正当化を重要視しているように映る。
この点は、過去の軍政との興味深い差異であるといえる。現軍政の法一般に対するスタンスについては、長田（2021）及び伊野
（2023）が参考になる。
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特に、農村部では、教育機会の喪失や医療アクセス
の低下が住民生活に直接的な影響を与えている。

国軍は軍医や軍の選定した教員を派遣するなどの
対応を試みているが、住民の信頼は低く、サービス
の質も限定的であるといわれる 10。また、治安維持
を名目に軍事作戦が頻繁に行われており、住民の避
難や地域の分断が進んでいる。行政機能の空白を埋
めるために、地域住民が自発的に教育や医療の提供
を試みる事例もあるが、制度的な支援がないため継
続性に乏しいと指摘されている。

（4）並行政府NUGによる地方行政の代替
2020 年総選挙で選出された NLD 議員や民主化活

動家などによって構成された国民統一政府（NUG）
は、独自の行政機構を構築し、教育・保健・治安
などの分野で代替的なサービス提供を試みてい
る。NUG の活動は、主にオンラインで行われて
いるが 11、一部の地域においては、NUG が物理的
な地方統治を行っている例が報告されており、実
質的な地方制度の二重構造が生まれている。例え
ば、ザガイン管区及びマグウェー管区の一部では、
NUG の下部組織が徴税、法的紛争解決、教育や保
健サービスの提供を行っていると報告されている

（Thawnghmung and South 2025）。
このように、NUG は国際社会に対して正統政府

としての承認を求めつつ、国内の一部では独自の
行政機構の運営を試みている。なお、NUG による
と 12、NUG 内に People’ s Administration Team が

「支配地域における権力の空白を埋める（mitigate 
power vacuums in controlled areas）」 役 割 を 担
う べ く 創 設 さ れ、 ま た、The Federal and State 
Coordination Commission が連邦と地方のコーディ
ネーションを行うとされる。しかしながら、これら
の下部組織に関する情報は少なく、オンラインを中
心に活動を展開する NUG の体制上の限界に鑑みれ
ば、現時点ではその活動や機能は限定的であると思

われる。

５　�地方ガバナンスに関する新たな動き：反軍勢力
による草の根の実践

最後に、クーデター後のミャンマーの地方ガバナ
ンスにおける新しい動きとして、国軍支配地域外で
広がりつつある多様な草の根の取り組みを紹介した
い。

クーデター以来、軍政の統治力は低下傾向にあ
り、特に 2023 年 10 月のいわゆる「1027 軍事作戦」
以降、複数の地域において国軍の実効支配が大きく
後退している。2025 年 4 月に発刊されたレポート

「革命的政権：クーデター後のミャンマーにおける
新興のガバナンス（原題：Revolutionary Regimes: 
Emerging Forms of Governance in Post-Coup 
Myanmar）」（Thawnghmung and South 2025）は、
このような分断された実効支配の中で出現しつつあ
る地方ガバナンスの具体的な事例を、新しい統治形
態として分類し分析している。

本レポートによれば、少数民族武装勢力（Ethnic 
Armed Organization: EAO）を中心とした勢力は、
単なる軍事的抵抗にとどまらず、各 EAO の支配
地域における経済・行政・社会サービスの提供を
通じて「統治者」としての役割を担い始めている。
本レポートは、 クーデター後、既存の EAO に加
え、2020 年総選挙で選出された議員、若者、女性、
市民社会など幅広いアクターが参加する「春の革
命」と称される民主化運動の中で、複数の統治形態
が誕生したと述べる。このような統治モデルは、連
邦レベルの取組みから郡、村落区レベルに至るまで
多岐にわたっており、以下の 5 類型に分類できると
する。すなわち、① EAO による直接統治（特定の
民族集団を基盤とする一党制的統治）、②地域ベー
スの新興統治（地域内の多様な少数民族を幅広く包
含した包摂的統治）、③移行型統治（①から②への
過渡的な統治形態）、④非 EAO 地域における抵抗

10　 最大都市ヤンゴンの公立小学校では、教員経験を有しない、軍人の妻などが教師として派遣されている例があるという（筆者に
よるミャンマー出身者に対するインタビューより）。

11　 NUGの閣議や会議はオンラインツールにより実施され、情報発信やサービス提供の多くは公式ウェブサイト上で行われている。
また、NUGの教育省は、Spring University Myanmarというオンライン大学（https://www.springuniversitymm.com/）も開設
している。

12　 NUGホームページ「National Unity Government’s 3-Year Anniversary Statement」（https://nugmyanmar.org/
announcement/national-unity-governments-3-year-anniversary-statement/）を参照（最終閲覧日：2025年8月5日）。
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勢力による統治（国民統一政府（NUG）と連携す
る地域統治）、⑤土着的な地域統治（村落やコミュ
ニティ・レベルの自然発生的な統治。カレン州北部
のサルウィン平和公園のような革新的事例も含まれ
る。）である。

本レポートは、これらの新たな統治形態は、民主
的実践、国民和解プロセス、民族間関係に対して重
要な示唆を与えていると述べる。特に、複数の民族
集団が志向する新たな連邦制の構築に向けた草の根
レベルからの基盤形成として機能している点は注目
に値すると結論付ける。他方で、これらの統治モデ
ルは軍政による攻撃に晒される脆弱性を抱えてお
り、さらには複数の武装組織による支配地域の重複
および支配権争いから、紛争の火種となる可能性も
否定できないとも指摘する。

軍政による現在の実効的支配地域は、諸説あるが、
国土の 4 割程度にまで後退していると言われ 13、ミャ
ンマーの地理的分断は深まっている。このような現
況下で出現しつつある前述のような地方ガバナンス
の新たな動きは、地理的・機能的にかなり限定され
たものではあるが、従来の国家制度の枠を超え、非
国家主体による草の根の地方統治の可能性という新
たな局面を示唆しているともいえよう。

６　おわりに
軍事政権は 2025 年 7 月 31 日、2021 年のクーデ

ター以来継続してきた非常事態宣言を解除すると発
表した。憲法の定めにより、非常事態宣言の解除か
ら 6 カ月以内に総選挙を実施する必要があり、同
年 12 月にも選挙が実施される見通しとなった。国
内の実効支配が分断された状況下で行われることに
なる本選挙の正統性および実効性については疑問も
呈されているが 14、実施されれば、地方制度を含め
たミャンマーのガバナンスはさらに新しい局面を迎
えることとなる。地方制度の未来は、単に時の政治
体制や統治者の政治的意志によって決定されるので
はなく、住民の参加、自治、連帯を基礎に形づくら
れるべきものである。その意味で、ミャンマーの地

方制度は今、「誰のために、誰が、どう統治するのか」
という極めて根源的な問いに直面しているといえる
であろう。
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都市行政研究の視点

日本都市センターでは、都市自治体が直面している様々な政策課題について、複

数の学識経験者及び都市自治体職員から構成される研究会を設置し、学際的かつ理

論と実務を融合させる総合的な調査研究を進めてきた。地方分権改革の進展を経て、

さらには超高齢・人口減少社会を迎えるなかで、日本の都市自治体をめぐる状況は

大きく変化しており、都市自治体の行政については、様々な分野にまたがる学際的

な立場からの調査研究が必要となっている。

そこで「都市行政研究の視点」のコーナーでは、都市自治体の行政に関して、行

政的、政治的、法的など多角的な観点から考察し、都市自治体関係者への情報提供

と問題提起を図っていくこととしている。

第 11 回目となる今回は、次の 2つのテーマを取りあげる。第 1は、「世田谷区と

『新しい公共』－その『源流』をたどって－」と題して、「新しい公共」概念がいか

にして登場したのか、世田谷区を事例とした考察をおこなう。第 2の「地方自治法

改正による『指定地域共同活動団体制度』の意義と可能性－広島市の地域コミュニ

ティ政策の事例から－」では、2024 年 9 月に改正地方自治法で創設された「指定地

域共同活動団体制度」に焦点を当て、その意義と可能性について事例を踏まえて検

討する。
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1　はじめに：世田谷区における「新しい公共」
東京都世田谷区では、2000 年度を初年度とする 5

年間の基本計画（調整計画）の策定にあたり、「新
しい公共」1 の理念を導入した。その基となった基
本構想は 1994 年に、そして基本構想に基づく基本
計画は既に 1995 年に策定されていたが、「地方分権
の推進により、今後、区政の課題と責任がますます
増大することに伴い、区政運営の体制の大転換が
急務」（世田谷区 2000：8）として、基本計画につ
いて新たに調整計画を策定することとなった。この
調整計画は、1998 年度に制定された行政改革推進
条例を根拠として、当初の基本計画に伴う実施計画、
そして行財改善推進計画と合わせて策定・発刊され
た。調整計画では「新たな区政運営のしくみ」とい
う章が設けられ、同章では「『新しい公共』による
施策の展開」が記載され、行政改革の推進とともに
区の行財政体制に変革を促したように見える。

上記の経緯を参照すると、確かに地方分権の進捗

と区行財政状況の急変だけを根拠として、世田谷区
が「新しい公共」の導入に舵を切ったように思える。
しかし、当該の調整計画では「新しい公共」概念に
ついて、以下のように説明している。
「従来、公共サービスの提供や地域の問題解決等

は、行政が主として担い、民間事業者等がそれを補
完するという形で進められてきた。しかし、物不足
の時代から物の充足の時代、さらに質の向上・選択
の時代へと社会状況が変わる中で、区民の要望や価
値観は多様化し、区民、事業者、NPO などの民間
諸団体が自己責任で行う活動領域が増えている。行
政は、こうした新しい活動領域と行政の責任で行
う行政活動領域を明確にして、対等な立場で、そ
れぞれの特性を最大限に活かしながら、協働・連
帯して、公共サービスの提供や地域の課題の解決
をしていくしくみを構築する必要がある」（世田谷
区 2000：18）

この定義に基づくと、世田谷区の「新しい公共」

世田谷区と「新しい公共」
－その「源流」をたどって－

日本都市センター 研究員　野澤 慎太朗

東京都世田谷区では、2000年の基本計画（調整計画）の策定にあたり、「新しい公共」の概念を導入した。「新し
い公共」を提示することにより、行政と住民、企業、その他団体とが対等に公共サービス提供や地域の課題解決に取
り組むしくみを構築しようとした。それでは、この「新しい公共」概念はいかなる経緯によって世田谷区という場で
顕在化したのか。本稿では、同概念の形成過程をたどって、世田谷区地域保健福祉審議会での議論、社会福祉領域で
の地域福祉と「公共」をめぐる議論、そして大場啓二区政とまちづくりが生み出した世田谷区が持つ特性を対象として、
「新しい公共」概念がいかにして登場したのかを資料・文献から探った。

1 　  「新しい公共」概念は2009年の民主党政権下で取り上げられたため、そちらを思い浮かべる者も少なくないだろう。しかし、本
稿で取り上げる「新しい公共」概念はそれより10年近く前に世田谷区にて導入された「新しい公共」概念である。「新しい公共」
概念の整理を扱った直近の文献としては、宮川（2023）が存在する。同書は1997年の行政改革会議の「中間報告」・「最終報告」
を起点として、「新しい公共」概念の整理を行っている。民主党政権での「新しい公共」概念の活用も含め、同概念を俯瞰して捉
えた定義として、辻山幸宣は「これまで政府公共部門のみが公共性の担い手と認識されてきたのに対して、公共性は様々な主体
によって担われるべきであ」り、あるいは「担われている」とし、「このような事態を『新しい公共』と呼ぶ」と捉えている（辻
山 2010：17-18）。
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は NPM 的な概念であったのか、それともガバナン
ス的な概念であったのか、判別がつきにくい。しか
し、1999 年度にかような概念を区行政に取り込み、
行政と住民、企業、その他団体とが対等に公共サー
ビス提供や地域の課題解決に取り組むしくみを構築
しようとしていたという点で、当時の最先端の行政
のあり方を模索していたと言える。そこで本稿では、
当時の世田谷区の「新しい公共」を題材として、い
かなる背景の下でたどり着いたのかを資料・文献調
査によって探りたい 2。

2　�世田谷区行政改革推進委員会と世田谷区地域保
健福祉審議会

（1）�世田谷区行政改革推進委員会における「新し
い公共」概念の導入経緯

世田谷区における行政改革（および行財政改革）
において、「新しい公共」概念の到達点となったの
は世田谷区行政改革推進委員会での議論である。同
委員会は世田谷区行政改革推進条例を根拠として設
置された。委員長を務めた今村都南雄によれば、同
委員会は「区民ぐるみで『新しい公共』の理念に基
づく行政改革の推進を図るために、区民参加の仕組
みとして設置された」（今村 2011：35）。基本計画（調
整計画）、実施計画、そして行財政推進計画をセッ
トとして、区民参加方式で同委員会にて議論を行わ
せ、「全庁的な政策分野における行政の役割の見直
しをおこなおうとした」（今村 2011：36）とされて
いる。

すなわち、行政改革推進委員会は「新しい公共」
を前提として、実際に区政および政策に「新しい公
共」概念の反映を図るための審議会であった。同委
員会の審議経過および活動報告書では、「新しい公
共」の事例研究を行っており、①行政が役割を担っ
ていく活動領域、②区民や市民活動団体、民間事業
者等と行政が協働・連帯によって役割を担う活動領
域、③民間諸団体等が主体的に役割を担っていく活
動領域の 3 分類を明示し、どのような政策領域ない
し個別事務事業が 3 分類に当てはまるのかを検討し

ている。また、2001 年度からは基本計画（調整計画）
を根拠として、実際に政策評価の対象となった事業
を上記 3 分類に沿って整理づけていた。全国的に行
政・住民・企業・諸団体をめぐる関係性の再構築が
叫ばれる以前より、世田谷区は公共性の再編を見据
えていたのである 3。

この点について、今村は以下のように述べている。
区政運営体制の転換が促され、新しい基本計画（調
整計画）に「新しい公共」が基本理念として採り入
れられた理由としては、「新たな区政運営のあり方
を求める状況の変化の中で、ことに重視されている
のが、『区民、事業者、NPO などの民間諸団体』の
活発化であり、それらの民間諸団体と行政との『協
働・連帯』をますます確かなものにしないかぎり、
将来像として設定した『共に支え共に生きるヒュー
マン都市世田谷』を実現することができない、との
認識に裏づけられている」（今村 2000：2-3）。

それでは、世田谷区の「新しい公共」の動きは、
上述した基本計画（調整計画）ならびに世田谷区行
政改革推進委員会が区内で初出かというとそうでは
ない。今村によれば、行政改革推進委員会を立ち上
げる準備段階において、既に形成されていた世田
谷区の「新しい公共」の経緯を学んだとされてい
る（今村 2011）。世田谷区の「新しい公共」概念が
公式文書においてはじめて用いられたのは、基本計
画（調整計画）の策定より 2 年半も前にまとめられ
た、世田谷区地域保健福祉審議会の答申「世田谷・
地域保健福祉社会の構築～パートナーシップによる
保健福祉のまちづくりを目指して」であった（今
村 2000；2010；2011）。次は、世田谷区地域保健福
祉審議会での議論および答申をもとに、世田谷区の

「新しい公共」の経緯を確認することとする。

（2）�世田谷区地域保健福祉審議会答申と「新しい
公共」

世田谷区地域保健福祉審議会は、1996 年 3 月に
制定された世田谷区地域保健福祉推進条例に基づ
き、同区地域保健福祉推進計画の策定に向けて、そ

2 　本稿では上記の改革の過程や結果については紙幅の関係上触れない。
3 　 一方で、当時は1998年にNPO法の成立・公布もあり、「公共（空間）」のあり方が大きく変わろうとしていたのは周知の事実であ

る。世田谷区については、NPO法の審議がなされていた間、およびそれ以前から後述する地域保健福祉施策の分野、ないし世田
谷区地域保健福祉審議会での議論にて「新しい公共」概念を導入していた点で強い独自性がある。
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の基本的方向を審議するために同年 7 月に設置され
た。設置時に大きく 2 つの事項の諮問を受けてお
り、1 つが「住民活動とのパートナーシップについ
て」、もう 1 つが「保健福祉の総合化について」であっ
た 4。上述した答申では、「諮問事項の『パートナー
シップ』と『総合化』は、両者は密接に関係するも
のであり、一体化して答申」するとしており（世田
谷区地域保健福祉審議会 1997：3）、その方策が「新
しい公共」概念の提起であった。

同答申では、「新しい公共」概念を「区民と事業
者と行政がそれぞれの主体性をもって対等な立場か
ら、パートナーシップに基づいて地域の問題を解決
するという仕組みづくり」と定めている（世田谷区
地域保健福祉審議会 1997：2）5。この点だけを見
れば、答申における「新しい公共」概念は、行政改
革推進委員会同様に行政と区民・事業者（ないし諸
団体）との関係の再編をうたった概念と整理づけら
れるが、同答申における大きな特徴には「区民主体
の確立」という項目が含まれている点が挙げられる。
「区民主体の確立」は答申内の「世田谷・保健福

祉のあり方」にて提示された観点である。まず、「今
後の保健福祉の仕組みは、区民から見て何が必要か
という観点から再検討されるべき」という提言がな
されており、この点だけを見ると行政改革ないし行
財政改革の面から地域保健・福祉を見直そうという
見解に思われる。しかし、重要なのはそれに続く文
章で、「保健福祉サービスは需要に対応して総合的
に提供すべきです。一方、区民はサービスの受け手

4 44 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

であるばかりでなく、その担い手でもあります
4 4 4 4 4 4 4 4 44 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

。従っ
て区民に身近な保健福祉サービスは、担い手として

4 4 4 4 4 4

の区民
4 4 4

と事業者との知恵と力を生かして、行政と
の 3 者が協働して受け手としての区民

4 4 4 4 4 4 4 4 4

へ提供し、行
政によるサービスは、協働による方法では解決でき
ない需要に対応するという姿勢が望まれます」（世
田谷区地域保健福祉審議会 1997：6、傍点は筆者に
よる）と述べられている。

こうした大胆な答申の内容は、地域福祉の中でも

地域介護分野を念頭に置いて組み込まれていたと考
えられる。当時は家族介護による支援から地域や社
会による支援へと移行する過渡期であり、そうした
考え方は「介護の社会化」として提言がなされてい
た。同答申でも「介護の社会化」の要請が高まって
いると述べられており、家族介護の限界と福祉サー
ビス需要の増大が背景として挙げられている。また、
同時に保健福祉サービス提供には「多元的な供給の
仕組み」の整備が必要とされており、区民や事業者
のサービス供給主体としての参入（そして多元化）
だけでなく、利用者の選択性を保障することが重要
とされる。

かくして、世田谷区地域保健福祉審議会答申で
は「新しい公共」概念の提起がなされた。それでは
同審議会ではどのような議論を経て、「新しい公共」
概念の導出に至ったのであろうか。

3　世田谷区をめぐる地域保健福祉の経緯
（1）世田谷区地域保健福祉審議会に至るまで

世田谷区がなぜ大胆な地域保健福祉の改革を行っ
たかという理由としては、最先端の自治体と自負し
ていたにもかかわらず、いつの間にか政策面で時
代遅れになったためだという。当時は「保健福祉
分野の本庁だけでも 4 部あった」（木谷 1998：40）
と説明がされているように体制面にも問題があっ
た。1995 年に福祉部に異動となり、福祉施策体系
改革の担当になった木谷哲三は以下のように述べて
いる。
「福祉分野においても昭和 57（1982）年には『福

祉総合計画』を策定し、『都市型特養』構想や高齢
者住宅とデイホーム機能をいれたシルバーハウジン
グ第 1 号、新たなサービス供給体制整備構想による
住民参加型の福祉公社など、先進的な施策を次々に
行なっていた。自ら『西の神戸、東の世田谷』と福
祉の先進性を自負していた。ところがいつの間にか
在宅ケアの分野やサービス量の分野で 23 区の下層
のランクになっていたのである（「東京の福祉マッ

4 　 同答申では、パートナーシップとは「お互いの立場と役割を踏まえて、共に同じ目標に向かって協働すること」とされており、
総合化とは「パートナーシップに支えられつつ、区民にサービスを総合化して提供する仕組み」と定義づけている（世田谷区地
域保健福祉審議会 1997：8）。

5 　 同内容を言い換えた表現として、「課題解決には、区民・事業者が自己責任で行う民間独自の活動領域と、行政の責任で行う行政
活動領域があります。さらに、区民や事業者と行政が協働し、連携して問題を解決する仕組みが必要です。この活動領域を『新
しい公共』として、地域社会の中に形成していくことを目指す」とされている（世田谷区地域保健福祉審議会 1997：7）。
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プ」がインパク卜を与えた）。
平成 2（1990）年の福祉関連 8 法の改正以降の社

会福祉改革の波にも乗り遅れ、在宅ケアなど、保健
と福祉の連携による在宅生活の支援態勢も組めない
まま事業展開していたつけが回ったのである。

驚いたのはトップであった。23 区どころか全国
的にも先頭を走っていたと自負していたのが、いつ
の間にか“1 周遅れの先頭”であれば責任問題である」

（木谷 1998：40）。
このように、当時の区職員の間には世田谷区がい

つの間にか保健福祉分野にて遅れをとっていたとの
焦りがあった。1995 年 4 月に区長（正確には上記
のように「トップ」と書かれている）から、従来の
体制を改めるために、若手職員を中心に新しいプロ
ジェクト体制を組むように指示が出された。早速プ
ロジェクト内にて区長の意志表明を兼ねて、必要な
課題項目、スケジュール、具体的な目標がまとめ
られた「3･5･7 課題整理表（3 つの目標、5 つの視
点、7 つの課題）」6 が作成された（木谷 1998：41）。
これが後に世田谷区地域保健福祉推進計画につな
がった。

また、世田谷区が地域保健福祉政策の手本とした
のは北九州市であった。世田谷区の体制で課題と
なっていたのは、保健と福祉の連携面であった。北
九州市はこの点の先進事例であり、特に地域福祉と
いう観点では、北九州市は保健や福祉のニーズを住
民自ら発見し、行政と連携して援助を必要とする人
を地域で支えるという取組みに着手していたとい
う。

その後、区内では 1997 年 4 月を保健と福祉の組
織的統合の時期と定め、1995 年度は保健、福祉そ
れぞれの分野内の検討を、1996 年度は統合準備に
あてた。組織再編のポイントとしては、保健・福祉
分野の連携と統合だけでなく、対象別から機能別へ
と組織を移行させることにあった。そもそも既に世
田谷区は独自の地域行政制度を整備しており、上記
の再編のポイントを満たすためにはケアマネジメン
トの手法を取り入れることとコミュニティ・ケアを
進めることが必要であった。その最中の 1996 年 3

月には世田谷区地域保健福祉推進条例が可決され、
地域保健福祉推進審議会の設置が定められた。1997
年には介護保険法が制定され、（筆者注：当時は将
来の出来事であるが、2000 年の）介護保険制度の
発足に向けて組織改正も行われた（木谷 1998）。

（2）世田谷区地域保健福祉審議会での議論
地域保健福祉審議会では、「住民活動とのパート

ナーシップ」をめぐって、区職員と学識経験者委員
との間で抽象論を交えつつ議論が延々と行われた。
そこでは、行政と住民が手を結ぶとはどういうこと
か、体のいい押し付けや行政の責任放棄にあたらな
いか、区民主体とは何か、本当に区民は行政を信じ
られるのか（同様に行政は区民を信じられるのか）
といった論点が取り上げられ、議論が進められた（亀
田・木谷・瓜生ほか 1998）。
「区民主体というなら、区民の視点で考えること」

を原則とし、区民の視点から見る地域保健福祉の
ネットワーク図を示すことになった。区民の視点か
らというのは、これまで行政がつくるネットワーク
図とは正反対のものであり、当初は何度やり直して
も行政から見た図しか描けなかった。これまでの行
政の欠点やあり方を見直し、区民の視点から描ける
ように、区民と対等なパートナーシップを表現で
きるように苦悶しながら描き出したのが、「パート
ナーシップによる保健福祉のまちづくりネットワー
ク図」7 であった（木谷 1998；亀田・木谷・瓜生ほ
か 1998）。これは行政が区民に何ができるかを示す
のではなく、区民の立場から地区・地域・全区を俯
瞰すると、それぞれのエリアや関連する主体とどの
ようなつながりが発生し、どういった保健・福祉の
サービスが体制に組み込まれており、区内の地域保
健福祉領域ではどういったパートナーシップによっ
てネットワークが築けるかを描き出した図となっ
た。

木谷によれば、審議会の議論が結実していった
のは 1997 年度に入ってからだという（上述したよ
うに設置は 1996 年 7 月）。地域社会において「新
しい社会関係の構築」を目指すことになったため

6 　「3･5･7課題整理表」については、木谷（1998）pp.42-43を参照のこと。
7 　 「パートナーシップによる保健福祉のまちづくりネットワーク図」は世田谷区地域保健福祉審議会答申には掲載されていない。こ

の図については、亀田・木谷・瓜生ほか（1998）pp.34-35を参照のこと。
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である。新しい社会関係の構築には、区民同士が
地域社会の中でお互いに知り合うことが起点であ
り、区民同士の「知り合い・ふれあい・支え合い」
がキャッチフレーズとして用いられるようになっ
た（木谷 1998：46）。この「知り合い・ふれあい・
支え合い」が協働と結びつく仕組みづくりについて
は、「地区支え合いの場（仮称）」として答申でも具
体的に取り上げられた（世田谷区地域保健福祉審議
会 1997：17-20）。また、「知り合い・ふれあい・支
え合い」の形成や発展の段階については、答申内の
参考資料にて掲載されている 8。それは地域社会に
保健福祉文化 9 を根付かせるために工夫された仕組
みであった。

そもそも公共は行政が独占してきたように扱われ
ていたが、当時から行政だけではできないものが
多数存在した。それは防災、リサイクル、環境と
いった問題への対策・対応に代表され、そしてまち
づくり活動として区民や事業者、NPO といった個
人・団体が既に取り組んでいる。だが、保健福祉分
野はとりわけこの観点の導入が遅れていた。それ
は、保健福祉分野は極めて個人性が高いためとされ
た。しかし、介護や子育てといった当時非常に個人
性が高いと思われていた分野に地域や社会が取り組
まなければならないという視座がもたらされた（木
谷 1998：46）。

そしてそれは地区を単位として構築される必要が
あった。「パートナーシップによる保健福祉のまち
づくりネットワーク図」にて示されたように、個人
への保健・福祉から地区・地域・全区といった地域
保健・地域福祉へと考えを改めてもらうとともに、
区民・事業者・行政が専門的課題に対して共に手を
携えて問題解決に取り組むように意識変革をもたら
さないと目標が達成できない分野があるとしたので
ある。そしてその分野こそが「新しい公共」であった。

区政運営体制の転換として世田谷区の行政改革の
スローガンとされた「新しい公共」は、かくして個
人への保健・福祉から地域保健福祉への転換をもた

らすために構築された概念であった。それでは、保
健・福祉領域では「新しい公共」のような考え方は
それまでどのように扱われていたのだろうか。それ
は唐突に世田谷区に現れた考え方であったのだろう
か。

4　三浦文夫による地域福祉構想と世田谷区
（1）三浦文夫と世田谷区

ここでは、世田谷区の福祉政策・施策にて重要な
役割を担った人物に着目する。それは世田谷区地域
保健福祉審議会でも会長を務めた三浦文夫（元日本
社会事業大学大学院教授）である。三浦は同審議会
の副会長であった竹内孝仁（日本医科大学教授）と
ともに、世田谷区主催による両氏の対談と区職員と
の意見交換を目的とした地域保健福祉シンポジウム

「新しい公共は世田谷の行政をどう変えるか！」に
登壇した（木谷 1998）。その席で三浦は「新しい公
共」概念を世田谷区地域保健福祉審議会の議論に持
ち込んだ旨を報告している（今村 2000：15）。

計画等の資料を確認すると、三浦と世田谷区と
の関係は古く、1977 年 11 月には世田谷区基本構想
審議会による区民勉強会（「これからの社会福祉」）
が三浦文夫を講師に迎え開催されたとの記載があ
る 10。これは特別区区長公選制復活後に初めて世田
谷区長となった、大場啓二区政下 11 による初の基本
計画に載っている。

大場区政では地域福祉政策の文脈で三浦がたびた
び登場する。1981 年には同氏からのアドバイスも
あり、住民参加型のホームヘルプの事業の導入が構
想された（大場 1990：163）。これは 1983 年に「ふ
れあいサービス事業」として事業化し、社会福祉協
議会に委託する形で始められた。また、同年に設置
された「世田谷区都市型老人施設基本構想検討委員
会」でも三浦が委員長を務めた。

（2）三浦文夫と社会福祉
そもそも三浦は社会福祉についてどのような考え

8 　世田谷区地域保健福祉審議会（1997）内「『地区支え合いの場』の具体的活動イメージ」pp.2-3。
9 　 保健福祉文化については、以下の言及がある。「『健やかさと豊かさ』という保健福祉の課題や問題を、地域に暮らす人々同士の

結びつきを基盤として解決していくには、そうした意識や価値観、多様な分野にわたる活動が、人々の中に総体として根付くこ
とが必要である。ここでは、これを保健福祉文化と呼んでいる」（世田谷区地域保健福祉審議会 1997：18）。

10　 世田谷区（1979）内「世田谷区基本構想・基本計画策定経過」p.183、p185の年表に三浦の記載がある。
11　 本稿では世田谷区が「新しい公共」を導入するまでを対象とするため、2000年前後までしか取り上げない。大場啓二区政は1975

年から2003年までであり、区長公選制復活以降、本稿で取り上げている期間についてはすべて大場区政下ということになる。
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を持っていたのであろうか。ここでは三浦と世田谷
区の「新しい公共」概念に関する点だけを簡潔に扱
う。

三浦は 1928 年に生まれ、戦後の貧困や近親者に
障がいを持つ環境もあり、学生時代からセツルメン
ト運動を行うなど社会への変革に強い関心を持っ
ていた。自身の体験や要援護者の生活を間近に見
ることにより、「三浦の社会福祉論は要援護者がも
つ要援護性（ニード）の分析とそれへの対応策で
ある福祉サービスの供給システムとの関連性を基
本枠組みとして組み立てられることになった」（坂
田 2017：134）という。

三浦によれば、ニードとは要援護者にとって何か
が足りないという客観的状態（正確には「乖離する」
と述べており、基準からどれだけ離れているかを問
う）だけを示すのではなく、「その状態を解決・改
善しなければならないという『価値的』（＝主観的）
判断」も満たさなければならないとしている（三
浦 1982：33-34）。そしてその結果、要援護者の自
立や社会的統合を達成することによって、ニードを
解決したとする。また、社会福祉政策におけるニー
ドでは、価値判断と「社会的配慮」が伴う。

三浦は社会福祉とニードをめぐる分析の中で、行
政、家族、市場といった主体だけではニードを解決
することが難しくなると析出している。「社会福祉
におけるニード充足の機構は、家族、市場機構を媒
介とするものと合わせて（あるいはそれとは別に）、
独自のニード充足のメカニズムをもつことが想定さ
れるのである。そしてこのニード充足のメカニズム
は、その責任主体として家族、市場（企業）と対比
できる『公共』というものを設定することになる。
なお、ここでいう『公共』とは、行政と非営利的『民
間』団体あるいは『ボランタリー』な『社会的組織』
をも意味している」（三浦 1982：36）。

こうした状況の背景として、三浦は 1963 年の老
人福祉法の登場が遠因と評価している。老人福祉
法以降は高齢者全体を対象として、その心身の健
康の保持と、これまでに得た知識と経験の社会へ

の還元、希望があれば能力に応じた勤労と社会参
加といった、より積極的な社会福祉の適用へと移
行することになったためである（「普遍主義」）（三
浦 1984：241-242）。

福祉ニードの多様化と「普遍主義」の広がりによ
り、市場機構や非営利団体による施設提供がこの後
予見されるも、市場メカニズムは福祉サービスに適
合しにくいと三浦は指摘している。また、在宅サー
ビスも今後多様化し、これまでの公共的福祉供給方
式では十分に対応できないとし、公共的福祉供給組
織に加え、「普遍主義」的福祉では、一定の要件の
もとで、市場や任意団体等による供給方式（ここで
は「非公共的福祉供給方式」としている）を社会福
祉に組み込むことになっていく、と当時指摘してい
る（三浦 1984：252-253）。

生活不安を主内容とするニードを「貨幣的ニード」
と三浦は整理づけたが、この「貨幣的ニード」は現
金給付が主な対策手段となる。一方、現金給付で解
決できないニードを「非貨幣的ニード」と三浦は呼
び、福祉ニードの多様化はいわゆる「非貨幣的ニー
ド」の充足を目的として、財やサービスの多様な調
達・供給方式を整備する必要があった 12。この点か
らも公私機能分担の再検討が必要となったと述べて
いる（三浦 1995：97）。

（3）社会福祉領域における地域福祉と「新しい公共」
三浦に見られるように、社会福祉の文脈では特に

高齢者福祉・高齢者介護の領域で「新しい公共」の
原型になりうる概念整理と政策の展開がなされてい
た。それはコミュニティ・ケアと地域福祉の文脈で
見られる。

コミュニティ・ケアはイギリスで始められた概
念であり、発想自体は 20 世紀初頭だという（右
田 1984）。また、コミュニティ・ケア的実践が始まっ
たのは 1920 年代の精神障がい者治療分野とされて
いる。1950 年代には児童福祉や高齢者福祉領域に
展開され、いずれも「施設から地域へ」という方向
性が見られた。中央集権的政策であったコミュニ

12　 三浦は福祉（サービス）供給組織の理念型として、大きく「公共的福祉供給システム」と「非公共的福祉供給システム」に分け、
さらに前者は行政型供給組織と認可型供給組織に、後者は市場型供給組織と参加型（自発型）供給組織に分けることができると
している（三浦 1995：117）。こうした供給組織は一概に分別できるものでもなく、特に社会福祉サービスの拡大と多様化が進
むにつれて、供給組織の比重の変化と多様化も進むとされる。
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ティ・ケアは、1968 年のいわゆる「シーボーム報告」
で地方自治体行政に組み込まれた。

一方、地域福祉の「志向」は日本では第二次世界
大戦以降から現れていたという（井岡 1984）。1951
年に社会福祉事業法制定により社会福祉協議会が創
設され、地域福祉志向は発展していく。社協の活動
が盛んになるにつれて、地域の組織化（「コミュニ
ティ・オーガニゼーション」）が進み、一層地域福
祉の志向は強められた 13。「住民主体の原則」のもと、
地域住民の協働促進や関係機関・団体、そして施設
との連絡・調整が必要とされた（松端 2025）。

こうした土台の上で、1969 年 9 月には国民生活
審議会コミュニティ問題小委員会がいわゆる「コ
ミュニティ」報告 14 を出した。この報告書を契機に
社会福祉とコミュニティ論が接合されていく。時を
同じくして、東京都社会福祉審議会答申「東京都
におけるコミュニティ・ケアの進展について」が
発表され、社会福祉施策の主体として行政・民間
を問わない社会福祉事業機関・施設が挙げられ、
自主的協力者には地域住民を位置づけている（井
岡 1984）。1971 年 12 月には、中央社会福祉審議会
答申「コミュニティ形成と社会福祉」が「コミュニ
ティ」報告に次ぐ形で発表された。ここでは在宅福
祉との関係でコミュニティ・ケアが取り上げられ、
地域福祉政策の推進を説いている 15。

学術的には、まず岡村重夫が 1970 年に『地域福
祉研究』を、次いで 1974 年に『地域福祉論』を発
表した。2 つの著作の間にあたる 1973 年には住谷
馨・右田紀久恵らが『現代の地域福祉』を発刊して
おり、右田はその後も右田・井岡編著（1984）や右
田編著（1993）などを発刊している。本稿で取り上
げるべきは後者に収められている右田（1993）であ
ろう。

右田は同書において「あらたな『公共』の構築」
について論を展開している。少し長いが以下に引用
する。
「公私協働を含めた総体としての地域福祉実践は、

公共的営為の一部であり、それゆえに、地域福祉概
念には “あらたな『公共』の構築” を含むものとす
るのである。（中略）たとえば、高齢化（aging）は
人間にとって普遍・共通の課題であり、地域福祉の
重点課題でもある。しかし、高齢社会への対応は、
①価値観の変革、②行政の統合化、③公私協働シス
テムの構築、④教育との協働等々、もはや、これま
での社会福祉分野がひとり対応しうるものではな
い。まさに、全社会システムあげての対応と協働、
すなわち、公共的な営みが要請されている。それは
単なる機能的ネットワークにとどまるものではな
い。あらたな『公共』の概念にもとづく公共的営為
である。地域福祉は広義の公共的営為の一部を担い、
開発的・先導的役割を担うものとみるのである。

つまり、地域福祉は旧い『公共』の概念を、新し
い『公共』に転換させるという、きわめて重要な役
割を担っているといえる。それゆえにこそ、地域福
祉は “あらたな福祉” としての意義と存在価値を有
し、同時に地方行政の統合化原理となり、組織改革
への視点としても有効性をもちうるのではないだろ
うか。社会福祉協議会の活動原理も、その固有性か
らあらたな『公共』の考え方や、場づくりにあると
いえる。それは、地域福祉の基礎となる地域社会の
形成力や主体力が、公共性、共同性の形成と不可分
にかかわるからである」（右田 1993：9-10）。

地域福祉をめぐる領域の中で、「新しい公共」を
めぐる言説が現れていた。三浦が関わっていた世田
谷区の地域福祉においても、その理念は行政改革（お
よび行財政改革）へと連なっていた。では、なぜこ
うした地域福祉の最先端の理論を世田谷区は実践で
きたのか。

5　世田谷区をめぐる地域性とその背景
（1）世田谷区と大場啓二

1975 年の特別区区長公選制復活の結果、世田谷
区ではそれまでの保守系区政から離れ、革新志向で
あった大場啓二が区長に当選した。大場が最初に心

13　松端（2025）によれば、「地域福祉」という用語が使われ始めたのは1950年代からだという。
14　 正式名称は「コミュニティ─生活の場における人間性の回復」である。この報告書が日本のコミュニティ論の嚆矢として扱われ

ており、小山（2018）などで整理されている。
15　 この答申には三浦が執筆に関わっているという。コミュニティ・ケアをめぐる文脈では、三浦は同答申のほかに、全国社会福祉

協議会が立ち上げた「在宅福祉サービスのあり方に関する研究委員会」による『在宅福祉サービスの戦略』（1979年）にて中心
メンバーを担ったとされている（中野 2017）。

110 都市とガバナンス Vol.44

都市行政研究の視点

p104-115_都市行政研究の視点_野澤.indd   110p104-115_都市行政研究の視点_野澤.indd   110 2025/09/24   13:40:492025/09/24   13:40:49



がけたのは「住民本位の区政」であった。特に、地
域の祭りに目をつけ 16、区職員を積極的に関わらせ
るようにした。これは区民と行政の風通しをよくす
るために敢えて行った（大場 1990：7-9）。1975 年
の改正地方自治法施行で、配属には大きな変化がな
かったとはいえ、都から区へと職員の所属が変わっ
た（都配属職員制度の廃止）こともあり、地域に溶
け込むように区職員に促したのは、自らも世田谷区
に配属されていた職員としての経験を持つ大場区長
の講じた策だったのかもしれない 17。

こうした過程と同時期に、区民参加を柱とした「東
京都世田谷区基本構想」（1978 年）と「世田谷区基
本計画」（1979 年）が策定された。基本構想では「区
民本位のまちづくり」を掲げ、区民参加が求められ
ており（世田谷区 1978）、基本計画では区民の生活
に関わる環境の改善と区民が安定し充実した社会生
活を営めるための条件の確立をうたっている 18（世
田谷区 1979）。基本構想と基本計画をつなぐ大きな
キーワードは「まちづくり」であり、区民が自主的
に自分たちの意図するまちをつくりだす権利と責任
を有するとともに、区政の自主的権能拡充が必要と
して自治体行政の強化にも触れている。

大場区政の区民参加の「仕掛け」づくりは、行
政（および区職員）がいかに住民・市民による運動
や参加と連携していくかという点に特徴づけられる

（野澤 2012）。そもそも世田谷区は住民運動・市民
運動が盛んという著名な歴史を持っており、その背
景として専門的職業従事者や学歴・所得の高い層が
郊外として居を構えていたことが挙げられるが（た
とえば、中澤・野澤・陳（2015）ほか）、住民運動・
市民運動が闇雲に行われても行政への反対運動に留
まってしまうし、行政が運動の目的を受容し還元し
ようとしなければ行政サービス・公共サービスに取
り入れられることもない。世田谷区のまちづくりを

取り上げる次節でも触れるが、世田谷区は行政側か
ら住民、ひいては地域に働きかけることを意識的に
行ってきた。

大場区政と住民・地域という関係を描く例とし
て、大場区政がまさにスタートした 1975 年に開始
され、住民運動から区の事業へと展開された冒険遊
び場（運動）、および後のプレーパーク（事業）を
見てみよう（羽根木プレーパークの会編 1987；野
澤 2012；小山 2018）。世田谷区の「冒険遊び場運動」
は、当初は区や近隣からの反発もありながら、烏山
川の暗渠・緑道化工事予定地から始められた。当時
は「経堂こども天国」という名前で 2 年間の夏休み
の時期の活動の後、桜丘区民センター建設予定地へ
と場を移すことになる。

桜丘で 1 年間の時限的活動を行い、1978 年 9 月
には一旦冒険遊び場運動は幕を閉じることになる
が、今度は区から正式に冒険遊び場の依頼が舞い込
んだ。1979 年は国際児童年であり、記念事業を探
していた区が冒険遊び場運動の主体であった「遊ぼ
う会」にプレーパーク事業を持ちかけたのであっ
た。その背景には、公園課職員の本田三郎の存在が
あった。本田は 1970 年代前半から海外の冒険遊び
場に視察に行くほど関心を持っており、区内に冒険
遊び場運動が起こるとその運動に賛同していた。冒
険遊び場が区内の羽根木公園に場を移して事業化さ
れる案が出た際には、区内の調整を本田が行ったと
いう 19。

このように大場区政では区と住民の関係構築を重
視し、そこから「住民本位の区政」を構築しようと
していた。1987 年に策定された「世田谷区新基本
計画」では協働という言葉を用いており、1994 年
に出された「世田谷区基本構想」では区民参加だけ
ではなく「区民自治の確立」を掲げている。前者の
協働概念の説明では「区民は単にサービスの受け手

16　 区が祭りを主催するのではなく、あくまで地域の区民（自治会・町内会、商店街）に声をかけて、賛同が得られれば実行委員会
を地域で開いてもらうという手段をとった（大場 1990:21）。

17　 ただし「昭和49（1974）年には特別区所属職員の半数以上を区職員が占める」（特別区協議会事業部調査研究課 2021：41）とあ
るように、地方自治法改正の前から区に所属する職員は少なくなかった。

18　 基本計画では、大場区長がその前文で福祉行政の社会的ひろがりについても言及している。「従来の社会福祉行政は、主として
貧困層を対象とした金銭・物品の給付が中心であった。しかし、老人福祉、児童福祉、心身障害者福祉の社会的ひろがりは、従
来の金銭・物品の給付だけでなく、地域社会における健常者と要援護者の協力や、区政における総合的取組によるサービスの提
供も、従前とは比較にならぬほど必要とされてきている」（世田谷区 1979）と述べられており、前述した地域福祉の萌芽がこの
段階でも見て取れる。

19　 そもそもプレーパークの設営場所として羽根木公園に着目したのが本田であった。こうした経緯については、野澤（2012）や小
山（2018）を参照。
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にとどまるのではなく、自らもサービスの担い手に
なることが必要であるという意識が広まっており」

（世田谷区 1987：9）と明記されており、「新しい公
共」への準備段階が見て取れる。

（2）大場区政における「まちづくり」
前節にて述べたように、大場区政下では早くから

「まちづくり」が着目された。世田谷区のまちづく
りは住民参加を早くから呼びかけ 20、住民が身近な
生活空間に関心を持つことで区政への参加へと展開
を図っている。その背景には 1975 年の改正地方自
治法施行により、都市計画の決定権が東京都から特
別区に移管されたという点もある。

1979 年の基本計画の策定の後、まちづくりの観
点での動きとしては都市美委員会の発足（1980 年）
がある。都市美委員会ではまず区内の公共施設のデ
ザイン改善に取り組んだ。これはただ公共施設の機
能や配置を再検討しただけでなく、周辺景観との調
和、そして周辺地区のまちづくりの推進へと結び
つけるための契機であった（世田谷区都市美委員
会 1981）。その最初の事例として、（かつて冒険遊
び場が行われていた）桜丘区民センターの設計に都
市美委員会の検討と助言が加えられた。

桜丘区民センターの設計には、「3 分の 1 広場」
というルールが導入された（大場 1990：41）。区の
公共施設では、法定の建ぺい率・容積率の限度まで
建てるという従来の観念を捨て、敷地面積の 3 分
の 1 を地域に開放する広場として確保するという発
想であった。同時に、区民の自由なふれ合いの場を
設けるために、敷地や建物 1 階に自由に出入りでき
る雰囲気のデザインと管理を重視した（世田谷区都
市美委員会 1981）。

基本計画内では住民参加の街づくり 21 を重点施策
と位置付けていたが、具体的には北沢 3、4 丁目と

太子堂 2、3 丁目がモデル地区に指定された。特に
太子堂地区では住民参加を伴った「修復型 22 防災街
づくり」とされ、木造住宅密集市街地であった同地
区では住民との意思疎通を図りながら街づくりが行
われた。

1982 年には区の企画部に都市デザイン室が設置
された。都市デザイン室では「せたがや百景」の選定、
道路や公園などの公共施設の整備に取組み、まちづ
くりへ区民の参画 23 を定着させた（世田谷区都市デ
ザイン課 2016）。住民との街づくりを行っていった
結果、同 1982 年には街づくり条例が、1989 年には
住宅条例が、1994 年には環境条例がそれぞれ制定
された。これらは区と区民の役割分担と住民参加を
扱ったもので、協働の仕組みづくりへと展開された

（亀田・木谷・瓜生ほか 1998）。
特に住民参加とまちづくりの関係でいえば、街づ

くり条例の制定 24 と都市計画法改正による地区計画
制度の導入（1980 年改正、1981 年施行）が重要で
ある。街づくり条例では、区民がまちづくりに参加
する際の権利と責任が明記された。上述した太子
堂 2、3 丁目地区のまちづくりでは、街づくり条例
の制定と同じ 1982 年に「太子堂地区まちづくり協
議会」（後に隣接地区に同様の協議会ができ、「太
子堂 2、3 丁目地区まちづくり協議会」へと名称変
更）が発足し、1990 年に同地区の地区計画が決定
されている。まちづくりにおける合意形成にはワー
クショップ形式が導入され、住民参加が推進され
た。一例としては、1994 年に開設されたねこじゃ
らし公園がある。太子堂地区でも烏山川の緑道整備
をめぐって住民間での対立も発生したが、1 年半以
上のワークショップを経て合意形成がなされた（梅
津 2015）。

都市デザインだけでなく、住環境や景観に着目
させたのも住民参加によるまちづくりの 1 つの特

20　 大場区政で助役であった川瀬益男によれば、「住民参加では『受け手』である住民は、まちづくりでは『送り手』として登場する。
そこには、新しい生活文化、コミュニティを創造する自覚的な住民（市民）の誕生を予感させるものがある」と述べている（川
瀬 1996）。

21　 まちづくりのほか、以下では「街づくり」という表記も用いるが、これは当時の表記をそのまま用いている例のほか、ハード面
でのまちづくりの側面に着目した際に用いる。

22　 「修復型」とは、「個々の建物の建て替えをきっかけに、できるところから徐々に道路づくり、広場づくりなどのまちづくりを進
めようという考え方」を指す（太子堂2・3丁目地区のまちづくり20年のあゆみ編集委員会 2000：4）。

23　 木谷によれば、かつてまちづくりで「私たちに何をしろというのか、どうせ財政的にも苦しくなったので、行政の肩代わりをさ
せようとしているのではないか」という疑問も多く出されたという（木谷 1998：45）。

24　 この「世田谷区街づくり条例」は1995年に全面改正が行われ、その背景には1991年に導入された地域行政制度への対応と「地区
街づくり制度」の確立がある。
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徴であった。その一環として、1980 年に世田谷区
都市整備公社が設立され、1989 年にはせたがやト
ラスト協会が設立された。前者は 1992 年に公社の
内部に世田谷まちづくりセンターが設置され 25、住
民、行政、企業のパートナーシップによるまちづく
りを目指し、三者の中間にたって「住民主体のま
ちづくり活動を支援する」ことを目的とした。ま
た、住民主体のまちづくりを資金面で支援するため
に、同年 12 月に公益信託世田谷まちづくりファン
ドが設立され、委託者に都市整備公社が、事務局に
まちづくりセンターが設定された（始動は翌 1993
年）（折戸 1996；卯月 2019）。後者のせたがやトラ
スト協会では、自然・歴史的・文化的環境を守り、
景観づくりに寄与するとともに、私的な建造物や
庭、土地も所有者の協力のもとで保全を図った（井
出 1991）。公共空間の景観だけでなく、私的な所有
物である家屋や庭、土地をも共有空間として捉え保
全する試みも見られた。

こうしたまちづくりの過程において、徹底的に住
民参加の制度や仕組みを導入したことにより、区民
が周辺の環境や区政に関心を持つようになった。「新
しい公共」概念が机上の空論ではなく、その実現可
能性を担保させた経緯としては、この十分に成熟し
た住民参加によるまちづくりの経験が区内に広がっ
ていたためである。世田谷区のまちづくりに当初か
ら関わり続けてきた林泰義によれば、住民や専門家
が自らの多くの時間、資金、機材や拠点といった資
源を投入することでまちづくり活動を行っているこ
とを取り上げ、「各主体が『社会に開く』ことによっ
て生みだされるものが『新しい公共』」であると述
べている（林 2002：48）。ワークショップなどを通
じて、参加者がお互いに「個」や「私」を開き合う
ことで創造する「共」の世界を「小さな公」とし
て、地域社会で「小さな公」が生み出される過程を
経て「新しい公共」に広がっていくと説明づけてい
る（林 2001；2002；2004）。

6　おわりに
ここまで資料や文献をたどって見てきたように、

世田谷区行政改革推進委員会での議論で扱われた
「新しい公共」概念は、世田谷区地域保健福祉審議
会での議論、地域福祉領域の地域をめぐる議論、そ
して世田谷区自体が持つ区政の経緯やまちづくりの
歴史といった背景が蓄積された結果として、顕在化
した。それは、様々な領域で検討されていた議題が
水脈のごとく概念を成熟させ、世田谷区という市民
社会の先進的な事例において吹き上げた賜物であっ
た。

確かに市民社会の 1 つの到達点として現れた「新
しい公共」概念は、数十年にもかけて構築された「住
民本位の区政」の到達点でもあった。大場区政下で
脈々と培われていった住民参加の流れは、区の職員
の意識改革にもつながっていた。特に、助役を務め
ていた川瀬は、早くから「新しい公共」を施策化す
る取組みを提案していたという（折戸 2000）。

それでは、この顕在化した「新しい公共」概念は
その後の改革でどのように展開したのか。この点は
冒頭にも述べたように別の機会に論じることとす
る。また同様に残された課題も存在する。たとえ
ば、世田谷区の「新しい公共」の「源流」の一人で
あった三浦が世田谷区においてなぜ特に強い影響力
を持っていたのかについては、より深く検討する必
要がある 26。また、世田谷区の持つ特性をより深く
検討する必要もあるが、紙幅の都合も含め、本稿を
閉じることとする。

（謝辞）本研究は JSPS 科研費 JP24H00140（研究
代表：工藤裕子・中央大学法学部教授）の助成を受
けたものです。
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１　はじめに
（1）本稿の趣旨

日本は、人口減少・少子高齢化という社会現象が
加速する中で、「都市空間は、新しいリスクを生み
出し続ける可能性ある空間である」とされ、例え
ば「いつの間にか、住む人の場所が片寄り、かつて
のコミュニティが崩壊し、不安や孤独感を感じる
人々が増える地域もある」と言われており、「時代
や社会の変化に伴い、新しいリスクを生み出し続け
るのが都市空間である」ため、このような「都市の
リスクに対しては、その根源や影響の及ぼされる
範囲、かかわる人々を一体としてとらえ、方策を
考えなければならない」と指摘されている（伊藤
編 2000：15-16）。

このような時代情勢において、「人口減少や少子
高齢化をはじめ、わが国の都市を取り巻く社会状況
が大きく変化するとともに、地方自治体の厳しい財
政状況が続くなか、経済性のみならず、機能性や意
匠性、耐久性にも配慮しながら、質の高い事業のトー
タルデザインを通じて、公共事業を地域の活性化や
ソーシャルキャピタルの醸成など、よりよい社会の
実現へ効果的に結びつけることが求められている」
状況である（西村 2019：53）。また、このように

人口減少や少子高齢化が進む地方自治体において、
地方分権の担い手として行財政規模が要請された
結果、「平成の大合併」と称される市町村合併が進
み、自治体広域化による住民自治の後退を防ぐため、
第 27 次地方制度調査会答申（2003 年）にて「地域
自治組織の制度化」の方向性が示され、合併特例法
や地方自治法の改正による地域自治区制度が導入さ
れるが、この「地方自治法に基づく地域自治区制度
に取り組んだ例は多くはない一方で、自治体が独自
に条例等で位置付けて、地域自治組織の設置に取り
組む例は多い」と言われている（小山 2025：116）。

そこで、本稿では、このような歴史的背景を踏ま
え、「自助と公助の間をつなぐ共助により住民が行
動し絆を強める場として、さまざまな地域コミュニ
ティの役割が期待されている」（都市環境学教材編
集委員会編 2017：139）と言われている状況下で、
まず 2024 年 9 月に改正地方自治法の施行により新
たに設けた「指定地域共同活動団体制度」の設立背
景、制度の特徴、そして本質的課題等を整理する。
その上で、メディア報道（自治日報 2025：2）もさ
れているように、全国に先駆けて 2025 年 3 月に本
制度に関連する「広島市指定地域共同活動団体の指
定等に関する条例」を制定した広島市の地域コミュ

地方自治法改正による
「指定地域共同活動団体制度」の意義と可能性
－広島市の地域コミュニティ政策の事例から－

日本都市センター 専門研究員　中山 敬太

本稿は、まず2024年9月に改正地方自治法の施行により新たに創設された「指定地域共同活動団体制度」に関して、
どのような経緯で制度整備に至ったのか（背景）、一体どのような制度上の効果等があるのか（特徴）、そしていかな
る本質的な問題が残されているのか（課題）などを整理する。その上で、全国に先駆けて2025年 3月に「広島市指
定地域共同活動団体の指定等に関する条例」を制定した広島市の地域コミュニティ政策の事例等から得られる政策的
示唆も踏まえ、今後の自治体と地域コミュニティ等の関係可能性や持続可能な地域コミュニティの形成・維持等のあ
り方について若干の考察を行い、「指定地域共同活動団体制度」の意義とその可能性について検討した内容となってい
る。
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ニティ政策の事例等を検討することにより、持続可
能な地域コミュニティをめぐる各アクター間の関係
性やそのあり方について若干の考察を行い、「指定
地域共同活動団体制度」の意義とその可能性につい
て検討する。

（2）問題の所在
「人口減少による市場の縮小は、民間事業者の撤

退やサービスの縮小にもつながり、地域社会を取り
巻く環境は、今後ますます厳しい状況となっていく」
と警鐘を鳴らした上で、「こうした環境変化によっ
て生じる、人手不足や複雑化する課題に対応するた
めには、これまで主に行政が担ってきた様々な機能
について、コミュニティ組織、NPO、企業といっ
た地域社会の多様な主体が連携・協働し、サービス
の提供や課題解決の担い手として、より一層、主体
的に関わっていく環境を整備することが必要であ
る」と示している（総務省・第 33 次地方制度調査
会 2023：14-15）。

もともと「総務省では既に地域コミュニティの活
動支援策として地域運営組織の持続的な運営などに
ついて、必要な経費を平成 28 年から地財措置を行っ
ている」（堀内 2024：59）状況下で、このような地
域社会や地域行政の実情の変化を踏まえ、まず「指
定地域共同活動団体制度」に関して、どのような経
緯で制度構築に至ったのか（背景）、一体どのよう
な制度上の効果等が期待されているのか（特徴）、
そしていかなる制度上の課題が潜在化しているのか

（課題）などが問題となる。
次に、既述の通り、この「指定地域共同活動団体

制度」を全国の自治体に先駆けて条例化した広島市
はコミュニティ政策の一環として、なぜ制度化に踏
み切ったのか。そして、具体的に広島市のコミュニ
ティ政策にどのように反映され、いかなる位置づけ
や実情となっているのかを把握する必要がある。

最後に、以上の内容を踏まえ、本稿で取り上げる
「指定地域共同活動団体制度」の意義とその可能性
について、いかに見出すことができるかという問題
がある。

２　「指定地域共同活動団体制度」について
そこで、まず「指定地域共同活動団体制度」の背

景や特徴を整理し、その上で制度の本質的な課題に
ついて検討を行う。

（1）指定地域共同活動団体制度の背景
「指定地域共同活動団体制度」に関しては、2024 年 

9 月施行の改正地方自治法により新たに創設された
制度である。

まず、この「指定地域共同活動団体制度」の創設
背景としては、2022 年 1 月から 2023 年 12 月まで
に計 21 回の専門小委員会と計 4 回の総会の調査審
議を経て、2023 年 12 月に第 33 次地方制度調査会
の答申「ポストコロナの経済社会に対応する地方制
度のあり方に関する答申」（以下、「第 33 次答申」）
が取りまとめられ、当時の岸田文雄総理大臣に地方
制度調査会の市川晃会長より手交される 1。なお、
この答申は、「デジタル・トランスフォーメーショ
ンの進展を踏まえた対応」、「地方公共団体相互間の
連携・協力及び公共私の連携」、そして「大規模な
災害、感染症のまん延等の国民の安全に重大な影響
を及ぼす事態への対応」の 3 本柱で構成されている。
この「地方公共団体相互間の連携・協力及び公共私
の連携」、とりわけ「公共私の連携」に係る答申を
踏まえ、「第 213 回通常国会において成立した地方
自治法の一部を改正する法律により、地域の多様な
主体と連携して、地域課題の解決に取り組む団体を

『指定地域共同活動団体』（中略）として市町村が指
定することができることとし、地域の多様な主体と
の連携・協働を促進する環境を整備するための制度
を設けることとなった」（原 2024：2）という背景
がある。

そもそも、この第 33 次答申に至る背景としては、
上述した「地域社会の多様な主体について、地方制
度調査会で取り上げられ、議論が行われたのは、『人
口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバ
ナンスのあり方に関する答申（第 31 次地方制度調
査会答申）』（平成 28 年 3 月）に遡る」とされ、「地
域コミュニティは、住民の参加の下、自治会・町内

1 　 首相官邸ホームページ「地方制度調査会による答申手交（2023年12月）」（https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/ 
202312/21syuko.html）を参照（最終閲覧日：2025年8月1日）。
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会等の地縁団体や NPO 等の地域の多様な主体の活
動により支えられており、平成 20 年を境にピーク
アウトした日本の人口トレンドにおいて、公共サー
ビスを支える観点から、個々の団体の役割は今後ま
すます重要となるとの認識を示し、その役割の検討
の必要性が指摘された」経緯がある（原 2024：7）。
その後の第 32 次地方制度調査会では、「地域社会に
おける資源制約が引き起こす課題を真っ向から捉
え、その対処方針を検討した結果、行政のほか、コ
ミュニティ組織や NPO などの多様な主体がネット
ワーク化することを提言」（原 2024：7）している。

このような第 31 次及び第 32 次地方制度調査会を
受けて、第 33 次地方制度調査会では、「コミュニ
ティ組織などの地域社会の多様な主体が連携・協働
していくための環境整備と多様な主体がそれぞれの
強みを活かした活動を行っていく枠組み（プラット
フォーム）について、市町村がその構築に取り組む
とともに、活動の促進に向けた下支えをしていくこ
とが提唱」されることになる。この第 33 次答申に
おける「公共私の連携」に関して、とりわけ地域コ
ミュニティ活動の持続可能性向上の観点から、「住
民が快適で安心な暮らしを営んでいくために、地域
住民の暮らしを支え、多様化・複雑化する生活ニー
ズにきめ細かに対応していくためには、地域にお
ける共助を支える担い手である地域コミュニティ
が、持続可能な形で存在していくことが重要であ
る」と指摘されており、本答申でも「地域コミュニ
ティの中心的な存在である自治会・町内会等の負
担軽減について提言している」状況である（保科
他 2024：56）。

（2）指定地域共同活動団体制度の特徴
次に、この「指定地域共同活動団体制度」の特徴

としては、次の 5 つに整理できる。
第 1 に、地域の主体性や自主性を尊重している点

である。この点、「市町村は、基礎的な地方公共団
体として、その事務を処理するに当たり、地域の多
様な主体の自主性を尊重しつつ、これらの主体と協
力して、住民の福祉の増進を効率的かつ効果的に
図るようにしなければならない」（改正地方自治法
第 260 条の 49 第 1 項）と定められており、「指定地
域共同活動団体」制度の趣旨が規定されている。具

体的に、市町村と地域の多様な主体との関係性につ
いて初めて理念や方針を示し、地域の自主性と主体
性を尊重している。つまり、行政主導ではなく、自
治会、町内会、NPO 法人、そしてボランティア団
体などが中心となって構成される団体自らが地域課
題に取り組むことを支援する取組みとなっている。

第 2 に、指定地域共同活動団体の要件に基づく申
請による市町村からの「指定」という点である。具
体的には、上述した同条第 1 項の趣旨を受け、「地
域において住民が快適で安心な日常生活を営むため
に特に必要となる生活サービスの提供に資する活
動を地域の多様な主体との連携等の方法により行
う、住民を主たる構成員とする団体を、市町村長
が『指定地域共同活動団体』として指定した場合
に、市町村が必要な支援や他の団体が行う関連す
る活動との調整を行うとともに、市町村からの随
意契約による関連事務の委託や行政財産の貸し付
けを可能とする特例を適用することができる」（佐
藤 2025：1469）ことになっている。なお、「市町村
長は、団体の申請に基づき、要件に該当する団体を
指定地域共同活動団体として指定することができ
る」（佐藤 2025：1469）ことになっており、「申請」
に基づく市町村長からの「指定」というプロセスに
なっていることが分かる。

第 3 に、行政（市町村）を含む関係者間との「連
携」強化を挙げることができる。先述でも示したよ
うに一定の要件を満たし、申請に基づき市町村長に
指定された団体は、「地域の多様な主体との連携そ
の他の方法により効率的かつ効果的に行うと認めら
れること」（同法第 260 条の 49 第 2 項 1 号後段）が
要件とされていることからも、市町村とも情報共有
を行い連携して各種地域課題の解決を図る。具体的
に、上述した「地域の多様な主体との連携」は、「指
定を受ける団体が、他の団体と互いに連絡を取り、
協力し合つて活動を行うこと」であり、また「その
他の方法」としては「指定を受ける団体の構成員で
ある複数の団体が、連携して活動を行うことも想定
されている」状況である（佐藤 2025：1471-1472）。
この点、「活動の活性化を図るため、市町村から指
定地域団体に対しては、活動資金の助成、情報提
供、研修、他団体との交流機会の提供といった支援
や関連性の高い活動を行う他の団体との連携、連結・
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協力を調整する仕組みを設けることが想定される」
（原 2024：10-11）とも言われている。よって、行
政等による「下請け」ではなく、「対等な協働関係」
を築くことが目標にもなっていると言える。

第 4 に、多種多様な地域課題への対応可能性が高
くなることを挙げることができる。この点、既述の
指定地域共同活動団体制度の要件の他、例えば「地
域住民が抱える課題に対応するために形成された組
合などについて、指定対象か否かに係る判断につい
ては、非営利性の徹底、区域の住民等が主たる構成
員となっているか、地域的な共同活動を行っている
か等の活動実態をもとに判断する」（原 2024：9-10）
とされている。つまり本制度が地域特有の課題に対
して、当該地域による課題解決を要請しており、特
段その課題対象に関しては限定をしていないことが
特徴となる。一定の制約要件はあるものの、高齢者
の見守り、子育て支援、防災活動、ごみ拾い、空き
家対策、そして地域交流イベントの開催など必ずし
も行政だけでは対応しきれない地域ニーズに柔軟に
対応できる仕組みを整備しているとも言える。

第 5 に、活動の透明性確保や報告義務がある点で
ある。指定を受けた団体は、定期的に活動報告書等
を提出し、地域や行政（市町村）に対する説明責任
を果たすことが求められる。この点、「民主的で透
明性の高い運営その他適正な運営を確保するために
必要なものとして条例で定める要件を備えること」

（260 条の 49 第 2 項 2 号）でも規定されている。こ
の規定は、「要件設定過程の透明性・公正性、指定
を受けようとする団体の予測可能性を確保する趣旨
である」（佐藤 2025：1472）とされている。具体的
に、「『民主的（な運営）』とは、構成員全員の意思
に基づいて団体の運営に係る意思決定がなされてい
ることであり、例えば、代表者及び役員が構成員の
意思に基づいて選出されていることを要件とするこ
とが考えられる」（佐藤 2025：1472）とされている。
また、「『透明性の高い運営』とは、活動状況や財務
状況などが対外的に公開されていることであり、活
動状況、会計書類等の情報を公開していることを要
件とすることが考えられる」（佐藤 2025：1472）と
言われている。

以上の 5 点が他に細かな要件等はあるものの、「指
定地域共同活動団体」の制度上の特徴である。

（3）指定地域共同活動団体制度の課題
最後に、上述してきた「指定地域共同活動団体制

度」の創設背景やその特徴を踏まえ、当該制度には
多くの期待される効果が見込まれるが、その一方で
制度運用上の課題も一部で指摘されている。では、
現段階で一体どのような課題が考え得るのかを検討
し整理する。

この指定地域共同活動団体制度の課題としては、
大きく以下の 5 点を挙げることができる。

第 1 に、担い手の高齢化と後継者不足等による活
動の継続性（人手不足を含む）の問題を挙げること
ができる。具体的には、自治会・町内会などの加入
率も低下している状況下で、地域活動を担うメン
バーの多くが高齢者で、若年層や働き盛り世代の参
加が少ない傾向がある。このような人手不足や世代
間意識の差（共同体意識の希薄化などを含む）によ
り、活動の担い手が固定化し当該活動の持続が難し
くなるケースが増加したり、中長期的に持続可能な
体制づくりが困難となっている現状がある。また、
特定の個人に業務が集中しがちで、リーダー交代や
引継ぎがうまくいかない場合（ノウハウや人脈の引
継ぎがうまくいかない場合を含む）や後継者の育成
が困難で、団体が活動停止するケースも考えられる
中で、「指定地域共同活動団体制度」そのものがい
かなる課題解決に向けたアプローチになるのかが具
体的に見えていない点を挙げることができる。

第 2 に、行政との関係性や役割分担の曖昧さと地
域の主体性や自主性の確保に関する点である。具体
的に、とりわけ「地域ができること」と「行政がす
べきこと」の境界が曖昧であったり責任の所在や業
務の境界が不明瞭な場合も想定され、地域側の負担
が過重になることも考えられる。本制度上、地域団
体（「地域の多様な主体」）と行政の「協力」理念も
謳われている中で、実質的には行政が支援的でなく
上下関係に近い状況になる可能性や懸念もある。こ
の点、実際に「制度設計に対しては、市町村の関与
により、指定地域団体の自主性・自立性が阻害され
るのではないかとの指摘もあった」が、「市町村に
よる指定地域団体への関与は必要最低限度にとどめ
るとともに、指定要件・活動内容だけでなく、そも
そも本制度の導入の有無についても、市町村が地域
の実情を踏まえて判断することができるとしたとこ
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ろである」と言われている（原 2024：12）。
第 3 に、本制度の周知不足という点がある。具体

的に、制度自体の認知度が低い可能性もあり、新た
に「申請」（その後の「指定」を含む）する団体が
増えない場合も想定され、行政との情報共有体制や
支援制度の理解が不十分な団体等もある可能性が考
えられる。

第 4 に、「地域の多様な主体」による活動内容の
固定化やマンネリ化（住民間の温度差や参加意識の
ばらつき）が懸念される点である。つまり、活動が
毎年同じ行事を繰り返すなど新しい取組みや課題解
決への柔軟性が乏しい場合も想定され、地域のニー
ズ等が変化しても、それに本制度が対応できない場
合も考えられる。

第 5 に、財政的な課題（財政・予算上の制約）で
ある。この点に関しては、自治体（市町村）の補助
金や活動資金の確保が難しく、自主財源が乏しい場
合も考えられ、自治体ごとの支援内容に差が生じて
しまう可能性がある。つまり、自治体の財政状況に
よっては、委託費や補助金の金額が限られており、
十分な活動が行えない場合がある。自治体への依存
度が高い場合などは、特に地域格差が生じる要因と
なり得る。

以上の 5 点の「指定地域共同活動団体制度」の課
題を踏まえ、「地域における多様な主体の活動を活
性化するためには、①持続可能性に対する不安を払
拭するため、若手の参画といったマンパワーの確保
を図りつつ、②地域の多様な主体の活動を委縮させ
る原因となる行政協力業務の見直し、団体の活動基
盤を強化したうえで、③それぞれの団体の強みを活
かし合う連携・協働する体制を構築することが重要
である」（原 2024：6）と指摘されている。このよ
うなことを踏まえ、「地域住民の福祉という観点か
ら、最小限のリソースで最大限の効果を発揮するた
めの効率的な運営、地域における多様なニーズに
対し、どのように対応して全体最適化を図るのか」

（原 2024：6）という課題への対応が求められるこ
とになる。

３　�具体的な指定地域共同活動団体制度の取組み
（広島市の事例）

（1）広島市の地域コミュニティの取組み概要
ア　広島市の地域コミュニティの現状と課題

まず、広島市の地域コミュニティの取組みの概要
を示すにあたって、同市の地域特性や地域コミュニ
ティはどのような現状になっているかが問題とな
る。この点、広島市のコミュニティに関連する地域
特性としては、その中心となる町内会・自治会は
町丁目単位等で結成され、平均すると小学校区に
約 14 の町内会・自治会があるが、5 未満の学区か
ら 50 に及ぶ学区もあり、地区・学区社会福祉協議
会を含む各種団体の結成状況等は一様ではなく、町
内会・自治会との関係性にも違いがあり、地域によっ
て異なっている（広島市 2022：2）。具体的に、広
島市の「地域コミュニティに関する課題分析や活性
化策の検討のための調査（町内会・自治会等実態調
査）」2 により、同市の「市街地では、マンション
建設などによって地域への帰属意識が低い住民が増
加し、町内会・自治会への加入が進まないといった
問題が生じ、中山間地・島しょ部では、町内会・自
治会の加入率は高い」状況だが、「人口減少と高齢
化によって地域コミュニティの存続が脅かされかね
ない状況」であると指摘している（広島市 2022：2）。
また、広島市の「町内会・自治会の加入率は年々減
少して 6 割を下回り、老人クラブの加入率（60 歳
以上の人）は約 1 割、子ども会の加入率（小学校児童）
は約 3 割となるなど、地域を支える人材の不足や地
域コミュニティの活力低下が懸念」（広島市 2022：1）
されている状況である。このような広島市の地域コ
ミュニティの現況は、「少子高齢化や単身世帯の増
加などの家族単位の縮小、労働環境や生活環境の変
化といった様々な社会的要因の変化が、地域コミュ
ニティへの参加意欲を減少・喪失」（広島市 2022：1）
させている日本の現状とも連動していると言える。

この広島市の大規模調査の結果や現況を踏まえ、
同市は「団体運営」、「活動の担い手」、「地域特性」、

「活動内容」、そして「行政からの支援」の 5 つに課
題を区分して整理をしている（広島市 2022：7-8）。

2 　 調査時期は2020年8月から2021年3月までで、「約1900の町内会・自治会と約200の地域団体を対象にした団体アンケートと、団
体役員へのヒアリングや7000人を対象にした市民アンケートを行った」大規模実態調査である（吉田 2025：82）。
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具体的に、「役員の高齢化と後継者不足」、「団体間
の連携不足」、「地域活動への関心の低下と参加者の
減少」、「活動拠点の維持管理費用や担い手の確保
難」、そして「市からの補助金の使いにくさ」など
の課題が挙げられている（吉田 2025：82-83）。

イ　近年の広島市の地域コミュニティの取組み概要
このような広島市の地域コミュニティの現状と課

題を踏まえ、同市における「これから求められる地
域コミュニティ」のあり方として「『自分たちのま
ちは自分たちで創り、守る』という基本的な考え方
の下、『共助』の精神に基づく市民主体のまちづく
りを進めていくこと」の重要性を示している（広島
市企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生
課 2025：1）。その上で、広島市では、「持続可能な
地域コミュニティ」の実現に向けた基本方針 3 を策
定し、関連する施策を実施している。その一環と
して、「広島市地域コミュニティ活性化ビジョン」

（2022 年 2 月）を策定し、多様な主体が連携しなが
ら、おおむね小学校区を活動範囲として当該範囲の
全ての住民を対象に活動をする「新たな地域コミュ
ニティ」である「ひろしま LMO（エルモ）」4 づく
りを提案している（広島市企画総務局地域活性化調
整部コミュニティ再生課 2025：2）。

また、先述した改正地方自治法（2024 年 9 月施行）
により創設された「指定地域共同活動団体制度」を
踏まえ、広島市では「『ひろしま LMO』への支援
を一層充実させることにより、地域における多様な
主体が連携した共助の精神に基づく持続可能な地域
コミュニティの実現を目指す」（広島市企画総務局
地域活性化調整部コミュニティ再生課 2025：2）た
めに、「広島市指定地域共同活動団体の指定等に関
する条例」（2025 年 3 月）を制定している。

そこで、以下では「ひろしま LMO」と「広島市
指定地域共同活動団体の指定等に関する条例」につ
いて概要等を示し検討を行う。

（2）「ひろしま LMO」について
「ひろしま LMO（エルモ）」とは、「おおむね小

学校区を活動範囲として、地域の実情に応じて、地
域団体や NPO、協同労働団体、企業、商工会、住
民有志など、多様な主体が連携しながら地域課題の
解決に取り組む団体であり、本市における共助の精
神に基づく市民主体のまちづくりの基盤となる団
体」（広島市企画総務局地域活性化調整部コミュニ
ティ再生課 2025：3）である。広島市では、「広島
市指定地域共同活動団体の指定等に関する条例」に
基づき、「住民が地域において快適で安心な日常生
活を営むために特に必要となる生活サービスの提供
に資する活動（特定地域共同活動）を地域の多様な
主体と連携し、効率的かつ効果的に行う団体を『ひ
ろしま LMO』として指定」している状況である（広
島市企画総務局地域活性化調整部コミュニティ再生
課 2025：3）。

では、この「ひろしま LMO」の指定を受けるこ
とで、どのようなメリット（恩恵）があるのだろう
か。この点、「ひろしま LMO」に指定されること
で、大別して「ヒトの支援」、「モノの支援」、そし
て「カネの支援」3 つの支援を受けることができる

（広島市 2025：6）。具体的に、まず「ヒトの支援」
としては、職員（区役所や社会福祉法人広島市社会
福祉協議会など）や専門家（コーディネーター・税
理士・社会保険労務士）の派遣があることで、「ひ
ろしま LMO」設立の検討段階から運営開始後に至
るまで一貫して伴走支援を受けることができる。ま
た、特徴的な支援が、「広島市 LMO づくりサポー
ト事業」で、「LMO の円滑な設立を支援するために、
LMO の設立を検討する地域が LMO を見学したり、
LMO 会長等を地域に派遣する事業」を行っている
ことである（広島市 2025：6）。次に、「モノの支援」
としては、活動に必要となる場所（拠点）として、
市有施設の使用を希望する場合は、施設所管課との
調整を行うことである。そして最後に「カネの支援」

3 　 広島市の「持続可能な地域コミュニティ」に関する基本方針として5つの柱がある。①地域コミュニティの重要性について必要
な情報発信と啓発を行う「地域コミュニティ全般」、②地域団体による相互連携、地域活動の場の提供、情報提供、新たな担い手
の人材育成、そして団体への加入促進活動の支援を行う「地域活動」、③LMOの設立・運営の支援やLMOの自主財源の確保等の
支援を行う「ひろしまLMO」、④企業等で働く現役世代が地域貢献活動に参加しやすい環境整備を促進する「企業・現役世代」、
そして⑤市職員に対する地域コミュニティに関する研修や市の関係部署が連携して地域コミュニティの活性化に向けた施策の検
討を行う体制の整備等を行う「市職員・市の体制」の5つの基本方針を示している（広島市企画総務局地域活性化調整部コミュ
ニティ再生課 2025：10）。

4 　 ここで示す「LMO」とはLocal Management Organizationの略語で、「地域運営組織」のことである。
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としては 3 つの財政支援があり、「ひろしま LMO
設立時助成金」5、「ひろしま LMO 運営助成金」6、「ひ
ろしま LMO 一括交付金」7 である。

現在、この「ひろしま LMO」は、「広島市地域コミュ
ニティ活性化ビジョン」が策定された 2022 年から
現在（2025 年 5 月末）までに、「65 団体を認定し、
また、17 地域で設立に向けた準備が進められてい
る」（吉田 2025：84）状況である。

（3）�「広島市指定地域共同活動団体の指定等に関す
る条例」について

先述の通り、改正地方自治法により「指定地域共
同活動団体制度」が導入され、広島市では「指定地
域共同活動団体の制度を活用し、ひろしま LMO へ
の支援を一層充実させることにより、地域における
多様な主体が連携した共助の精神に基づく持続可能
な地域コミュニティの実現を図り、もって地域共生
社会の形成に資する」ことを目的（制度趣旨）とし
て 2025 年 3 月に「広島市指定地域共同活動団体の
指定等に関する条例」を制定、同年 7 月に施行した。

本条例は、全 6 条で構成されており、前文にて、
「人口減少や少子高齢化の進行等により、地域コミュ
ニティの活力低下が懸念される中、本市において
は、地域に関わるあらゆる主体が一緒になり、地域
の実情に応じた諸課題を解決することができる持続
可能な地域コミュニティの実現を図るため、広島型
地域運営組織ひろしま LMO（エルモ）を基盤とし
た市民主体のまちづくりを推進してきた」広島市の
動向及び「市町村長が地域的な共同活動を行う地縁
による団体等を指定地域共同活動団体として指定す
ることができること等を定めた地方自治法の一部を
改正する法律が施行された」国の動向を踏まえ制定
された。また、改正地方自治法に基づく指定地域

共同活動団体として指定された団体を「ひろしま
LMO」とし（同 2 条）、その指定要件（同 3 条）と
支援（同 4 条）を規定し、各種申請手続（同 5 条）
と委任規定（同 6 条）について定めている。

具体的に、本条例 3 条で定める活動として 16 の
活動内容が列挙（同条 1 項）されており、当該指定
要件として①「団体の運営に関する主な事項を団体
の構成員の意思に基づき決定すること」、②「代表
者その他の役員を団体の構成員の意思に基づき選任
すること」、③「予算及び決算に係る資料の公表並
びに決算に係る監査を行い、経費の使途の透明性を
確保すること」、④「活動の計画及び実施の状況を
公表すること」、そして⑤「各号の規定による適正
な運営を確保するための方法が規約その他これに準
ずるもの（中略）に定められていること」が定め
られている（同条 2 項）。また、同時に「ひろしま
LMO」に指定されるための要件として、原則とし
て「主としてその活動を行う区域を小学校の通学区
域としていること」、「地区・学区社会福祉協議会及
び連合町内会・自治会が構成団体となり、かつ、規
則で定める団体のうち半数以上が構成団体となって
いること」8、「特定の団体の構成員が役員の半数以
上を占めていないこと」、「まちづくりに関する中長
期的な計画を定めていること」、そして「共助の精
神に基づく市民主体のまちづくりを持続的に実践し
ようとしていると認められる者で構成する団体であ
ること」などが求められる（同条 3 項）。さらに、「ひ
ろしま LMO」に対する支援（同 4 条）として、広
島市は「ひろしま LMO」に対して助成金交付等の
支援を行うことや「市長は、当該支援を効率的かつ
効果的に行うために必要があると認めるときは、社
会福祉法人広島市社会福祉協議会に対し、当該支援
に必要な協力を求めることができる」旨が定められ

5 　 「ひろしまLMO設立時助成金」は、50万円を上限額として「備品購入費や拠点改修費、事務所費などの活動拠点の整備や設立当
初の運営に要する経費を助成」する（広島市 2025：7）。

6 　 「ひろしまLMO運営助成金」は、人件費として300万円を年度上限額とする「活動拠点に配置する事務局員の雇用などに要する
経費」や、活動拠点の維持管理・運営費（「活動拠点を継続的に運営するために要する経費やLMOの運営に要する経費」）と地域
課題を解決するための事業への支援費（「LMOが作成する事業計画に基づく地域の実情に応じた課題解決のための事業に要する
経費」）の合算で300万円を年度上限額とする助成である（広島市 2025：7）。

7 　 「ひろしまLMO一括交付金」は、LMOを設立した年度の翌年度から対象となり、当該交付金を受けるためには、「一括交付金化
の対象となっている団体がLMOの構成団体又はLMOと連携協定を締結している団体である必要」があり、「広島市から各種地域
団体に直接交付している補助金に代えて、従来の補助金の内容（補助限度額や対象経費等）を拡充・一本化した上で、一括交付
金として広島市社会福祉協議会からLMOを経て各種団体に支給」されることになる（広島市 2025：8）。

8 　 条例第3条第3項第2号で定める具体的な団体は、自主防災会、防犯組合、体育協会、民生委員児童委員協議会、女性会、老人ク
ラブ、地域活動連絡協議会、母子寡婦福祉会、子ども会育成協議会、青少年健全育成連絡協議会、公衆衛生推進協議会、そして
PTAが明記されている（広島市指定地域共同活動団合の指定等に関する条例施行規則第2条）。
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ている。

（4）広島市のコミュニティ政策からの示唆
このような「ひろしま LMO」や「広島市指定地

域共同活動団体の指定等に関する条例」を含む広島
市のコミュニティ政策の概観を踏まえ、同市の施策
動向等から、一体いかなる政策的示唆等を見出すこ
とができるだろうか。

まず、「地域の多様な主体による連携・協働の枠
組みは、地域の実情に応じ、自主的かつ多様な取組
を基本として展開が図られるもの」であり、「地域
の課題を共有し、解決していくため、多様な主体が
参画し、連携・協働を図りつつ、それぞれの強みを
活かした活動を行っていく枠組み（プラットフォー
ム）を市町村が構築し、その活動を下支えすること
により、人々が快適で安心な暮らしを営むことがで
きる地域社会を形成する取組は、今後、重要性を増
していく」と述べられている（総務省・第 33 次地
方制度調査会 2023：15）。このことに鑑みると、広
島市の近年のコミュニティ政策の概観を踏まえ、同
市が制定した「広島市指定地域共同活動団体の指定
等に関する条例」にも既述の通り「地域に関わるあ
らゆる主体が一緒になり、地域の実情に応じた諸課
題を解決することができる持続可能な地域コミュニ
ティの実現を図る」ことが目的として掲げられ、そ
の上で「ひろしま LMO を基盤とした市民主体のま
ちづくりを推進」していく方針を示していること
は、重要な意義があると言える。この点、「行政主
導のコミュニティ・ガバナンス」から地域自治を中
心に据えた「住民主体のコミュニティ・ガバナン
ス」への転換に対して、「地域にとって重要なこと
を、地域内のアクター主導で決定し取り込んでいく
という、コミュニティ・ガバナンスへの示唆」があ
る点も指摘されていることは参考になるだろう（小
山 2025：125）。

また、「多様化する地域社会において、もはや一
団体が地域における代表性を保持することを想定す
るのは困難である」ことから、「行政施策の方向性
と同様に、地域アクター間の『協働』が求められ
ることになる」と言われている（小山 2025：118）。
このような行政（自治体）を含む地域アクター間の

「協働」は、「広島市地域コミュニティ活性化ビジョ

ン」の策定や同条例の制定の趣旨にも沿うことであ
り、これらの広島市の取組み等を通じて、より 1 つ
でも多くの事例を増やしていくことは制度そのもの
の持続可能性を担保し、「地域のことを住民が主体
的に考えていく重要性を認識できれば、自ずとカー
ドがそろっていく」（小山 2025：126）ことにも繋
がることになる。なお、これらの「地域の多様な主
体」による「協働活動によって得られたデータを報
告書にまとめて地方自治体にもち込むことによって
対策がとられることも多い」（都市環境学教材編集
委員会 2017：138）と言われているように、自治体（市
町村）行政にも変化をもたらす契機に繋がることを
意味しているとも考えられる。

４　�今後の自治体（市町村）と地域コミュニティと
の関係可能性

このような本稿で取り上げた国の「指定地域共同
活動団体制度」やその具体的事例として検討を進め
た広島市（自治体）の「広島市指定地域共同活動団
体の指定等に関する条例」等をめぐるコミュニティ
政策等を踏まえ、国や自治体を含む行政と地域コ
ミュニティの関係性について、とりわけ地域住民に
一番身近な行政サービスを展開する自治体（市町村）
との関係の曖昧さや不確定さもあることから整理す
る必要がある。

この自治体と地域コミュニティの関係性に関して
は、例えば「ローカル・ガバナンスにおける上意下
達に陥りがちな関係において、NPO が専門的な立
場から間を取り持ち、水平的な関係における議論の
土壌をつくる」（小山 2025：126）という NPO の媒
介的役割とその可能性が重要になる。その一方で、

「『人々を社会的にとりまとめることのできる組織』
＝町内会という枠組みがうまく機能しなくなるなか
で、NPO なども含めた協働体制に変化したとして
も、国家や地方自治体の統治性に変化はない」と言
われ、「アクター間の水平的関係が掲げられている

『協働』施策においても、行政主導で進められてい
る限り、行政が掌握する範囲内、つまり統治下にあ
るということ」であり、このことは「コミュニティ・
ガバナンスの枠組みが変化したとしても、こうした
統治のしくみから逃れられないことを示唆する」と
指摘がされている（小山 2025：117）。
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では、このような様々な主義・主張が存在する中
で、具体的に本稿で取り上げた国の「指定地域共同
活動団体制度」や「広島市指定地域共同活動団体の
指定等に関する条例」をめぐるコミュニティ政策等
を通じて、国と自治体の関係を含め行政と地域コ
ミュニティの関係性は一体どのような位置づけと
なっているのかが問題となる。

このことに関しては、第 33 次地方制度調査会の
答申でも「市町村が構築した連携・協働のプラット
フォームにおいて、多様な主体が活躍できるように
するため、様々な関係者と連携・協働して地域課題
の解決に取り組む主体については、法律上も、市町
村の判断で、その位置付けを明確にすることができ
るようにする選択肢を用意して、活動環境を整備し
ていくことが考えられる」と明示した上で、「この
ような主体に求められる具体的な要件及び役割の
設定や、市町村による支援の具体的な方法につい
ては、市町村の自主性・主体性が尊重され、地域
の実情に応じた取組ができるようにする必要があ
る」と示している（総務省・第 33 次地方制度調査
会 2023：15-16）。ここで重要なポイントとしては、
上述した「選択肢を用意」という点である。つまり、
既述の改正地方自治法で創設された「指定地域共同
活動団体制度」のように、国により制度化された地
域コミュニティを含む地域自治組織やその活動等に
関して、そもそも条例に反映させるか否か、いかな
る内容をどのように設けるかなどに関して、自治体

（市町村）に裁量権がある（国と自治体との関係）。
また、市町村側で具体的に制度整備が進められ、い
かなる「指定地域共同活動団体」を指定するか否か
の要件や個別具体的な指定は、当該団体の「申請」
に基づき判断が委ねられており、裁量があると言え
る（自治体と地域コミュニティの関係）。よって、「国
と自治体」及び「自治体と地域コミュニティ」の双
方で、この「選択肢が用意」された制度設計になっ
ていることは、「地域の様々な主体の自主性を尊重」
という制度趣旨を担保する上でも重要になると言え
る。例えば、具体的なケースとして、新型コロナウ
イルス感染症問題で露呈した課題として、地域生活
の重要な「場」を発展させるために「『どこが』組
織的な主体となるか」、そして「どこが主体となっ
てこうした施策を進めるか」が重要になると指摘し

ている（足立 2021：31）。この点、このような「あ
る争点についてアクターがいかに考えるかは、その
包括的なレベル（健康、経済、教育、市民の自由な
ど）と、考慮されてきた情報とに依存する」ことか
ら、「アクターの政策選好は、固定されるものでも
外生的に与えられるものでもなく、（相互）行動の
間で生じることとなる」と言われている（ウィブル
編 2025：37）。このことからも、各関係主体に「選
択肢」が設けられていることは、「制度」の持続可
能性やその関係可能性を担保する上でも重要な鍵と
なっていると言える。

５　�持続可能な地域コミュニティの形成・維持等に
向けた検討とアプローチ

そこで、最後にこれまでの整理・検討内容を踏ま
え、持続可能な地域コミュニティの形成や維持等に
向けた「指定地域共同活動団体制度」の意義と可能
性について、若干の考察を加えて示す。

まず、「不確実性の高い時代に重要なのは『フレ
キシビリティ（柔軟性）』のあるまちづくりである」

（足立 2021：45）と言われている。この点に関して
は、「まちづくり」政策だけではなく、本稿で取り
上げた「コミュニティ」政策にも同様のことが言え
る。つまり、「コミュニティ」や「コミュニティ政策」
にも「柔軟性」が求められるということである。さ
らに掘り下げるならば、「持続可能な」コミュニティ
やコミュニティ政策には「柔軟性」がなければ、持
続可能性を担保することは難しい可能性があること
を示唆している。そして、この「柔軟性」を担保す
る重要な鍵を握っているのが「選択肢」の範囲と種
類であるとも言える。

では、この「柔軟性」を担保する「選択肢」の範
囲や種類を拡充していくためには、どのようなアプ
ローチが求められるのかという問題が生じる。この
点、「そもそもコミュニティを強調することは原理
的に、排除という潜在的機能と表裏一体なのであ
る」とも言われており、「『地域コミュニティ』を主
題化することは、そこに入れない人に相対的剥奪感
をもたらしうる」と指摘している 9。しかし、1991
年の地方自治法改正により市町村への申請と許可に
よって「地縁による法人」として法人格をもつこ
とが可能になった「自治会は、区域の境界が明確

124 都市とガバナンス Vol.44

都市行政研究の視点

p116-128_都市行政研究の視点_中山.indd   124p116-128_都市行政研究の視点_中山.indd   124 2025/09/18   10:28:482025/09/18   10:28:48



で区域に重なり合いがない」こともあり、「住民は
必ずどこかの自治会地区に所属していることにな
り、基本的にその区域内のすべての住民が加入でき
る」任意団体となった（都市環境学教材編集委員
会 2017：136）。既述の通り、この自治会は、経年
的かつ全国的にその加入率の低下や活動の衰退が懸
念されている状況下で、主に高齢者が自治会を支え
ており、「自治会の共助の機能を活かすには、企業
を退職した世代が自治会に積極的にかかわることが
重要である」と指摘されている（都市環境学教材編
集委員会 2017：136-137）。とりわけ第 33 次地方制
度調査会の答申でも「自治会・町内会等については、
持続可能性の低下が指摘されている」ことからも、

「行政に協力する業務による負担感が強い自治会・
町内会等については、市町村において、定期広報物
の配布・回覧や各種委員の推薦・選出などの行政と
のパイプ役に関する業務の効率化を進めつつ、それ
ぞれの地域の実情に応じた総合的な見直し、いわば
棚卸しを行っていくことが求められる」と言われて
いる（総務省・第 33 次地方制度調査会 2023：16）。
このような意味において、自治会や小学校区などを
基軸として、新たなコミュニティ機能をもたらすア
プローチが今後の持続可能なコミュニティに求めら
れると考える。このような従来型または既存の地域
コミュニティを基盤とした新たなコミュニティ機能
の付与が鍵になるだろう 10。この点を広義的に示す
ならば、「これまでの公民役割分担論に基づく政策
では解決できない課題が増加しており、新しい仕組
み、すなわち地域コミュニティを核に、多様な主体
間で公共的な調整・判断ができる住民自治の仕組み
づくりが必要」（田中 2007：99）であると指摘され
続けてきたことに繋がる議論である。

また、例えば「自主防災組織が抱える困難は、日
本における防災・災害復興に向けた政策が人々の定
住を前提として組み立てられていることに起因して
いる」ことから、「日本の防災行政は、定住志向を
持つ居住者からなる『閉じられたコミュニティ』を

前提として組み立てられている」と言われている（高
木 2025：107-108）。このような「閉じられたコミュ
ニティ」にいかに風穴をあけて、上述したような実
質的に「排除」されてきた人を巻き込んでいくかが、

「選択肢」の範囲や種類を拡充していくことになる。
本稿で取り上げた「指定地域共同活動団体制度」

や広島市のコミュニティ政策の事例は、今までに各
地方等で何らかの機能はしており実態も伴っていた
が、制度が整っていなかった領域分野を整備してい
る。その一方で、法律や条例等の制度としては存在
するものの（制度等の仕組みが整っていても）、しっ
かりと制度運用されていない場合は、期待される関
連する実質的効果は見込めないことになる。この「指
定地域共同活動団体制度」に関しては様々な課題は
あるものの、国が枠組み（標準化）を定めて、地域
の実情に応じた詳細な規定等は条例で定めることを
促し（国と自治体の関係）、この制度を契機に各地
域で条例制定が加速され、当該制度が誘導的機能を
有し、地域に応じた地域コミュニティの仕組みづく
り（自治体と地域コミュニティの関係）に繋がる可
能性がある。

６　おわりに
（1）結論

以上を踏まえ、本稿では、まず「指定地域共同活
動団体制度」に関して、その創設背景、特徴、そし
て本質的課題などを整理した。その上で、全国に先
駆けて制定した「広島市指定地域共同活動団体の指
定等に関する条例」など広島市の地域コミュニティ
政策の事例等から得られる政策的示唆も踏まえ、今
後の自治体と地域コミュニティ等の関係可能性や持
続可能な地域コミュニティの形成・維持等のあり方
について若干の考察を行い、「指定地域共同活動団
体制度」の意義とその可能性について検討し、新た
な政策的示唆を示した。

その意味においても、改正地方自治法により創設
された「指定地域共同活動団体制度」は、広義的な

9 　 具体的には、「『地域』が強制的に立ち上がった場面において、元の町の日常に戻ることで最終的に空間への自由を取り戻そうと
するベクトルと、空間が桎梏として作用することから逃れなくなるような逆のベクトルが並存してしまうことは、避けられない」
と述べている（若林他編 2018：45）。

10　 この点、必ずしも新たなコミュニティを形成することに主眼を置くのではなく、別目的で設立等された既存のコミュニティ内部
に中間支援組織（NPO等を含む）等が介入することで、主目的とするコミュニティ機能を新たに形成することに繋がることを指
摘する（中山 2025）。
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地域政策における「国と自治体の関係性」11 から「自
治体と地域コミュニティの関係性」へバトンタッチ
をする大きな分岐点（契機）に繋がっていく可能性
があると言える。

（2）今後の残された課題
今後の残された課題としては、次の 3 点を挙げる

ことができる。
第 1 に、本稿で取り上げた広島市の事例のような

「指定地域共同活動団体制度」に基づく関連条例の
制定の動向を見据え、具体的な自治体間の制度比較
なども必要になってくる。

第 2 に、上述した「指定地域共同活動団体制度」
関連の条例が各自治体で制定された後、具体的な申
請に基づく指定実態を調査し、制度運用後の潜在的
課題等を把握して、より良い制度にすべく探究をし
ていく必要がある。

第 3 に、「情報社会の浸透により個人の主義主張
や行動が突出し、これまでコミュニティが担ってい
た地域の生活環境の一部の維持管理や、防犯・防災
などの生活の安全・安心にかかわる連携、子供や高
齢者が安心して暮らせる相互の助け合いなどの実践
が、困難になっている」（井上・長瀬 2013：7）状
況下において、何をもって「コミュニティ」が形成
されたと言えるか。その境界線はどこから引くこと
ができるかという本質的な問題がある。このような
問題にも追究していく必要がある。
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第27回都市政策研究交流会
～水害多発時代の流域治水～

当センターが主催する「都市政策研究交流会」は、全国の都市自治体が直面する課題や政策について、学識者や実
務者の講演や意見交換等を通じて、その解決の諸方策を議論することを目的として毎年開催してきた。第 27 回となっ
た本研究交流会は、「水害多発時代の流域治水」をテーマに 2025 年 2 月 21 日にオンラインにて開催した。本稿は、
その内容の抄録であり、当日の登壇者の報告内容や発言等を踏まえた記載となっている。なお、本テーマは、2022
～ 2023 年度の調査研究事業「気候変動に対応した防災・減災のまちづくりに関する研究会」（座長：内海麻利 駒澤
大学教授）の成果として出版した『水害多発時代の流域治水―自治体における組織・法制・条例・土地利用・合意形成―』

（第一法規株式会社、2024 年）を踏まえたものである。

プログラム

内容 登壇者 本書の関連性
開会（主催者挨拶） 米田順彦　公益財団法人日本都市センター　理事・研究室長　
趣旨説明 内海麻利　駒澤大学法学部教授

各学会長のコメント

佐々木葉　早稲田大学創造理工学部教授
　　　　　土木学会会長
渡邉浩司　一般財団法人民間都市開発推進機構常務理事
　　　　　日本都市計画学会会長
金井利之　東京大学法学部・公共政策大学院教授
　　　　　日本行政学会理事長

各章紹介（理念編） 中村晋一郎　名古屋大学大学院工学研究科准教授 第 1 章執筆
瀧健太郎　滋賀県立大学環境科学部教授 第 2 章執筆

コメント
（日本都市計画学会）

加藤孝明　東京大学生産技術研究所教授
　　　　　日本都市計画学会理事・防災特別委員会委員長

各章紹介（実務編）

高野裕作　一般財団法人交通経済研究所研究員 第 3 章執筆
大谷基道　獨協大学法学部教授 第 4 章執筆
内海麻利　駒澤大学法学部教授 第 5 章執筆
松川寿也　長岡技術科学大学環境社会基盤系准教授 第 6・7 章執筆
田中尚人　熊本大学大学院先端科学研究部准教授 第 8 章執筆

コメント
（土木学会・日本行政学会）

知花武佳　政策研究大学院大学教授
　　　　　土木学会豪雨災害対策総合検討委員会 FUP・WG 幹事長
松井望　東京都立大学都市環境学部教授
　　　　日本行政学会事務局担当理事

各コメントへの返答 中村晋一郎・瀧健太郎・高野裕作・大谷基道・内海麻利・松川寿也・
田中尚人

まとめ 井上智夫　京都大学防災研究所特任教授
　　　　　元国土交通省水管理・国土保全局長
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１　開催趣旨
（1）開会主催者挨拶

まず、本研究交流会の冒頭に、米田順彦氏（日本
都市センター理事・研究室長）から主催者挨拶が行
われた。近年の気候変動の影響も受け、豪雨等の頻
度や強度が非常に高まり、これまでに経験のない災
害が生じている中で、これまでは主要な河川管理者
である国（主に国土交通省）や都道府県が治水 1 対
策等を担ってきたが、都市計画等の土地利用行政の
観点からその中心を担う基礎自治体・都市自治体の
役割が今まで以上に重要になってくると指摘した。

また、当センターでは、2022 年度から 2023 年度
の調査研究事業として、「気候変動に対応した防災・
減災のまちづくりに関する研究会」（座長：内海麻
利・駒澤大学法学部教授）を設置し、調査研究を行っ
た成果を『水害多発時代の流域治水』（第一法規）
として書籍に取りまとめ、当該内容を読み解くこと
を通して、自治体職員や地域住民の方々の「流域治
水」2 の理念や手法等についての理解がより一層深
まり、地域防災力の向上や安全安心の確保に繋がる
ことを期待すると述べた。

（2）趣旨説明
次に、本研究交流会の総合司会で本書の編著者で

もある内海麻利氏より、趣旨説明が行われた。今日
の日本は水害多発時代と言ってもよい状況にあり、

「流域治水」という新たな治水の取組みは、複数の
分野が総合的に対応しなければ解決できない都市自
治体における喫緊の課題になっている。そこで、本
研究交流会は、国民の生命を守るため、都市自治体
に一体何ができるのかという新たな局面での治水の
原理と具体的方策を、土木工学、都市計画学、そし
て行政学の研究者によって議論をしてきた研究会の
成果を取りまとめ刊行した本書を基に構成した内容

となっている。このような背景もあり、本研究交流
会では土木学会、日本都市計画学会、そして日本行
政学会の各学会から会長や理事長に参加を頂き、流
域治水に関しての問題関心や学会での取組みなど紹
介がなされた。なお、本研究交流会では、上記プロ
グラムにも記載があるとおり、本書の各章を「理論
編」（第 1 章～第 2 章）と「実践編」（第 3 章～第 8 章）
に分け、それぞれの報告後に各学会の専門家から近
年の最新情報を踏まえたコメント等が寄せられた。

2　各学会長のコメント
最初に、各学会長のコメントとしては、土木学会、

日本都市計画学会、そして日本行政学会の各学会の
代表としてだけではなく、研究者や実務家としても
多くの実績を有している方々のため、多方面からよ
り説得力のあるメッセージを受ける。

（1）�佐々木葉氏・土木学会長（早稲田大学創造理
工学部教授）

まず、土木学会長である佐々木葉氏からは、流
域治水に関する取組みとして、近年の成果は 2019
年 10 月の台風 19 号の風水害を踏まえた今後の防
災・減災に関する提言 3 という形で出している。ま
た、昨年には提言書「これからの流域治水の進め方

『流域全体における水収支の把握と領域の垣根を越
えた協働で進める流域治水～流域内の水量バランス
を全住民が知り、考え、行動するために～』」4（2024
年 7 月）を公表し、国土交通大臣にも提出をした状
況である。このような提言や提言書を策定するに際
しては学会内で多様な専門分野の会員が参画し、横
断的に議論等を進めてきた経緯がある。

この流域治水に関しては、「専門性に対応する機
能的な横断を要請するだけではなく、それを流域に
存在する様々な空間計画との関係の中でどのように
統合化するか、それこそが流域治水を実装していく

1 　 「治水」とは、「水流を改良し、河川の氾濫などを防ぎ、運輸や灌漑への便を図ること」である（内海麻利・日本都市センター編 
2024：i）。

2 　 「流域治水」とは、「気候変動による豪雨災害の頻発、激甚化を背景として、治水の方策が新たなに見直され」ることにより、「河
川だけでなく洪水の広がりやすい地域全体を見て、その地域に合わせて洪水を防ぎ、さらに被害を減らすための土地利用規制な
どを組み合わせて水と国土を総合的に管理する対策」である（内海・日本都市センター編 2024：i）。

3 　 土木学会ホームページ「台風第19号災害を踏まえた今後の防災・減災に関する提言―河川、水防、地域・都市が一体となった流
域治水への転換―（2020年1月23日）」（https://www.jsce.or.jp/strategy/files/hagibis_20200123.pdf）を参照（最終閲覧日2025
年7月25日）。

4 　 土木学会社会支援部門豪雨災害対策総合検討会ホームページ「これからの流域治水の進め方『流域全体における水収支の把握と
領域の垣根を越えた協働で進める流域治水～流域内の水量バランスを全住民が知り、考え、行動するために～』」（https://
committees.jsce.or.jp/gou_kento/teigen202407）を参照（最終閲覧日2025年7月25日）。
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要である」とのメッセージが示され、これらの統合
化に際しては、その調整やマネジメントの重要な主
体は自治体となるが、同時に地方行政の体力にも課
題があると述べた。

（2）�渡邉浩司氏・日本都市計画学会長（一般財団
法人民間都市開発推進機構常務理事）

次に、日本都市計画学会長である渡邉浩司氏から
は、自身の河川計画等の行政側の担当者としての経
験も踏まえ、流域治水に関して「治水と都市計画の
連携という 40 年以上にわたる様々な課題を乗り越
えて、今大きな一歩を踏み出しているところ」であ
ると述べた。かつては「総合治水」という言い方を
しており、「流出抑制」が中心的な対応策であり、
その当時の日本の人口増加の中では、「都市計画」
と「治水」は対立する関係性が見受けられた。しか
し、近年の人口減少や激甚な災害の激化が生じてい
る中で、都市の縮退も相まって、都市再生法の改正

（2020 年）で立地適正化計画に防災指針を位置づけ、
その後の流域治水関連法 5 の改正（2021 年）等を受
けて、この「都市計画」と「治水」の関係性にも大
きなパラダイムシフトが生じたのではないかと指摘
する。

また、日本都市計画学会としても、2021 年度に
防災特別委員会を設置し、気候変動や水害に関する
ワークショップ等を開催するなど積極的に活動をし
ており、2025 年度には環境特別委員会も立ち上げ
て連携をしながら流域治水の問題に取り組んでいき
たいと述べた。

（3）�金井利之氏・日本行政学会理事長（東京大学
法学部・公共政策大学院教授）

最後に、日本行政学会理事長である金井利之氏か
らは、従前の治水あるいは河川管理に関して、氾濫
の可能性に着目し、氾濫させない努力という建前論
があったものの、実際には氾濫や洪水等は生じてい
ることから、氾濫を想定した具体的な対策が取られ
ていなかったと述べる。その一方で、地震や土砂崩

れなどの自然災害の対策では、建築確認や都市計画
をはじめ消防等でシステムは構築されてきたが、洪
水等の水害対策では土地利用に直接的に結びついて
こなかったという限界も指摘した。このような背景
から、今回の流域治水は氾濫の可能性を認めること
になり、その意味で非常に大きな変化ではあるもの
の、様々な立場や意見等をもつ利害関係者が存在す
る中で、ますます合意形成は難しく複雑化する状況
下で、この流域治水は自治体の限られた行政資源を
活用し、近年注目されている「オールハザード・ア
プローチ」なども取り入れながら、真正面から取り
組まなければならない問題であると述べる。

また、防災や災害対策に関しては非常に関心が高
い分野にもなり、学会としても大変刺激になるので
はないかと述べる。

3　各章紹介（理念編）
次に、本書（『水害多発時代の流域治水』）の各章

の内容の要点を各執筆者が報告・紹介をした内容で
ある。以下では、まず本交流研究会で「理論編」と
して位置づけた本書の第 1 章と第 2 章の報告・紹介
内容（流域治水の背景・原理とその向き合い方）を
概説する。

（1）�第 1 章「水害多発時代の流域治水の原理」（中
村晋一郎氏）

第 1 章を執筆した中村晋一郎氏（名古屋大学大学
院工学研究科准教授）は、本研究交流会（本章）で
伝えたいメッセージを次の 3 点に焦点を絞って主張
する。具体的に、第 1 に「流域治水は明治以降、史
上 3 番目の大転換であるということ」、第 2 に「ど
の土地にもその土地固有の浸水リスクがあるという
こと」、そして第 3 に「土地固有の浸水リスクに応
じた治水への転換が必要であるということ」の 3 点
である。

本研究交流会では、第 1 点目に焦点が当てられ報
告がある。治水は当初オランダにより近代技術が導
入され（第 1 の時代）、その後 1935 年以降はダムが
アメリカにより入り（第 2 の時代）、そして 1970 年

5 　 9つの流域治水に関連する法律を改正する「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」が2021年に施行される。なお、
この9つの関連法規は、特定都市河川浸水被害対策法、河川法、下水道法、水防法、都市計画法、都市緑地法、建築基準法、土
砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律、防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置
等に関する法律である。
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代に都市型洪水と呼ばれる都市における水害が多発
し、「総合治水」の一環として都市を流れる河川を
対象に総合治水対策特定河川事業が創設され、2000
年代の気候変動の影響も受け多くの豪雨災害が生じ
ることで、2021 年に流域治水関連法が施行し、「流
域、貯留、ダム、河道、土地、そして水防と一体的
な治水を推進していくということが全国で推進され
るということが一番大きな変化」（第 3 の時代：3
番目の大きな転換点）が生じることになった。この
点を踏まえ、我々が「土地固有の浸水リスクがある
ということをなかなか認識できていない」面もあり、
このようなリスクの「社会的な共通理解が必要」で
あり、「新たな治水の転換を基礎自治体が主体となっ
て進めていく必要がある」とその重要性を含め指摘
がされた。

（2）�第 2 章「自治体における流域治水政策」（瀧健
太郎氏）

第 2 章を執筆した瀧健太郎氏（滋賀県立大学環境
科学部教授）からは、滋賀県庁での 18 年間の土木
職員として流域治水政策等に携わってきた経験を踏
まえ執筆および報告がある。主に、滋賀県の流域治
水の基本方針をはじめ制度設計における思想、同県
の流域治水政策の概要、そして制度適用する際に必
要なリスクコミュニケーションの重要性について報
告が行われる。具体的に流域治水の構成として、従
来通りの河道やダム等で洪水が生じないようにする
対応、国民や住民の命や財産を守ることでは十分で
はなく、溜める・留める対策、溢れても問題ないま
ちづくりをする対策、そして避難や保険等のソフト
対策の 3 つの要素を総合的に取り組んでいく方針を
定めている。その上で、外水の対策をしても内水で
溢れてしまうこともあるため、溢れた後の事態に対
処できる別組織が必要であると考え、滋賀県では「氾
濫原管理者」を新たに設け、別組織として役割を分
けた体制を整備している。また、よりリスクが高い
場所の建築規制や土地利用規制等の制度適用に至る
までのリスクコミュニケーションの重要性も同時に
指摘された。

4　�専門家のコメント（日本都市計画学会）� �
加藤孝明氏・東京大学生産技術研究所教授（日
本都市計画学会理事・防災特別委員会委員長）

これまでの本書（理念編）の執筆者である中村晋
一郎氏と瀧健太郎氏の報告・紹介を受けて、日本都
市計画学会理事・防災特別委員会委員長である加藤
孝明氏から、まず都市計画の観点から「一般市民も
含めて、河川工学に対する知識とか関心というのが
極めて不足している」、そして防災の観点から「専
門家含めて、災害リスクを読み解くリテラシーが十
分ではない」との指摘がある。その上で、「総合治
水の時代は都市化の急速な進展というのがパラダイ
ムシフトのきっかけだった」が、新たな「治水のパ
ラダイムシフトの肝」に関しては大別して 2 点あ
ると指摘する。具体的に、1 点目としては、流域全
体でのリスクと努力のシェアである。2 点目は、存
在する残余リスクを低減させる社会システムを地
域社会全体でつくり上げていくことである。この
点、2015 年に国土交通省で「水防災意識社会の再
構築」というキーワードが使われるが、「かつては
水害に対する防災意識が当たり前に存在していた社
会」があったが、「それを忘れていたけれども、も
う一度そういった社会を構築していく。つまり、単
に戻るというわけではなく、現代的な価値観、現代
的な技術・考え方を加えて、もう一度それを取り戻
していこう」といういわば「温故知新」という概念
が流域治水の今後の方向性を示すキーワードになっ
ていくと述べる。

また、上空から川と街を眺めた際に、「街があっ
て川がある」のではなく、「川があって街がある」
という認識が重要である点に気づき、そして「流域
治水時代に入って、この流域という空間単位が極め
て大きな意味を持つようになっている」状況であ
る。つまり、「それぞれの個々の努力が全体に及ぶ」
ことになり、その「全体の努力が自分に跳ね返って
くる」ことを意味し、「流域は運命共同体である」
という「この関係性をベースに、新しい社会システ
ムをつくっていくということが非常に重要」である
と指摘する。

5　各章紹介（実践編）
以下では、次に本交流研究会で「実践編」として
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位置づけた本書の第 3 章から第 8 章の報告・紹介内
容を概説する。

（1）�第 3 章「流域治水政策における自治体の位置
づけと主体間の連携」（高野裕作氏）

第 3 章を執筆した高野裕作氏（交通経済研究所研
究員）は、「河川・治水を担ってきた河川管理者は、
基本的に一級河川であれば国であり、二級河川であ
れば都道府県であり、基礎自治体、市町村はあまり
河川というものに関わってこなかったことから、ど
のような制度にこれから自治体が関係していけばよ
いのかという点があまり整理されていないのではな
いかという問題意識」があると述べる。その上で、
河川法、水防法、特定都市河川法、都市計画法、建
築基準法、そして下水道法など多岐にわたる流域治
水をめぐる関連法規から各制度が位置づけられてお
り、その目的と特性に応じて整理し、それに伴い様々
な主体間の連携の枠組みの構築が重要になることを
指摘する。なお、この流域治水をめぐる主体間連携
の枠組み構築に関しては、アンケート調査を行い、
その実態把握と考察を行い、関連する主体間でのリ
スクに関する情報共有や国と都道府県の間での様々
な事業実施に際しての調整等に意義がある旨の回答
が比較的多く、その他に流域治水協議会に参加する
ことによって連携がより一層強くなったという回答
も一部あったことが紹介された。

（2）�第 4 章「流域治水に対応する組織・人員体制
のあり方」（大谷基道氏）

第 4 章を執筆した大谷基道氏（獨協大学法学部
教授）は、冒頭に論点は大別して 2 点あると述べ
る。具体的に、1 点目は流域治水関連政策にあたっ
て一体「どのような組織体制が必要なのか」という
点、2 点目はこのような組織に「配置すべき人員を
どう確保すべきなのか」という点である。

1 点目に関しては、「これまでの単なる治水と違っ
て、流域治水に関しては流域全体を俯瞰して関係者
が協働して取り組むべきもの」であるものの、実態
として市町村の治水部門は組織的に脆弱で、専門知
識をもつ土木職員も限定的であり、内部部門や外部
との連携も進んでいない状況である。このような中
で、流域治水を担当する新たな部門を設けた事例①
や当該関係部署に兼務職員を配置することで連携を

図るなどの取組み事例②が紹介される。①と②に両
方に跨る事例としては静岡県藤枝市や群馬県伊勢崎
市である。②だけに該当する事例としては、佐賀県
武雄市が紹介されていた。また、2 点目としては、
流域治水の所管部署はいずれも土木系の部署で、と
りわけ土木技師は他専門職の中でも人材確保の困難
さやその育成に問題を抱えており、新卒採用で確保
できない分を経験者採用で補填する動きもあるもの
の、民間部門からだけではなく公的部門の中からの
採用という人材獲得競争も激化している現状を指摘
する。このような状況を踏まえ、近年では複数の自
治体や集客力のある県と市町村が組んで採用試験を
行う取組みも出てきており、単独で比較的小規模な
市町村が採用活動を行うよりも効果が出ている状況
であると述べる。

（3）�第 5 章「流域治水条例の傾向と総合性・合理性」
（内海麻利氏）

第 5 章を執筆した内海麻利氏（駒澤大学法学部教
授）は、まず「流域治水をめぐる法律と条例は、自
治体行政の総合性と合理性という観点から、住民の
命と財産を守るために、これまで以上に重要な意味
を持っている」と指摘した上で、「自治体における
流域治水の転換は、自治体に求められる総合的かつ
合理的な行政をいかに推進していくかということ」
であると主張する。なお、ここで示す「総合性」に
関しては、「自治体は条例に国・都道府県・市町村、
そして各所管課の協議会を位置づけることで組織的
な対応を行うこと」や条例によって「計画間の調整
をすることによって、空間的、分野間の管轄を総合
的に確保すること」を実施している。また、「合理性」
に関しては、「国・都道府県による基礎的なデータ
を用いながらも、自らそのリスク情報を示して、浸
水警戒区域や浸水想定区域などを設定すること」（科
学的合理性）や「行為規制をするための合意手続や
住民の理解を得るための支援及び教育などの規定を
条例で定めること」（社会的合理性）という位置づ
けである。

近年の流域治水関連法の改正動向からも、「法令
による治水の流域への拡大というのは、流域を整備・
管理する主体を拡大させ、河川のみならず都市計画、
緑地、建築などの関係分野、関係機関を拡大させる
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こと」に繋がり、その一方で「流域治水条例は、法
律に先立ち、水害多発時代の到来を危惧して、自治
体が独自に制定した」ことからも「住民に身近な市
町村が奮闘している状況を見て取ることができる」
と指摘した。

（4）�第 6 章「水害多発時代における都市計画制度
上の論点（市街地編）」と第 7 章「都市計画制
限による流域治水の実践と取組み（農村部編）」

（松川寿也氏）
第 6 章・第 7 章を執筆した松川寿也氏（長岡技術

科学大学環境社会基盤系准教授）からは、まず第 6
章では立地適正化計画制度での水害リスク対応の論
点が検討されており、人口減少・少子高齢化社会に
おけるコンパクトシティ政策をめぐる課題につい
て、居住誘導区域と浸水想定区域の関係等を含め紹
介された。具体的に、都市再生特別措置法を改正し
て、立地適正化計画の中で防災指針をつくって、居
住誘導区域の中で防災力の向上を図っていくことに
なり、このような「立地適正化計画の中で定める防
災指針だからこその方針や目標というのをつくって
いくことがとても重要である」と指摘している。次
に第 7 章では、市街化調整区域の開発規制との関係
を検討しており、国の施策としては「市街化調整区
域で指定できる規制緩和対象エリアから、想定浸水
深 3.0 メートル以上を浸水想定区域除外とし、除外
しない場合は安全上の対策を講じるような形で開発
の許可制度が改正された」ものの、関連する課題も
多いと述べる。その上で、「何かハザードありきで
開発の要否を決めるのではなく、総合的な土地利用
計画の本来の趣旨を踏まえた上で、リスクに応じた
規制制度を講じていく必要がある」と指摘した。

（5）�第 8 章「流域治水におけるまちづくりと合意
形成」（田中尚人氏）

第 8 章を執筆した田中尚人氏（熊本大学大学院先
端科学研究部准教授）は、「連携というのをどのよ
うにしていき、地域という単位で一緒にやっていく
ということを、多様な主体と連携していくというこ
とが大事」であると、公民連携等を推進する上での

「共同作業」の重要性を含め主張する。また、球磨
川の豪雨災害を事例に地元の人にしか分からないこ

と（「地域にしかあり得ない実践知」）もあり、この
ようなことを一緒に読み解いていく「共同作業」が
必要であると指摘する。その上で、「自分たちの暮
らしてきた環境を認識しながら共に創っていくとい
う、共創的社会をつくる」ことや「『まちづくり』
と言わない『まちづくり』」の重要性を強調する。

6　専門家のコメント（土木学会・日本行政学会）
以下では、本書（実践編）の第 3 章から第 8 章ま

での報告・紹介を受けて、土木学会所属の知花武佳
氏および日本行政学会所属の松井望氏からそれぞれ
コメントを受ける。

（1）�知花武佳氏・土木学会豪雨災害対策総合検討
委員会フォローアップ WG 幹事長（政策研究
大学院大学教授）

土木学会豪雨災害対策総合検討委員会フォロー
アップ WG 幹事長の知花武佳氏からは、大別して 2
点のポイントを示した。具体的に、1 点目として

「水の動きを川の中だけで捉えるのではなく、水の
収支として捉えること」の技術的な提案、2 点目と
しては縦割り行政をいかに解消していき、その弊害
から様々な分野横断的な関係が求められることもあ
り「垣根を越えた連携」の必要性が指摘される。また、
本書の特徴として、「自治体、特に基礎自治体とか、
あるいは都道府県の目線から、どのような取組みが
あるのか、いかなる条例を制定しているのか、どう
いった法律が関連するのか」について丁寧に解説が
されている旨を述べる。

その上で、第 3 章から第 8 章の執筆者の報告に対
するコメントと質問を示す。全体を通じて、上記に
も示しているように「連携」がキーワードになるが、
例えば森林（林野を含む）、砂防、河川という分野が、
都市計画とどのように連携してくるのか流域治水の
肝になってくるとの主張がある。その一方で、総合
治水の時代に比べてあまり大きな進歩や変化が生じ
ていない状況があると感じていると述べ、なぜ同じ
流域治水に関連する条例にも関わらず自治体ごとに
異なるのかという質問や、その流域治水をめぐる専
門家や分野横断的な人材をより若い段階から育てる
ことの重要性及び浸水リスクやその土地の状況をき
め細やかに見せる方法の必要性が指摘される。
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（2）�松井望氏・日本行政学会事務局担当理事（東
京都立大学都市環境学部教授）

日本行政学会事務局担当理事の松井望氏から、ま
ず行政学の観点から「多様な主体が連携することが
今後の流域治水というパラダイムの中では期待され
ている点」が強調されていたことが印象に残ったと
述べる。このように多くの組織が連携することを、
行政学の分野では「他機関連携」と呼び、問題自体
が非常に複雑で、1 つの組織では対応できない状況
と、行政の効率化を名目に、小規模化・分散化をし
たことによって、1 つの組織では対応できないとい
う問題が発生してしまい、いくつかの組織が連携を
取ることが求められている。

この自治体を含む行政機関における「連携」に
は「制度」、「場」（「実態」）、そして「人」の 3 種類
あると述べる。とりわけ、「制度」と「場」の連携
に関しては、「相互に実体があって制度でつながり、
制度があり実体がつながるというように、相互関係
がある」とその関係性についても指摘する。その上
で、第 3 章から第 8 章までの執筆者に対する共通す
る質問としては、連携をとる場合も、一元的な連携
を期待されているのではないかとも本書から読み取
れたが、流域治水で連携が実現しにくい要因とは一
体何かという質問が投げ掛けられた。例えば、「公
民連携」、「庁内連携」、そして「広域連携」といっ
た連携に対して、「それぞれの連携も重要だが、そ
れぞれをつなげて 1 つの連携にするには、誰がどの
ように進めていればいいのか、現実的にはどのよう
に進めているのか」という問題がある。その他、「場」
の連携に関して、この「場」に参加する手法はある
のかという点や土木職をはじめとする技術職といっ
た「人」不足（「人」の連携不足を含む）は、「制度」
や「場」の連携に比べて相対的に今後もまだ課題が
多い領域であると述べた。

7　各コメントへの返答や議論など
◯�中村氏：これまでの治水から流域治水によって

変わることによって、今までの治水から大きく
変わるということで、川と街との関係性をどの
ように理解し、それを広く理解した上でいかに
流域治水を進めていくかというところが極めて
重要だと認識した。

◯�瀧氏：それぞれの地域で様々な特性があるので
一概には言えないが、なぜ滋賀県の事例では固
有の工夫ができたのかについて、しっかりとい
かに伝え続けるか、様々な方面から伝え続ける
かというところが重要であり、そうすることで自
然に固有の工夫というのができていくと述べる。

◯�髙野氏：縦割り行政をいかに解消し、いかに連
携していくかという点に関しては、自治体の内
部での縦割りの問題というよりは、専門性のあ
る職員不足の問題であると述べる。その上で、

「都道府県単位ぐらいで職員の採用とか育成を
主導していくということが、ひいては流域の同
じ県の中での他の自治体、同じ県で同じ流域の
ほかの自治体との人材の交流とか連携につなが
る可能性もある」と指摘する。

◯�大谷氏：現在は、土木職は土木部門、農業職は
農業部門などのように、固定的な人事配置がな
されていることが専門職の場合は多い傾向があ
るが、これらを人事の垣根を越えて異動させる
ということを、もう少し広くやっていく必要が
あると述べる。また、専門職だけでなく、計画
や啓発等で活躍が期待される事務職も含めて

「流域治水人材」と位置付けて育成等をしてい
くのが現実的であると指摘する。さらに、「今
後は、連絡調整だけに流域治水協議会間の交流
を使うのではなく、それを通じた人材育成の意
味も含めて交流を盛んにしていく必要がある」
と述べる。

◯�内海氏：一般的に条例の発展過程というのは、
まず「先駆的な自治体がオリジナリティの高い
条例を制定して、これが全国の自治体に伝播」
し、それらの条例の幾つかタイプに分かれてい
く中で、「このような傾向を踏まえて、各自治
体が既存の条例と地域の実態を照合させなが
ら、体系的に、かつ内容を吟味して制定」して
いくことになる。つまり、「どの条例を参考に
するかは、自治体における自らの課題と現状を
明確にして、類似する条例の情報を収集して、
課題解決の方法を自治体職員自らが試行しなけ
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ればその解が見いだせないということ」になる
と指摘する。なお、「首長の考え、議会の構成、
そして住民の思いなど、社会的な条件が条例の
内容を左右するということも少なくないという
ところは留意すべき」であると付言する。

◯�松川氏：都市計画の観点から、「ハザードの情
報と人口の分布を重ね合わせてリスクを見える
化しようという動きがあるが、最近は単純な人
口分布だけでなくて、例えば避難が困難な人、
後期高齢者の単身住まいの方とか、避難が困難
な方の居住分布を把握して、ハザード情報を重
ねて見るというような手法も実際行われてい
る」状況である。「住基の基本ポイントデータ
も使っている自治体も多く、様々な工夫しなが
らリスクをきめ細かく見せて評価するというこ
とは、これからやられていることになる」と述
べる。その上で、「防災指針に書くことが、既
存の防災計画をただ引用している、羅列してい
るだけではあまり意味がなく、防災指針をブ
ラッシュアップしていく必要がある」と述べる。�
　また、首長としても、「効果が見えづらい政
策よりも、どちらかと言えば短期的で効果が見
やすい政策、新たなインフラ整備、税収増加の
ための企業誘致を図る、人口減少の抑制策とし
ての規制緩和をするなどの取組みに興味がある
ため、コンパクトシティ政策を進めていくとき
も、流域治水のためと言って土地利用規制を進
めるというようなことはやはり難しい」現状が
あると指摘する。

◯�田中氏：「パブリック」と「自治」にはインフ
ラが大事であり、そのインフラにどれだけの人
が地先で関われるかということが、「地域それ
ぞれ地先の文化というのを大事にして、それを
インフラ化していくというようなことが大事」
になってくると指摘する。� �
　また、「不易流行」、すなわち「全部変わって
しまうのは困るし、変わらないのも困る」と言
われる中で、「『サステイナブル』と『レジリエ
ンス』というのは 2 つで 1 つの言葉である」と
示し、変わっていくことをポジティブに捉えら

れると「分かるということは変わるということ」
と、そして「世の中が変わって見えるようにな
る」ということを田中氏自身が周囲と共有して
いると述べる。

8　�本研究会のまとめ� �
井上智夫氏・京都大学防災研究所特任教授（元
国土交通省水管理・国土保全局長）

最後に、元国土交通省水管理・国土保全局長の井
上智夫（京都大学防災研究所特任教授）から本研究
交流会の総括がある。なお、井上氏は、2021 年に
流域治水関連法が施行された際に所管局長（責任者）
として携わっていた。具体的に、今回改めて「流域
治水」を見直す機会となったと示した上で、「リス
ク評価・リスク管理・リスクコミュニケーション」、

「まちづくり」、そして「基礎自治体の人材・組織体
制」という 3 つのテーマでコメントを述べる。

第 1 に、「リスク評価・リスク管理・リスクコミュ
ニケーション」という観点からは、「どれほどの規
模の被害が出る可能性があるのかということを、
しっかり自分ごととして捉える必要がある」と指摘
がある。その上で、「リスクの情報をどう取り扱う
のか」という点では、「東日本大震災」を事例に、「こ
れまで想定をしていなかった規模の最大級のハザー
ドが生じて大きな被害をもたらしたが、その後「津
波防災地域づくり法」が制定され、津波の浸水想定
をまず都道府県が策定して、それに基づいて都市計
画でも考えていく体系ができた」ことは「エポック
メーキング」であった述べる。このような背景から、

「リスクの高いところで、そのリスクの管理ができ
ていないところには補助金を出せないようなことが
補助金政策の中でも取り入れられているなど、リス
ク情報があることで、いろいろなリソース、特にファ
イナンシャルリソースの使い方というものが変わっ
ている」現状を示す。

第 2 に、「まちづくり」の観点からは、「国とか県
が行うインフラ整備はある程度計画的に予算を持っ
てできるのに対して、まちづくりは個々の居住者、
あるいは事業者、そこに国または自治体からの公的
資金の投入というのがなかなか難しい中で工夫して
いる」現状があり、それに伴い「インフラ整備とま
ちづくりには、時間差が生じてしまう可能性がある」
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ことを指摘する。その上で、「このような時間差が
どうしても生じてしまうことを各地域の中でどうの
み込んでいくのか」という点が今後のまちづくりで
重要になり、「まちづくりの今後の発展ということ
は、流域治水とともにある」と述べる。

第 3 に、「基礎自治体の人材・組織体制」という
観点からは、各市町村長からの土木技術系の職員は
少ないとの悩みを聞く中で、新しい流域治水に応じ
た人材の育成も、大学などの教育機関も取り組んで
いく必要があり、このような人員数が少なくなって
いるということを前提にした別の補完措置も考えな
いといけないと指摘する。具体的には、「流域治水」
の専門性を有している研究者や有識者、あるいは行
政機関等の OB・OG なども自治体の「サポーター」
として活用していく仕組みや、UR（都市再生機構）
などの専門的なまちづくりを有している専門機関の
活用も考える必要があると述べる。

最後に全体を通じて、「流域治水」はまだ道半ば
であり、法律ができたからゴールになっているとい
うわけではなく、まだスタートラインに立ったとこ
ろであると述べる。様々な各現場での課題があり、
自治体ではその現場の課題を広く分かるようにして
いき、研究者はよりそれを分析的に研究題材として
追究していくことが求められ、そして国は流域治水
の制度のさらなる改善に向かって取り組んでいくこ
とが必要になると指摘する。

9　おわりに（担当者としての若干の感想）
本研究交流会は、土木学会、日本都市計画学会、

そして日本行政学会の 3 学会が同一の「場」で学会
長・理事長を含め同一テーマで意見交換等を行うこ
とは初めての試みでもあり、「科学技術・イノベー
ション基本計画」でも「総合知」という概念を用い
られているように、自然科学と人文・社会科学の融

合がより一層積極的に求められる時代において、今
まで「繋がり」のなかった又は弱かった領域・分野
を「繋ぎ」、一つの社会問題（「流域治水」）を多角
的な視野で捉え議論を交わすことができたことは、
当該関連分野の更なる発展を築き上げた意味におい
て社会的意義を見出すことができた。このことに鑑
みると、「流域治水」において、その重要性がより
一層増している「連携」とも繋がる点になるのでは
ないだろうか。

また、本研究交流会全体を通じて、「流域治水」
というテーマを題材に、非常時における「想定外」
をいかに平時段階で「想定」していくか、すなわち「想
定外」をいかに「想定内」にしていくための「制度」、

「場」、そして「人」の重要性を改めて認識させられ
る機会となったのではないだろうか。
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� （書き手：専門研究員　中山敬太）
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都市自治体の調査研究活動

〇都市自治体・都市シンクタンク等の調査研究活動

　－「2024 年度都市自治体の調査研究活動に関するアンケート調査」及び

　　「都市シンクタンクカルテ」の集計結果報告－

当センターでは、都市自治体の政策形成能力向上に資することを目的として、全

国の “都市自治体” 及び “都市自治体等が設置する都市政策研究等を行う組織”（市

立大学を含む。以下、「都市シンクタンク等」という。）の調査研究活動について定

期的に全国調査を実施している。本号では、2024 年度の活動内容に関する調査結果

について報告し、都市シンクタンク等の調査研究活動の情報共有を図ることとした

い。
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都市自治体・都市シンクタンク等の
調査研究活動

―「2024年度都市自治体の調査研究活動に関するアンケート
調査」及び「都市シンクタンクカルテ」の集計結果報告―

１　はじめに
当センターでは、都市自治体や都市シンクタンク

等の調査研究活動について、情報共有を図ることで
都市自治体の政策形成能力の向上に資することを目
的として継続的な調査を行っている。

今年度は、「2024 年度都市自治体の調査研究活動
に関するアンケート調査」の実施と「都市シンク
タンクカルテ」の作成を行った。これらの調査（以下、
2024 年度調査という。）の概要は、以下のとおりである。

◆調査対象
　全国 815 市区の全部門
　都市シンクタンク等 40 団体
◆調査内容
　2024 年度に実施した調査研究活動
◆調査方法
　アンケート
◆回答状況（2025 年 7 月 18 日現在）
　419 市区（回収率 約 51.4%）
　40 団体（回収率 100％）
◆ 2024 年度に実施した調査研究活動の件数
　�1,222 本（都市自治体 1,126 本、都市シンクタ

ンク等 96 本）

２　調査研究活動の状況
（1）調査研究活動の分野

回答のあった 419 市区及び 40 団体のうち、「調査
研究活動を行った」のは 316 市区（75.4%）・29 団
体（72.5%）である。

調査研究活動の分野は、「総合計画関係」が 346
本であり、最も多い（28.3%）。次いで、「社会福祉・
保健医療関係」が 152 本（12.4%）、「教育・文化・スポー
ツ振興関係」が 130 本（10.6%）、「地域づくり関係」
が 127 本（10.4%）、「経済・産業振興関係」が 111
本（9.1%）と続き、上位 5 分野に属する調査研究が
866 本で全体の約 7 割を占めている（図 1）。

2023 年度調査（2024 年度に調査実施）1 と比較す
ると、都市自治体では、「総合計画関係」が 1 位、「社
会福祉・保健医療関係」が 2 位、「教育・文化・スポー
ツ振興関係」が 3 位と、それぞれ昨年と同じ順位で
あった。一方、都市シンクタンク等では、「地域づ
くり関係」が 1 位、2 位は「生活基盤整備関係」及
び「その他自治体運営関係」（同率）であり、昨年
度から順位構成に変化が見られる（昨年度は「経済
産業振興関係」が 1 位、「総合計画関係」が 2 位、「地
域づくり関係」が 3 位）。

本稿では、全国の都市自治体及び都市自治体等が設置する都市政策研究等を行う組織（以下、「都市シンクタンク
等」という。）が2024年度に実施した調査研究活動及び都市シンクタンク等の活動の状況について報告する。その
中でも、観光や人口減少・少子化対策、外国人材の受入れ・共生関係など社会関心が高いテーマに関する調査研究活
動が注目される。なお、各調査研究活動の内容については、当センターのホームページ（https://www.toshi.or.jp/
research-activities/）で公開している。

1 　 2024年度にも同様の調査を実施している（石垣 2024）。
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2022 年度から 2024 年度の 3 ヵ年の実績を比較す
ると、都市自治体では「教育・文化・スポーツ振興
関係」、「生活基盤整備関係」、「経済・産業振興関係」
の割合が毎年増加しているのに対して、「環境問題
関係」の割合は毎年減少している。一方、都市シン

クタンク等では、「地域づくり関係」、「環境問題関係」
の割合が毎年増加しているのに対して、「その他特
定課題関係」の割合は毎年減少している（図 2）。

ここでは、都市自治体と都市シンクタンク等ごと
に調査研究数上位 3 分野について紹介する。

図１　2024 年度に実施した調査研究活動の分野
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ア　都市自治体
（ア）総合計画関係

2023 年度調査と同様、計画策定のためのアンケー
トや各種の市民意識調査が多く実施されている。ま
た、北海道札幌市では「外国人材の確保に向けた調
査分析」、千葉県習志野市では「分譲マンションの
管理実態調査」、岐阜県羽島市では「生涯学習に関
する市民アンケート調査」、岡山県備前市では「暮
らしの幸福度（Well-being）に関するアンケート調
査」などの調査が行われている。

（イ）社会福祉・保健医療関係
「第 3 期子ども・子育て支援事業計画」を策定す

るための調査が多く行われているほか、健康づくり、
ヤングケアラー支援等の幅広い分野における調査が
行われている。また、岩手県花巻市では「介護人材
確保に関するアンケート」が実施されている。

（ウ）教育・文化・スポーツ振興関係
読書・スポーツの実施状況や各地域の文化財に関

する調査研究が多く実施されている。また、千葉県
成田市では「部活動地域移行に関するアンケート調

図２　調査研究活動分野の変化
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査」も実施されている。

イ　都市シンクタンク等
（ア）地域づくり関係

関係人口拡大・地域コミュニティの実態・外国人
との共生等に関する調査研究が行われている。

（イ）生活基盤整備関係
人口減少を見据えたまちづくりや交通対策のほ

か、災害復興・空き家対策等、幅広い調査研究が行
われている。

（ウ）その他自治体運営関係
人口を中心とした将来推計や、自治体組織のリス

クマネジメント・公共施設マネジメント等に関する
調査研究が行われている。

（2）調査研究活動の実施形態
調査研究活動の実施・参画主体で最も中心的役割

を担っているのは、「都市自治体（都市シンクタン
ク等又は企画部門を除く）職員」で 563 本（46.1%）
である。「都市自治体の企画部門（都市シンクタン
ク等を除く）の職員」255 本（20.9%）、「シンクタンク、
コンサルティング会社の職員（都市シンクタンク等
を除く）」105 本（8.6%）、「都市シンクタンク等の
職員」84 本（6.9％）と続く（表 1）。

実施形態は、数が多い順に「その他」が 536 本
（36.1%）、「組織内グループ研究」が 429 本（28.9%）、

表 1　調査研究活動の実施・参画主体（中心的役割に近い順に各 1つ）
実施・参画主体 1 位 2 位 3 位

①都市シンクタンク等の職員 84 8 21
②都市自治体の企画部門の職員（①を除く） 255 92 34
③都市自治体の職員（①、②を除く）　 563 218 99
④他自治体の職員 14 20 21
⑤シンクタンク、コンサルティング会社の職員（①を除く） 105 246 67
⑥大学の研究者 76 69 33
⑦大学院生・大学生　 9 29 7
⑧公益法人、ＮＰＯ法人の職員（①、⑤を除く） 3 13 17
⑨市民（⑤、⑥、⑦を除く） 53 88 109
⑩その他 58 77 112
無回答 2 362 702
合計 1,222 1,222 1,222

図３　調査研究の実施形態（複数選択可）
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「外部有識者参加研究会」142 本（9.6％）となって
いる（図 3）。

（3）調査研究活動の課題・問題点
調査研究活動を行った際の課題や問題点は、数が

多い順に、「専門知識、ノウハウ不足」が 106 団体、「ア
ンケート有効回答件数不足」が 103 団体、「財源不足」
が 60 団体となっている（図 4）。41 団体は「その他」
と回答しており、内訳は「若年層のアンケート回答
率の低さ・回答年齢層の偏り」「項目定義・評価が
難しいこと」「実施期間が短く、十分な議論ができ
なかったこと」等が挙げられている。

３　都市シンクタンク等の活動の状況
（1）設置数及び設置形態

次に、都市シンクタンク等の組織動向、活動実績
等について紹介する。

2025 年 4 月 1 日現在の都市シンクタンク等の設
置数は 39 団体であり、2024 年度調査から 2 団体減
少した（以下（2）、（3）については昨年度末まで活
動していた 1 団体も含め、計 40 団体分を集計する）。

設置形態の内訳は、「自治体の内部組織」とし
て設置されている都市シンクタンク等が 23 団体

（57.5％）と過半数を占め、昨年度と同様に最も多い。
次いで、「公益法人」が 9 団体（22.5%）、「大学の付
属機関」が 3 団体（7.5%）である。（図 5）。なお、「そ
の他」、「常設の任意団体」、「広域連合」、と続く。

（2）調査研究事業費
2024 年度調査研究事業費予算額の 1 団体あたり

の平均は 1,404 万円である。2023 年度の 1,683 万円
から減少した。全体の 47.5％は予算額 500 万円未
満、67.5％は 1,000 万円未満であり（図 6）、中央値

図４　調査研究活動を行った際に生じた課題・問題点（複数選択可）
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は 526 万円である。

（3）研究員数・調査研究活動件数
研究員の 1 団体あたり平均数は、5.5 人（常勤 4.5

人、非常勤 1.0 人）であり、2023 年度の、5.0 人（常
勤 4.0 人、非常勤 1.0 人）から増加した（図 7）。

調査研究活動の 1 団体あたり平均件数は 2.6 本で
あり、2023 年度の 2.6 本と同数であった。最も多い
団体では、14 本の調査研究活動を実施している（図
8）。

（4）市民参加・外部連携・定期刊行物
市民参加・外部連携を実施しているのは 19 団体

（47.5％）であり、主な内容は大学や企業等との共
同調査研究、市民研究員制度の採用、調査研究への
市民意見の聴取等である。

定期刊行物を刊行しているのは 20 団体（50.0%）
であり、刊行頻度は年 1 回が最も多い。多くの団体
では定期刊行物は 1 種類だが、多い団体では 4 種類
発行している。

４　おわりに
今回の調査結果からは、都市自治体が実施する調

査研究活動は例年通り総合計画等の策定に係る各種
調査が多いことが分かる。一方、「観光関係」や「人
口減少・少子化対策関係」、「外国人材の受入れ・共
生関係」など社会的関心が高いテーマに関する調査
研究活動や、それぞれの地域特性等に着目した調査
研究活動等にも取り組んでおり、調査研究活動の分
野は多岐にわたっている。裏を返せば、都市自治体
は地域社会が直面する様々な課題への対応を求めら
れていると言える。

2024 年度の調査研究活動から、「観光関係」「人
口減少・少子化対策関係」「外国人材の受入れ・共
生関係」の 3 分野について、代表例を掲載する（表
2）。また、当センターのホームページでは 2024 年
度だけではなく、それ以前の調査研究活動の内容に
ついても公開しており、これらの情報提供が都市自
治体及び都市シンクタンク等における調査研究活動
に少しでもご参考となれば幸いである。

最後に、年度当初の多忙の中、本調査にご協力く
ださった皆様にこの場をお借りして深く感謝申し上
げるとともに、今後の調査に対する引き続きのご協
力をお願いし、本稿を終えたい。

図７　研究員の数
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図８　調査研究活動の件数

25

9

5

1

27

8

5

1

23

9

6

2

0

5

10

15

20

25

30

2本以下 3～5本 6～8本 9本以上

2024年度（n=40） 2023年度（n=41） 2022年度（n=40）

145都市とガバナンス Vol.44

都市自治体・都市シンクタンク等の調査研究活動
―「2024 年度都市自治体の調査研究活動に関するアンケート調査」及び「都市シンクタンクカルテ」の集計結果報告―

p140-146_都市自治体の調査研究活動_浅見氏_石垣氏.indd   145p140-146_都市自治体の調査研究活動_浅見氏_石垣氏.indd   145 2025/09/18   10:32:112025/09/18   10:32:11



参考文献
石垣佑起（2024）「都市自治体・都市シンクタンク

等の調査研究活動：『2023 年度都市自治体の調査
研究活動に関するアンケート調査』及び『都市シ
ンクタンクカルテ』の集計結果報告」『都市とガ
バナンス』42 号、pp.146-152

� （研究員　浅見　拓弥）

表 2　都市自治体等の調査研究活動（代表例）※太字は都市シンクタンク等
項目 都道府県 市区名 調査研究名

観光関係 北海道 函館市 観光動向調査
栃木県 栃木市 持続可能な「観光まちづくり」に関する調査研究
京都府 京都市 京都観光総合調査
兵庫県 南あわじ市 オーバーツーリズム対策基本計画の策定
島根県 松江市 松江市観光動態調査
沖縄県 那覇市 那覇市 MICE 参加者実態調査レポート
岩手県 盛岡市まちづくり研究所 地域公共交通の確保維持への本市施策の方向性について

人口減少・
少子化対策
関係

秋田県 秋田市 秋田市ごみ処理広域化検討支援業務委託
石川県 小松市 小松市こども計画策定にかかるニーズ・実態調査等業務
香川県 観音寺市 子ども・子育てニーズ調査及び若者の生活状況と意識調査
静岡県 浜松市 令和 6 年度女性に選ばれる地域づくりに関する市内企業等意

識調査
熊本県 熊本市 空き家所有者の所在地と未相続の実態からみる空き家問題

―麻生田小学校区をモデルとして―
滋賀県 草津未来研究所 人口減少社会を見据えた 2040（令和 22）年の草津市の姿に関

する調査研究
外国人材の
受入れ・共
生関係

北海道 札幌市 外国人材の確保に向けた調査分析
埼玉県 かすかべ未来研究所 地域住民と外国人との共生における課題の研究

―双方が安心して過ごせるかすかべに向けて―
福岡県 北九州市立大学地域戦略

研究所
新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その 6）
―群馬県が取り組む外国人材活躍推進施策を参考に―

146 都市とガバナンス Vol.44

都市自治体の調査研究活動

p140-146_都市自治体の調査研究活動_浅見氏_石垣氏.indd   146p140-146_都市自治体の調査研究活動_浅見氏_石垣氏.indd   146 2025/09/18   10:32:122025/09/18   10:32:12



日本都市センター活動概要

○調査研究紹介

○刊行物のご案内

p147_扉_日本都市センター活動概要.indd   147p147_扉_日本都市センター活動概要.indd   147 2025/09/18   10:32:452025/09/18   10:32:45



■　都市分権政策センター
日本都市センターと全国市長会が共同設置する

「都市分権政策センター」では、これまでの分権改
革を踏まえ、引き続き実際の都市政策や都市経営に
重点を置いた調査研究・情報提供等を実施している。
第 9 期の 2 年目である 2025 年度も「都市分権政策
センター会議」の開催を予定している。

■　都市の未来を語る市長の会
2025 年度前期は、「都市自治体と国・地方の選挙」

をテーマとして、2025 年 5 月 19 日に開催した。有
識者による講演、参加市長間の意見交換を通じ、問
題意識の共有や情報交流が行われた。

■　�新たな地域コミュニティのあり方に関する調査研究
近年の人口減少・高齢化社会等において深刻化・

複雑化する様々な地域課題をめぐり、経年的な自治
会・町内会の加入率の低下も懸念されている状況下
で、新たな地域コミュニティの役割やそのあり方な
どについて多角的な視点で検討を行っている。なお、
本研究調査の成果は、2025 年度末に報告書等を刊
行して公表する予定である。

■　都市自治体の広報に関する調査研究
2025 年度より、広報のあり方を模索する都市自

治体の一助となることを目的とし、広報の意義を確
認するとともに、実現可能性を重視した調査研究を
実施している。本調査研究の成果物は報告書として
まとめ、2025 年度末に公表する予定である。

■　�脱炭素と持続可能な都市政策・まちづくりに関
する調査研究

世界的な動向として、気候変動に対応するための
脱炭素に関する施策の展開や技術の導入が進んでい
る。日本でも、2050 年までのカーボンニュートラル
の達成が政策目標とされた。都市自治体をはじめと
した地方公共団体は、それを実現するための実施主
体として位置付けられているが、地方公共団体実行
計画（とりわけ区域施策編）の策定、その実施には
自治体規模ごとにむらがあり、特に小規模自治体で
停滞の度合いが著しい。こうした状況を踏まえ本調
査研究では、脱炭素に関する自治体の都市政策・ま
ちづくりに資する、実践的な知見について導き出し
ていくことを目的とする。研究の成果は 2026 年度末
までにまとめ、報告書として刊行する予定である。

■　�都市自治体における今後の「地方創生」のあり
方に関する調査研究

いわゆる「地方創生」の開始から 10 年が経過し
たが、過度な東京一極集中は是正されておらず、人
口減少にも歯止めがかかっていない。そこで本調査
研究では、「地方創生」をめぐる 10 年間の取組みを
都市自治体の立場から検証し、その課題と今後の「地
方創生」に求められる方向性を検討する。本調査研
究の成果物は報告書としてまとめ、2026 年度末に
公表する予定である。

このほか、現在「都市自治体の持続可能なごみ処
理（廃棄物処理）政策に関する調査研究」をテーマ
とした研究会の設置準備を進めている。

調査研究紹介

日本都市センターでは、全国市長会と共同で設置している「都市分権政策センター」をはじめとして、都市自治体
が直面する政策課題について複数の研究会を設置し、調査研究を進めている。
以下では、これら各調査研究の趣旨や研究会の概要等を紹介する。
なお、当センターのホームページ（https://www.toshi.or.jp）では、各研究会の議事概要及び資料を公開しており、

メールマガジンでも当該情報を配信している。
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報告書

図　書　名 発行 価格
（税込）

自治体の就労支援の総合化と包括化
－国・自治体・地域の連携－ 2025年 1,650円

未来を創る自治体 DX
－デジタル人材の確保・育成に向けて－ 2025年 1,650円

スポーツを活用した地域振興 2025年 1,650円
デジタル社会と自治体
－地域自治と都市経営の未来－ 2024年 1,650円

協働型の地域自殺対策と自治体
－持続可能なまちづくりへのアプローチ－ 2024年 1,650円

総合都市経営を考える
－自治体主導による新たな戦略的連携－ 2023年 1,650円

地域社会のグローバル化を見据えた包
摂・共生のまちづくり
～欧州・北米のコミュニティ再生と日本
における可能性～

2023年 1,650円

森林政策と自治・分権
－「連携」と「人材」の視点から－ 2023年 1,650円

自治体ガバナンスを支える法務人材・
組織の実践 2022年 1,650円

人口減少時代の都市自治体－都道府県
関係 2022年 1,650円

地域産業の発展に向けた自治体のあり方
－人材育成と地域マネジメント－ 2022年 1,650円

子育て家庭の孤立を防ぐ
－公民連携に着目して－ 2022年 1,650円

都市自治体におけるツーリズム行政
－持続可能な地域に向けて－ 2021年 1,650円

機関誌「都市とガバナンス」

図　書　名 発行 価格
（税込）

都市とガバナンス　第 43 号 2025年 1,100円
都市とガバナンス　第 42 号 2024年 1,100円

日本都市センターブックレット

図　書　名 発行 価格
（税込）

No.41 文化芸術ガバナンスと公民連携
－第 21回都市経営セミナー－ 2020年 550円

都市の未来を語る市長の会

図　書　名 発行 価格
（税込）

都市の未来を語る市長の会（2020 年度前期）
≪風水害と都市自治体（準備と避難）≫ 2021年 880円

都市の未来を語る市長の会（2019 年度）
≪交通弱者対策 ( 住民の移動手段の確保 )≫
≪SDGs への取組み～プラスチックごみ問題～≫

2020年 550円

商業出版（第一法規株式会社）

図　書　名 発行 価格
（税込）

水害多発時代の流域治水
−自治体における組織・法制・条例・
土地利用・合意形成－

2024年 3,520円

法令解釈権と条例制定権の可能性と限界
－分権社会における条例の現代的課題と実践－ 2022年 3,850円

刊行物のご案内

日本都市センターでは、研究成果やセミナー・シンポジウムの記録を出版しており、ホームページから直接ご購入
いただけます。また、2011年度以降の刊行物につきましては、商業出版のものを除き、ホームページからPDFで
全文ダウンロードが可能です。（https://www.toshi.or.jp/publication）
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■� ■
（公財）日本都市センターは、2012年
4月より、都市政策、行政経営及び地方自
治制度等の都市に関する調査研究活動を行
うとともに、情報の提供及び研修事業等を
行うことに特化した公益財団法人へ移行い
たしました。
今後も都市自治体をはじめ研究者の方々
に様々なメディアを通じ適切かつ迅速な情
報提供に努め、都市の発展に貢献してまい
ります。
詳しくは、当センターホームページ� �

（https://www.toshi.or.jp）をご覧ください。

研究室スタッフ紹介
■理事・研究室長
　米田 順彦
■研究員
　�清水 浩和　　加藤 祐介　　　吉澤 佑葵   
　綱川 雄大　　野澤 慎太朗　　石垣 佑起　　
　浅見 拓弥　　中山 敬太

■� ■

  編集後記  
�　皆様のお手元に、『都市とガバナンス』第
44 号をお届けします。

　�　本誌は、地方自治をめぐる諸状況や全国
の都市自治体のニーズを踏まえ、地方自治
制度、都市政策、行政経営等、都市の政策
に役立つ情報を提供するため、（公財）日本
都市センターが年 2 回発刊している機関誌
です。

�　本号では、テーマ「『平成の大合併』がも
たらしたもの」とシリーズ「都市の持続可
能性／自治体間連携の現在地と可能性」を
特集しました。都市自治体関係者の皆様の
参考になれば幸いです。

�　末筆となりますが、ご多忙にもかかわら
ず、ご寄稿くださった執筆者の皆様には心
より感謝申し上げます。

� （研究員　吉澤　佑葵）

都市とガバナンス 第 44 号（年 2 回発行）
発　行　日	 2025 年 9 月 15 日
定　　　価	 1,100 円（本体価格 1,000 円＋税 10％）
編集・発行	 （公財）日本都市センター
	 〒 102-0093　�東京都千代田区平河町 2-4-1
	 　　　　　　日本都市センター会館 8 階
	 T E L 	 03-5216-8771
	 FA X 	 03-3263-4059
	 E-mail	 labo@toshi.or.jp
	 U R L 	 https://www.toshi.or.jp
印刷	 日本印刷株式会社

〔お断り〕本誌の論文等のうち、意見にわたる部分は筆者の個人的見解です。

無断転載、複製および転訳載を禁止します。引用の際は本書（稿）が出典であることを必ず明記してください。
This book is copyrighted and may not be copied or duplicated in any manner including printed or electronic media, 
regardless of whether for a fee or gratis without the prior written permission of the authors and Japan Municipal 
Research Center. Any quotation from this article requires indication of the source. 
Copyright 2025 The Authors. Copyright 2025 Japan Municipal Research Center. All Rights Reserved.
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